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論文要旨

本論文は,脚車輪型移動ロボット (WLMR)のような大自由度を有する車輪移動ロボットの,高速性と安定性を満

たした運動を実現するための運動制御手法について述べる. 特に機動力を向上することを狙い, (1)関節駆動制御

の高性能化, (2)更なる高機動化を実現する全身運動生成法,の 2点について論じる.　以上を考慮して,本論文は

二部構成とした. 第一部は,運動生成によって与えられた関節動作をより高性能に実現するため,「N自由度制御」

を提案し,その有効性について論じる. N自由度制御の目的は関節駆動制御系の高性能化であるが,多くのメカト

ロニクス・モーションコントロールシステムに応用可能であるため,その応用事例についても述べる. 第二部は,脚

車輪型移動ロボットをはじめとした大自由度を有する移動ロボットの, Zero Moment Point (ZMP)に基づいた高機

動化運動生成法について論じる.

第一部: 高機動化に貢献可能なモーションコントロールの新たな一般的枠組の提案

ロボティクス・メカトロニクスシステムでは,モータと減速機を基本とした駆動系を利用する例が多い. ロボッ

トシステムの高機動化を実現するためには,モータ駆動系に対してより高速・高精度な位置決め・速度制御性能が

要求される. また,安全性の観点から力制御系を搭必要とするシステムも増加傾向にあり,力制御性能の向上も求

められている.位置や速度,力を高速・高精度に制御する一般的枠組みとして, 2自由度制御がある. 2自由度制御

はフィードフォワード制御によって高速性を実現し,フィードバック制御によってロバスト性を高め,高精度性を

実現する. ロバストフィードバック制御の一手法として,外乱補償が可能な外乱オブザーバが多用されている. 本

研究では,外乱オブザーバに基づいたアプローチで,複数のセンサフィードバックを用いて外乱推定・抑圧性能を

向上可能な一般的枠組みである N自由度制御を提案する. N自由度制御は,例えばエンコーダの分解能を高めるこ

とが困難な状況で効果を発揮する. 減速機を介したロボットアクチュエータでは,減速機の弾性やバックラッシュ

に起因した伝達誤差による制御性能の劣化が問題となるため,減速機の出力端にエンコーダを取り付ける方法が

有効である. モータに取り付けたエンコーダ情報から減速機出力の角度を換算すると,分解能が減速比倍される利

点があるが,減速機の出力端に取り付けたエンコーダをフィードバックに使用する場合はその限りでない. この時,

量子化誤差の影響が顕著になり制御系の高性能化が困難となる. このような状況で N自由度制御を使用すれば,例

えばエンコーダに加えて加速度センサやジャイロスコープを使用することにより,量子化ノイズを抑えて広帯域な

外乱抑圧が可能となる. 近年のMEMS技術の発展に伴い,ロボットの各関節に加速度センサやジャイロスコープ

を搭載することが現実的となっている. また,ロボットの姿勢や人との衝突を検知する意味でもこれらのセンサを

多く搭載する意義は大きい. N自由度制御では,これらの目的で搭載したセンサ情報を利用し,制御系の性能を向

上させることが可能である. 本稿では N自由度制御の有効性をモータ駆動系を用いた実験装置によって検証する.

また,弾性アクチュエータやロボットマニピュレータのインピーダンス制御,ハプティックインターフェースのバ

イラテラル制御など,種々の問題にも応用可能であるため,その有効性についても論じる.

第二部: WLMRの高機動化運動生成法の提案

近年,車輪移動機構に駆動自由度を追加して,移動性能の向上を図る研究開発事例が散見される. WLMRは,上
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記研究例の代表的なロボットであると言える. このようなロボットの特徴として,車輪移動機構の上部にリンク機

構を追加するような構成により,その重心位置が高くなる点がある. 重心位置が高くなると,必然的に転倒する危

険性が高くなる. 従来研究では,重心位置の支持領域への投影点が,支持領域の内部に存在するか否かで安定性を

判断する,静的安定性に基づいた運動生成を行っている.しかし,車輪を有する利点は,平坦地において高速・高効

率な移動が可能である点であるので,この利点を活かせることが望ましい. よって,静的な安定性のみならず,動的

な安定性を考慮した安定性指標や運動生成法について検討する必要がある. そこで我々は, 2足歩行ロボットの動

的安定性指標として用いられる Zero Moment Point (ZMP)に基づいた運動制御法をWLMRに適用する方法を提

案する. ZMPの制御法として代表的である予見制御を用いた方法に加えて,容易に実装が可能となる零位相ロー

パスフィルタによる方法を提案する. 結果的に, 直進動作における加減速に起因したピッチング動作を低減でき,

安定した加速・減速動作が実現可能となることをシミュレーションおよび実機実験により確認する. ZMPを規範

とすることで高速度な運動が実現可能となると,低速度域では問題とならなかった点が影響を及ぼし始める. それ

は旋回時における遠心力の ZMPへの影響であり,高速度での旋回動作において顕著に現れる. そこで本稿では,旋

回時の遠心力による影響を ZMPへの外乱とみなして, その外乱値を推定しフィードフォワード補償することで,

ZMPの制御誤差を低減する方法を提案し,シミュレーションおよび実機実験によりその効果を確認する.
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第1章 序論

1.1 研究背景
内閣府が公開している高齢化社会白書によれば,我が国では高齢化は継続して進行するという予想がなされてい

る [1]. 経産省によって公開された産業用ロボットの市場予測において, 2035年における市場内訳の約 50%がサー

ビス分野となる見込みであることは,高齢化の背景を反映していると言えるであろう [2]. よって,今後も生活支援

を目的としたロボット技術応用に対する期待は増加し続けると考えられる. このような期待に応えるため,人間支

援を目的としたロボット技術の研究開発が盛んに行われてきている. 特に生活支援ロボット (パーソナルケアロ

ボット)に関しては, 安全性に関する国際規格 ISO13482が策定されるなど, 実用化に向けて本格的な検討の段階

に入っていると言える [3]. 策定された規格内では,生活支援ロボットは,「移動作業型ロボット」,「搭乗型ロボッ

ト」,「人間装着型ロボット」の 3つに分類される.

移動作業型ロボットは,自律的に移動し作業を行う,独立行動が可能なロボットである. 移動作業型ロボットは,

人と協調した作業が可能であることや,様々な環境に作用しながらの作業が可能であること,また人の生活空間で

適応的に移動可能であること,等が期待される. 近年の開発事例としては,例えば単純な車輪移動ロボットである

iRobotの Roomba [4],豊田中央研究所の荷物運搬・ヒト追従が可能な俊敏性を持つパーソナルモビリティロボッ

ト [5],車輪移動機構に加えて汎用的なタスクが遂行可能なマニピュレータを持つ,トヨタ自動車の生活支援ロボッ

ト HSR [6]や,ドイツ航空宇宙センター (DLR)の Justin [7]などがある. 以上のロボットは全て車輪移動型ロボッ

トであるが,乗り越えられる段差や凹凸が車輪径によって制限されるため,踏破性が低いという欠点がある. また,

作業用のマニピュレータを有する HSRや Justinなどの例は,機構上重心位置が高くなるため,移動速度を抑えて走

行する必要がある. 移動環境における段差の踏破性向上を目指して,脚車輪機構などの車輪と付加的な駆動自由度

を有する機構を採用する事例も多く見受けられる. 例えば,産業技術総合研究所の人間支援・人間先導,人間誘導を

目的とした Flexible Personal Robot (FPR) [8],日本精工の盲導犬や介護犬の代用を目指した盲導犬型ロボット [9]

等の脚車輪型移動ロボットがある. これらのロボットは歩行動作による段差乗り越え等が可能であるので,歩行時

にはその安定性を考慮しながら転倒を避けるように歩行を計画する必要がある. 車輪走行時についても,構造上重

心位置が非常に高くなるので,転倒の危険性が高い. よって,転倒しないよう車輪での移動速度を可能なかぎり遅

くする必要があり,機動性を向上することが難しい. また,上記のロボットに共通する課題として,人との協調や環

境とフレキシブルに作用するための制御設計が必要となる点がある.

搭乗型ロボットは,人を載せて輸送することが可能なパーソナルモビリティロボットである. 搭乗型ロボットも,

移動作業型ロボットのように様々な環境に適応して移動可能であることが望ましい. 移動作業型との大きな違いは,

人を載せての移動が主な目的である点である. 研究開発例として,車椅子型の搭乗型ロボットとしては様々な事例

があるが,特徴的なものとしてパーソナルモビリティであるWHILL [10]がある. WHILLは従来の車椅子と比較し

て,悪路の走破性や旋回性能が高く,機動性が高くなるよう設計されている点が特徴的である. また,倒立振子型の

搭乗型ロボットの研究開発例として,セグウェイ [11],トヨタ自動車のWinglet [12],本田技術工業のUNI-CUB [13],
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東京大学と豊田中央研究所のパーソソナルモビリティ実験機 [14]などがある. 搭乗型ロボットとして倒立振子型

を選択する理由は,車輪駆動部の接地面積 (支持領域)が車椅子型と比較して狭くなるため,小回りが効き更なる機

動性が達成できる点であると考えられる. ただし, 転倒しないよう常にバランス制御が必要となる. 他にも, 例え

ば脚車輪機構のように駆動自由度を多くすることで環境に対するフレキシビリティを向上させる研究例も存在す

る. 千葉工業大学のちゃりべえ [15]や RT-Mover [16]などが代表例である. これらの例は移動作業型の脚車輪型ロ

ボットとは異なり低重心であるため,バランス制御の必然性は比較的低く,かつ高い走破性を有するいう利点を持

つ. 一方で,移動速度が低いため機動性が低い,小回りが効かないという欠点を持つ. また,上記のロボットに共通

する課題として,人を乗せた状態でも十分な移動性能が確保できるよう,ロバスト性の高い制御設計が必要となる.

そして人間装着型ロボットは,人の動作の補助や増強を目的として,身体的な補助を行うロボットである. 一例と

して, Exoskelton (外骨格)と呼ばれる装着型の支援ロボットが盛んに研究開発されている. 例えば, CYBERDYNE

のロボットスーツ HAL [17],カリフォルニア大学バークレー校の BLEEX [18], ReWalk [19], Ekso Bionics [20]な

どがある. アクチュエータとして電気モータと減速機による駆動と油圧駆動が用いられているが,安全性と装置の

軽量化の観点からは電気モータと減速機を介した構成有利である. ただし,高出力なアシストを志向して高減速比

の減速機を採用すると,バックドライバビリティ[21]が損なわれて,アクチュエータが人の動きに合わせて柔軟に

アシストすることが困難になってしまう. この問題を解決する研究事例として, Series Elastic Actuator (SEA)をア

クチェエータとして用いた Exoskeltonが盛んに研究されている [22]– [24]. SEAは高減速比の減速機を用いながら

も安価に力制御を可能とするアクチュエータであり,力制御をベースとしたアシスト制御が必要となる Exoskelton

との親和性は高い. ただし,原理的に制御が難しく応答が振動的になりやすいので,振動を抑制しつつ所望の性能

を発揮するための制御技術が必要となる. また,直接体に取り付ける装着型ではないが,手押し式の歩行アシスト

装置である RT.WORKSの RT.1, 2 [25]がある. また,安川電機の屋内移動アシスト装置 [26]は,高齢者のベッドか

らの立ち上がり支援も可能とすることを目指した支援ロボットである. これらの装置に関しても,アクチュエータ

に関しては Exoskeltonと同様に高いアシスト性能を有するアクチュエータとその制御技術が肝要であると言えよ

う. さらにこのようなロボットには転倒危険性の問題がある. 例えば安川電機のアシストロボットは,車輪移動機

構と,回転と上下動作が可能な 2自由度のリンク機構を組み合わせた多自由度型の歩行支援装置である. このよう

に自由度を増やすと,重心が高くなってしまい転倒危険性が高まってしまうという問題がある. また,屋内での利

用を考えると小回りの利くコンパクトな機構であることが求められるが,この要求と転倒しない,という条件はト

レードオフの関係にあり同時に実現することが難しい.

３つの形式のロボットに共通している点として,車輪移動機構に加えて脚の機構を有する脚車輪機構や,マニピュ

レータを搭載する移動マニピュレータ方式, 2自由度程度のリンク機構を追加した支援用の移動ロボットなど,タ

スク遂行能力の向上や踏破性の向上を目指して構造を複雑にしている研究事例が多く見受けられつつある. この

ような研究例の特徴として,従来の車輪のみを有するロボットと比較して重心位置が高くなる点がある. また,小

回りの利く移動ロボットを実現するためには接地領域をできるだけ小さくする必要があるが,この点がさらに高

重心の機構になることを後押ししている. ロボットが高重心になると,転倒の危険性が高まるので,転倒危険性に

ついて常に考慮しながらロボットを移動させる必要がある. すなわち,ロボットの移動速度を遅くし,静的な安定

性を確保しながら転倒しないよう移動させる必要がある. 車輪移動型である利点として,車輪による高い機動性を

持った移動が可能である点が考えられる. しかし,作業性や走破性を向上することを目的として機構的自由度を向

上させると,この高機動性の利点が失われてしまう. よって,転倒を避け,かつ高い機動性を実現するような高機動
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化運動計画・運動生成法が必要であると言える.

また,それぞれの形式のロボットに関して,今まで以上に高性能な駆動制御手法が必要とされていると言える. 例

えば,移動作業型に関しては,人と協調するために柔らかい動作が必要となるため,環境変動に不感な力制御やイ

ンピーダンス制御が重要となる. 搭乗型ロボットに関しては,どのような人が乗っても所望の性能が発揮できる必

要があるので,負荷の変動に対してロバストな位置や速度の制御手法が必要になる. また,高機動性が求められる

作業移動型や搭乗型ロボットに関しては,上位系である運動生成法から与えられる位置や速度の指令値変動が急峻

である可能性が高く,上述のような負荷変動が存在した上で,更に広帯域な制御性能が求められる. 装着型では弾

性アクチュエータを用いるアプローチが有効であるが,その振動抑制制御手法の性能向上が必須であることは前述

の通りである. 一般的に,上記のような問題は全て「モーションコントロール」という分野に属する. モーション

コントロールでは,環境変動や負荷の変動を「外乱」として扱い,外乱による影響を可能な限り抑圧して,目標の

実現を目指すアプローチが取られる [27].

1.2 研究目的
研究背景を鑑みて,本研究では, (1)生活支援ロボットの多様化と高自由度化による高重心の問題が転倒危険性を

高めること, (2)環境変動や負荷変動のある条件下で急峻な指令変化が制御系に与えられる可能性が高いこと,の

２点を考慮すべき課題として検討する. そこで本稿では,それぞれの課題に対応した２つの提案を行う. １つ目は,

「多自由度移動ロボットの転倒危険性低減を目指した安定性指標と高機動化を実現する運動生成法の提案」であり,

２つ目は,「ロボットシステムに親和性の高いモーションコントロール手法の提案と外乱抑圧特性の向上」である.

まず１つ目の提案における多自由度移動ロボットの転倒危険性に関して,本研究では脚車輪型移動ロボットを評

価用の実験機として使用する. 脚車輪型移動ロボットは,非常に多くの駆動関節を有しているという点で,多くの

多自由度移動ロボットの特徴を包含していると言えるからである. また,脚車輪型移動ロボットはその自由度の高

さから,脚の姿勢を様々に変更可能であり,例えば接地領域を小さく,重心位置を高くした姿勢が実現可能である.

よって,高重心で転倒危険性の高い姿勢での運動生成法の有効性検証が可能である. 脚車輪型移動ロボットで検討

する手法の有効性が確認できれば,様々な形式の多自由度移動ロボットに対して有効性のある一般性を持った手

法であると主張できる. また,転倒危険性低減を目指した安定性指標として, Zero Moment Point (ZMP)の適用を提

案する. ZMPはもともとヒューマノイドに用いられてきた動的安定性の指標であるが,本研究ではこの指標に基

づいて高機動化を目指した運動生成を行う. 特に,車輪移動時における ZMPを支持領域の中央に制御しながら,安

定に直進運動や旋回運動を行う手法を提案する. 提案するアプローチは大きく分けて２つの取り組みに分けられ

る. １つ目は,直進時や旋回時の重心運動を, ZMPに基づいて生成する重心軌道計画問題である. ２つ目は,脚の機

構と車輪の機構を同時に持つ機構に対して,与えられた重心軌道を実現するための関節動作を求める全身運動生

成問題である. 本稿ではそれぞれ独自の手法提案を行い,提案した手法の有効性をシミュレーションおよび実験に

よって検討する.

続いて 2つ目の提案における,ロボットシステムに親和性の高い外乱抑圧手法に関して述べる. 本研究では,ロ

ボットシステムにおけるセンサが潤沢に使用されつつある背景を考慮して,ロボットが搭載する複数センサ情報

を有効活用してサーボ性能を向上する方法を提案する. 例えば,近年のMEMS技術の発展に伴い,ロボットの各関

節に加速度センサやジャイロスコープを付加的に搭載することが現実的となっている. これらのセンサは,ロボッ

トの姿勢や人との衝突を検知する意味でも大きな意義を持つ. 本研究では,これらのセンサから得られた加速度情
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報や角速度情報を活用することを考える. 外乱抑圧手法として一般的にモーションコントロールで用いられるの

は外乱オブザーバ (DOB)である. DOBは直感的な構成であり,かつ容易に実現可能で,実用上十分な程度に外乱

抑圧が可能である特徴を持つため,産業界で広く用いられている. また,外乱抑圧と広帯域な指令値追従を実現す

るため, 2自由度制御が広く用いられている. 2自由度制御設計では,相補感度関数に基づいてパラメトリゼーショ

ンすると,等価的に DOBを内包することが知られている [28]. 本研究では, DOBを内包する 2自由度制御のアプ

ローチを,複数センサのフィードバック情報が扱えるよう拡張した N自由度制御を提案する. N自由度制御を用い

ることで,エンコーダなどの位置情報に加えて付加的に速度や加速度をフィードバックして,外乱抑圧性能を向上

することが可能となる. つまり,直感的かつ容易に構成可能であるという DOBの利点を継承しつつ,ロボットシス

テムに搭載される多くのセンサ情報を活かして外乱抑圧の性能を向上することができる. 本稿ではこの N自由度

制御を,ロボットシステムにおいても駆動系として広く一般的に用いられる,モータ駆動の制御問題へと応用する.

更に, SEAやバイラテラル制御問題,インピーダンス制御問題など,生活支援ロボットに必須である問題に対して

も適用し,その有効性をシミュレーションおよび実験によって評価する.

1.3 論文の構成
本論文は,大きく２つのトピックを扱う関係上,二部構成とする. 第一部は,複数センサのフィードバックが可能

な N自由度制御の提案とその応用について述べる. まず第二章では,導入としてモーションコントロールにおける

複数センサフィードバックの類似研究についての研究調査を行う. 第三章では, N自由度制御の理論について具体

的に述べる. そして第四章では, N自由度制御を 1慣性系としてモデル化が可能であるモータドライブシステムへ

と適用する. 第五章では, 2慣性系としてモデル化が可能である SEAに適用する. 第六章では, N自由度制御から等

価的に得られる DOBの構造について解析し, 1慣性系と 2慣性系に適用する. また,類似研究との比較を行う. 第

七章では,バイラテラル制御問題において,特に位置情報のみに基づいたアプローチに対して N自由度制御のアイ

ディアを適用する. 最後に第八章では,インピーダンス制御問題に対する N自由度制御の有効性を論じる.

第二部では,脚車輪型移動ロボットの運動制御と高機動化を実現するための運動生成法について述べる. まず第

九章では,脚車輪型移動ロボットの研究事例と本研究の立ち位置について述べる. 続いて第十章では,脚車輪型移

動ロボットに特有な運動生成問題について述べる. 第十一章では, ZMPに基づいた直進運動の高機動化運動生成

法について述べる. 第十二章では, ZMPに基づいた旋回運動の高機動化運動生成法について述べる. 最後に,第十

三章にて,第一部および第二部のまとめについて述べ,本稿の結びとする.
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第I部

N自由度制御の提案とモーションコントロー
ルシステムへの応用



第2章 第一部の導入

モーションコントロールの世界では,精密で高速な位置決めが重要である [29]. 精密な位置決めのためには,高

い振動抑制性能や外乱・パラメータ変動に対する高いロバスト性を必要とする. 産業界におけるモーションコン

トロールシステムの大部分は,アクチュエータとして直動/回転型の AC/DCモータが使用されている. これらの多

くは位置決めのために光学式エンコーダやレゾルバといったセンサを有する [30]. 近年,これらのセンサの価格は

下がり続けており,位置決め精度を向上するために高い分解能を有するセンサを採用することは十分実用的になっ

ている.

センサの重要な側面として,取り付け位置の問題がある. 多くのモーションコントロールシステムでは,モータ

やエンコーダは駆動側, すなわちモータの回転角や速度が検出可能である状況が多い (セミクローズド). これは,

負荷側にセンサを搭載すると付加的なセンサコストが発生する上,配線の引き回しにも考慮が必要なためである.

一般的に,モータはボールネジや減速機などが接続され,直動/回転運動の変換やトルクの増減速が行われる. 広く

用いられる減速機の構造では,原理的に必ず存在するバックラッシュや非線形な摩擦が,精密な位置決めの実現を

阻害する. 一つの解決法は,負荷側の角度や速度情報をオブザーバによって推定する方法である. オブザーバによ

る方法は有効ではあるが,システムのモデル化誤差や,パラメータ変動による影響を受ける. 対照的に,負荷側にセ

ンサを取り付ける方法は,前述の問題である配線の引き回しやセンサコストの問題が無視できる場合に有効であ

り,結果的に位置決めの誤差を低減できる (フルクローズド).

センサの取り付け位置や使用するセンサの組み合わせとして,様々な可能性が考えられる. 例えば,加速度センサ

や力/トルクセンサ (以降, F/Tセンサと記述)は,エンコーダやレゾルバといった位置を測定するセンサに加えて用

いられてきた. 加速度センサや F/Tセンサは,センサによって得られた値を制御量として直接フィードバック制御

するのみならず,位置決め時に負荷的にその情報をフィードバックすることによって全体的な性能を向上すること

も可能である. 例えば,加速度センサや F/Tセンサのフィードバックは制御系のダンピング特性を向上させるので,

弾性特性の強い制御対象の振動抑制手法として用いられている [31]. 加速度センサや F/Tセンサを付加的に用い

たセンサフィードバックの特徴は検証されており [32],それらのモーションコントロールにおける役割は明らかに

なりつつある. しかしながら,近年の多くの研究事例は,精密性や正確性,計測帯域を高めるための新たな視点を提

示してきている. よって本章では,複数センサをフィードバックする必要があるモーションコントロールシステム

の応用例や,複数センサのフィードバックによって制御系全体の性能を総合的に向上するような手法を対象として

文献調査を行う. 特に,エンコーダやレゾルバ,ジャイロスコープや加速度センサ, F/Tセンサなどについてである.

複数センサ情報を扱う制御手法について本章で俯瞰した後,次章ではではさらに,モーションコントロールシス

テムで幅広く用いられている 2自由度制御器 [33, 34]を拡張した, N自由度制御を提案する. N自由度制御は複数

のセンサフィードバック情報を自然に扱うことができ,その点が既存の 2自由度制御と比較した有効な点となって

いる [28,36]. また, N自由度制御は複数のセンサ情報を用い,各センサの雑音特性が少ない周波数帯域を活かすよ

うセンサフュージョンすることが可能な自然な設計法となっているので,外乱抑圧特性とノイズ特性を同時に低
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減することが可能である. 理論的な詳細については次章以降で述べる. また,本部では N自由度制御の応用例とし

て, (1)一般的なモータードライブシステムへの応用, (2)弾性アクチュエータへの応用, (3)ハプティックインター

フェースへの応用, (4)インピーダンス制御問題への応用,について検討する. 本章における残りの説明では,複数

センサフィードバックに関連したトピックについて述べる.

2.1 一つのセンサ情報を用いたフィードバックシステム
本節では,一つのセンサ情報のみを用いて性能を向上するアプローチについて述べる. 特に,一つのセンサ情報

からノイズの影響を取り除いて計測制度を向上する手法や,速度/加速度や力/トルクを推定する手法について述べ

る. 本節で紹介する手法は,次節以降の複数センサを用いたフィードバックシステムに対しても有効な手法である

ことに注意されたい.

2.1.1 力/トルクの推定とフィードバック

駆動系に加わる外乱は,外乱オブザーバ (DOB)によって推定することができる [27]. DOBは,設計が直感的で

あり容易に構成可能であるので, 産業界に広く応用されてきた. また, DOBは力制御のアプリケーションにも応

用可能である. 外乱情報の中から,同定可能な情報である摩擦や重力,遠心力やコリオリ力の影響を引くことによ

り,反力情報を抽出することが可能であり,この時外乱オブザーバは反力推定オブザーバ (RFOB)と呼ばれる [37].

RFOBは,力センサレス力制御の応用例が多い. その際たる例がハプティクスの分野である. 商用の力センサでは

力の検出帯域が制限されてしまうが, RFOBを使うことで広帯域な力推定が可能である [38]. 過去 10∼20年の間,

RFOBに基づいた高性能なハプティックインターフェースの実現に向けて,盛んに議論されてきた. DOBに基づい

た位置/力制御のノミナル/ロバスト安定性については,幾つかの文献にて解析されている [39,40]. 文献中では,力制

御や位置制御における質量/イナーシャや推力/トルク係数,接触する環境の粘弾性の変化に伴う安定性に関して議

論されている. また,適応的にそれらのパラメータを同定する枠組みとその安定解析も提案されている [41]. 同様

に,モデルの変動下でロバストに負荷トルクを推定するため,ロバスト H∞フィルタの適用が提案されている [42].

周期的な外乱は,実用上の観点から考慮すべき事象である [43]. 例えば DOBに基づくアプローチによる解決法と

して,モデル化していない周期外乱を抑圧するため,周期的適応外乱オブザーバ (PADOB)が提案されている.

以上の手法や解析は, 1慣性系に対するものであった. 多慣性系に対しては, 1慣性系とは異なる問題が生じるた

め,多慣性系のための適切な設計が必要となる. 2慣性共振系では,ねじれトルクをモータ側のダイナミクスを用い

た DOBによって推定し,推定値をポジティブフィードバックするアプローチを共振比制御と呼び,振動抑圧のた

めに有効な制御設計法として知られている. しかしながら,共振比制御では,モータ側のダイナミクスのみを用い

た DOBの場合,その推定速度が十分速い必要がある [44]. ただし,推定速度を向上させることはすなわちノイズの

影響を増大させることになるので,実用的な見地からは検討が必要である. この問題を避けるため, DOBの構成に

は 2慣性系全体のダイナミクスを用いる必要があるが,その際にパラメータ変動による影響が問題になるので,ロ

バスト性に関する検討が必要である. 2慣性系全体のダイナミクスを用いて DOBを設計する例として, H∞制御の

枠組みを用いて DOBを設計する例がある. この枠組みの応用例として 2慣性共振系の振動制御に用いたもの [45]

や,このアプローチを改良して弾性関節を有するロボットマニピュレータへと応用した研究例がある [46].
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DOBの安定性に加えて,推定精度の向上も検討すべき課題である. 一般的に言うと, DOBでの力/トルク推定に

は,光学式エンコーダによって計測角度から速度を推定することが必要である. よって, DOBの推定精度を向上す

るためには, 速度の推定精度の向上が必要である. 速度の推定精度の向上については次節にて述べる. 本節では,

DOBの推定性能の向上手法について述べる.

力/トルクの推定結果におけるノイズや誤差の影響を低減するため, DOB/RFOBの推定帯域を向上させるアプ

ローチが存在する. 光学式エンコーダの計測や,その他の D/A変換機における量子化誤差の影響は,位置決めシス

テムにおける定常状態に,リミットサイクル現象を引き起こす. この問題に対して,このリミットサイクル現象を

低減するための十分条件や, 適応的に影響を削減する方法が提案されている [47]. Field-programmable gate array

(FPGA)に基づいた高次の DOB実装とカルマンフィルタに基づいたアプローチは,摩擦とノイズの影響を低減可

能であることを示している [49]. この方法を用いることにより,力制御系の制御帯域を向上することができる. さ

らに,量子化誤差の影響を確率的な外乱としてモデル化した研究例もある [50]. ここで,共振フィルタなるものが

量子論に基づいて設計されており,結果的に量子化誤差の影響を抑圧し,低ノイズで高い制御帯域を持った力の推

定が可能となる. また,加速度センサのみを用いた反力推定手法も提案されている. 本手法は動力学および運動学

モデルに基づいたカルマンフィルタによってノイズを低減し,結果的に加速度センサのみによって力制御を実現し

ている [51]. さらに,電流の量子化と電流の歪みの問題が,精密なモーションコントロールシステムの実現を阻害

する. この問題を解決する有効な方法は,複合フィルタリングによる方法である. 例えば,ローパスフィルタとバン

ドストップフィルタを用いる手法が有効である [52]. ディザリングの技術は,電流の A/D変換における量子化の影

響を抑圧する方法として有効である [53]. 電流の量子化誤差を低減することは, DOBの推定精度を向上すること

につながる. よって,電流における影響を考えた上記の研究例も重要である.

2.1.2 位置/速度/加速度の推定とフィードバック

速度情報は,光学式エンコーダやレゾルバから得られた位置情報を,差分による方法やフィッティングによる方

法などによって推定することができる. FPGAが使用できる場合は,位置情報の差分によって,低速から高速までの

領域にわたって高い精度の速度計測が可能である [54]. 最小二乗法を用いて量子化誤差を推定することにより,量

子化誤差の取り除かれた位置情報が推定できれば,差分による精度の高い速度推定が可能である [48]. 近年,高分

解能エンコーダの発展により,位置情報の差分によって推定された速度情報は十分精密になりつつある. また,差

分を繰り返すことで加速度を推定可能であるが,この加速度情報も実用的になってきている [55]. このように加速

度推定に関する話題も重要であり,推定に関するいくつかの研究が行われてきている. エンコーダから得られた位

置情報から加速度を推定する方法として,ニュートン予測器とカルマンフィルターを組み合わせた方法が提案され

ている [56]. また, DOBのアプローチに基づいて加速度を推定する手法として加速度オブザーバが提案されてい

る [57].

一方で,コストの問題で分解能が上げられない場合や,使用環境の制約等から原理的に低分解能であるレゾルバ

を使用する必要がある事例も存在する. そこで,低分解能のエンコーダ/レゾルバを用いた場合の速度推定誤差を低

減する方法についても研究されている. 低分解能エンコーダを用いた場合の速度推定時の量子化ノイズによる影

響を低減する方法として,スライディングモード微分器 [58],アダプティブウィンドウイング [59]などがあり,近

年の研究例はその併用を提案している [60]. 自己適応カルマンフィルタは,ノイズ情報に基づいてリアルタイムに

カルマンゲインを更新するカルマンフィルタであり,ノイズの状態を考慮した速度の推定が可能である [62]. 従来
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の瞬時オブザーバやカルマンフィルタに基づいたオブザーバベースの推定法はノイズ低減が可能な手法として用

いられてきたが,観測時の時間遅れの問題がある. そこで,光学式エンコーダ情報から,移動ホライゾン推定を用い

て遅れの少ない位置情報を再構築する方法が提案されている [61]. 上述した技術は,分解能が制限されたエンコー

ダやレゾルバに対して提案された手法ではあるが,高分解なエンコーダを用いた場合の位置計測精度をさらに向

上する目的でも使用が可能である. 例えば,最小二乗法に基づいた誤差推定手法はナノスケールサーボ制御に有効

であることが示されている [48]. よって,ナノスケールサーボ制御のように,精密性がさらに要求されるモーショ

ンコントロールを実現する際に有効なアプローチと言える.

2.2 複数センサを用いた性能向上手法
本章では,複数センサを用いて性能を向上する手法について紹介する. 前述のように,力/トルク,速度,加速度等

を推定する方法が多く存在する. それらはモーションコントロールシステムに対して,少ないセンサ数で実現可能

であるという点で実用的であり,広く適用可能である. しかしながら,上記のアプローチは推定の時間遅れや,望ま

しくない外乱・パラメータ変動による影響を受ける場合が多い. 対照的に,複数センサの使用はフォールト・トリ

ラントなシステムなど,計測システムの信頼性を高めることに有効である. さらに,複数センサを用いるアプロー

チは,センサフュージョンによって計測性能を向上する見込みもある. 本章では,モーションコントロールシステ

ムのための複数センサフィードバックによる性能向上技術を紹介する.

2.2.1 位置/速度/加速度の推定とフィードバック

位置および加速度の情報は,速度の推定精度を向上するために度々併用される. 一つほ手法は two-channel approach

と呼ばれ,周波数領域で位置の情報と加速度の情報を統合する方法である. 推定された速度情報は,低周波域のエ

ンコーダ情報と,高周波域の加速度情報をたし合わせたものとなっている [63]. kinematic kalman filter (KKF) [64]

は,位置情報と加速度の情報をカルマンフィルタによって統合し,位置や速度,加速度を推定する方法である. 多数

の研究で, KKFを用いることによって,低コストなエンコーダと加速度センサを組み合わせて位置や速度,加速度

を推定する事例が見受けられる. 例えば, reset kinematic state estimator (RKSE)は KKFと同様に位置情報と加速度

情報を統合して位置,速度,加速度を推定し,モーションコントロールシステムへと応用している [65]. 推定された

情報は直動モータの位置決め精度を向上する目的で使用されており,さらに推定された加速度情報は DOBに直接

用いられている. 他の研究事例として,加速度情報を 2慣性系に応用するものがある. 例えば, 2慣性系システムの

状態を負荷側加速度センサを活用したカルマンフィルタによって推定するものがある [66]. さらに, linear quadratic

Gaussian (LQG)制御によって位置決め制御系を設計している [67].

ノイズの影響が取り除かれた加速度情報を取得することも,モーションコントロールシステムにとって重要であ

る. エンコーダやレゾルバに加えて加速度センサを使用することは,システムの粘性特性を向上させる効果や [32],

外乱抑圧特性を向上させる効果 [68],接触安定性を向上させる効果 [69]がある. そのような効果により,サーボ駆

動系 [70]や,エレベータ [71],ハードディスクドライブ [72],ロボットマニピュレータ [73]など多くの応用事例が

ある. 加速度センサは,その計測原理により,オフセットや雑音を多く含む. そこで,加速度センサ情報についても

高性能な状態推定技術が求められている.
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2.2.2 力/トルク推定とフィードバック

力およびトルクを推定するためには DOB/RFOBが用いられるが,エンコーダやレゾルバ,加速度センサなどの

うちから,単一のセンサのみを用いる場合が多い. 前項で述べたように,複数のセンサ情報を組み合わせて推定精

度を向上することが可能である. 周波数重み付けによる方法は, DOB/RFOBに対しても適用可能である. 位置と加

速度の情報を統合した外乱オブザーバ (PAIDO)は,周波数重み付けの方法によって,広帯域に力の推定が可能な方

法である [74]. カルマンフィルタに基づいた DOB (KFDOB) [75]は, DOBの推定帯域を向上するために, KKFを

用いる方法である. また, 2慣性系に対する力/トルクの推定も実用上重要な問題である. 複数エンコーダを用いた

DOB (MEDOB)は,駆動側のエンコーダと負荷側のエンコーダを用いて,バネ定数を用いることなく外力を推定す

ることが可能な方法である [76]. さらに,カルマンフィルタに基づいた瞬時状態オブザーバ (KFISOB)が,負荷側

の力/トルクを広帯域に推定する方法として用いられている [77]. KFISOBは, 2慣性系のモデルにおいて,加速度

を活用した形で状態方程式表現した上で,カルマンフィルタによって負荷側の力/トルクを推定する方法である. 結

果として,加速度センサの導入により,推定帯域を向上することができる.

2.3 第一部の構成
最後に,第一部の構成を述べる. 第 3章では, N自由度制御の理論について述べる. 第 4章では, N自由度制御を

モータ駆動系に適用し,その有効性を示す. 第 5章では, 2慣性系としてモデル化が必要なモータ駆動系に N自由

度制御を適用する方法について検討する. 第 6章では, N自由度制御に現れる外乱オブザーバ型の等価構造に着目

し,陽に実現した場合の外乱推定性能について, 1慣性系および 2慣性系を対象に議論する. 第 7章では,位置情報

ベースのバイラテラル制御法を N自由度制御の枠組みで設計する方法について述べる. 最後に第 8章では,イン

ピーダンス制御問題に対して, N自由度制御を適用する方法について論じる.
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第3章 N自由度制御の提案

前章にて述べたように,複数センサフィードバックは性能向上のために有効な方策である. 本章では,複数セン

サフィードバックを扱う一般的な枠組みとして, N自由度制御を提案する. N自由度制御では, 1入力 1出力系の出

力フィードバックに加えて,他の物理量をセンサフィードバックし 1入力多出力 (SIMO)系とすることで,制御性

能を向上することができる. 文献 [35]では, 3自由度制御の有効性が示唆されていた. 本稿では,その概念を N自

由度へと拡張し,さらに多入力多出力系に適用できるよう理論を展開する.

3.1 1入力多出力系に対するN自由度制御
一般的なモーションコントロールシステムでは 1入力多出力系として設計する場合が多い. よって,本章ではま

ず提案する N自由度制御について, 1入力多出力系への適用を詳細に述べる. まず 2自由度制御について述べ,次

に 2自由度制御を 3自由度制御に拡張し,さらに N自由度制御へと一般化する.

3.1.1 2自由度制御器の導出

まず, 2自由度制御のブロック図を図 3.1(a)に示す. ここで, r(s)は目標値, d(s)は外乱, ξ(s)はセンサ出力のノイ

ズである. また,目標値から出力までの応答 Gyr(s),感度関数 S (s),相補感度関数 Q(s)は以下のように求まる.

Gyr(s) =
y(s)

r(s)
=

P(s)C1(s)

1 + P(s)C2(s)
(3.1)

S (s) =
δGyr(s)/Gyr(s)

δP(s)/P(s)
=

1

1 + P(s)C2(s)
(3.2)

Q(s) = 1 − S (s) (3.3)

感度関数は外乱抑圧の帯域を示し,相補感度関数はモデル化誤差に対するロバスト性を決定づける. 以上より, 2自

由度制御器は式 (3.1)–(3.3)を P(s) = Pn(s)という条件下で解くと以下のように求められる.

C1(s) =
Gyr(s)

Pn(s)(1 − Q(s))
,C2(s) =

Q(s)

Pn(s)(1 − Q(s))
(3.4)

ここで, Pn(s)はノミナルプラントモデルであり, Gyr(s)および Q(s)は設計者が決定するフリーパラメータとなる.

また,式 (3.4)を式 (3.1)–(3.3)に代入することにより,以下の関係が成り立つ.
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(3.5)

ここで, d′(s) = d(s)+
Pn(s)−P(s)

Pn(s)P(s)
y(s)である. d′(s)はシステムに加わる外乱トルクと,プラントのモデル化誤差の合算

値である. 安定性を満足するための条件として,式 (3.5)のそれぞれの伝達関数が安定である必要がある. ここで,
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(c) N自由度制御のブロック図

図 3.1: 2, 3, N自由度制御のブロック図

安定性は P(s) = Pn(s)という条件に基づくため,ノミナル安定性のみを満たす条件でありロバスト安定性条件は満

たさない. また,出力が目標値へ定常誤差なく追従 (e = r − y → 0|t→∞)するためのサーボ設計問題は,以下の出力

誤差に関する関係式から検討すれば良い.

e(s) = r(s) − y(s) = (1 −Gyr(s))r(s) + Pn(s)(1 − Q1(s))d(s) + Q(s)ξ(s) (3.6)

最終値の定理に基づくと,定常特性は以下のように求められる.

lim
t→∞

e = lim
s→0

s
(

(1 −Gyr(s))r(s) + Pn(s)(1 − Q(s))d(s) + Q(s)ξ(s)
)

(3.7)

2自由度制御のコントローラの具体的な条件に関しては,文献 [36]が詳しい. 本稿では, 3自由度制御を例とし

て後に条件を具体的に述べる. 式 (3.4)を用いると, 図 3.1(a)の等価ブロック図 3.2(a)(b)が得られる. 図 3.2(a)か

ら, Gyr(s)により目標値応答が決定され,外乱応答が Q(s)に基づいて決定されることが理解できる. 外乱は一般的

に低周波成分を有することが多いので, 1 − Q(s)をハイパスフィルタとして設計し,そのカットオフ周波数をでき

るだけ高く設定できれば良い. この時, Q(s)はローパスフィルタの特性を有することになるが,そのカットオフ周

波数を高く設定することにより,センサノイズの影響が多大となる. また,モデル化誤差の影響は外乱の中に含ま

れているため, 1 − Q(s)の設計によってキャンセルできることがわかる.
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図 3.2: 2自由度制御の等価ブロック図

3.1.2 3自由度制御の導出

3.1.2.1 3自由度制御の構造

続いて, 2自由度制御を 3自由度制御に拡張する. 3自由度制御のブロック図を図 3.1(b)に示す. ここで,制御対

象の伝達関数は P1(s)と P2(s)に分割されており (P(s) = P1(s)P2(s)),二つのフィードバックループのために二つの

制御器がある. よって,制御システムには ξ1 と ξ2 のノイズが存在する. また,目標値応答 Gyr(s), P1(s)に対応する

感度関数 S 1(s)および相補感度関数 Q1(s), P2(s)に対応する感度関数 S 2(s)および Q2(s)はそれぞれ以下のように

なる.

Gyr(s) =
P1(s)P2(s)C1(s)

1 + P1(s)C2(s) + P1(s)P2(s)C3(s)
(3.8)

S 1(s) =
δGyr(s)/Gyr(s)

δP1(s)/P1(s)
=

1

1 + P1(s)C2(s) + P1(s)P2(s)C3(s)
(3.9)

S 2(s) =
δGyr(s)/Gyr(s)

δP2(s)/P2(s)
=

1 + P1(s)C2(s)

1 + P1(s)C2(s) + P1(s)P2(s)C3(s)
(3.10)

Q1(s) = 1 − S 1(s), Q2(s) = 1 − S 2(s) (3.11)

以上の式より, P1(s) = P1n(s), P2(s) = P2n(s)の条件下で, 3自由度制御器は以下のように求められる.

C1(s) =
Gyr(s)

P1n(s)P2n(s)(1 − Q1(s))
(3.12)

C2(s) =
Q1(s) − Q2(s)

P1n(s)(1 − Q1(s))
(3.13)

C3(s) =
Q2(s)

P1n(s)P2n(s)(1 − Q1(s))
(3.14)

ここで, P1n(s)および P2n(s)はそれぞれ P1(s)および P2(s)のノミナルプラントモデルであり, Gyr(s), Q1(s), Q2(s)

は設計者が決めるべきフリーパラメータとなる.
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図 3.3: 3自由度制御の等価ブロック図

3.1.2.2 内部安定性条件

続いて, 3自由度制御のための内部安定条件を導出する. Gyr(s),Q1(s),および Q2(s)が満たすべき条件は,以下の

関係式から導出できる.
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(3.15)

ここで, d′(s) = d(s)+
P1n(s)P2n(s)−P1(s)P2(s)

P1n(s)P2n(s)P1(s)P2(s)
y(s)および ξ′

1
(s) = ξ1(s)+

P2n(s)−P2(s)

P2n(s)P2(s)
y(s)である. 内部安定条件を満たすために

は,式 (3.15)のそれぞれの伝達関数行列が安定である必要がある. よって,内部安定性を満たすためのGyr(s),Q1(s),

および Q2(s)の条件は式 (3.15)より以下のようにまとめられる.

1. Gyr(s), Q1(s),および Q2(s)は安定でプロパー

2. Gyr(s)は P1n(s)P2n(s)および P2n(s)のすべての不安定零点を零点として持つ

3. 1 − Q1(s)は P1n(s)P2n(s)および P1n(s)のすべての不安定極を零点として持つ

4. Q1(s) − Q2(s)は P1n(s)のすべての不安定零点および P2n(s)のすべての不安定極を零点として持つ

5. Q2(s)は P1n(s)P2n(s)および P2n(s)のすべての不安定零点を零点として持つ.

上記の条件は,システムを安定とするために必ず満たす必要がある.

3.1.2.3 次数条件

続いて, Gyr(s), Q1(s),および Q2(s)の次数条件を導出する. 式 (3.12), (3.13),および (3.14)より,次数の条件とし

ては下記条件を満たす必要がある.
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6.
Gyr(s)

1−Q1(s)
の相対次数が P1n(s)P2n(s)より高い (C1(s) =

Gyr(s)

1−Q1(s)
· 1

P1n(s)P2n(s)
)

7.
Q1(s)−Q2(s)

1−Q1(s)
の相対次数は P1n(s)より高い (C2(s) =

Q1(s)−Q2(s)

1−Q1(s)
· 1

P1n(s)
)

8.
Q2(s)

1−Q1(s)
の相対次数は P1n(s)P2n(s)より高い (C3(s) =

Q2(s)

1−Q1(s)
· 1

P1n(s)P2n(s)
)

次数条件を満たさない場合,制御器のプロパー性が満たされないので実現不可能となってしまう. よって,次数条

件についても必ず満たす必要がある.

3.1.2.4 サーボ条件

出力が目標値へ定常誤差なく追従 (e = r − y→ 0|t→∞)するためのサーボ条件は,以下の出力誤差に関する関係式

から求められる.

e(s) = r(s) − y(s) = (1 −Gyr(s))r(s) + P1n(s)P2n(s)(1 − Q1(s))d(s)

+ P2n(s)(Q1(s) − Q2(s))ξ1(s) + Q2(s)ξ2(s) (3.16)

最終値の定理に基づくと,定常特性は以下のように求められる.

lim
t→∞

e = lim
s→0

s
(

(1 −Gyr(s))r(s) + P1n(s)P2n(s)(1 − Q1(s))d(s)

+ P2n(s)(Q1(s) − Q2(s))ξ1(s) + Q2(s)ξ2(s)) (3.17)

よって,サーボ条件は以下のようにまとまる.

9. 1 −Gyr(s)は r(s)のすべての不安定極を零点に持つ

10. 1 − Q1(s)は P1n(s)P2n(s)d(s)のすべての不安定極を零点に持つ

11. Q1(s) − Q2(s)は P2n(s)ξ1(s)のすべての不安定極を零点に持つ

12. Q2(s)は ξ2(s)のすべての不安定極を零点に持つ

ここですべての記述は,入力信号や外性信号は虚軸上を含んだ不安定極/零点を持つという仮定に基づいている. た

だし,虚軸上の不安定極/零点に対応する条件は,満たさずとも不安定になることはないので任意の条件である.

3.1.2.5 3自由度制御の等価表現

図 3.1(b)の等価ブロック図は, 式 (3.12), (3.13), および (3.14)を代入することで, 図 3.3(a)(b)のようになる. 図

3.3(a)より,目標値応答はGyr(s)により決定され,外乱応答は Q1(s)により決定され,そしてノイズ ξ1(s)および ξ2(s)

に対応する応答は Q1(s)および Q2(s)両方に依存して決まる. つまり, d(s), ξ1(s), ξ2(s)のうち任意の二つの応答に

対して独立に特性を決定できる. もし, ξ1(s)および d(s)を同時に低減したい場合, Q1(s)をまず最初に決定し, Q2(s)

は ξ1(s)を抑圧するように設計する. この時, ξ2(s)の抑圧特性は従属的に決定される. 加えて,図 3.3(a)はモデル化

誤差の影響を Q1(s)および Q2(s)の設計によって抑圧できることを示しており, 2自由度制御と同様にモデル化誤

差を扱えることがわかる.
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図 3.4: 2自由度制御と 3自由度制御の周波数応答

3.1.3 2自由度制御および 3自由度制御の周波数特性

図 3.4では,上図が 2自由度制御の Q(s)および 1 − Q(s)の周波数応答の一例を示している. この図より, Q(s)お

よび 1 − Q(s)がトレードオフの関係にあることがわかる. 続いて図 3.4では,下図は 1 − Q1(s), Q1(s) − Q2(s),およ

び Q2(s)それぞれの周波数特性を示しており,それぞれ同様にトレードオフの関係にあることがわかる. しかしな

がら,周波数整形のための新たな自由度が存在するため, 2自由度制御と比較してノイズを抑圧するための設計が

可能である.

3.1.4 一般化

本節では, 3自由度制御を N自由度制御に一般化する. N自由度制御のブロック図を図 3.1(c)に示す. ここで, n

は制御器の自由度を示す. 入力から出力までの伝達関数,また Pk(s)に対する感度関数 S k(s) (k = 1, 2, . . . , n − 1)お

よび相補感度関数 S k(s)はそれぞれ以下のように求められる.

Gyr(s) =
(
∏n−1

j=1 P j(s))C1(s)

1 + P1(s)C2(s) + . . . +
∏n−1

j=1 P j(s)Cn(s)
=

(
∏n−1

j=1 P j(s))C1(s)

1 +
∑n−1

i=1 {(
∏i

j=1 P j(s))Ci+1(s)}
(3.18)

S k(s) =
δGyr(s)/Gyr(s)

δPk(s)/Pk(s)
=

1 +
∑k−1

i=1 {(
∏i

j=1 P j(s))Ci+1(s)}

1 +
∑n−1

i=1 {(
∏i

j=1 P j(s))Ci+1(s)}
(3.19)

Qk(s) = 1 − S k(s) (3.20)

最後に,一般化された制御器 C j(s) ( j = 1, 2, . . . , n)は,式 (3.18)–(3.20)を解くことで以下のように求められる.

C1(s) =
Gyr(s)

(
∏n−1

i=1 Pi(s))(1 − Q1(s))
, · · · ,C j(s) =

Q j−1(s) − Q j(s)

(
∏ j−1

i=1
Pi(s))(1 − Q1(s))

, · · · ,Cn(s) =
Qn−1(s)

(
∏n−1

i=1 Pi(s))(1 − Q1(s))
(3.21)

式 (3.21)を図 3.1(c)に代入すると, N自由度制御の等価ブロック図が図 3.5のように得られる. この図から N自由

度制御の直感的な意味が理解でき, (n-1)個の外乱オブザーバが内包され, (n-1)個の外性信号に対する応答が独立
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に決定できることがわかる. 次に,内部安定性条件,次数条件,サーボ条件を一般化する. 次数条件は, 2, 3自由度制

御と同様に制御器式 (3.21)の構造から導出できる. 出力の目標値への追従 (e = r − y → 0|t→∞)を実現するサーボ

条件についても, 2, 3自由度制御と同様に導出できる. 誤差 eは以下のようになる.

lim
t→∞

e = lim
s→0

s (r(s) − y(s)) = lim
s→0

s

















(1 −Gyr(s))r(s) −

n−1
∏

i=1

Pin(s)(1 − Q1(s))d(s) +

n−1
∏

i=2

Pin(s)(Q1(s) − Q2(s))ξ1(s)

+ · · · +

n−1
∏

i= j

Pin(s)(Q j−1(s) − Q j(s))ξ j(s) . . . + Qn−1(s)ξn−1(s)

















(3.22)

上式に基づいて,サーボ条件が導出される. また,内部安定条件は,式 (3.23)のそれぞれの伝達関数が安定であれば

よい. ここで, d′(s) = d(s) +
∏n−1

i=1 Pin(s)−
∏n−1

i=1 Pi(s)
∏n−1

i=1 Pin(s)Pi(s)
y(s), ξ′

j
(s) = ξ j(s) +

∏n−1
i= j+1 Pin(s)−

∏n−1
i= j+1 Pi(s)

∏n−1
i= j+1 Pin(s)

∏n−1
i= j+1 Pi(s)

y(s)である. 最後に, N自由度制

御が満たすべき条件を表 3.1にまとめる.

3.1.5 N自由度制御の実装について

N自由度制御器は,基本的には n入力 1出力の形で可観測正準実現すれば良い. この時,実現された制御器は状

態方程式表現として (Ac ∈ R
m×m,Bc ∈ R

m×n,Cc ∈ R
1×m,Dc ∈ R

1×n)のように表現できる. ここで, mは C1, C2, · · · ,

および Cnの分母多項式の最初公倍多項式の次数である. N自由度制御におけるmは,従来の 2自由度制御と比較

すると大きくなりがちである. よって, 2自由度制御と比較すると制御器は複雑になる. よって制御器の自由度を

向上させる場合には,この計算量に関して考慮しつつ自由度 nを決定する必要がある. また,可観測正準系は数値

計算の適切さを示す尺度である条件数が小さくなるので,平衡実現などによって条件数を高くしておくと実装上都

合が良い. 最後に,実現した状態方程式表現を双一次変換などの離散化手法で離散化して実装すれば良い.

3.2 多入力多出力系に対するN自由度制御器の設計
本章では, 2chバイラテラル制御系を相補感度関数によってパラメトリゼーションされた 2自由度制御により設

計する手順について述べる. まず,上述の 2自由度制御について述べる.

3.2.1 MIMO-2自由度制御

2自由度制御のブロック図については,図 1を参考にされたい. ここで,入力を u ∈ Rn,出力を y ∈ Rm とする. 目

標値 r,観測に伴うノイズ ξは出力と同じ次元を持ち,外乱 dは入力と同じ次元を持つ. 結果として,制御対象と制

御器は P ∈ R(s)m×n, C1 ∈ R(s)m×m, C2 ∈ R(s)n×m となる.
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表 3.1: N自由度制御の構成条件
内部安定条件

i Gyr(s), Qi(s) (i = 1, 2, . . . , n − 1)は安定でプロパー

ii Gyr(s)は∏n−1
i= j Pi(s) ( j = 1, 2, . . . , n − 1)のすべての不安定零点を零点に持つ

iii 1 − Q1(s)は∏ j

i=1
Pi(s) ( j = 1, 2, . . . , n − 1)のすべての不安定極を零点に持つ

iv Qn−1(s)は∏n−1
i= j Pi(s) ( j = 1, 2, . . . , n − 1)のすべての不安定零点を零点に持つ

v Q j(s) − Q j+1(s) ( j = 1, 2, . . . , n − 2)は∏ j

i=k
Pi(s) (k = 1, 2, . . . , j)のすべての不安定零点

および∏k
i= j+1 Pi(s) (k = j + 1, . . . , n − 1)のすべての不安定極を零点に持つ

次数条件

vi
Gyr(s)

1−Q1(s)
の相対次数は∏n−1

i=1 Pi(s)よりも高い

vii
Q j(s)−Q j+1(s)

1−Q1(s)
(j=1,2,. . . , n-2)の相対次数は∏ j

i=1
Pi(s)よりも高い

viii
Qn−1(s)

1−Q1(s)
の相対次数は∏n−1

i=1 Pi(s)よりも高い

サーボ条件

viiii 1 −Gyr(s)は r(s)のすべての不安定極を零点に持つ

x 1 − Q1(s)は∏n−1
i=1 Pi(s)d(s)のすべての不安定極を零点に持つ

xi Qn−1(s)は ξn−1(s)のすべての不安定零点を零点に持つ

xii Q j(s) − Q j+1(s) ( j = 1, 2, . . . , n − 2)は∏n−1
i= j+1 Pi(s)ξ j(s)のすべての不安定極を零点に持つ

3.2.1.1 入力数 ≥出力数の場合

2自由度制御の導出に際して, n≥mのプラントに対する 2自由度制御の導出について述べる. n<mに関しても同

様に制御器を導出でき,制御系の特性は同等となる. n<mの場合については次項にて述べる. まず, 2自由度制御系

の入力特性を求めると,下記のようになる.

u(s) = ∆−1(C1(s)r(s) + C2(s)P(s)d(s) − C2(s)ξ(s)) (3.24)

∆(s) = I + P(s)C2(s) (3.25)

続いて出力特性が以下のように求められる.

y(s) = P(s)∆−1(C1(s)r(s) − d(s) − C2(s)ξ(s)) (3.26)

ここで, r(s)から y(s)までの伝達関数行列を Gyr(s)とする. 以上の定義により, Gyr(s)は以下のように定義できる.

Gyr(s) ≡ P(s)∆−1C1(s) (3.27)

続いて, Gyr(s)の出力から u(s)までの伝達関数行列を S(s)とすると,

S(s) ≡ (I + P(s)C2(s))−1 (3.28)
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(3.35)

d′(s) = d(s) +
(

(P
†

1
(s)P

†

2
(s) − P

†

1n
(s)P

†

2n
(s))

)

y(s), ξ′1(s) = ξ1(s) +
(

(P
†

2
(s) − P

†

2n
(s))

)

y(s)

と定義できる. S(s)は感度関数行列と呼ばれる. また,感度関数行列 S(s) = I−Q(s)の関係が成り立ち, Q(s)は相補

感度関数行列と呼ばれる. 以上の式を C1(s), C2(s)について解くと, 2自由度制御器が以下のように求められる.

C1(s) = (I −Q(s))−1P†(s)Gyr(s) (3.29)

C2(s) = (I −Q(s))−1Q(s)P†(s) (3.30)

ここで,オペレータ †はムーアペンローズの擬似逆行列を表し,以下のように定義される.

P†(s) = PT (s)(P(s)PT (s))−1 (n > m) (3.31)

このように, 2自由度制御器は相補感度関数に基づいてパラメトリゼーションできる. 実際の制御器では,制御対象

のノミナル伝達関数行列 Pn(s)を使用する.

続いて,本制御系の特性について述べる. 制御系の外性信号に対する内部安定性は,以下の伝達関数行列に基づ

いて議論できる.
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(3.32)

ここで, d′(s)は, d′(s) = d(s) +
(

P†(s) − P
†
n(s)

)

y(s)であり,モデル化誤差と入力端外乱トルクの和である. 特に上式

から出力に関する特性を抜き出すと,下記のようになる.

y(s) = Gyr(s)r(s) − Pn(s)(I −Q(s))d(s) − Pn(s)Q(s)P†n(s)ξ(s) (3.33)

上式より,外乱に対する応答と目標値応答が独立に指定できる 2自由度制御構造が直感的に理解できる. 制御設計

の目的がサーボ制御設計である場合,目標値に対して出力が誤差なく追従するよう下記の関係式を考慮してパラ

メータを設計する必要がある.

lim
t→∞

e = lim
t→∞

(r − y) = lim
t→∞

s{(I −Gyr(s))r + Pn(s)(I −Q(s))d(s) + Pn(s)Q(s)P†n(s)ξ(s)} (3.34)

最後に,本制御系は図 3.7に示すように, DOBを内部に有した構造になる.

3.2.1.2 出力数 >入力数の場合

n<mの場合は,出力特性を直接求め,議論を進めれば良い. 2自由度制御系の出力特性を求めると,下記のように

なる.

y(s) = ∆−1(s)P(s)(C1(s)r(s) − d(s) − C2(s)ξ(s)) (3.36)

∆(s) = I + P(s)C2(s) (3.37)
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ここで, r(s)から y(s)までの伝達関数行列をGyr(s), ξ(s)から y(s)までの伝達関数行列をQ(s)とする. Q(s)はしば

しば相補感度関数行列と呼ばれる. 以上の定義により, Gyr(s), Q(s)は以下のように定義できる.

Gyr(s) ≡ ∆−1(s)P(s)C1(s) (3.38)

Q(s) ≡ ∆−1(s)P(s)C2(s) (3.39)

また,感度関数行列 S(s) = I −Q(s)の関係により,

S(s) ≡ (I + P(s)C2(s))−1 (3.40)

と定義できる. 以上の式を C1(s), C2(s)について解くと, 2自由度制御器が以下のように求められる.

C1(s) = P†(s)(I −Q(s))−1Gyr(s) (3.41)

C2(s) = P†(s)(I −Q(s))−1Q(s) (3.42)

ここで,オペレータ †はムーアペンローズの擬似逆行列を表し,以下のように定義される.

P†(s) = (PT (s)P(s))−1PT (s) (n < m) (3.43)

このように, 2自由度制御器は相補感度関数に基づいてパラメトリゼーションできる. 実際の制御器では,制御対象

のノミナル伝達関数行列 Pn(s)を使用する.

続いて,本制御系の特性について述べる. 制御系の外性信号に対する内部安定性は,以下の伝達関数行列に基づ

いて議論できる.
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ここで, d′(s)は, d′(s) = d(s) +
(

P−1
n (s)(Pn(s) − P(s))P−1(s)

)

yであり,モデル化誤差と入力端外乱トルクの和である.

特に上式から出力に関する特性を抜き出すと,下記のようになる.

y = Gyr(s)r − (I −Q(s))Pn(s)d +Q(s)ξ (3.45)

上式より,外乱に対する応答と目標値応答が独立に指定できる 2自由度制御構造が直感的に理解できる. 制御設計

の目的がサーボ制御設計である場合,目標値に対して出力が誤差なく追従するよう下記の関係式を考慮してパラ

メータを設計する必要がある.

lim
t→∞

e = lim
t→∞

(r − y) = Gyr(s)r − (I −Q(s))Pn(s)d +Q(s)ξ (3.46)

最後に,本制御系は図 3.7に示すように, Internal Model Control (IMC)を内部に有した構造になる. IMCの効能は

基本的には外乱オブザーバと同等であって,その実現方法に違いがある. MIMO系での DOBは散見されるが,本

稿のように相補感度関数に基づいたMIMO系の 2自由度制御から議論を展開すると,その構造は等価的に IMC型

になることに注意されたい.
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d′(s) = d(s) +
(

(I −Q1(s))(P1n(s)P2n(s) − P2(s)P1(s))P
†

1
(s)P

†

2
(s) + (Q1(s) −Q2(s))(P2n(s) − P2(s))P

†

2
(s)

)

y

(3.48)

3.3 伝達関数行列の分割に基づいた複数センサフィードバックによる性能改善
本章では,前章にて述べた２自由度制御の設計法に対して,伝達関数の分割による新たな相補感度関数表現を導

入する. この方法は,伝達関数の分割により新たなフィードバックループを追加するので,複数の出力フィードバッ

クが可能となるアプローチである.

3.3.1 MIMO-拡張 2自由度制御

まず, 2自由度制御のアプローチに対して,伝達関数の分割による方法を導入する. 分割後のブロック図について

は,図 1を参考にされたい. 伝達関数の分割によって新たに得られた中間変数を ω ∈ Rmとし,中間変数の観測に伴

うノイズは ξ1 ∈ R
m とする. また,出力 y ∈ Ro とし,出力の観測に伴うノイズは ξ2 ∈ R

o とする. すると,制御対象

および制御器は P1 ∈ R(s)n×m, P2 ∈ R(s)o×n, C1 ∈ R(s)m×o, C2 ∈ R(s)m×n, C3 ∈ R(s)m×o となる.

3.3.1.1 入力数 >出力数の場合

ここで,制御系の外性信号に対する入力を求めると,以下のようになる.

u(s) = ∆−1
ex (C1(s)r(s) − (C2(s)P1(s) + C3(s)P2(s)P1(s))d(s) − C2(s)ξ1(s) − C3(s)ξ2(s)) (3.49)

∆ex = I + C2(s)P1(s) + C3(s)P2(s)P1(s) (3.50)

続いて,出力を求めると,以下のようになる.

y(s) = P2(s)P1(s)∆−1
ex ((s)C1(s)r(s) − d(s) − C2(s)ξ1(s) − C3(s)ξ2(s)) (3.51)

ここで, r(s)から y(s)までの伝達関数行列を Gyr ∈ R(s)o×o とする. 定義により, Gyr(s)は以下のようになる.

Gyr(s) ≡ P2(s)P1(s)∆−1
ex C1(s) (3.52)

感度関数については, 伝達関数を分割することによって観測ノイズが二つ現れているので, 二つの相補感度関数

Q1 ∈ R(s)m×m および Q2(s) ∈ R(s)m×m を以下のように定義する.

P2(s)P1(s)(Q1(s) −Q2(s))P
†

1
(s) ≡ P2(s)P1(s)∆−1

ex C2(s) (ξ1(s)→ y(s)) (3.53)

P2(s)P1(s)Q2(s)P
†

1
(s)P

†

2
(s) ≡ P2(s)P1(s)∆−1

ex C3(s) (ξ2(s)→ y(s)) (3.54)
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上記の定義からは恣意性を感じるかもしれないが,この定義は SIMO系における結果を参考に定義している. また,

上記の定義から導かれる制御器が,定義通りの特性を導くことを後に説明する. 続いて, Gyr(s)の出力から u(s)ま

での伝達関数行列を S(s)とすると,

S1(s) ≡ ∆−1
ex (3.55)

となる. 以上の式を C1(s), C2(s), C3(s)について解くと,制御器が以下のように求められる.

C1(s) = (I −Q1(s))−1P
†

1
(s)P

†

2
(s)Gyr(s) (3.56)

C2(s) = (I −Q1(s))−1(Q1(s) −Q2(s))P
†

1
(s) (3.57)

C3(s) = (I −Q1(s))−1Q2(s)P
†

1
(s)P

†

2
(s) (3.58)

このように,制御器は複数の相補感度関数に基づいてパラメトリゼーションできる. 実際の制御器では,制御対象

のノミナル伝達関数行列 P1n(s), P2n(s)を使用する.

続いて,導かれた制御器を使用した場合の閉ループ特性について述べる. 制御系の外性信号に対する内部安定性

行列を式 (3.47)に示す. 前章における制御系の内部安定性行列と比較すると,制御ループが増加している関係上,

複雑となっている. 閉ループ系を安定にするためには,内部安定性行列の各伝達関数が安定となるようフリーパラ

メータ Q1(s), Q2(s), Gyr(s)を設計する. 続いて,上式から出力に関する特性を抜き出すと,下記のようになる.

y(s) = Gyr(s)r(s) − P2n(s)P1n(s)(I −Q1(s))d1(s)

− P2n(s)P1n(s)(Q1(s) −Q2(s))P
†

1n
(s)ξ1(s) − P2n(s)P1n(s)Q2(s)P

†

1n
(s)P

†

2n
(s)ξ2(s) (3.59)

上式より,拡張 2自由度制御器の導出に際して定義した相補感度関数の関係 (3.64)(3.65)が実現されていることが

わかる. また,サーボ制御を実現するためには,下記の関係式を参考にフリーパラメータを決定する.

lim
t→∞

e = lim
t→∞

(r − y) = lim
s→0

s{(I −Gyr(s))r(s) − P2n(s)P1n(s)(I −Q1(s))d1(s)

− P2n(s)P1n(s)(Q1(s) −Q2(s))P
†

1n
(s)ξ1(s) − P2n(s)P1n(s)Q2(s)P

†

1n
(s)P

†

2n
(s)ξ2(s)} (3.60)

システムに加わる外性信号による影響は, d(s)に対しては I −Q1(s)で決定され, ξ1 に対しては Q1(s) −Q2(s)で決

定され, ξ2(s)に対してはQ2(s)で決定される. ここで, y(s)のみを制御することを考えれば,フィードバック制御器

の自由度二つを利用して,制御目標 y(s)に影響を与える外性信号三つのうち二つの特性に対する制御系への影響

を決定できることがわかる. つまり,拡張 2自由度制御は制御系の自由度を増やし,複数のセンサフィードバック

を可能とすることで,外性信号に対するシステムへの影響を抑制するための設計自由度を与えることができるの

である. 最後に,拡張 2自由度制御は,図 3.9に示すように, DOBを内部に複数有した構造になる. 内側の DOBと

外側の DOBが存在し,内側の DOBは入力橋外乱の除去に,外側の DOBは観測ノイズによる影響の除去のために

働く.

3.3.1.2 出力数 >入力数の場合

制御系の外性信号に対する出力を求めると,以下のようになる.

y(s) = ∆−1
ex (s)P2(s)P1(s)(C1(s)r(s) − d(s) − C2(s)ξ1(s) − C3(s)ξ2(s)) (3.61)

∆ex = I + P2(s)P1(s)C2(s)P−1
2 (s) + P2(s)P1(s)C3(s) (3.62)
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ここで, r(s)から y(s)までの伝達関数行列を Gyr ∈ R(s)o×o とする. 定義により, Gyr(s)は以下のようになる.

Gyr(s) ≡ ∆−1
ex (s)P1(s)P2(s)C1(s) (3.63)

感度関数については, 伝達関数を分割することによって観測ノイズが二つ現れているので, 二つの相補感度関数

Q1 ∈ R(s)m×m および Q2 ∈ R(s)m×m を以下のように定義する.

(Q1(s) −Q2(s))P2(s) ≡ ∆̄−1
ex (s)P2(s)P1(s)C2(s) (ξ1(s)→ y(s)) (3.64)

Q2(s) ≡ ∆−1
ex (s)P2(s)P1(s)C3(s) (ξ2(s)→ y(s)) (3.65)

上記の定義は恣意性が残る. ここでの定義は, SIMO系における結果を参考に定義しており,上記の定義から導かれ

る制御器が,定義通りの特性を導くことを後に説明する. また,上記の定義に従うと,感度関数行列 S1(s) = I−Q1(s)

の関係により,

S1(s) ≡ ∆−1
ex (s) (3.66)

となる. 以上の式を C1(s), C2(s), C3(s)について解くと,制御器が以下のように求められる.

C1(s) = P
†

1
(s)P

†

2
(s)(I −Q1(s))−1Gyr(s) (3.67)

C2(s) = P
†

1
(s)P

†

2
(s)(I −Q1(s))−1(Q1(s) −Q2(s))P2(s) (3.68)

C3(s) = P
†

1
(s)P

†

2
(s)(I −Q1(s))−1Q2(s) (3.69)

このように,制御器は複数の相補感度関数に基づいてパラメトリゼーションできる. 実際の制御器では,制御対象

のノミナル伝達関数行列 P1n(s), P2n(s)を使用する. 続いて,導かれた制御器を使用した場合の閉ループ特性につい

て述べる. 制御系の外性信号に対する内部安定性行列を式 (3.47)に示す. 前章における制御系の内部安定性行列と

比較すると,制御ループが増加している関係上,複雑となっている. 閉ループ系を安定にするためには,内部安定性

行列の各伝達関数が安定となるようフリーパラメータ Q1(s), Q2(s), Gyr(s)を設計する. 続いて,上式から出力に関

する特性を抜き出すと,下記のようになる.

y(s) = Gyr(s)r(s) − (I −Q1(s))P2n(s)P1n(s)d(s) + (Q1(s) −Q2(s))P2n(s)ξ1(s) +Q2(s)ξ2(s) (3.70)

上式より,拡張 2自由度制御器の導出に際して定義した相補感度関数の関係 (3.64)(3.65)が実現されていることが

わかる. また,サーボ制御を実現するためには,下記の関係式を参考にフリーパラメータを決定する.

lim
t→∞

e = lim
t→∞

(r − y)

= lim
s→0

s{Gyr(s)r(s) − (I −Q1(s))P2n(s)P1n(s)d(s) + (Q1(s) −Q2(s))P2n(s)ξ2(s) +Q2(s)ξ2(s)} (3.71)

システムに加わる外性信号による影響は, d(s)に対しては I −Q1(s)で決定され, ξ1(s)に対しては Q1(s) −Q2(s)で

決定され, ξ2(s)に対してはQ2(s)で決定される. ここで, y(s)のみを制御することを考えれば,フィードバック制御

器の自由度二つを利用して,制御目標 y(s)に影響を与える外性信号三つのうち二つの特性に対する制御系への影

響を決定できることがわかる. つまり,拡張 2自由度制御は制御系の自由度を増やし,複数のセンサフィードバッ

クを可能とすることで,外性信号に対するシステムへの影響を抑制するための設計自由度を与えることができる

のである. 最後に,拡張 2自由度制御は,図 3.9に示すように, Internal Model Control (IMC)を内部に複数有した構

造になる. 内側の IMCと外側の IMCが存在し,内側の IMCは入力橋外乱の除去に,外側の IMCは観測ノイズに

よる影響の除去のために働く. 拡張 2自由度制御に関しては, SIMO系の場合と同様に,更に拡張して一般化が可

能であるが,紙面の都合上割愛する.
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反作用の法則の実現 という つの目標に集約される 位置
情報のみを利用する バイラテラル制御ではマスタース
レーブ間の力情報を相互にフィードバックしないので 制御
構造を考える際には の目標についてのみ考慮する する
と 自由度制御の出力を以下のように選ぶことができる

すると 入力から出力までの伝達関数行列は下記のように
なる

以上のように ここで対象となるシステムは 系であ
る マスタースレーブ間の位置同期を実現するため 制御系
の目標値 は常にゼロとする この場合 自由度制御系に
おけるフィードフォワードパスの出力が常にゼロになるた
め 制御系の自由度は失われて 自由度制御となる 関連研
究 はフィードフォワード制御構造を持たないので 本制
御構造 の範疇に分類される また 後に本稿で求める制御
器と比較すると得られる制御器が簡便になるため 制御器の
次数を低減可能な特殊なケースとなっていると考えられる
続いて マスタースレーブ間の作用反作用の法則実現に

ついて フリーパラメータの設計により間接的に実現する
設計法について述べる 作用反作用の実現方法として マス
ターに加わる外乱と スレーブに加わる外乱それぞれについ
て同等な力をスレーブマスター側で発生させることを目標
とし 以下のように表現する

上式は 自由度制御の内部安定性に関する式 を用いて
以下のように表現できる

ここで は以下に示す反対角単位行列である

式 において最終的に導かれた式において 右辺第 項
が作用反作用実現に関連する 外性信号に対して その伝達

関数が安定になるようフリーパラメータ を決定すれば
良い また同式第 項はモデル化誤差に起因するため モデ
ル化誤差が存在する場合は作用反作用の法則の実現に関し
て性能劣化が生ずることが予想される ただし モデル化誤
差に対して が乗じられた形となっているため その設
計により誤差の抑圧が可能である 理想的な状況において
は 力の情報をフィードバックすることなしに 作用反作用
の法則が実現される ただし ここで摩擦や重力 遠心力や
コリオリ力による影響等の非線形要素は別途フィードフォ
ワード補償する必要がある この点に関しては 上記モデル
を事前に同定し オンラインで外乱オブザーバの推定値か
ら補償する必要がある反力推定オブザーバに基づいたアプ
ローチと同様である 上記非線形要素の補償誤差に関して
も を通ってシステムに影響を与える

伝達関数行列の分割に基づいた複数センサフィード
バックによる性能改善

本章では 前章にて述べた バイラテラル制御の設計法
に対して 伝達関数の分割による新たな相補感度関数表現を
導入する この方法は 伝達関数の分割により新たなフィー
ドバックループを追加するので 複数の出力フィードバック
が可能となるアプローチである 前章の制御系では位置情
報のフィードバックのみであったが 本章では加えて加速度
情報もフィードバック可能とする
〈・〉 拡張 自由度制御 まず 自由度制御
のアプローチに対して 伝達関数の分割による方法を導入す
る 分割後のブロック図については 図 を参考にされたい
伝達関数の分割によって新たに得られた中間変数を
とし 中間変数の観測に伴うノイズは とする また
出力 とし 出力の観測に伴うノイズは とす
る すると 制御対象および制御器は

となる ここで 制御系の外
性信号に対する出力を求めると 以下のようになる

ここで から までの伝達関数行列を とす
る 定義により は以下のようになる

感度関数については 伝達関数を分割することによって
観測ノイズが二つ現れているので 二つの相補感度関数

および を以下のように定義する

∵ ξ1

上記の定義は恣意性が残る ただし 著者らの 系に対
する先行研究 を参考に定義しており 上記の定義から導か
れる制御器が 定義通りの特性を導くことを後に説明する
また 上記の定義に従うと 感度関数行列 の

反作用の法則の実現 という つの目標に集約される 位置
情報のみを利用する バイラテラル制御ではマスタース
レーブ間の力情報を相互にフィードバックしないので 制御
構造を考える際には の目標についてのみ考慮する する
と 自由度制御の出力を以下のように選ぶことができる
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図 3.9: 拡張 2自由度制御の IMC型等価ブロック図
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第4章 モータドライブシステムへの応用

4.1 はじめに
本章では,３自由度制御を,モータの位置決めシステムへと応用し,その有効性を論じる. ３自由度制御のメリッ

トは,外乱応答性とノイズ応答性の決定に自由度が増えることである. よって,位置制御時の外乱抑圧特性と,位置

センサによるノイズの影響を同時に抑圧することが可能となる. 一方で 2自由度制御にはそのような自由度はな

く,トレードオフの関係性によって性能が制限される.

4.2 電流制御型モータモデルに対する 3自由度制御の設計
本稿では,電流制御型の DCモータモデルを制御対象として考える. 対象の運動方程式は下記のようになる.

Jθ̈ + Bθ̇ = Ktia − τd (4.1)

ここで, θは回転角 [rad], τd は外乱トルク [Nm], ia はモータの電機子電流 [A]である. τd は負荷トルク τlに加えて,

摩擦やモデル化誤差を含む. また, J はイナーシャ [kgm2], Bは粘性摩擦定数 [Nms/rad], Kt はトルク定数 [Nm/A]

である. また,位置制御に際して,角度情報が光学式エンコーダによって取得されていると仮定し,さらに角加速度

が加速度センサに基づいて計測可能であるとする. よって,計測された出力情報はノイズを含む. ここでの制御目

的は,複数のセンサ情報を扱うことで,計測に伴うノイズを抑圧しつつ制御系全体のパフォーマンスを向上させる

ことである. 比較として, 2, 3自由度制御器それぞれについて設計法を述べる.

4.2.1 2自由度制御

制御対象の電流から出力角度までの伝達関数は,式 (4.1)より以下のように求められる.

P(s) =
Θ(s)

Ia(s)
=

Kt

Js2 + Bs
(4.2)

ここで, Θ(s) = L[θ(t)], Ia(s) = L[ia(t)]であり, Lはラプラス演算子である. ここでの伝達関数は, 2自由度制御のた

めのノミナル伝達関数 Pn(s)に使用できる. 以上のように制御対象の伝達関数を選ぶと, 2自由度制御の閉ループ

伝達関数行列は,式 (3.5)を参考にして,下記のようになる.
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(4.3)

上記の式において, d′ → yの伝達関数が,極に sを持つ. よって,同伝達関数内のフリーパラメータである 1−Qが,

sを一つ零点として有する必要がある.
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また,サーボに関する特性は,式 (3.7)より,下記のように求められる.

lim
t→∞

e = lim
s→0

s

(

(1 −Gyr(s))r(s) +
Kt

(Js2 + Bs)
(1 − Q(s))d(s) + Q(s)ξ(s)

)

(4.4)

例えば,目標値をステップ状,加わる外乱もステップ状であるとすると,定常状態をゼロとするためには, Gyr(s)は

零点に sを一つ, 1 − Q(s)は零点に sを二つ持つ必要がある.

4.2.2 3自由度制御

3自由度制御の設計に関しては,制御対象を二つに分割する. 例えば,対象の速度が計測可能であれば下記のよう

になる.

P1(s) =
Θ̇(s)

Ia(s)
=

Kt

Js + B
, P2(s) =

Θ(s)

Θ̇(s)
=

1

s
(4.5)

ここで, y(s) = θ(s), ω(s) = θ̇(s), r(s) = θcmd(s)である. 本章で扱うように,加速度が計測可能であれば以下のように

なる.

P1(s) =
Θ̈(s)

Ia(s)
=

Kt s

Js + B
, P2(s) =

Θ(s)

Θ̈(s)
=

1

s2
(4.6)

ここで, y = θ, ω = θ̈, r = θcmd である. 以上のように制御対象の伝達関数を選ぶと, 3自由度制御の閉ループ伝達関

数行列は式 (3.15)を参考にして,下記のようになる.
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(4.7)

上記の式において, ξ′
1
→ νの項は sを一つ極に持ち, d′ → yの項は sを一つ極に持ち, ξ′

1
→ yの項は s2を極に二つ

持つ. また,サーボに関する特性は,式 (5.16)より,下記のように求められる.

lim
t→∞

e = lim
s→0

s

(

(1 −Gyr(s))r(s) +
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(Js2 + Bs)
(1 − Q1(s))d(s) +
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)

(4.8)

例えば,目標値をステップ状,加わる外乱もステップ状であるとすると,定常状態をゼロとするためには, Gyr(s)は零点

に sを一つ, 1−Q1(s)は零点に sを二つ持たせる必要がある. 以上をまとめると, Q1(s)−Q2(s) = (1−Q1(s))−(1−Q2(s))

より, 1 − Q1(s)と 1 − Q2(s)がともに零点に sを二つ持てば,すべての条件が満たされる.

4.2.3 2/3自由度制御のフリーパラメータの選定指針と外性信号に対する感度特性

2/3自由度制御におけるフリーパラメータの選定指針について述べる. まず, Q, Q1, Q2に関しては使用するセン

サの特徴に応じ選定する必要がある. 本稿では,特にエンコーダと加速度センサを併用する事例が多いので,ここ

で詳細に述べておく. エンコーダの量子化誤差は, DOBに基づく制御系では高周波領域のノイズが顕著となるこ

とが知られている. 特に低分解能なエンコーダやレゾルバではその影響は大きい. 2自由度制御では,式 4.3よりそ

の影響を確認できる. ここで, ξがエンコーダ量子化ノイズである. 制御系設計において,外乱 dに対する感度は低

い方が望ましいので, dに対応するフリーパラメータ 1－ Q(s)が可能なかぎりゼロに近しいことが望まれる. しか
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図 4.1: 外性信号の通過域と相補感度関数の対応

し,この時 ξに対する感度に対応するフリーパラメータ Q(s)が 1に近づくため,エンコーダ量子化ノイズが制御

系に多大な影響を与えてしまう. 一方で 3自由度制御では,式式 4.7のように,外性信号に対する感度におけるフ

リーパラメータが 1－ Q1(s), Q1(s)－ Q2(s), Q2(s)の形で分散されていることがわかる. ここで,加速度センサと

エンコーダを使用する状況を考えると, ξ1 が加速度センサノイズ, ξ2 がエンコーダ量子化ノイズである. 加速度セ

ンサのノイズ特性は白色ノイズ特性を持つことが知られており,高周波領域にもノイズは存在するが,高周波領域

におけるエンコーダの量子化ノイズと比較すると問題とならない程度である. ただし,ピエゾ素子式 /歪ゲージ式

といった加速度センサの検出原理の違いによっては, DC成分の有無など違いが生じる. また,外気温の変動による

オフセット出力のドリフト等が生じる可能性がある. これらは,加速度センサのノイズは低周波領域に集中するこ

とを意味する. ジャイロスコープなどのセンサを使用することも候補として考えられるが,センサノイズの特性と

しては上述の加速度センサノイズの特性と同等である. 以上のセンサノイズに関する特性を考慮して, Q, Q1, Q2

の設計を考える. 加速度センサノイズが低周波域にて問題となり,エンコーダ量子化ノイズが高周波にて問題とな

るので,加速度センサの高周波域と,エンコーダの低周波域を活用するような設計となれば良い. よって,それぞれ

の周波数特性が図 4.1のようになるよう Q, Q1, Q2 を決めれば良い.

続いて,フリーパラメータを決定する必要があるが,選定の際には第 3章における構成条件表 3.1を満たす必要

がある. 2自由度制御の設計に際しては, 3自由度制御において Q1(s) = Q2(s)として自由度を減らすことで条件を

確認できる. 基本的には, Qフィルタはローパスフィルタとして設計する. また, Q(s)および Q2(s)の相対次数は

Pn(s) = P1n(s)P2n(s)の相対次数 2より高くなるよう設計する. Q1(s)に関しては, P1n(s)がバイプロパーであるこ

とから次数に関しては任意に選定できる. 加えて内部安定性を満たすため, 1 − Q(s)は sを零点に持ち, 1 − Q1(s)

および 1 − Q2(s)はともに s2 を零点に持つ必要がある. 最終的に, Qフィルタは以下のように設計した.

1 − Q(s) =
s2(s + 2ωc)

(s2 + ωcs + ω2
c)(s + ωc)

(4.9)

3自由度制御のための 1 − Q1(s)および 1 − Q2(s)の構造は上式と同様になるよう設計し,その遮断周波数として異

なるパラメータを用いた. Gyr(s)の設計に関しては, 1 − Q(s)がバイプロパーであり, Pn(s) = P1n(s)P2n(s)の相対次

数が 2であるので,下記のように設計した.

Gyr(s) =

(

1

τs + 1

)2

(4.10)
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2自由度制御器と 3自由度制御器は,それぞれ 2入力/3入力-1出力の可観測正準形として実現し,双一次変換によっ

て離散化して実装した. 実現方法の詳細については,付録 A章を参照されたい.

4.3 シミュレーションおよび実験による比較検証
4.3.1 関連手法との比較

まずはじめに, 2自由度制御と 3自由度制御,および 2自由度制御にカルマンフィルタを組み合わせた手法を比

較する. カルマンフィルタを用いた手法として, Kinematic Kalman Filter (KKF)を用いた. KKFは位置,速度,加速

度の関係性を元にカルマンフィルタを構成する. 特に位置と加速度が計測できる状況で, 位置や速度の計測値を

フィルタリングする目的で使用されることが多い. よって,本稿での提案である N自由度制御との比較手法として

妥当であると考えられる. ここで,カルマンフィルタのための状態方程式表現は,以下のようになる.

ẋkk f (t) = Akk f xkk f (t) + Bkk f 1am(t) + Bkk f 2v(t) (4.11)

ykk f (t) = cT
kk f xkk f (t) + w(t) (4.12)
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ここで, am(t)は加速度センサの出力であり, x = [θ θ̇]T, v(t)は加速度センサノイズ, w(t)はエンコーダ量子化ノイズ

である. また,加速度センサノイズはガウス過程 N(0, σ2
v)に従い,エンコーダ量子化ノイズはガウス過程 N(0, σ2

w)

に従うとする. 続いて, 連続時間の状態方程式を離散化して Akk f d, Bkk f 1d, Bkk f 2d, ckk f d を得て, 離散線形カルマン

フィルタの設計に用いる. 離散線形カルマンフィルタは, (1)予測ステップ, (2)フィルタリングステップ, の２つ

のステップにより状態を推定する. まず, (1)予想ステップでは, 事前状態推定値 x̂kk f [k|k − 1]および事前誤差共

分散行列 P[k|k − 1]を以下のように求める (P[k]は状態推定誤差 x̃kk f [k] = x̂kk f [k] − xkk f [k]の共分散行列であり,

P[k] = E[x̃kk f [k]T x̃kk f [k]]である.)

x̂kk f [k|k − 1] = Akk f dx̂kk f [k − 1|k − 1] + Bkk f 1dam[k − 1] (4.13)

Pkk f [k|k − 1] = Akk f dPkk f [k − 1|k − 1]AT
kk f d + σ

2
vBkk f dBkk f d (4.14)

次に, (2)フィルタリングステップでは,以下のように事後状態推定値 x̂kk f [k|k]および事後誤差共分散行列 Pkk f [k|k]

を求める.

g[k] =
Pkk f [k|k − 1]ckk f d

σ2
w + cT

kk f d
Pkk f [k|k − 1]ckk f d

(4.15)

Pkk f [k|k] = (I − g[k]cT
kk f d)P[k|k − 1] (4.16)

x̂kk f [k|k] = x̂kk f [k|k − 1] + g[k](ykk f [k] − cT
kk f dx̂kk f [k|k − 1]) (4.17)

以上のようにして,観測ノイズを取り除いた状態推定値 x̂kk f を得ることができる.

実験検証に用いた実験機を図 6.8 に示す. MAXON Motor 社の RE40 およびドライバとして 4-Q-DC を用い

た. モータエンコーダの分解能は qr = 2π/12000 radであり,加速度センサとして CXL10GP3 (Sumitomo Precision

Products)を用いた. 制御器の演算は, Intel Core i3 3.7 GHzのプロセッサを持ち, RT-preemptカーネルを導入した

Linux OS上で行っている. 制御系の制御周期 ∆tは 100 µsである. 詳細については,付録 Aを参照されたい.
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シミュレーションでは,ガウス過程N(µ =0, σ2
acc =5.0)に従ったノイズを加速度計測値に意図的に加えており,角

度計測値は分解能 qr で量子化した. 図 4.2に示されている応答は,量子化後の応答である. シミュレーションおよ

び実験では,ステップ型の外乱を 1.0s時に印可している (d=0.02 Nm). シミュレーションで用いたパラメータは,実

際の実験機で同定したパラメータを用いており, J =6.58×10−5 kgm2, B=6.13×10−5 Nms/rad, Kt =29.7×10−3 Nm/A,

cl =5.0×10−3である. 制御器の設計に際しては,粘性摩擦係数 Bnを 0.001に設定した. これは,粘性摩擦係数のミス

マッチに関して制御器が不感でであることを示すためにあえて設定している. 本稿で設計した Qフィルタ式 (4.9)

は,ステップ型の外乱に対して完全に定常誤差をゼロにしないが, Bnを大きく設定することで定常誤差を低減でき

る (Qの次数をあげれば Bnの値によらず完全抑圧が可能である). 加えて,シミュレーションおよび実験では,ノミ

ナルイナーシャを ±50%変動 (Jn = (1 ± 0.5)J)させ,イナーシャの変動に対するロバスト性も確認している.

続いて,シミュレーション結果に関して述べる. 図 4.2(a)に 2自由度制御の結果を示す. Qフィルタのカットオ

フ周波数 ωc は, case 1では ωc = 1000 rad/s, case 2では ωc = 500 rad/sとした. ここで, case 1の制御入力は,カッ

トオフ周波数が高く設定されていることから振動していることがわかる. ただし,外乱抑圧に関しては case 2と比

較して良好な結果を示している. 以上より,外乱抑圧とノイズ抑圧の同時実現が, 2自由度制御のみでは実現困難

であることがわかる. 図 4.2(b)に 2自由度制御とカルマンフィルタを組み合わせた時の結果を示す. シミュレー

ションにおいて, KKFで用いたパラメータは σ2
v = σ

2
acc = 5.0 and σ2

ω = q2
r/12とした. 図より,出力応答において

微妙な誤差が生じているが,制御入力を大きく改善できていることがわかる. よって,カルマンフィルタの併用も,

外乱抑圧とノイズの抑圧を達成する上では有効な手段であることがわかる. 最後に,図 4.2(c)に 3自由度制御の結

果を示す. 3自由度制御における Qフィルタ式 (4.9)の遮断周波数 ωc1, ωc2 は, case 1では ωc1 = 1000 rad/sおよび

ωc2 = 1000 rad/sとし, case 2では ωc1 = 1000 rad/sおよび ωc2 = 500 rad/sとした. 3自由度制御の結果は, case 1お

よび case 2双方において,外乱が良好に抑圧可能であることを示している. また, case 2における制御入力の振動

は, case 1における制御入力の振動と比較して抑圧された結果となっている. よって, 3自由度制御においても外乱

とノイズが同時に抑圧可能であることが確認できた. ノミナルイナーシャを変動させた時の結果については, 2自

由度制御および 2自由度制御+KKFでは case 1, 3自由度制御では case 2の状況でイナーシャを変動させた. 2自

由度制御+KKFと, 3自由度制御による方法では,ノミナルイナーシャを変動させたとしても応答に変化は少なく,

制御入力も良好に抑圧された状態を維持している. よって,モデル化誤差に対するロバスト性に関しても同時に確

認できた. 3自由度制御の ωc2 は,下げれば下げる程制御入力の振動は低減される. 結果的に,シミュレーションに

おけるカルマンフィルタの結果と同等な性能を示すことは可能であるが, ωc2を下げすぎると加速度センサの低域

ノイズ (オフセット誤差や温度変化に対する計測誤差)の影響を受けてしまい性能が劣化する. よって, ωc2 は必要

以上に下げることは避けたほうが良い.

続いて,実験結果を図 4.3に示す. 図 4.3(a)では, 2自由度制御の結果において,シミュレーションと同様にトレー

ドオフの関係を確認できた. 図 4.3(b)では,カルマンフィルタの併用により制御入力の振動を抑圧できていること

が確認できた. ただし,カルマンフィルタに用いたパラメータは,シミュレーションで用いたパラメータを起点に

試行錯誤によりチューニングを施している. 結果として,パラメータは σ2
v = 10.0, σ2

ω = q2
r/400となった. ここで,

case 1においてパラメータ変動を加えた場合は,制御系が振動的になり不安定となった. これはシミュレーション

とは異なる結果であるが,カルマンフィルタによって推定値に遅れが生じ,制御系が不安定になったと考えられる.

対して,図 4.3(c)では, 3自由度制御は不安定になることなく,外乱および制御入力の抑圧が同時に実現できている

ことがわかる. 3自由度制御では計測値を直接入力することができるので推定遅れによる問題は生じないが,カル
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表 4.1: 2自由度制御/2自由度制御+KF/3自由度制御比較シミュレーションおよび実験の RMS評価値
environment method position error [rad], current input [A]

Simulation Two-DoF 1.82×10−3, 0.631

Two-DoF+KKF 2.57×10−3, 0.389

Three-DoF 1.82×10−3, 0.553

Experiment Two-DoF 2.61×10−3, 0.856

Two-DoF+KKF 2.62×10−3, 0.530

Three-DoF 2.61×10−3, 0.538

マンフィルタを用いる場合はこの問題を考慮する必要がある.

次に,それぞれの手法に関して周波数特性を実験により計測した. 計測した特性は, (a)指令値から出力, (b)外乱

から出力, (c)ノイズから入力,である. (c)はノイズから出力の結果で比較すると大小が微小になり改善効果の確

認が難しくなるため入力で確認した. 結果を図 4.4から 4.6に示す. 2自由度制御では,カットオフ周波数を大きく

設定すると外乱感度が低感度化されるが,ノイズ感度が高感度化される. カルマンフィルタを併用した場合は,指

令値の追従性・外乱の抑圧特性ともに 2自由度制御と比較して改善されている. また, 3自由度制御では,外乱感度

を低減しつつノイズ感度も低減できており,周波数応答からもその効果が確認できた. ここで,カルマンフィルタ

の周波数応答特性計測時についても,応答が不安定になることが多く,提示した結果は安定時の結果であることを

付記しておく. 対して, 2自由度制御や 3自由度制御では不安定となることはなかった.

続いて,提案法の有効性を定量的に評価する. まず,計算量について述べる. ２自由度制御および 3自由度制御は,

演算は 1µs以内で完了させることができる. 一方で, 2自由度制御+KKFでは, 3µs以上計算に時間がかかっている.

ここで,実験環境でのタイマ時間分解能が 1µsであることからおおまかな比較となっているが,それぞれの優劣を

比較するには十分である. よって,計算量の観点でカルマンフィルタを用いた手法に対して 3自由度制御が優れて

いることが確認できた. 続いてそれぞれの手法におけるステップ応答時の誤差と入力の二乗平均平方根の値を評

価した. 評価値は表 4.1にまとめた. 3自由度制御の他手法に対する有効性は, 3自由度制御の case 2の結果と,他

手法の case 1の結果を比較することによって判断できる. 2自由度制御に対して, 3自由度制御は制御入力の RMS

を低減できており有効性が確認できる. 2自由度制御+KKFに対しては,微小ではあるが応答値の誤差を低減でき

ている. 制御入力に関しては 3自由度制御の方が抑圧性能が低いが,先ほどの結果よりロバスト安定性に関しては

3自由度制御の方が良好であることから,モーションコントロールへの応用の観点で優れている.

4.3.2 遮断周波数の決定について

前項では,比較においてチューニングが施された結果の ωc2
の値を使用していた. 本項では,遮断周波数,特に ωc2

についての決定法を実験的に示すことで,その妥当性を示す. なお,本稿ではエンコーダと加速度センサを併用す

る応用事例が散見されるが,全て本節に示すような手順を踏んでいることに注意されたい.

まずはじめに, 2自由度制御における ωc の限界値を確認する. ωc を変更した時の 2自由度制御の結果を図 4.7

に示す. 図より, ωc が低いときはパフォーマンスが著しく劣化していることが確認できる. また, ωc が高いときは
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制御入力が振動していることがわかる. 結果的に, ωc = 800 rad/sで不安定となった.

続いて, 3自由度制御における ωc1 の値を決める. この値は 2自由度制御における ωc よりも高く設定できるが,

前項で用いた値を参考に ωc1 = 1000 rad/sとした. ここで, ωc1 を固定して, ωc2 を変更した時の 3自由度制御の結

果を確認する. 2自由度制御では ωc = 800 rad/sで不安定となったので, ωc2 は 800 rad/s付近より小さい必要があ

ることが予想される. 本項における検証では,２つの異なる加速度センサを用いた場合の結果について示す. １つ

は前項にて用いた CXL10GP3であり,１つはアナログデバイセズ社の ADXL203である. それぞれのセンサの詳

細については,付録 Aを参照されたい. CXL10GP3を用いた場合の結果を図 4.8に, ADXL203を用いた場合の結

果を図 4.9に示す. 図より, ωc2 が 800 rad/sに近い時,パフォーマンスが著しく劣化していることが確認できる. ま

た, 800 rad/sより大きい場合には不安定となった. この結果は 2自由度制御の結果と対応している. 一方で, ωc2 の

値が低くなるにつれ,誤差の RMSの値を維持しつつ,入力の RMSが改善されていることが確認できる. ωc2 の値

を小さくしていくと,誤差および入力の RMSが悪化する傾向にあることが確認できる. ωc2 の値をさらに小さく

していくと, CXL10GP3の場合は制御系が不安定になることが確認された. ADXL203の結果においては,入力お

よび誤差の RMSが再度低下するという結果に見える. しかし,図 4.9において ωc2 = 100 rad/sの例をみるとわか

るように,制御系の誤差に振動が見えており,好ましくない現象が発生していることがわかる. ωc2を必要以上に小

さくすることで性能が劣化し不安定にさえなるという問題は,加速度センサの低周波ノイズによる影響であると

考えられる. よって, ωc2 を必要以上に下げることは好ましくなく,良好な制御性能を維持するためには, 400∼500

rad/s付近に ωc2 を設定すれば良いことがわかる.

4.4 おわりに
本章では, N自由度制御を 1慣性系としてモデル化が可能なモータドライブシステムへと応用した. 付加的に用

いるセンサとして加速度センサを採用し,低分解能なエンコーダを用いた場合に問題となる量子化誤差による影

響を,加速度センサの併用によって低減可能であることを示した. 結果的に,外乱抑圧性能を向上可能となること

を示した. 複数センサ情報を統合する方法としてカルマンフィルタがあるが,カルマンフィルタと N自由度制御を

比較すると,計算量の観点から N自由度制御が優れていることを示した. また,安定性の観点からも N自由度制御

が優れていることを示した. 以上より, N自由度制御は,モータードライブシステムにおいて複数センサが利用可

能である状況に対して有効な手法として利用されることが期待できる.
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図 4.2: 位置制御のシミュレーション結果 (ステップ応答)
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図 4.3: 位置制御の実験結果 (ステップ応答)
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図 4.4: 2自由度制御の周波数応答
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(c) ωc = 600 rad/s
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図 4.7: 2自由度制御における ωc の変化に伴う応答の変化
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(c) ωc2 = 700 rad/s
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図 4.8: CXL10GP3を用いた 3自由度制御における ωc2 の変化に伴う応答の変化
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図 4.9: ADXL203を用いた 3自由度制御における ωc2 の変化に伴う応答の変化

49



400 500 600 700 800 900 1000
0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

i
n
p
u
t
 
R
M
S
 
[
A
]

400 500 600 700 800 900 1000

cut-off frequency w
c
2

 [rad/s]

2.55

2.6

2.65

t
r
a
c
k
i
n
g
 
e
r
r
o
r
 
R
M
S
 
[
r
a
d
]

#10 -3

unstable

Preferable         in terms of 

stability and input/error RMS 

ωc2

(a) CXL10GP3

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000
0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

0.4

i
n
p
u
t
 
R
M
S
 
[
A
]

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

cut-off frequency w
c
2

 [rad/s]

3.55

3.6

3.65

3.7

3.75

3.8

3.85

t
r
a
c
k
i
n
g
 
e
r
r
o
r
 
R
M
S
 
[
r
a
d
]

#10 -3

Preferable         in terms of 

stability and input/error RMS 

ωc2

(b) ADXL203

図 4.10: CXL10GP3を用いた 3自由度制御における ωc2 の変化に伴う応答の変化
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第5章 弾性アクチュエータへの応用

5.1 はじめに
直列弾性アクチュエータ (Series Elastic Actuator: SEA) [78]は,図 5.1に示すような構成をしたアクチュエータ

の総称である. SEAはモータと減速比の出力側に弾性要素を直列接続する. さらに,弾性要素の変位を 2つのエン

コーダによって計測することで力を計測し,力情報をフィードバックすることが可能である.

上記の特徴により, SEAの利点は下記のようになる.

1. 弾性エネルギの蓄積による周期運動の高効率化

2. 負荷側速度・出力の増大効果

3. 力検出と力制御によるバックドライバビリティの実現

以上の特徴により,産業用途から生活支援に至るまで様々なロボットへの応用が期待されている. 特に,多くのア

プリケーションでは 3.の利点を利用して人間支援用途へと応用している [79]. このような用途では, SEAの力制

御とインピーダンス制御が主な制御目的となる. 多くの文献では,力制御の実現に工夫を凝らす [80,81]. 特に近年,

外乱オブザーバ (Disturbance OBserver: DOB)を利用した SEAの力制御系が多く [79,82,83],インピーダンス制御

の実現に際しては,インナーループに前述した力制御系を用い,アウターループに PD位置制御を用いることで一

次のインピーダンス制御を実現している [80, 82, 83].

力制御やインピーダンス制御に関しては,機構設計の観点や,制御系設計の観点から近年においても盛んに研究

され続けている. 機構設計の観点からは,弾性要素の機構的な位置に変更を加えることで制御性能を向上させる反

力利用直列弾性アクチュエータ (Reaction Force Searies Elastic Actuator: RFSEA)が提案されている [84]. ここで,

従来の SEAは FSEAと略称されることが多い. RFSEAは単一のアクチュエータとして SEAを用いる場合には有

効な方策であるが, 例えばマニピュレータなど RFSEAが直列に接続される場合には従来の FSEAと同様なダイ

ナミクスとなるため,その利点は失われてしまう. よって,制御系設計による高性能化についても更なる検討が必

要である. 力制御に関しては前述したように外乱オブザーバを用いるもの,スライディングモード制御を用いるも

の [85],スライディングモード制御と外乱オブザーバを併用するもの [86]などが検討されてきている.

また, SEAの力制御に基づいた人間用途用途のみならず,位置決めへの対応も必要とされている. 例えば, Baxter [87]

は人との衝突検知や教示の際には 3.の利点が必要とされるが,通常時のタスク遂行時には作業時間短縮のため高速

な位置決めが可能であることが望ましい. 同社の Sawyerはこの目的を満たすため改良された製品であり,産業用

の観点からもこの点の需要が高いことが伺える. SEAは多慣性系としてモデル化が可能であるが,最終的な負荷側

の位置制御の振動抑制を目的とすると,力制御 (ねじれトルクの制御)と比較して位相遅れが大きくなり広帯域な制

御の実現が困難となる. よって, PID制御器等の簡便な制御器では位置制御の高性能化は難しい. Variable Stiffness

Actuator (VSA) [88]のようにアクチュエータを追加して SEAの機械特性を可変とし,制御目的に応じて剛性を操
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図 5.2: SEAの実験装置の外観

作することで制御帯域を変更する方法も盛んに研究されている. ただし,機構的な複雑さやコスト増加の問題が避

けられないため, SEAのみによる力と位置の広帯域制御に関しての検討も依然として必要である. 以上より, SEA

に関しては,力制御・位置制御双方に関して更なる高性能化に関する研究が行われてきていることがわかる.

本稿では特に, SEAを高性能化する上で問題となるであろう雑音特性について着目する. SEAでは,弾性要素の

入出力側にエンコーダが必要となるが,その分解能の影響に関して議論する事例は少ない. 特に,図 5.1のような

構成を考える場合,弾性要素の入出力側の計測分解能双方についての議論が必要である. SEAは構成上部品点数が

多くなるが,エンコーダが 2つ必要である点が部品コストにおける比重が大きい. 特に高い計測分解能が必要であ

る場合には高価なエンコーダが必要となる. 弾性要素の入力側の計測分解能は,モータに取り付けられたエンコー

ダの分解能に対して減速比倍されるので,モータ側エンコーダとして低分解能の物を使用したとしても,問題にな

る可能性は低い. 例えば 4000 pprのエンコーダを用いた時に,減速比が 100倍であれば 400, 000 pprとなる. 対し

て,負荷側のエンコーダは減速機による高分解能化の恩恵が得られないので,問題になる可能性が高くなる. この

問題は,第 2章にて述べた問題と同様である. 本章では, SEAに対して, 3自由度制御を適用することによってその

影響を抑えることを考える. ここで,第 2章と同様に,エンコーダに加えて安価に制作可能なMEMS加速度センサ/

ジャイロセンサを併用することを考え,雑音による影響を低減する.

5.2 SEAのモデルとセンサ構成
本稿では,図 5.1に示す SEAの構成を対象とする. 一般的な SEAと同様,減速機構の出力側に弾性要素を直列接

続する. 減速機の入力に接続されたモータはエンコーダを有し,かつ負荷側にもエンコーダを搭載する. 上記構成

により,バネの入力側と出力側の角度情報が求められる. SEAに関する実験検証を行うため,図 5.2に示す SEA試

験機を制作した. 試験機の詳細については,付録第 2章を参考にされたい. 試験機では,後述するように加速度情報

を利用するため,モータ側および負荷側に加速度センサを有した構成となっている.
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5.2.1 SEAのモデル化

制御系設計の際には,減速機の特性に対して弾性要素の特性が支配的であるとして,弾性要素の入力側を一慣性

系として考えた 2慣性系としてモデル化する方法が一般的である. 2慣性系のモデルを以下に示す.

Jmθ̈m + Bmθ̇m = Kia − τs (5.1)

Jlθ̈l + Blθ̇l = τs − τl (5.2)

τs = Ks(θm − θl) + Ds(θ̇m − θ̇l) (5.3)

ここで, θm は弾性要素の入力側回転角度 [rad], θl は出力側回転角度 [rad], τs は弾性要素のねじれによって生じる

軸トルク [Nm], ia はモータの電流 [A], Jm, Bm は負荷側から見たモータおよび減速機のイナーシャ [kgm2]および

粘性 [Nms/rad]で, Jl, Blは負荷側イナーシャ [kgm2]および粘性 [Nms/rad], Ks,Dsはエラストマーバネの弾性係数

[Nm/rad]及び粘性係数 [Nms/rad], K = Ktnは負荷側からみた弾性要素の入力トルク定数 [Nm/A]で,モータトルク

定数 Kt [Nm/A]と減速比 nを乗じた値であり, τl は負荷側外乱トルク [Nm]である. 通常の SEAでは, Ds ≃ 0とし

て無視することが多い.

次に, 2慣性系の代表的な伝達特性は,下記のようになる.

Θm(s)

Ia(s)
=

K(Jls
2 + (Ds + Bl)s + Ks)

A
(5.4)

Θl(s)

Ia(s)
=

K(Dss + Ks)

A
(5.5)

Ts(s)

Ia(s)
=

K(Dss + Ks)(Jls
2 + Bls)

A
(5.6)

A(s) = JmJls
4 + ((Ds + Bl)Jm + DsJl + BmJl)s3 + ((Jm + Jl)Ks + (Bm + Bl)Ds + BmBl)s2 + (Bm + Bl)Kss (5.7)

A′(s) =
A

s
= JmJls

3 + ((Ds + Bl)Jm + DsJl + BmJl)s2 + ((Jm + Jl)Ks + (Bm + Bl)Ds + BmBl)s + (Bm + Bl)Ks(5.8)

ここで, Θm = L{θm}, Θl = L{θl}, Ts = L{τs}, Ia = L{ia}であり, Lはラプラス変換を表すオペレータである. A′(s)は,

後の説明のために定義している.

5.2.2 2慣性系におけるN自由度制御のフィードバック情報選定指針

本稿では,加速度センサが弾性要素の出力側に搭載されたシステムを仮定する. 例えば,文献 [89]では,エンコー

ダ情報により得られた角度情報と加速度センサ情報をカルマンフィルタにより統合し,高精度な速度情報を得て制

御に利用している. また,文献 [90]では, Inertial Measurment Unit (IMU)を SEAユニットに搭載させている. この

ように, SEAユニットにおいて加速度情報が得られる例は多く見受けられつつある. 上記研究例は加速度情報その

ものを制御系に利用していないが,本研究では加速度情報そのものを積極的に利用した制御系を構成する.

2慣性系では,フィードバック可能な物理量として θm, θl, τs やこれらの時間微分情報などが他の選択肢として

考えられるであろう. 本稿のように制御系の外乱抑圧と雑音低減の両立を目的とする場合,制御目的とする物理量

と,その時間微分情報を用いる組み合わせを推奨する. 例えば, θl を制御対象とする場合は, y = θl, ω = θ̈l を, τs を

制御対象とする場合は y = τs, ω = τ̈s,といった組み合わせである. これは, 2慣性系では入力側のみならず中間変

数にも外乱が加わるという特徴による. 本質的に 1入力多出力である 2慣性系では,式 ()のように外性信号と出力

の関係が行列形式で表現される. 今, y = θl, ω = θm のような組み合わせで 3自由度制御を設計することを考える.
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すると,モータ側外乱と負荷側外乱がともに中間変数への外乱として印可される. この状況では,外乱とノイズの

抑圧が分離設計不可能であるため,ノイズの感度を低減すると外乱の感度が上がってしまい, N自由度制御の利点

が活かせない. 対して, y = θl, ω = θ̈l のような組み合わせで N自由度制御を設計した場合は,中間変数に外乱が加

わる形とはならないので,ノイズの感度を低減しつつ外乱の感度も低減できる. 以上の理由により,本項では加速

度センサを積極的に利用した制御系を検討している.

5.3 加速度センサ情報を利用した SEAの 2/3自由度制御
本章では,雑音低減と高帯域な外乱抑圧を同時に実現するため,エンコーダと加速度センサを利用した 3自由度

制御を適用する. また,比較として 2自由度制御についても設計を行い,シミュレーションおよび実験によってそ

の効果の違いを確認する. N自由度制御自体の理論的な詳細については第 2章を参照されたい. 本章では,特に 2

慣性系の力/位置制御を実現する際の設計に注力して述べる.

5.4 2/3自由度制御による軸トルク制御の設計
本章では,軸トルク制御への 2/3自由度制御器の適用について述べる.

5.4.1 2自由度制御

2自由度制御では, y = τs とすれば良いので,制御対象の伝達関数は下記のようになる.

Pn(s) =
τs(s)

Ia(s)
=

KKs(Jls + Bl)

A′(s)
=

KKs(Jls + Bl)

JmJls3 + (BlJm + BmJl)s2 + ((Jm + Jl)Ks + BmBl)s + (Bm + Bl)Ks

(5.9)

ここで, Ds ≃ 0として伝達関数を簡単化している. この時, ξはモータ側および負荷側エンコーダの合算値となる.

ここで,制御対象の伝達関数は相対次数が 2となり,位相特性は 180 deg.まで変化する. 無駄時間による影響や電

流制御系の遅れを考慮しなければ,位相が 180 deg.より大きくなることはないので,比較的簡単に力制御が実現可

能となる.

以上のように制御対象の伝達関数を選ぶと, 2自由度制御の内部安定性行列は式 (3.5)を参考にして,下記のよう

になる.
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(5.10)

上記の式において,それぞれの伝達関数は不安定極を持たない. よって,各フリーパラメータが安定であれば,内部

安定性は保証される. また,サーボに関する特性は,式 (3.7)より,下記のように求められる.

lim
t→∞

e = lim
s→0

s

(

(1 −Gyr(s))r(s) +
KKs(Jls + Bl)

A′(s)
(1 − Q(s))d(s) + Q(s)ξ(s)

)

(5.11)

例えば,目標値をステップ状,加わる外乱もステップ状であるとすると,定常状態をゼロとするためには, Gyr(s)は

零点に sを一つ, 1 − Q(s)は零点に sを一つ持つ必要がある.
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5.4.2 3自由度制御

3自由度制御では, y = τs, ω = τ̈s とすれば良い. ここで,軸トルクの 2階微分は以下のように表せる.

τ̈s = Ks(θ̈m − θ̈l) (5.12)

よって,制御対象の伝達関数は以下のようになる.

P1n(s) =
τ̈s(s)

Ia(s)
=

KKss2(Jls + Bl)

A′(s)
=

KKss2(Jls + Bl)

JmJls3 + (BlJm + BmJl)s2 + ((Jm + Jl)Ks + BmBl)s + (Bm + Bl)Ks

(5.13)

P2n(s) =
τs(s)

τ̈s(s)
=

1

s2
(5.14)

ここで,軸トルクの 2階微分を求めるためには,モータ側および負荷側双方の加速度情報が必要となる. モータ側

および負荷側双方に加速度センサを取り付けて τ̈s を検出することもできるが,本稿では１つの加速度センサ情報

のみを用いて検出することを考える. 第 1節にて述べた通り, SEAでは θm の分解能は減速比倍され高分解能とな

る場合が多いので,数値微分によって微分を繰り返して加速度情報を求めたとしても,量子化誤差によるノイズの

影響は許容範囲内である. 対して θl は低分解能となる場合が多いので,数値微分を繰り返すと,量子化誤差による

影響が顕著に現れる. そこで, θ̈mはエンコーダ情報から求め, θ̈lは加速度情報から求める組み合わせを検討する. こ

の時, ξ1はモータ側のエンコーダ量子化ノイズおよび負荷側加速度センサノイズの合算値, ξ2はモータ側および負

荷側エンコーダ量子化ノイズの合算値である. 以上のように制御対象の伝達関数を選ぶと, 3自由度制御の閉ルー

プ伝達関数行列は式 (3.15)を参考にして,下記のようになる.
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(5.15)

上記の式において, y(s)/ξ′
1
(s)の項は s2 を極に持つ. よって,同項内における Q1(s) − Q2(s)が s2 を零点に持つよう

設計する必要がある. また,サーボに関する特性は,式 (5.16)より,下記のように求められる.

lim
t→∞

e = lim
s→0

s

(

(1 −Gyr(s))r(s) +
KKs(Jls + Bl)

A′(s)
(1 − Q1(s))d(s) +

Q1(s) − Q2(s)

s2
ξ1(s) + Q2(s)ξ2(s)

)

(5.16)

例えば,目標値をステップ状,加わる外乱もステップ状であるとすると,定常状態をゼロとするためには, Gyr(s)は零

点に sを一つ, 1−Q1(s)は零点に sを一つ持つ必要がある. 以上をまとめると, Q1(s)−Q2(s) = (1−Q1(s))−(1−Q2(s))

より, 1 − Q1(s)と 1 − Q2(s)がともに零点に sを二つ持てば,すべての条件が満たされる.

5.5 2/3自由度制御による位置制御の設計
本章では,負荷側位置制御への 2/3自由度制御器の適用について述べる.

5.5.1 2自由度制御

2自由度制御では, y = θl とすれば良いので,制御対象の伝達関数は下記のようになる.

Pn(s) =
θl(s)

Ia(s)
=

KKs

A(s)
=

KKs

JmJls4 + (BlJm + BmJl)s3 + ((Jm + Jl)Ks + BmBl)s2 + (Bm + Bl)Kss
(5.17)
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この時, ξは負荷側エンコーダノイズである. ここで,軸トルク制御の場合と同様に, Ds ≃ 0として伝達関数を簡単

化している. 制御対象の伝達関数は相対次数が 4となり,位相特性は 360 degまで変化する. この位相遅れは, SEA

の位置決めを困難にしている理由の一つである.

以上のように制御対象の伝達関数を選ぶと, 2自由度制御の閉ループ伝達関数行列は式 (3.5)を参考にして,下記

のようになる.
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(5.18)

上記の式において, y(s)/d′(s)の伝達関数が,極に sを持つ. よって,同伝達関数内のフリーパラメータである 1−Q(s)

が, sを一つ零点として有する必要がある.

また,サーボに関する特性は,式 (3.7)より,下記のように求められる.

lim
t→∞

e = lim
s→0

s

(

(1 −Gyr(s))r(s) +
KKs

A(s)
(1 − Q(s))d(s) + Q(s)ξ(s)

)

(5.19)

例えば,目標値をステップ状,加わる外乱もステップ状であるとすると,定常状態をゼロとするためには, Gyr(s)は

零点に sを一つ, 1 − Q(s)は零点に sを二つ持つ必要がある.

5.5.2 3自由度制御

3自由度制御では, y = θl, ω = θ̈l とすれば良い. よって,制御対象の伝達関数は以下のようになる.

P1n(s) =
θ̈l(s)

Ia(s)
=

KKss2

A(s)
=

KKss2

JmJls4 + (BlJm + BmJl)s3 + ((Jm + Jl)Ks + BmBl)s2 + (Bm + Bl)Kss
(5.20)

P2n(s) =
θl(s)

θ̈l(s)
=

1

s2
(5.21)

この時, ξ1 は負荷側加速度センサノイズ, ξ2 は負荷側エンコーダノイズである. 以上のように制御対象の伝達関数

を選ぶと, 3自由度制御の閉ループ伝達関数行列は式 (3.15)を参考にして,下記のようになる.
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(5.22)

上記の式において, ν(s)/ξ′
1
(s)の項は sを一つ極に持ち, y(s)/d′(s)の項は sを一つ極に持ち, y(s)/ξ′

1
(s)の項は s2 を

極に二つ持つ. また,サーボに関する特性は,式 (5.16)より,下記のように求められる.

lim
t→∞

e = lim
s→0

s

(

(1 −Gyr(s))r(s) +
KKs

A(s)
(1 − Q1(s))d(s) +

Q1(s) − Q2(s)

s2
ξ1(s) + Q2(s)ξ2(s)

)

(5.23)

例えば,目標値をステップ状,加わる外乱もステップ状であるとすると,定常状態をゼロとするためには, Gyr(s)は零

点に sを一つ, 1−Q1(s)は零点に sを二つ持つ必要がある. 以上をまとめると, Q1(s)−Q2(s) = (1−Q1(s))−(1−Q2(s))

より, 1 − Q1(s)と 1 − Q2(s)がともに零点に sを二つ持てば,すべての条件が満たされる.
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5.6 3自由度制御におけるフリーパラメータの選定指針と外性信号に対する感
度特性

本節の最後に, 3自由度制御を適用した場合の,外性信号に対する感度の特性について述べる. 用いるセンサの構

成は第 4章と同一であるので,第 4章におけるフリーパラメータの選定指針を参考にされたい. Qi(s)(i=1, 2)の設

計方法に関しては自由度があるが,基本的には全てローパスフィルタ特性を持つよう設計し,そのカットオフ周波

数 ωci が,それぞれ ωc1 > ωc2 となるよう選ぶ. 外乱 dはハイパスフィルタ通過後,システムに影響を与える. この

点は従来の DOBと同じである. ξ1(加速度センサノイズ)はバンドパスフィルタを通過後,システムに影響を与え,

ξ2(エンコーダ量子化ノイズ)はローパスフィルタ通過後,システムに影響を与える. ここで, ξ2 は低域のみ系に影

響を与えるためその量子化ノイズを大きく低減できる. ξ1は中域から高域にかけて系に影響を与えるため,低域の

ノイズを除去できる. 以上より,それぞれのセンサにおいて,ノイズが問題となる領域の成分をカットし,問題とな

らない部分を利用して外乱除去性能を向上可能であることがわかる.

Qフィルタの基本的な構造については上述した通りであるが,フィルタの次数や係数の決定法などについては

別途決定する必要がある. フィルタが持つべき零点に関しては,前章においてそれぞれ説明している. 具体的なフ

リーパラメータの設計例は,次章のシミュレーションおよび実験の章にて例示する.

5.7 シミュレーションおよび実験による検証
本章では, SEAの軸トルク制御および位置制御に対する 3自由度制御の有効性をシミュレーションによって確

認する. また,比較として, 2自由度制御の結果についても例示する. シミュレーションおよび実験で用いる実験機

は, 5.2である. 制御対象のパラメータは, それぞれ Jm = 0.202 kgm2, Jl = 9.46 × 10−3 kgm2, Bm = 4.50 Nms/rad,

Bl = 0.110 Nms/rad, Ds = 0 Nms/rad, Ks = 53.1 Nm/rad, Kt = 2.97 Nm/Aとしている. 実験機の詳細については,付

録第 A章を参照されたい. シミュレーションでは, θm検出の分解能を 1, 200, 000 ppr, θl検出の分解能を 20, 000 ppr

とした. また,加速度情報には N(0, 1.0)の白色ガウスノイズを加えた.

5.7.1 軸トルク制御のシミュレーション結果

軸トルクの制御において, 2/3自由度制御で用いるフリーパラメータの構成を以下に示す.

Gyr(s) =

(

1

τs + 1

)2

(5.24)

Q1,2(s) =
5ω4

ci
s + ω5

ci

(s + ωci)5
(5.25)

ここで, τ = 0.01 sとした. 軸トルク制御における 3自由度制御のフリーパラメータの条件は以下の通りである.

• Gyr(s)が sを零点に持つ

• 1 − Q1(s), 1 − Q2(s)がそれぞれ s2 を零点に持つ

フリーパラメータは,この条件を満たすように設計されている. 2自由度制御における Q(s)として, 3自由度制御

における Q1(s)を用いた.
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図 5.3: 軸トルク制御のシミュレーション結果
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(b) 3自由度制御の結果

図 5.4: 位置制御のシミュレーション結果

2自由度制御および 3自由度制御におけるシミュレーション結果を図 5.3に示す. シミュレーションでは, ωc =

ωc1 = 2000 rad/s, ωc2 = 200 rad/sとした. また,アクチュエータは粘弾性でモデル化された環境に接触している状

況を模擬している. 環境の弾性は 2500 Nm/rad,粘性は 100 Nms/radである. 結果を見ると,出力におけるノイズの

影響は,制御対象の積分要素により濾過されるため,双方ともにその影響は隠れている. 対して,制御入力の応答は,

2自由度制御では振動的であることが確認でき, 3自由度制御ではその影響は抑圧されている. 以上より, 3自由度

制御の有効性が確認できた. このように,制御入力へのノイズ感度を抑圧できることから外乱感度も同時に向上で

きることが確認でき,広帯域な外乱抑圧のために加速度センサ情報を利用した 3自由度制御が有効であることが

わかる.

58



1 1.2 1.4 1.6 1.8

0

0.2

0.4

an
g
le

 [
ra

d
]

cmd

qm

ql

1 1.2 1.4 1.6 1.8
-1

0

1

2

er
ro

r 
[r

ad
]

#10
-3

1 1.2 1.4 1.6 1.8

time [s]

-5

0

5

in
p
u
t 

[A
]

(a) 2自由度制御の結果

1 1.2 1.4 1.6 1.8

0

0.2

0.4

an
g
le

 [
ra

d
]

cmd

qm

ql

1 1.2 1.4 1.6 1.8
-1

0

1

2

er
ro

r 
[r

ad
]

#10
-3

1 1.2 1.4 1.6 1.8

time [s]

-5

0

5

in
p
u
t 

[A
]

(b) 3自由度制御の結果

図 5.5: 位置制御の実験結果

5.7.2 位置制御のシミュレーションおよび実験結果

位置制御において, 2/3自由度制御で用いるフリーパラメータの構成を以下に示す.

Gyr(s) =

(

1

τs + 1

)4

(5.26)

Q1,2(s) =
6ω5

ci
s + ω6

ci

(s + ωci)6
(5.27)

ここで, τ = 0.02 sとした. 位置制御における 3自由度制御のフリーパラメータの条件は以下の通りである.

• Gyr が sを零点に持つ

• 1 − Q1(s), 1 − Q2(s)がそれぞれ s2 を零点に持つ

フリーパラメータは,この条件を満たすように設計されている. 2自由度制御における Q(s)として, 3自由度制御

における Q1(s)を用いた. また,位置制御のシミュレーションでは, 0.4 sにて負荷側に外乱トルク 0.1 Nmを加えた.

2自由度制御および 3自由度制御におけるシミュレーション結果を図 5.4に示す. シミュレーションでは, ωc =

ωc1 = 500 rad/s, ωc2 = 200 rad/sとした. 結果を見ると,制御入力の応答は, 2自由度制御では振動的であることが確

認でき, 3自由度制御ではその影響は抑圧されている. 以上より, 3自由度制御の有効性が確認できた.

続いて,実験結果を図 5.5に示す. 実験では, ωc = ωc1 = 300 rad/s, ωc2 = 300 rad/sとした. 実験においても, 2自

由度制御では応答が振動的になっていることがわかる. 負荷側のエンコーダは 20, 000 pprと低分解能であるので,

300 rad/sのカットオフ周波数という比較的低い値で,制御入力が非常に振動的になることが確認できる. 対して, 3

自由度制御では,加速度センサ情報を利用して制御入力の振動を低減することに成功している. 現状,外乱抑圧帯

域を決める ωc1 の値を著しく大きな値に設定できていない,という問題点は残っているが,従来の制御系による結

果に対して,提案法による結果は相対的に優れた結果となった.

5.8 おわりに
本稿では,加速度センサ情報を利用した SEAの軸トルク・位置制御に対して, 3自由度制御を適用する方法を提

案した. 本稿では, 2自由度制御および 3自由度制御を軸トルク・位置制御問題に対して設計する方法について述
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べた. 軸トルク制御においては,シミュレーションにより, 2自由度制御において遮断周波数を上昇すると,応答が

振動的になることを確認した. また, 3自由度制御を適用し,加速度センサを併用することにより,制御入力の振動

が著しく軽減されることを確認した. 位置制御においては,シミュレーションおよび実験により, 2自由度制御にお

いて制御入力が振動的になることを確認した. 軸トルク制御と同様に 3自由度制御を適用することで,位置制御に

おいても制御入力の振動抑圧が可能であることを確認した. 本章における結果により, 3自由度制御は 2慣性系に

対しても有効であることを示すことができた.
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第6章 N自由度制御から導かれる外乱オブザーバと
その効果に関する考察

6.1 はじめに
第 3章で述べた通り, N自由度制御は複数のセンサを用いて, 2自由度制御における制御設計上の制約を緩和す

ることができた. 本章では, N自由度制御の等価構造として得られる外乱オブザーバに着目する. 例えば 3自由度

制御では,インナーループに DOBを二つ有する構造となっていた. 一つは従来の DOBと同等であり,もう一つは

今までの DOBに見られない構造で,ノイズを低減するための DOBとして働く. N自由度制御では上記の DOBは

等価的に陰に有していた. 本章では,これを陽に実装することを考える. 陽に実装する利点としては, DOBを反力

推定機構として用いる Reaction Force Observer (RFOB)として利用可能であることがあげられる [37] [38].

反力推定の性能を向上する研究例として,多くの研究が見受けられる. 例えば,カルマンフィルタは複数センサ

情報を統合して, センサノイズを除去する一般的な方法として知られている. 位置と加速度の関係性を利用して,

位置情報と加速度情報を統合してスムーシングされた位置・速度・加速度情報を得ることができる [67]. 位置情報

と加速度情報からスムーシングされた速度情報を得る方法として,周波数分離による方法が存在する [63]. この方

法は,姿勢角推定に用いられる相補フィルタのアプローチと同じ考え方であり,実装が非常に容易であるという利

点がある. これらの方法は, DOBや RFOBの推定性能を向上することを目的として,幾つかの研究で用いられてい

る. カルマンフィルタに基づいた DOB (Kalman Filter based DOB: KFDOB)は, DOBに用いる速度情報に,カルマ

ンフィルタでスムーシングされた速度情報を用いる方法である [75]. また,位置と加速度の情報を統合した DOB

(Position and acceleration integrated DOB: PAIDO)は,位置情報と加速度情報を周波数領域上で統合し,外乱推定性

能を向上する方法 (周波数分離による方法)である [74]. PAIDOの構造は非常にシンプルではあるが,高周波領域

においてノイズ成分の低い加速度センサを用いることで,推定外乱の高帯域化が可能な方法である.

ここで, PAIDOの構造は, N自由度制御から導かれる DOB(以下, NDoF-DOBと呼ぶ)と構造的に類似している.

よって, PAIDOと NDoF-DOBについて関連性を議論する必要がある. PAIDOは,従来 1慣性系モデルに対しての

み適用されてきていた. そこで, PAIDOや NDoF-DOBを 2慣性系に適用可能とするよう拡張する方法についても

検討する余地が残されている. 2慣性系おける反力推定の性能を向上するアプローチとしてカルマンフィルタを用

いる方法が提案されており, Kalman-filter-based instantaneous state observer (KFISOB)が提案されている [77]. 上記

の方法はカルマンフィルタに基づいた性能向上のアプローチであり,周波数分離に基づいたアプローチによって負

荷側の反力を推定する研究例は見受けられない. 以上より. 本章では PAIDOおよび NDoF-DOBを 1慣性系およ

び 2慣性系に適用し,その効果について比較考察することを目的とする.

6.2 NDoF-DOBの導出と解析
本章では, NDoF-DOBを導出し,その有効性について述べる.
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図 6.1: 3自由度制御のブロック図
図 6.2: 3自由度制御の等価ブロック図

図 6.3: DOB型の等価ブロック図: NDoF-DoB

図 6.4: 一般化された PAIDOのブロック図

6.2.1 NDoF-DOBの導出

本稿では, 3自由度制御を例として議論を進める. 3自由度制御は,等価的に 2つの外乱オブザーバを有すること

は,第 2章での解析で明らかになっている. ここで, 3自由度制御のブロック図を図 6.1に,等価ブロック図を図 6.2

に, DOB型の等価ブロック図 (NDoF-DOB)を図 6.3に示す. NDoF-DOBのブロック図より, NDoF-DOBは 2つの

DOBを内包していることが分かる. 一方は従来の DOBと同一な構造であり,他方は他の研究例では見受けられな

い構造である.

6.2.2 PAIDOとNDoF-DOBの相違点について

本項では, PAIDOと NDoF-DOBの違いについて解析する. ここで,比較として PAIDOのブロック図を 6.4に示

す. PAIDOは,加速度に基づいたDOB (Acceleration DOB: ADOB)と,位置に基づいたDOB (Position DOB: PDOB)

を有している. 原著論文 [74]では,静電容量式の加速度センサが用いられている. この方式の加速度センサは,検出

帯域が極めて高いという特徴がある. しかしながら, DC成分が検出できないという欠点も有する. よって, ADOB

のための Qフィルタ Qa(s)はハイパスフィルタとして設計し, PDOBのための Qフィルタ Qp(s)はローパスフィ
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ルタとして設計する必要がある. ここで, Qa(s)および Qp(s)の遮断周波数はそれぞれ同じカットオフ周波数を用

いる. さらに,電流制御系の制御帯域を考慮して, QLPF(s)を用いて帯域を制限する必要がある.

NDoF-DOBの枠組みでは, Q1(s)および Q2(s)の双方がローパスフィルタとして設計される. この時,外性信号

はそれぞれ,図 6.5に示すような周波数特性を持つフィルタをそれぞれ通過してシステムに影響を与える. 図より

分かるように,加速度センサに起因するノイズはバンドパス特性を通過し,低域のノイズと超高域のノイズが遮断

される. また,位置センサ (エンコーダ)に起因するノイズはローパスフィルタ特性を通過し,中域以上のノイズが

遮断される. 以上により,低域にノイズが集中する加速度センサと,高域にノイズが集中するエンコーダのそれぞ

れのノイズを抑圧しながら,それぞれのセンサの得意な部分を利用して外乱が推定可能であることが分かる.

続いて, PAIDOと NDoF-DOBの相違点について解析する. PAIDOにおいて, PDOBと ADOBの推定外乱は,そ

れぞれ以下のようになる.

d̂PDOB(s) = Qa(s)(ν(s) −
1

P1n(s)P2n(s)
y(s)) − Qp(s)

1

P1n(s)P2n(s)
ξ2(s)

≃ Qp(s)d(s) − Qp(s)
1

P1n(s)P2n(s)
ξ2(s) (6.1)

d̂ADOB(s) = Qa(s)(ν(s) −
1

P1n(s)
ω(s)) − Qa(s)

1

P1n(s)
ξ1(s)

≃ Qa(s)d(s) − Qa(s)
1

P1n(s)
ξ1(s) (6.2)

よって,最終的に推定される外乱は下記のようになる.

d̂(s) ≃ QLPF(s)(Qa(s) + Qp(s))d(s) − QLPF(s)Qa(s)
1

P1n(s)
ξ1(s) − QLPF(s)Qp(s)

1

P1n(s)P2n(s)
ξ2(s) (6.3)

ここで,簡単のため P1(s) = P1n(s), P2(s) = P2n(s)であると仮定する. Qa(s)および Qp(s)は, Qa(s) + Qp(s) = 1の関

係式が満たされるように設計する. 結果として, 推定外乱はローパスフィルタによって帯域制限された実外乱が,

バンドパスフィルタリングされた加速度センサノイズとローパスフィルタリングされたエンコーダノイズを伴っ

た値となる.

対して, NDoF-DOBによって推定された外乱は,下記のようになる.

d̂1(s) = Q1(s)(ν(s) −
1

P1n(s)
ω(s)) − Q1(s)

1

P1n(s)
ξ1(s)

≃ Q1(s)d − Q1(s)
1

P1n(s)
ξ1(s) (6.4)

d̂2(s) = Q2(s)(
1

P1n(s)P2n(s)
y(s) −

1

P1n(s)
ω(s)) + Q2(s)(

1

P1n(s)P2n(s)
ξ2(s) −

1

P1n(s)
ξ1(s)) (6.5)

≃ Q2(s)(
1

P1n(s)P2n(s)
ξ2(s) −

1

P1n(s)
ξ1(s)) (6.6)

従って,最終的な推定外乱は下記のようになる.

d̂(s) ≃ Q1(s)d(s) − (Q1(s) − Q2(s))
1

P1n(s)
ξ1(s) + Q2(s)

1

P1n(s)P2n(s)
ξ2(s) (6.7)

ここで, Q1(s)および Q2(s)は,ともにローパスフィルタとして設計される. それぞれのフィルタのカットオフ周波

数 ω1 および ω2 は, ω1 ≫ ω2 となる必要がある. このように設計することにより, Q1(s) − Q2(s)はバンドパスフィ

ルタの特性を有することになる. 上述の導出結果は, PAIDOと NDoF-DOBが同等な特性を有することを示してい

る. ここで強調しておきたいことは, NDoF-DOBは周波数領域における設計法として, PAIDOよりさらに一般的な

枠組みとなっていることである. 本枠組みは 1慣性系のみならず, 2慣性系にも自然に適用可能である. 次節では,

1慣性系および 2慣性系に対する応用について紹介する.
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図 6.5: PAIDOおよび NDoF-DOBにおける各種フィルタの波数特性と対応する外性信号

6.3 1慣性系および 2慣性系に対するPAIDO/NDoF-DOBの応用
本章では, 1慣性系および 2慣性系のための PAIDO/NDoF-DOBについて述べる. NDoF-DOBおよび PAIDOを

用いたシステムのブロック図を図 6.6に示す.

6.3.1 1慣性系のための PAIDO/NDoF-DOB

本項では, PAIDO/NDoF-DOBを 1慣性系に適用する. 1慣性系のダイナミクスは以下のようになる.

Jθ̈ + Bθ̇ = Kti − τd (6.8)

ここで, θは回転角 [rad], τd は外乱トルク [Nm], iはモータの電機子電流 [A]である. τd は負荷トルク τl に加えて,

摩擦やモデル化誤差を含む. また, J はイナーシャ [kgm2], Bは粘性摩擦定数 [Nms/rad], Kt はトルク定数 [Nm/A]

である. NDoF-DOBの設計のために,制御対象の伝達関数は,下記のように分割される.

P1(s) =
Θ̈(s)

I(s)
=

Kt s

Js + B
, P2(s) =

Θ̇

Θ̈
=

1

s
(6.9)
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(a) 1慣性系
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motor

(b) 2慣性系

図 6.7: 1慣性系および 2慣性系のシミュレーション/実験環境

ここで, y = θ̇, ω = θ̈である. また, Θ = L{θ}, I = L{i}であり, Lはラプラス演変換を示すオペレータである. Qフィ

ルタとして,　以下のローパスフィルタを選ぶ.

Q1(s) =
ωc1

s + ωc1

, Q2(s) =
ωc1

s + ωc1

·
ωc2

s + ωc2

(6.10)

PAIDOの場合は, Qa(s)および Qp(s)はそれぞれ 1次のハイパスフィルタおよびローパスフィルタとして以下のよ

うに選ぶ.

Qa(s) =
s

s + ωc2

, Qp(s) = 1 − Qa(s) (6.11)

QLPF のカットオフ周波数は, ωc1と等しくなるように選ぶ. 結果として,各手法の周波数特性は同一となり,それぞ

れ図 6.9のようになる.
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6.3.2 2慣性系のための PAIDO/NDoF-DOB

本項では, NDoF-DOBおよび PAIDOを 2慣性系に適用する. 2慣性系のダイナミクスは,以下のように表される.

Jmθ̈m + Bmθ̇m = Ki − τs − τmd (6.12)

Jlθ̈l + Blθ̇l = τs − τld (6.13)

τs = Ks(θm − θl) + Ds(θ̇m − θ̇l) (6.14)

ここで, θmは駆動側の回転角 [rad], θlは負荷側転角 [rad], Jmはモータ側のイナーシャ [kgm2], Bmは粘性項 [Nms/rad],

Jlは負荷側のイナーシャ[kgm2], Blは粘性項 [Nms/rad], Ksは弾性部分の弾性係数 [Nm/rad], Dsは粘性係数 [Nms/rad],

iはモータの電機子電流 [A], Kはトルク定数 [Nm/A], τmd および τld はそれぞれモータ側のと負荷側の外乱トルク

[Nm]である. τmd および τld は摩擦トルクおよびモデル化誤差を含んでいる.
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続いて, 2慣性系における代表的な伝達関数を求めると,下記のようになる.

Θm(s) = Gθmi(s)(I(s) −
1

K
Tmd(s)) −Gθmτld

(s)Tld(s)

= Gθmi(s)(I(s) −
1

K
Tmd(s) −

Gθmτld
(s)

Gθli(s)
Tld(s)) (6.15)

Θl(s) = Gθli(s)(I(s) −
1

K
Tmd(s)) −Gθlτld

(s)Tld(s)

= Gθli(s)(I(s) −
1

K
Tmd(s) −

Gθlτld
(s)

Gθli(s)
Tld(s)) (6.16)

Gθmi(s) =
K(Jls

2 + (Ds + Bl)s + Ks)

A
(6.17)

Gθmτld
(s) =

Dss + Ks

A
(6.18)

Gθli(s) =
K(Dss + Ks)

A
(6.19)

Gθlτld
(s) =

Jms2 + (Ds + Bm)s + Ks

A
(6.20)

A(s) = JmJls
4 + ((Ds + Bl)Jm + DsJl + BmJl)s3

+ ((Jm + Jl)Ks + (Bm + Bl)Ds + BmBl)s2 + (Bm + Bl)Kss (6.21)

ここで, Θm = L{θm}, Θl = L{θl}, Ts = L{τs}, I = L{i}, Tmd = L{τmd}, Tld = L{τld}である.

NDoF-DOBの設計に際して,制御対象は下記のように選ぶ.

P1(s) = s2Gθli(s) =
K(Dss3 + Kss2)

A
, P2(s) =

1

s
(6.22)

ここで, y = θ̇l, ω = θ̈lである. 2慣性系では,負荷側にエンコーダが取り付けられた状況を考える. さらに,負荷側に

加速度センサが取り付けられ,エンコーダ情報に加えて使用可能であるとする. Qフィルタとして,以下のローパ

スフィルタを選ぶ.

Q1(s) = (
ωc1

s + ωc1

)2, Q2(s) = (
ωc2

s + ωc2

)3 (6.23)

Qフィルタの次数は, NDoF-DOBが実現可能であり,かつ最小次数となるよう選んだ. ここで, P1n(s)の相対次数は

1である. Ds = 0であれば,相対次数は 2となる. この時, PAIDOでは実現に関して NDoF-DOBとは異なった制約

が生じる. P1n(s)の相対次数により, Qa(s)は相対次数 1もしくは 2以上有する必要がある. ここで,ハイパスフィ

ルタはその特性上バイプロパーとなってしまうので,ハイパスフィルタは用いることができない. よって,それぞ

れの Qフィルタを下記のように設計する必要がある.

Qa(s) = QHPF(s)QLPF(s) (6.24)

Qp(s) = (1 − QHPF(s))QLPF(s) (6.25)

QHPF(s) =



























s
s+ωc2

(case1)

( s
s+ωc2

)2 (case2)

(6.26)

QLPF(s) = (
ωc1

s + ωc1

)2 (6.27)

ここで, QLPF(s)は Qa(s)の設計の中で既に考慮されていることに注意されたい. また, Qp(s)はそれぞれの DOBが

実現可能となるように選んでいる. QHPF(s)は 1次のもの (case 1)および 2次のもの (case 2)を提示している. こ
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れは,シミュレーションおよび実験結果において, case 1よりも case 2において良好な結果が得られたことによる.

ここで,各手法における周波数特性を図 6.10に示す. 上述の結果より, NDoF-DOBの設計は, PAIDOの設計よりも

自然な設計が可能であることがわかる. 各手法の性能に関する比較は,事節にて示す.

負荷トルクの推定に関しては, PAIDOおよび NDoF-DOB双方において,下記の変換が必要となる.

d̂(s) =
1

K
Tmd(s) +

Gθlτld
(s)

Gθli
(s)

Tld (6.28)

τmd の影響が比較的小さいと仮定すると,推定された負荷トルクは下記のように表される.

T̂ld(s) =
Gθli

(s)

Gθlτld
(s)

(d̂(s) −
1

K
Tmd(s)) ≃

K(Dss + Ks)

Jms2 + (Ds + Bm)s + Ks

d̂(s) (6.29)

シミュレーションおよび実験では,上式を用いて推定性能の確認を行う. 実用的な観点からは, Tmd および Tld は非

線形摩擦の影響を含むので,事前に同定して引いておく必要がある. 本項では,この問題については厳密には扱わ

ない. よって, Tl は Tld と等しいと考えて検証を行う.

6.4 シミュレーションおよび実験によるPAIDO/NDoF-DOBの検証
本節では, PAIDO/NDoF-DOBを,シミュレーションおよび実験によって比較する. 実験装置の外観を,図 6.8に示

す. 同定されたパラメータの公称値は, J =6.58×10−5 kgm2, B=6.13×10−5 Nms/rad, Kt =29.7×10−3Nm/A, Jm = 0.202

kgm2, Jl = 9.46 × 10−3 kgm2, Bm = 4.50 Nms/rad, Bl = 0.110 Nms/rad, Ds = 0 Nms/rad, Ks = 53.1 Nm/rad, Kt = 2.97

Nm/Aである. シミュレーションでは,制御対象のパラメータに上述の値を用いた. 制御系のサンプリング時間は,

100 usとした.

θ および θl の分解能は, それぞれ 12000 ppr および 32000 ppr とした. 加速度の計測には, ADXL203 (Analog

Devices)を用いた. 加速度センサはピエゾ方式であるので, DC成分が検出可能なセンサとなっている (0-2.5 kHz).

シミュレーションでは,得られた角度情報は実験装置に合わせて量子化した. また,加速度情報にはガウスノイズ

N(0, 0.1)を加えた. 1慣性系および 2慣性系の双方において, ωc1 および ωc2 はそれぞれ 3000 rad/s and 200 rad/sと

した.

シミュレーションおよび実験では,それぞれの手法における外乱抑圧特性の性能について確認した. 1慣性系で

は,静止摩擦による影響を抑えるために,モータの速度を一定速度に制御 (π/2 rad/s)した. また,負荷トルクは接続

した負荷用モータによって印可した. 外乱トルクの値は 0.03 Nmとし, 0.05 s以降にステップ値として加えた. 2慣

性系では,同様にモータ側速度を一定速度に制御施 (0.05 rad/s)した. また,負荷トルクは接続した負荷用モータに

よって印可し,負荷外乱トルクの値は 1.0 Nmとし, 0.25 s以降にステップ値として加えた.

図 6.11は, 1慣性系にそれぞれの手法を適用した場合の結果を示している. 図 6.11(a)および (b)はそれぞれ,外

乱を印可した際のシミュレーションおよび実験結果を示している. PAIDOおよび NDoF-DOBのシミュレーショ

ンにおける結果を二乗平均平方根 (RMS)で評価すると,ともに 4.13×10−4 Nmであった. 続いて実験時の RMSを

評価すると,ともに 2.33×10−3 Nmであった. RMSの結果は, 10回の実験結果から平均値を求め評価している. シ

ミュレーションおよび実験結果より,それぞれの手法の性能が一致していることがわかる. これは,図 6.9の結果

からも説明できる. 図 6.9は, 1慣性系の実パラメータを用いて,式 (6.3)(6.7)により導出することができる. 図中で

は,それぞれの感度特性が完全に一致していることがわかる. よって,解析結果とシミュレーションおよび実験結

果の一致が確認できた.
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図 6.12は 2慣性系における各手法を適用した場合の結果を示している. 図 6.12(a)および (b)はそれぞれ,外乱が

加えられた際のシミュレーションおよび実験結果を示している. PAIDO (case 1), PAIDO (case 2),およびNDoF-DOB

を用いた場合のシミュレーションにおける RMS推定誤差は, それぞれ 0.246 Nm, 0.0276 Nm, 0.0194 Nm であっ

た. 結果より, PAIDO (case 1)の結果がノイズによる影響が大きく,誤差が大きくなっていることがわかる. この結

果についても,図 6.10の結果より説明が可能である. エンコーダノイズの感度 (右図)は, PAIDOにおける結果が,

NDoF-DOBにおける結果よりも,高周波領域において高感度であることを示している. よって,解析結果はシミュ

レーション結果と一致していると言える. 続いて実験では,それぞれ 0.726 Nm, 0.699 Nm, 0.695 Nmであった. こ

こで,応答における推定値の振動と,定常値における誤差は,モデル化誤差や非線形摩擦による影響であると考え

られる. 実験結果より, PAIDOによる結果が, NDoF-DOBによる結果と比較してノイズによる影響が大きいことが

わかる. よって,シミュレーションおよび実験における結果の傾向は概ね一致していると言えるであろう.

6.5 おわりに
本章では, PAIDOと NDoF-DOBの相違点について考察した. 解析結果より, PAIDOおよび NDoF-DOBは, 1慣

性系においてはその効能は完全に一致することが明らかになった. しかしながら 2慣性系においては,エンコーダ

および加速度センサのノイズ感度に関して相違点が見られた. 低周波領域における NDoF-DOBを用いた場合の

加速度センサに対するノイズ感度は, PAIDOのそれよりも大きい. 一方で,高周波領域における NDoF-DOBを用

いた場合のエンコーダに対するノイズ感度は, PAIDOのそれよりも低い結果となった. 本項では,上記の違いをシ

ミュレーションおよび実験において確認することができた. 本項で用いた加速度センサはピエゾ方式であったが,

静電容量方式に対しても,同様な結果となることに注意されたい. 定量的にいえば, NDoF-DOBと PAIDOの違い

はそこまで大きな違いではない. 重要な点は, N自由度制御 (3自由度制御)から導かれる NDoF-DOB(3DoF-DOB)
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の効果を明らかにしたことにある. 結果として, 3自由度制御は PAIDOとほぼ同等の効果を持つことがわかった.

ゆえに,設計法としてより一般性を有する N自由度制御は,周波数領域における外乱補償/推定のための一般的な

枠組みとして用いられることが期待できると言える.

しかしながら,シミュレーションおよび実験は 1慣性系および 2慣性系のある特定のクラスにおいてのみその有

効性を確認しているのが現状である. つまり,今後はモータのイナーシャや粘性,トルク定数や弾性定数など,様々

な値を有するシステムに対してその有効性を議論することが必要である. さらに,本章のはじめに紹介した,時間

領域における設計法である KFDOBや KFISOBとの比較も有用であろう.
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図 6.11: 1慣性系におけるステップ外乱の推定結果
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第7章 ハプティックインターフェースへの応用

7.1 はじめに
バイラテラル制御は, 位置や速度, 加速度, 力の情報をマスター/スレーブ装置間で共有し, 同期制御を実現する

制御技術の総称であり,人間機械協調システムに対する基幹技術として期待されている [91]. 具体的な応用例とし

て,鉗子の制御に適用し,高精度な遠隔手術の実現を目指すことなどが挙げられる [92]. また,モーションコピーシ

ステムと呼ばれる応用例も存在する [93]. モーションコピーシステムでは,まずバイラテラル制御を実装したシス

テムによってあるタスクを遂行し,運動情報を保存しておく. 保存された運動情報は,バイラテラル制御を実装し

たシステムによって再度再現することが可能である. このシステムを用いることで,例えば熟練者の運動をコピー

しておき,その運動をいつでも再現することが可能となる.

バイラテラル制御を実現するためには,いくつかのアプローチが存在する. 文献 [94, 95]では,マスター/スレー

ブ間の相互運動を 2端子対回路として表現し,制御系設計及び安定性の解析を行っている [94,95]. また,文献 [96]

では,力制御器及び位置制御器を並列に用いた制御器によってバイラテラル制御器を構成している [96]. また,文

献 [97,98]は上記の力制御器及び位置制御器を並列に用いた制御構成と同様な構成をしているが,加速度制御を用

いている点及び力情報を力センサレスで推定している点で異なる. これらの制御法では, DOBを用いることでロ

バストな加速度制御系を構築し, RFOBによって力情報を推定する [27, 37]. RFOBを用いることで,力センサを用

いる場合と比較して広帯域な力検出が可能となるので,バイラテラル制御との親和性は高い [101].

バイラテラル制御のアプローチは,いくつかの種類に分類することができる. 例えば, 2chバイラテラル制御は

位置情報のみをマスター/スレーブ間で共有し, 4chバイラテラル制御は位置及び力の情報を共有する. 本節の冒

頭にて述べたバイラテラル制御のアプリケーションは, 4chバイラテラル制御を用いている. これは,マスター/ス

レーブ間で位置の同期と,力覚の伝達 (作用・反作用の法則の実現)が必要であることによる. 状況によっては,マ

スター/スレーブ間で遠隔地通信を行う必要がある. このような状況では,通信データの増大が通信遅延を引き起

こすので,相互に通信されるデータ量を可能な限り削減することが望ましい. データ量を削減するためのアプロー

チとして, 4chバイラテラル制御における通信データを離散コサイン変換などの手法を用いて圧縮する研究例があ

る [99]. 一方で,位置情報のみを用いたバイラテラル制御によって制御に必要なフィードバック量自体を削減する

アプローチも存在する. 例えば,位置の同期と力覚の伝達を位置情報のみで実現する手法が提案された [100, 102].

この手法では,図 7.1に示されるようにマスター/スレーブ間で位置情報を相互にフィードバックするような制御

構造となっている. よって,この手法は通信量を削減する一手法として有効な手法と言える.

本章の目的は,位置情報のみを用いたバイラテラル制御において,以下の 2点に関する提案を実験的に検証する

ことである.

1. 多入力多出力 (MIMO)系における相補感度関数に基づいた制御設計法による 2chバイラテラル制御問題の

再設計
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図 7.1: 本稿における提案法の概要

2. 伝達関数の分割に基づいた相補感度関数表現によるバイラテラル制御の性能改善

(1)については,マスター/スレーブ間の位置同期及び力覚の伝達が,位置情報のみを用いた相補感度関数に基づく

制御設計法の枠組みによって実現される. 制御器は第 3章で導出した一般性のある多入力多出力系の表現を用い

るので,様々なプラントの表現に対して制御器を導出することができる. よって,新しい制御器の構造を含んだ複

数の制御器構成を導出することができる. その中の一方は文献 [100, 102]に述べられる制御構造と同一であり,他

方は制御性能は同一な上,よりシンプルな制御器構成となっている. (2)については, (1)で提案された制御システ

ムを,伝達関数の分割によって得られる相補感度関数表現を用いることで拡張し,複数のセンサフィードバックが

自然な形で実現できるよう拡張する. 提案する手法では,位置情報に加えて,例えば加速度情報をフィードバック

し制御系の性能向上を図ることができる. 従来の 4chバイラテラル制御においても,位置情報に加えて加速度情報

を活用することで制御系の性能を向上する例が存在する [66, 74, 75]. 本章では, 2chバイラテラル制御の枠組みに

おいて,同様なセンサ構成で制御性能を向上する手法を提供する.

本章における構成は以下の通りである. まず第 2節において,従来法である相補感度関数に基づいた 2chバイラ

テラル制御の設計法について述べる. 第 3節において 2chバイラテラル制御を,相補感度関数に基づいた多入力多

出力制御系のパラメトリゼーションにより設計する. 続いて 4節において伝達関数の分割に基づいた相補感度関

数表現により制御系を拡張する. 第 5節にて実験による検証を行い,最後に第 6節にて結論を述べる.
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7.2 マスター/スレーブ装置について
対象とするマスター/スレーブ装置として,簡単のため双方が 1慣性系の回転モータである状況を想定する. する

と,マスター/スレーブ装置のダイナミクスは下記のようになる.

Jmθ̈m + Bmθ̇m = τm − dm (7.1)

Jsθ̈s + Bsθ̇s = τs − ds (7.2)

ここで,下付き添字 mはマスターを示し, sはスレーブを示す. J◦ はモータイナーシャであり, B◦ は粘性摩擦係数,

θ◦ はモータ回転角, τ◦ はモータトルク, d◦ は外乱トルクである. 外乱トルク d◦ は反トルク τreac
◦ や非線形摩擦 τ

f ric
◦

等の要素を含む. バイラテラル制御の概念図を,図 7.2に示す. バイラテラル制御の目的は,以下のように書ける.

• 位置同期: マスター/スレーブ装置の角度誤差を可能な限りゼロに近づける

• 作用反作用の法則の実現: マスター/スレーブ装置の反力の和をゼロに近づける

上記の制御目的は,時間領域上で以下のように数式表現できる.

θm − θs = 0 (7.3)

τm + τ
reac
s = 0

τs + τ
reac
m = 0























→ τreac
m + τreac

s = 0 (7.4)

上記の目的を達成する一制御器として,ラプラス領域上で以下のバイラテラル制御器が有効である [97, 98]:

τm(s) =
1

2
Jmn

(

(Kp + Kd s)θe − K f τe

)

+ d̂m (7.5)

τs(s) =
1

2
Jsn

(

−(Kp + Kd s)θe − K f τe

)

+ d̂s (7.6)

ここで, θe(s) = θs(s) − θm(s)は位置同期誤差であり, τe(s) = τ̂reac
m (s) + τ̂reac

s (s)は作用・反作用の法則の実現誤差で

ある. τ̂reac
◦ はトルクセンサや RFOBによって得られた反トルク情報であり, d̂◦は DOBによって得られた外乱トル

ク情報である. この時,位置及び力の情報は相互にフィードバックされるため, 4chバイラテラル制御と呼ばれる.

ここで, 4chバイラテラル制御器には力情報が不可欠であることがわかる. 一方で,後に述べる 2chバイラテラル制

御器は位置情報のみしか使用しないので,遠隔地との通信が必要な場合には,通信に必要なデータ量の観点からは

優れている.

7.3 従来法: 相補感度関数に基づいた 2chバイラテラル制御設計法
本節では,従来法である相補感度関数表現に基づいた 2chバイラテラル制御設計法について述べる.

7.3.1 制御器の導出と内部安定性

まず,制御器の導出と,内部安定性を考慮するための閉ループ系の伝達関数行列を導出する. 図 7.1における左

側のブロック図が,従来法の制御器の構造である. ここで,出力と入力の関係は,以下のように求められる.

y1(s) = P1(s)(u1(s) − d1(s)) (7.7)

y2(s) = P2(s)(u2(s) − d2(s)) (7.8)

74



4ch bilateral control

θm θs

2ch bilateral control

θm θs

τs

Environment

θs

slave side

τm

θm

master side

τ reacmτ reacs

τ reacm τ reacs

Jm, BmJs, Bs

図 7.2: バイラテラル制御の概念図

ここで,

y(s) =

[

y1(s) y2(s)

]T

=

[

θm(s) θs(s)

]T

(7.9)

u(s) =

[

u1(s) u2(s)

]T

=

[

τ′m(s) τ′s(s)

]T

(7.10)

d(s) =

[

d1(s) d2(s)

]T

=

[

τreac
m (s) τreac

s (s)

]T

(7.11)

ξ(s) =

[

ξ1(s) ξ2(s)

]T

(7.12)

P(s) =





















P1(s) 0

0 P2(s)





















=





















1
Jm s2+Bm s

0

0 1
Js s2+Bs s





















(7.13)

である. 実際の制御入力は τ◦(s) = τ′◦(s) + τ
f f
◦ (s)であり, τ

f f
◦ は τreac

◦ を除いた非線形摩擦 τ
f ric
◦ などの外乱トルクを

キャンセルするフィードフォワード項である. ここで,外乱トルクは τ
f f
◦ によって補償されていると仮定する. 実用

上は補償誤差は避けられないが,後に述べるように補償誤差はフィードバック制御器によって補償が可能である.

また,図 7.1より,制御入力は以下のようになる.

u1(s) = −C11(s)(y1(s) + ξ1(s)) +C21(s)(y2(s) + ξ2(s)) (7.14)

u2(s) = C12(s)(y1(s) + ξ1(s)) −C22(s)(y2(s) + ξ2(s)) (7.15)

上式を入力および出力について解き,外性信号に対する伝達関数行列を導出することを考えると,伝達関数行列は
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以下のようになる.





















y(s)

u(s)





















=
1

A(s)


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












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
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
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
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
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



















(7.16)

Gyd(s) =





















−(1 +C22(s)P2(s))P1(s) −C21(s)P1(s)P2(s)
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Guξ(s) =
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













−C11(s) + P2(s)B(s) C21(s)

C12(s) −C22(s) + P1(s))B(s)





















(7.20)

A(s) = (1 +C11(s)P1(s))(1 +C22(s)P2(s)) −C12(s)C21(s)P1(s)P2(s) (7.21)

B(s) = C12(s)C21(s) −C11(s)C22(s) (7.22)

続いて,制御器を相補感度関数に基づいてパラメトリゼーションすることを考える. 相補感度関数行列を,ノイズ

ξ(s)から出力 y(s)までの伝達関数行列であるとし,以下のように定義する.

Gyξ/A(s) ≡





















Q11(s) Q12(s)

Q21(s) Q12(s)




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=
1

A(s)
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


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










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
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(7.23)

上式を C11(s), C12(s), C21(s), C22(s)について解くと,以下の制御器を得る.

C11(s) =
1

P1n(s)

(1 − Q4(s))Q1(s) + Q2(s)Q3(s)

(1 − Q1(s))(1 − Q4(s)) − Q2(s)Q3(s)
(7.24)

C12(s) =
1

P2n(s)

Q3(s)

(1 − Q1(s))(1 − Q4(s)) − Q2(s)Q3(s)
(7.25)

C21(s) =
1

P1n(s)

Q2(s)

(1 − Q1(s))(1 − Q4(s)) − Q2(s)Q3(s)
(7.26)

C22(s) =
1

P2n(s)

(1 − Q1(s))Q4(s) + Q2(s)Q3(s)

(1 − Q1(s))(1 − Q4(s)) − Q2(s)Q3(s)
(7.27)

ここで,制御器における制御対象の伝達関数 P◦(s)を実モデルと区別し,ノミナルモデル P◦n(s)としている. 得ら

れた制御器を式 (7.16)に代入し, P1(s) = P1n(s), P2(s) = P2n(s)とすると,以下の伝達関数行列を得る.
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(7.28)

制御系が内部安定であるためには,上式の伝達関数行列における全ての伝達関数が安定である必要がある. よって,

フリーパラメータである相補感度関数行列の各要素は,制御系が内部安定となるよう設計する必要がある. 内部安

定性を満たす安定条件を表 7.1に示す.
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表 7.1: Q1, Q2, Q3, Q4 の構成条件
内部安定条件

i Qi(s) (i = 1, 2, . . . , 4) は安定でプロパー
ii 1 − Q1(s) は P1(s) の不安定極を零点に持つ
iii Q1(s) は P1(s) の不安定零点を零点に持つ
iv Q2(s) は P2(s), P2(s)/P1(s) の全ての不安定極および, P1(s) の不安定零点を零点に持つ
v Q3(s) は P1(s), P1(s)/P2(s) の全ての不安定極および, P2(s) の不安定零点を零点に持つ
vi 1 − Q4(s) は P2(s) の不安定極を零点に持つ
vii Q4(s) は P2(s) の不安定零点を零点に持つ

次数条件
viii Q1(s) の相対次数は P1(s) の相対次数以上である
viiii Q2(s) の相対次数は P1(s) の相対次数以上である

x Q3(s) の相対次数は P2(s) の相対次数以上である
xi Q4(s) の相対次数は P2(s) の相対次数以上である

位置同期および力覚伝達の条件
xii 1 − Q1(s) − Q3(s) は P1(s) f1(s) の不安定極を零点に持つ
xiii 1 − Q2(s) − Q4(s) は P2(s) f2(s) の不安定極を零点に持つ
xiv Q1(s) は f1(s) の不安定極を零点に持つ
xv 1 − P2(s)/P1(s)Q2(s) は f2(s) の不安定極を零点に持つ
xvi 1 − P1(s)/P2(s)Q3(s) は f1(s) の不安定極を零点に持つ
xvii Q4(s) は f2(s) の不安定極を零点に持つ
xviii Q1(s) + Q3(s) は ξ1(s) の不安定極を零点に持つ
xviiii Q2(s) + Q4(s) は ξ2(s) の不安定極を零点に持つ

xx Q1(s) は ξ1(s)/P1(s) の不安定極を零点に持つ
xxi Q2(s) は ξ2(s)/P1(s) の不安定極を零点に持つ
xxii Q3(s) は ξ1(s)/P2(s) の不安定極を零点に持つ
xxiii Q4(s) は ξ2(s)/P2(s) の不安定極を零点に持つ

7.3.2 マスター/スレーブ装置間の位置同期および作用・反作用の法則を実現するためのフリー
パラメータ条件の導出

続いて, マスター/スレーブ装置間の位置同期および作用・反作用の法則を実現するためのフリーパラメータ

条件を導出する. 位置同期の実現のため, マスター装置とスレーブ装置の位置偏差をゼロとする必要があるの

で, θe = θm − θs = 0を満たす必要がある. 作用・反作用の法則の実現方法として, マスターに加わる外乱と, ス

レーブに加わる外乱それぞれについて同等な力をスレーブ/マスター側で発生させることを目標とする. つまり,

τe1 = τm + τ
reac
s = 0及び τe2 = τs + τ

reac
m = 0が満たされる必要がある. すると,時間領域上および s領域上での制御

目標として以下のように書ける.

lim
t→∞

(y1 − y2) = lim
s→0

s(y1(s) − y2(s)) = 0 (7.29)

lim
t→∞

(u1 + d2) = lim
s→0

s(u1(s) + d2(s)) = 0 (7.30)

lim
t→∞

(u2 + d1) = lim
s→0

s(u2(s) + d1(s)) = 0 (7.31)

上式を s領域上で考え,式 (7.28)を代入すると,以下の関係式を得る.
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(7.32)
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上式は,外性信号に対する位置同期および作用・反作用の法則に関する応答が,定常偏差をゼロとするための条件

を与える. 条件を表 7.1に示す.

7.3.3 フリーパラメータの設計例

フリーパラメータの設計について,ここで一例を示しておく. 制御対象として式 (7.1)(7.2)を想定する. 表 7.1お

よび式 (7.32)を眺めると,以下のようにフリーパラメータを選定することができる.

Q1(s) = Q4(s) = 0 (7.33)

Q2(s) = Q3(s) =
a1s + a0

s3 + a2s2 + a1s + a0

(7.34)

ここで, Q2(s)および Q3(s)はローパスフィルタの特性を有し,所望の遮断周波数を実現するようフィルタ係数を

決定すれば良い. この時,式 (7.32)において,外乱感度は高域通過特性となり,ノイズ感度は低域通過特性となる.

よって,外乱に対して位置同期および作用・反作用の法則の実現性能を向上したいならば,遮断周波数を大きくす

れば良い. ただしこの時,観測ノイズの高周波成分が通過してしまうため,実用上は遮断周波数の値に限界が存在

することがわかる.

7.4 提案法 1: 相補感度関数に基づいた多入力多出力制御設計に基づいた 2ch

バイラテラル制御設計法
続いて本節では,相補感度関数に基づいてパラメトリゼーションされた多入力多出力制御設計の枠組みで, 2ch

バイラテラル制御のための制御器を設計する. 従来法におけるアプローチに対して本提案法のアプローチは一般

性のある設計法に基づいているため設計上の見通しが良い. さらに,次節にて提案する設計法へと自然に拡張する

ことができるという利点も持つ. 詳しくは次節にて述べる. 前節における従来法のアプローチでは,制御対象の実

伝達関数とノミナル伝達関数が完全に一致している状況を想定していたが,本章のアプローチではその誤差によ

る影響についても考察可能な設計法を示す.

7.4.1 MIMO系のプラント表現に基づいた 2chバイラテラル制御器の制御構造

7.4.1.1 バイラテラル制御のための制御設計定式化

まず, MIMO系のプラント表現に基づいたシステム表現について述べる. マスター/スレーブ装置は,本質的に 2

入力 2出力系であるので,制御系を以下の 2入力 2出力系として捉える.
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式 (7.35)より,以下の関係式を得る.

y(s) =

[

y1(s) y2(s)

]T

=

[

θm(s) θs(s)

]T

(7.36)

u(s) =

[

u1(s) u2(s)

]T

=

[

τ′m(s) τ′s(s)

]T

(7.37)

d(s) =

[

d1(s) d2(s)

]T

=

[

τreac
m (s) τreac

s (s)

]T

(7.38)

ξ(s) =

[
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]T

(7.39)
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(7.40)

上記のシステム表現は,従来法と同様である. 続いて,相補感度関数行列 Q(s)を Q(s) ≡
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のように

定義する. 制御目的は,マスター/スレーブ間での位置同期と作用反作用の法則の実現である. 本制御設計では,そ

れぞれの制御目的は,相補感度関数の設計によって間接的に実現する. つまり,制御設計の問題はサーボ制御設計

の問題として取り扱わず,フィードフォワード制御部である C1(s)r(s)は無視する. この時,フィードバック制御器

のそれぞれの要素 C2(s) =
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は以下のようになる.

C11(s) =
1

P1n(s)

(1 − Q22(s))Q11(s) + Q12(s)Q21(s)

(1 − Q11(s))(1 − Q22(s)) − Q12(s)Q21(s)
(7.41)

C12(s) =
1

P2n(s)

Q21(s)

(1 − Q11(s))(1 − Q22(s)) − Q12(s)Q21(s)
(7.42)

C21(s) =
1

P1n(s)

Q12(s)

(1 − Q11(s))(1 − Q22(s)) − Q12(s)Q21(s)
(7.43)

C22(s) =
1

P2n(s)

(1 − Q11(s))Q22(s) + Q12(s)Q21(s)

(1 − Q11(s))(1 − Q22(s)) − Q12(s)Q21(s)
(7.44)

ここで, Q12(s) = −Q′
12

(s)及び Q21(s) = −Q′
21

(s)を導入することで,上式 (7.41)-(7.44)は,従来法における式 (7.24)-

(7.27)と一致する. ここで, 従来法の Q1(s)-Q4(s)は, 提案法の Q11(s)-Q22(s)に対応する. よって, 従来法の設計法

は,提案法における設計法の特別な場合であると言える.

7.4.1.2 バイラテラル制御のためのパラメータ選定基準の導出

マスター/スレーブ間の位置同期を実現するためには, θe = θm − θs = 0が満足される必要がある. よって,以下の

関係式を考慮する必要がある.

lim
t→∞

(y1 − y2) = lim
s→0

s (y1(s) − y2(s)) = lim
s→0

sIpy(s) (7.45)

ここで, Ip = [1 − 1]である. 式 (3.44)より得られる閉ループシステムの出力伝達特性を上式に代入すると,以下の

ようになる.

Ipy(s) = −Ip

(

Pn(s)(I(s) −Q(s))d′(s) − Pn(s)Q(s)P†n(s)ξ(s)
)

(7.46)

式 (7.46)では,右辺第一項が位置同期の実現に大きく関係する. 位置同期を実現するためには,外乱に対する影響

を除去するよう Q(s)選定せねばならない.
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続いて,マスター/スレーブ間での作用・反作用の法則実現を間接的に実現するパラメータ選定基準を導出する.

作用・反作用の法則を実現するためには,マスター/スレーブ側はスレーブ/マスター側に加わる力に等しい力を発

生させる必要がある. つまり, τe1 = τm + τ
reac
s = 0及び τe2 = τs + τ

reac
m = 0が満たされる必要がある. よって,以下の

関係式を考慮する.

lim
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ここで, Īは反対角単位行列 Ī =
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である. 式 (3.44)から得られる閉ループ系の入力伝達特性を上式に代入す

ると, u(s) + Īd(s)は以下のようになる.

u(s) + Īd(s) =
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式 (7.48)において最終的に導かれた式において,右辺第 1項が作用反作用実現に関連する. 外性信号に対して,そ

の伝達関数が安定になるようフリーパラメータ Q(s)を決定すれば良い. また同式第 2項はモデル化誤差に起因す

るため,モデル化誤差が存在する場合は作用反作用の法則の実現に関して性能劣化が生ずることが予想される. た

だし,モデル化誤差に対して I −Q(s)が乗じられた形となっているため,その設計により誤差の抑圧が可能である.

理想的な状況においては,力の情報をフィードバックすることなしに,作用反作用の法則が実現される. ただし,こ

こで摩擦や重力,遠心力やコリオリ力による影響等の非線形要素は別途フィードフォワード補償する必要がある.

この点に関しては,上記モデルを事前に同定し,オンラインで外乱オブザーバの推定値から補償する必要がある反

力推定オブザーバに基づいたアプローチと同様である. 上記非線形要素の補償誤差に関しても, I −Q(s)を通って

システムに影響を与える.

7.4.1.3 フリーパラメータの設計

続いて, フリーパラメータの具体的な設計について述べる. 式 (7.46)(7.48)は, P(s) = Pn(s)という条件下で, 式

(7.49)のようにまとめられる.
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(7.49)

所望の特性を満足する相補感度関数は,以下のように選ぶことができる.

Q11(s) = Q22(s) = 0 (7.50)

Q12(s) = −Q′12(s) = −
a1s + a0

s3 + a2s2 + a1s + a0

(7.51)

Q21(s) = −Q′21(s) = −
b1s + b0

s3 + b2s2 + b1s + b0

(7.52)

ここで, Q12(s)及び Q21(s)は遮断周波数 ωc12及び ωc21を持つローパスフィルタとして設計する. この時,式 (7.49)

のすべての出力は,特定のクラスの外乱に対してゼロに収束する. 問題点として, DOBに基づいた制御設計法と同

様に, 外乱抑圧特性とノイズ抑圧特性の間におけるトレードオフの関係性がある. 遮断周波数 Q12(s)及び Q21(s)
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が高くなればなるほど,マスター/スレーブ装置間の位置同期及び作用・反作用の法則の実現精度が向上する. しか

し一方で,ノイズによる影響も同時に顕著となってしまう問題がある.

7.4.2 MISO系のプラント表現に基づいた 2chバイラテラル制御器の制御構造

本項では,位置の同期についてはサーボ制御問題として取り扱い,作用・反作用の法則の実現についてはパラメー

タ設計によって間接的に実現する方法を検討する.

7.4.2.1 バイラテラル制御のための制御設計定式化

位置同期の問題をサーボ問題として取り扱うため,出力を θm(s)− θs(s)とする. すると,制御対象の出力伝達特性

は以下のようになる.

y(s) = θm(s) − θs(s) =

[

1
Jm s2+Bm s

− 1
Js s2+Bs s

]

(u(s) − d(s)) (7.53)

上式より,以下の関係式を得る.

P(s) =

[

P1(s) −P2(s)

]

=

[

1
Jm s2+Bm s

− 1
Js s2+Bs s

]

(7.54)

ここで, Q(s)を前項におけるMIMO系の場合と同様に定義する. 以上に述べたように,制御対象は多入力単出力系

となる. マスター/スレーブ装置間の位置同期を常に実現するため,目標値 rをゼロとする. この時,フィードバック

制御器 C2(s) = [C1(s) C2(s)]T は以下のようになる.

C1(s) = −
P1(s) (Q11(s)(Q22(s) − 1) − Q12(s)Q21(s)) + P2(s)Q12(s)

(

P1
2(s) + P2

2(s)
)

((1 − Q11(s))(1 − Q22(s)) − Q12(s)Q21(s))
(7.55)

C2(s) =
P2(s) (Q22(s)(Q11(s) − 1) − Q12(s)Q21(s)) + P1(s)Q21(s)

(

P1
2(s) + P2

2(s)
)

((1 − Q11(s))(1 − Q22(s)) − Q12(s)Q21(s))
(7.56)

ここで重要な点は,実現すべき制御器の数が, MIMO系の場合と比較して少なく, 2つとなっている. よって, MISO

系の場合は,実装コストの点で優れている.

7.4.2.2 バイラテラル制御のためのパラメータ選定基準の導出

マスター/スレーブ装置間の位置同期は,サーボ制御設計によって実現される. よって,位置同期の実現に関して

は,式 (3.46)をもとに考慮すれば良い. 続いて,作用・反作用の法則の実現に関しては,式 (7.48)をもとに検討する.

最後に,式 (3.46)(7.48)は P(s) = Pn(s)の条件下で,式 (7.57)のようにまとめられる.
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2(s)+P1

2(s)

P2(s)(P1(s)Q12(s)−P2(s)Q22(s))

P2
2(s)+P1

2(s)

Q11(s) 1 + Q12(s) −
P1(s)Q11(s)−P2(s)Q12(s)
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2(s)+P1
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−

P1(s)Q21(s)−P2(s)Q22(s)
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(7.57)

式 (7.49)と比較すると, ξ1(s)及び ξ2(s)に対する伝達関数特性が異なることがわかる.
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7.4.2.3 フリーパラメータの設計

続いて,フリーパラメータの設計について述べる. フリーパラメータは, MIMO系として定式化した場合と同様

な設計が可能である. この時,式 (7.57)の全ての出力は,特定のクラスの外乱に対してゼロに収束する. また,観測

ノイズはMIMO系の場合と比較してシステムにより影響を与えることが予測される. なぜならば,式 (7.57)にお

ける (u1(s) + d2(s))/ξ1(s)及び (u2(s) + d1(s))/ξ2(s)の伝達関数が Q11(s) = Q22(s) = 0の条件下で非ゼロである一方,

式 (7.49)における同伝達関数はゼロとなるからである. しかしながら,その違いは軽微であり,問題とはならない.

また,式 (7.55)(7.56)に示される制御器は, Q11(s) = Q22(s) = 0, Q(s) = Q′
12

(s) = Q′
21

(s),及び P(s) = P1(s) = P2(s)の

条件下で以下のように簡略化できる.

C1,2(s) = ±
Q(s)

2P(s)(1 − Q(s))
(7.58)

ここで,実現すべき制御器の数は 1である. 上記の制御器は制御器 (7.55)(7.56)の特別な場合である. 適用可能な状

況は限定されるが,制御性能を劣化させることなく,制御器の簡略化が可能な点で興味深い. この簡略化は, MISO

系として定式化した場合にのみ可能であることを付記しておく. MISO系の定式化は,提案法の導入によって初め

て導出可能となる. よって,提案法の導入は,制御系設計の自由度を拡大する意味で有効であると言える.

7.5 提案法 2: 伝達関数行列の分割に基づいた複数センサフィードバックによ
る性能改善

本章では, 前章にて述べた 2chバイラテラル制御の設計法に対して, 伝達関数の分割による新たな相補感度関

数表現を導入する. この方法は,伝達関数の分割により新たなフィードバックループを追加するので,複数の出力

フィードバックが可能となるアプローチである. 前章の制御系では位置情報のフィードバックのみであったが,本

章では加えて加速度情報もフィードバック可能とする. 特に,位置と加速度を統合した DOB (PAIDO)はエンコー

ダ情報及び加速度センサ情報を利用し,広帯域な外乱抑圧/推定を実現する手法である. PAIDO自体は DOBの性能

を向上する手法であるが, 4chバイラテラル制御の性能向上に用いることもできる. 一方で,提案法は 2chバイラテ

ラル制御において,加速度情報を用いて性能向上を実現する方法を提供する. 提案法を用いることによって,エン

コーダの量子化ノイズの影響を低減し,外乱抑圧帯域を向上することができる.

7.5.1 MIMO系のプラント表現に基づいた 2chバイラテラル制御器の制御構造

本節では, MIMO系の制御対象表現に基づいた場合の 2chバイラテラル制御器の制御構造について述べる. 本稿

では位置情報に加えて加速度情報を扱う場合について述べるので,この場合の設計法について説明する.
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7.5.1.1 バイラテラル制御のための制御設計定式化

拡張 2自由度制御の出力 y(s)と中間変数 ω(s)を以下のように選ぶことができる.

y(s) =
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1
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ω(s) (7.59)

ω(s) =





















ω1(s)

ω2(s)





















=





















s
Jm s+Bm

0

0 s
Js s+Bs





















(u(s) − d(s)) (7.60)

上式より,以下の式を得る.
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(7.61)

P2 =
1

s2
(7.62)

ここで, 観測ノイズは ξ1(s) = [ξ1
1
(s) ξ1

2
(s)]T 及び ξ2(s) = [ξ2

1
(s) ξ2

2
(s)]T とする.. 続いて, 相補感度関数行列を
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と定義する. 提案法 1の場合と同様に,フィードフォワード制

御部 C1(s)r(s)は無視する. この時, 8つの制御器 C2 ∈ R(s)2×2 及び C3 ∈ R(s)2×2 を実現する必要がある.

7.5.1.2 バイラテラル制御のためのパラメータ選定基準の導出

マスター/スレーブ装置間の位置同期を実現するためには,式 (7.45)を考慮する必要がある. 式 (3.47)より得られ

る閉ループ系の出力伝達特性を用いると,以下のようになる.

Ipy(s) = −Ip

(

P2n(s)P1n(s)(I −Q1(s))d′(s)

− P2n(s)P1n(s)(Q1(s) −Q2(s))P
†

1n
(s)ξ1(s) − P2n(s)P1n(s)Q2(s)P

†

1n
(s)P

†

2n
(s)ξ2(s)

)

(7.63)

上式の伝達関数特性では,システムに加わる観測ノイズ ξ1 はマスター/スレーブ側の加速度センサに起因するノイ

ズであり, ξ2 はエンコーダに起因するノイズである. エンコーダの出力は角度の検出に際して量子化誤差を含み,

量子化誤差による影響が生じる. 特に,低分解能エンコーダのケースでは問題となり,高周波領域においてその影

響が顕著である. 一方で,加速度センサはノイズを低周波域から高周波域まで広範囲にノイズを含むものの,オフ

セット誤差や環境変動によるバイアス等,低周波領域のノイズによる影響が顕著である. 本提案法では,位置同期

を実現するために Q1(s)を決め,観測ノイズによる影響を最小化するために Q2(s)を決めることができる.

続いて,マスター/スレーブ間の作用・反作用の法則の実現については,式 (7.47)を考慮すれば良い. 式 (3.47)よ

り得られる閉ループ系の入力伝達特性を用いると, u(s) + Īd(s)は以下のように変形できる.

u(s) + Īd(s) =

[
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†

2
(s) − P
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2n
(s))y(s) (7.64)
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作用・反作用の法則を実現するため, Q1(s)は外乱による影響が抑圧されるよう設計する必要がある. 提案法 1の

場合と同様に,上式右辺第一項はモデル化誤差を表し, I −Q1(s)の設計によって抑圧が可能である. 理想的な条件

下では,作用・反作用の法則は力情報をフィードバックすることなしに実現が可能である.

位置同期の実現及び作用・反作用の法則実現双方において,外乱 d′(s)による影響はQ1(s)によって決定される.

一方で,観測ノイズ ξ1(s) (加速度センサノイズ)による影響はQ1(s)−Q2(s)によって決定され,観測ノイズ ξ2(s) (エ

ンコーダ量子化ノイズ)による影響はQ2(s)によって決まる. よって,パラメータ設計の一指針として, Q1(s)−Q2(s)

をバンドパスフィルタとして設計し, Q2(s)をローパスフィルタとして設計すれば良い.

7.5.1.3 フリーパラメータの設計

続いて,パラメータの具体的な設計例について述べる. まず, Qi
12

(s) = −Qi′
12

(s), Qi
21

(s) = −Qi′
21

(s)と定義する. こ

こで, i=1, 2である. パラメータの設計例は以下の通りである.

Qi
11(s) = Qi

22(s) = 0 (7.65)

Qi
12(s) = −Qi′

12(s) = −
a1is + a0i

s3 + a2is2 + a1is + a0i

(7.66)

Qi
21(s) = −Qi′

21(s) = −
b1is + b0i

s3 + b2is2 + b1is + b0i

(7.67)

ここで, Qi
12

(s)及び Qi
21

(s)は,遮断周波数 ωi
c12
及び ωi

c21
を持つローパスフィルタとして設計する. 遮断周波数を

ω2
c◦ < ω

1
c◦ として選定すると,エンコーダの量子化ノイズはローパスフィルタ特性を通過してシステムに影響を与

え,加速度センサノイズはバンドパスフィルタ特性を通過してシステムに影響を与える. 加えて,式 (7.45)(7.47)の

すべての出力は,特定のクラスの外乱に対してゼロに収束する.

7.5.2 MISO系のプラント表現に基づいた 2chバイラテラル制御器の制御構造

7.5.2.1 バイラテラル制御のための制御設計定式化

本項では, MISO系の制御対象表現に基づいた場合の 2chバイラテラル制御器の制御構造について述べる. 制御

対象の出力及び中間変数を y(s) = θm(s) − θs(s), ω(s) = θ̈m(s) − θ̈s(s)のように選ぶと,それぞれ以下のようになる.

y(s) =
1

s2
ω(s) (7.68)

ω(s) =

[

s
Jm s+Bm

− s
Js s+Bs

]

(u(s) − d(s)) (7.69)

上式より,以下の式を得る.

P1(s) =

[

P1
1
(s) −P1

2
(s)

]

=

[

s
Jm s+Bm

− s
Js s+Bs

]

(7.70)

P2(s) =
1

s2
(7.71)

続いて, Q1(s)及び Q2(s)をMIMO系の場合と同様に定義する. また,フィードフォワード制御部 C1(s)r(s)を省略

する. この時, 4つの制御器 C2 ∈ R(s)1×2 及び C3 ∈ R(s)1×2 を実現する必要がある.
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図 7.3: 実験環境の外観

7.5.2.2 バイラテラル制御のためのパラメータ選定基準の導出

マスター/スレーブ装置間の位置同期の実現については,式 (3.47)を考慮すれば良い. また,作用・反作用の法則

の実現については,式 (7.64)を考慮すれば良い.

7.5.2.3 フリーパラメータの設計

続いて,パラメータの具体的な設計例について述べる. フリーパラメータは, MIMO系の場合と同様に設計すれ

ば良い. この時,式 (7.45)(7.47)の全ての出力は,特定のクラスの外乱に対してゼロに収束する. 提案法 1の場合と

同様に, 制御器 C2(s) = [C21(s) C22(s)]T 及び C3(s) = [C31(s) C32(s)]T は, Q1
11

(s) = Q1
22

(s) = Q2
11

(s) = Q2
22

(s) = 0,

Q1(s) = Q1′
12

(s) = Q1′
21

(s),及び P1(s) = P1
1
(s) = P1

2
(s)の条件下で,以下のように簡略化される.

C21,22(s) = ±
Q1(s) − Q2(s)

2P1(s)(1 − Q1(s))
,C31,32(s) = ±

Q2(s)

2P1(s)P2(s)(1 − Q1(s))
(7.72)

ここで,実現すべき制御器の数は 2である. 上述の仮定はバイラテラル制御の特別な場合であるが,制御系の性能

を劣化させることなく制御器を簡略化可能な点で興味深い. また,制御性能を劣化させることなく制御器を簡略化

することは, MISO系として制御対象を表現した場合のみ可能である.

7.6 実験
本節では,提案法の有効性を実験によって検証する. マスター/スレーブ装置に用いる制御対象のアクチュエータ

を図 7.3に示す. 駆動用モータとして分解能 qr = 2π/220[rad]を有するACモータ SGMJV-02ADA21 (Yaskawa Elec.)

を用い,サーボドライバとして SGDV-2R1F01A (Yaskawa Elec.)を用いた. 加えて,加速度センサとして ADXL203
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バイラテラル制御 (method 3)

図 7.4: 4chバイラテラル制御と提案法 1の実験結果

(Analogue Devices)を用いた. 演算装置には, Intel Core i7 3.7 GHzのプロセッサを搭載した PC上で, rt-preempt

カーネルを導入した Linux OSを用いた. サンプリング時間 ∆tは 200 µsとした. 制御系の設計におけるノミナル

パラメータとして, Jmn = Jsn = 5.10 × 10−5 kgm2 及び Bmn = Bsn = 1.77 × 10−4 Nms/radを用いた.

実験に際して,以下の二つのケースを検証した.

• Case 1: 4chバイラテラル制御と提案法 1(位置ベース 2chバイラテラル制御)の比較

• Case 2: 提案法 1と提案法 2(伝達関数の分割を導入した位置ベース 2chバイラテラル制御)の比較

Case 1は, 従来法である 4chバイラテラル制御に対して, 提案法である位置ベースのバイラテラル制御手法の有

効性を示すことを目的とする. 式 (7.5)(7.6)で示したバイラテラル制御では, パラメータを Kp = 7000, Kd = 300,

K f = 5000, ωDOB = ωRFOB = 700 rad/sとした. 提案法においては, ωc = ωc12 = ωc21 = 700 rad/sを用いた. Case 2

は,伝達関数の分割を導入することによって得られた提案法 2の有効性を,提案法 1と比較することで示す. ここ

で,エンコーダの分解能は,意図的に 12000 pprまで低下させ,低分解能のケースを模擬して実験検証した. 提案法

1(伝達関数の分割導入なし)では,遮断周波数 ωc = 700 rad/sを用いた. 続いて,提案法 2(伝達関数の分割導入あり)

では, ωc1 = ω
1
c12
= ω1

c21
= 700 rad/s及び ωc2 = ω

2
c12
= ω2

c12
= 300 rad/sとした. このような条件では, ωc = ωc1 とな

るため,提案法 1と提案法 2の外乱抑圧特性の性能は同等となることが予想される. しかしながら,エンコーダに

よる量子化誤差の影響は, ωc2 の値を低く設定することで低減が可能である. Case 2における作用・反作用の法則

の評価に関しては, ωRFOB = 300 rad/sに統一して評価した.

Case 1及び Case 2の実験結果を図 7.4及び 7.5(a)–(c)にそれぞれ示す. 図中の上段が位置応答を示し, 二段目

が位置同期誤差を示し,三段目が反力の応答を示し,下段が作用・反作用の法則実現に関する誤差を示す. ここで,

q◦がマスター/スレーブ側の位置応答を示し, u◦は入力, d◦は反力を示す. それぞれの実験結果は,二乗平均平方根

(RMS)誤差によって表 7.2のように評価した. 実験では,マスター側が操作者の手によって操作され,スレーブ側

がマスター側に同期し,硬い環境及び柔らかい環境に接触するような試験を行った. 硬い環境としてアルミブロッ

ク A5052を用い,柔らかい環境としてスポンジを用いた.

図 7.4(a)-(c)では,従来法及び提案法双方において,位置同期及び作用・反作用の法則が実現されていることが
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(c) MISO系に基づいた位置ベースバ

イラテラル制御 (提案法 2, method 7)

図 7.5: 提案法 1と提案法 2の実験結果. 実験においては,エンコーダの分解能を 12000 pprに意図的に設定し,低

分解能エンコーダを模擬している.

わかる. ここで,提案法における力の誤差が,従来法と比較して同等もしくはそれ以下であることがわかる. ここで

強調しておきたいのは,提案法においては力のフィードバックを用いることなく,従来法と同等の性能を実現して

いる点である. よって,提案するバイラテラル制御の有効性を実験的に示すことができた. 位置誤差については,従

来法と比較して提案法の誤差が大きい. これは, DOBの構造に起因するものと考察される. 従来法では代表的な 1

次の DOBを用いているが,提案法では 3次の DOBを等価的に用いているため,外乱の遮断特性 (ゲイン特性)に

わずかな劣化が生じる. この問題は,提案法におけるフリーパラメータの設計を工夫することで解決することがで

きると考えられる. 例えば,一般的に用いられる 1次の DOBの設計が可能となるよう最小実現するような工夫を

すれば良い [27]. ただし,本稿ではこの点については深く言及しない. 加えて,提案法は一つのパラメータ ωc1しか

用いないが,従来法は 5つのパラメータ Kp, Kd, K f , ωDOB,及び ωRFOBを用いる. よって,従来法と提案法の比較は,

設計の自由度の観点からは公平であるとは言えない. 本稿では,力情報のフィードバックを利用することなく,従

来法と同程度の性能が実現可能であることを示した.

続いて,図 7.5(a)-(c)では,提案法 1及び提案法 2双方において,位置同期及び作用・反作用の法則が実現されて

いることがわかる. ここで,伝達関数の分割を利用していない提案法 1の結果 (a)では,量子化誤差によって制御入

力が振動的になっていることがわかる. 結果として,作用・反作用の法則の実現誤差は,図 7.4(a)-(c)と比較して振

動的となっていることがわかる. 対して,伝達関数の分割を利用している提案法 2の結果 (b)及び (c)は,入力が振

動することもなく,図 7.4(a)-(c)の結果と同様であることがわかる. これは,提案法 2が付加的に利用した加速度セ

ンサを有効利用し,制御入力の振動を低減可能であることを示している. 提案法ではこのような複数のセンサ利用

を自然な形で,システマチックに実現可能である. よって,提案法は制御設計・実装の簡略化の観点から有用であ

ると言える.
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表 7.2: 各実験結果の RMS誤差
method θe = θm − θs τe1 = τm + τ̂

reac
s τe2τs + τ̂

reac
m τeτ̂

reac
m + τ̂reac

s

[×10−2 rad] [×10−3 Nm] [×10−3 Nm] [×10−3 Nm]

1 0.5718 2.955 3.061 3.309

2 1.250 2.750 2.454 4.328

3 1.083 4.940 3.937 2.517

4 1.039 4.584 4.624 1.367

5 1.442 8.890 8.141 2.080

6 1.091 2.434 2.473 1.102

7 1.398 3.280 3.400 1.180

7.7 おわりに
本論文ではまず,位置情報のみを扱う 2chバイラテラル制御問題を,相補感度関数のパラメトリゼーションに基

づいた多入力多出力制御設計によって取り扱う方法を提案した. 提案法では従来の設計法と比較して,より一般的

な枠組みで制御系設計が可能となった. 続いて,伝達関数の分割に基づいたパラメトリゼーションにより,複数セ

ンサのフィードバックを可能とした. 具体的には加速度情報を追加でフィードバックすることにより,従来の制御

系に対して,観測ノイズがシステムに与える影響を抑圧可能な設計方法を提供した. 最後に,上記の提案を実験に

より検証し,その有効性を確認した. 力覚情報の直接フィードバックが扱えない本提案法は,例えば減速機を介し

たバックドラバビリティが損なわれたアクチュエータでは性能が劣化することが予想される. このような状況で

はトルク制御可能な直列弾性アクチュエータの導入や,トルクセンサの導入によりインナーループに力制御系を構

築しておき,アウターループで本提案法を適用すれば良い. 今後は,このような減速機付きのアクチュエータでの

実験検証を行う必要がある.
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第8章 インピーダンス制御問題への応用

8.1 はじめに
協調ロボットの分野では,ロボットと人の衝突検出と,衝突の際の衝撃力を低減する衝突緩和の方策が不可欠で

ある [103]. 衝突の検出に関しては,力センサに基づいて衝突を検出する方法と,力センサを用いない力センサレス

手法によって衝突を検出する方法がそれぞれ広く用いられている. 一度ロボットが衝突を検出すると,衝突力を最

小限にするために,ロボットは可能な限り速く制御則を切り替える. 例えば,位置や速度の制御則から,力の制御則

へと切り替える方法は最も単純な方策である. 力制御則の種類としては,様々な方策が存在するが,間接的力制御

(インピーダンス制御)が衝突力低減方策として広く用いられている [104]. 本章では,インピーダンス制御の問題

点について議論する. インピーダンス制御は,衝突緩和以外の目的にも広く用いられている. 例えば,パワーアシス

ト制御 [105],組み立てタスク [106],筋活性のためのブレイン-マシーンインターフェース [107],ハプティックイン

ターフェース [108]などが実践的な応用例である. これらの応用例では,負荷変動に対するロバスト性や,インピー

ダンス特性の正確な再現が必要とされる.

インピーダンス制御には,所望のインピーダンス特性を実現するアプローチとして,大きく分けて２つのアプロー

チが存在する. 一方は,位置に基づくインピーダンス制御 (Position-Based Impedance Control; PB-IC)であり,他方

は動力学に基づくインピーダンス制御 (Dynamics-Based Impedance Control; DB-IC)である. 固定弾性を有するロ

ボットのインピーダンス制御については,文献 [109]がその性能と制約に関して詳細をまとめており非常に参考に

なる. 特に,インピダーンス制御においては正確さと頑健さに関するジレンマが存在する. この問題は文献 [110]に

おいて初めて言及された. ここで, PB-ICは高いインピーダンス特性を実現する際に有効であり,一方で, DB-ICは

低いインピーダンス特性を実現する際に有効であることが示されている. PB-ICは位置制御器のゲインを向上す

ることによってパラメータ変動に対してロバストになるが,一方で高ゲインは制御系の安定性を低下させる. 対し

て, DB-ICは正確かつ安定にインピーダンス特性を実現可能であるが,パラメータ変動に対して高感度であるため,

頑健性に関して問題が残る. 以上より,インピーダンス制御に関するジレンマが「正確性/頑健性のジレンマ」と呼

ばれる所以が理解できる. この問題を解決するため,内部モデル制御 (IMC)が DB-ICに適用された [111]. IMCを

用いると, DB-ICのパラメータ変動に対する感度が低感度化される. 結果として,正確性/頑健性に関するジレンマ

は解決され,正確性と頑健性を同時に実現することができる.

一方で,上記の解決策は,センサに起因する雑音の問題に関しては言及されていない. IMCは正確性と頑健性を

同時に実現するが,　雑音を増幅する結果となり,さらなるジレンマが生じる. そこで本章では,この問題を「正確

性/頑健性/雑音性のジレンマ」と呼ぶことにする. 雑音性に関する問題は,外乱オブザーバに基づく設計問題にお

いて数多く指摘されている [27]. その中でも,外乱オブザーバを用いた位置制御に関して,雑音低減の一手法とし

て 3自由度制御が有効であることは第 4章にて述べた通りである. 同様に, 3自由度制御の枠組みは,インピーダン

ス制御のジレンマの解決策としても用いることができる. この枠組みでは,ジレンマの問題は複数センサを用いる

ことで解決できる. 雑音性を低減するアプローチとしては様々なものが存在する. 例えばカルマンフィルタはその
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うちの一つであり, 3自由度制御との差異については第 4章で述べた通りである. これらの研究は正確性/頑健性/雑

音性の問題それぞれに対して,別途に対応することを考える. 例えばカルマンフィルタを用いる場合は,インピー

ダンス制御は古典制御的な伝達関数ベースの手法を用い,ノイズ低減に関しては現代制御的なカルマンフィルタを

用いる,といった形である. 対して, 3自由度制御では一つの制御設計の枠組みの中で全てを取り扱うことができ,

制御設計上の見通しが良いという利点がある. この利点により,「正確性/頑健性/雑音性のジレンマ」に対する一

般的な解法として 3自由度制御の利用が期待できる.

8.2 PB-ICと DB-IC

本節では, PB-ICと DB-ICについて述べる. 続いて,文献 [110]にて述べられている”正確性/頑健性のジレンマ”

について説明する. まず, 1入力-1出力回転型の 1自由度アクチュエータのダイナミクスは,以下のようになる.

Jθ̈ + Bθ̇ + g(θ) = Ki − τd − τl (8.1)

g(θ) = mgl cos θ (8.2)

τd = c sgn(θ̇) (8.3)

ここで, Jはモータイナーシャ [kgm2], Bは弾性係数 [Nms/rad ], gは重力加速度 [m/s2], K はトルク定数 [Nm/A],

iはモータ電流 [A], τd は摩擦トルク [Nm]等の非線形誤差モデルであり, τl は負荷トル [Nm]である. 次に, イン

ピーダンス制御の目的は,外力に対して以下の所望のインピーダンス特性を実現することである.

Jd(θ̈d − θ̈) + Bd(θ̇d − θ̇) + Kd(θd − θ) = τl (8.4)

ここで, Jd は所望の慣性 [kgm2]であり, Bd は所望の粘性 [Nms/rad], Kd は所望の剛性 [Nm/rad]である. 本節にお

ける以降の説明では, DB-ICと PB-ICについてそれぞれ紹介する.

8.2.1 DB-IC

まず, DB-ICの構造とその等価特性について導出する. DB-ICは,制御対象の動的な特性をフィードフォワード補

償する制御方法 (フィードフォワード動力学補償)に基づく. その制御則は,式 (8.1)から以下のように導出できる.

τre f = Jnθ̈
re f + Bnθ̇ + gn(θ) + τdn + τln (8.5)

ここで, Xn は Xの公称値を示す. 続いて, θ̈re f は以下のように与えられる.

θ̈re f =
Jd θ̈d + Bd θ̇d + Kdθd

Jd

−
Bd θ̇ + Kdθ

Jd

−
τl

Jd

(8.6)

上式は,式 (8.4)を θ̈について解くことで得られる. もし,所望の軌道 θd および θが連続で, 2階微分可能である場

合, θは θd に遅れなく追従する. さらに,負荷に対する所望のインピーダンス特性が正確に実現される. しかしなが

ら, DB-ICはパラメータ変動に対して高感度であることは容易に想像可能であろう. 結果として, DB-ICは安定な

制御則を実現可能ではあるが,正確性に関して問題が生じる.
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図 8.1: DB-ICと PB-ICの等価ブロック図

続いて,パラメータ変動に関して解析的な表現を導出する. まず,式 (8.6)をラプラス変換し,以下の伝達関数表

現を得る.

Θ̈re f (s) =
Zd(s)

Jd

Θd(s) −
Bd s + Kd

Jd

Θ(s) −
Tl(s)

Jd

(8.7)

ここで, ΘX(s) = L[θX(t)], Zd(s) = Jd s2 + Bd s + Kd である. 次に, ν(s) =
Zd(s)

Jd
Θd(s) −

Tl(s)

Jd
と定義すると,

Θ̈re f (s) = ν(s) −
Bd s + Kd

Jd

Θ(s). (8.8)

となる. 続いて,アクチュエータのダイナミクスと,フィードフォワード動力学補償について,パラメータ変動を考

慮して下記のように再表現する.

Jθ̈ + Bθ̇ + g(θ) = Kti − τd − τl (8.9)

Jnθ̈ + Bnθ̇ + gn = Ktni − τdn − τln + (Kt − Ktn)i − (τd − τdn)

− (τl − τln) − (J − Jn)θ̈ − (B − Bn)θ̇ − (g − gn) (8.10)

式 (8.5)を式 (8.10)に代入し, ire f = τre f

Kn
とすると,

θ̈re f − θ̈ =
(τd − τdn) + (J − Jn)θ̈ + (B − Bn)θ̇ + (g − gn)

Jn

= η (8.11)

∴ Θ̈re f (s) − Θ̈(s) = η(s) (8.12)

となる. さらに,式 (8.8)を式 (8.12)に代入すると,以下の関係式を得る.

Θ(s) =
Jd

Zd(s)
(ν(s) − η(s)) (8.13)

結果として, DB-ICは図 8.1(a)のようにまとめられる. この図は,位置の追従とインピーダンス特性の再現に関す

る性能が, ηによって直接影響を受けることを示している. よって, DB-ICは慣性や粘性,重力の補償,また非線形

摩擦などの非線形項の補償誤差に関して高感度であることが直感的に理解できる.

8.2.2 PB-IC

続いて, PB-ICについて述べ,その等価構造を導出する. PB-ICはインナーループの位置制御に基づく. 本節では,

文献 [111]に従って,フィードフォワード動力学補償と PD制御則を併用する位置制御を用いる. よって,制御則は
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以下のようになる.

τre f = Jnθ̈
re f + Bnθ̇ + gn(θ) + τln + τdn (8.14)

θ̈re f = θ̈imp + Kp(θimp − θ) + Kd(θ̇imp − θ̇) (8.15)

インナーループ位置制御のための位置指令は,以下の微分方程式の解を用いれば良い.
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ここで, θcmp = θd − θ
impである. 上式は式 (8.4)より得られる. 続いて, θimp, θ̇imp,および θ̈impは式 (8.16)を解くこと

によって得られ,さらにラプラス変換することによって以下のようになる.

Θimp(s) = Θd(s) −
1

Zd(s)
Tl(s) (8.17)

=
Jd

Zd(s)
(
Zd(s)

Jd

Θd(s) −
1

Jd

Tl(s)) (8.18)

PB-ICは DB-ICと同様にアクチュエータのパラメータを用いるが,位置制御則の Kpおよび Kd によってその誤差

の影響を抑圧可能である. よって, PB-ICはパラメータ変動に対してロバストであり, PD制御器のゲインを上昇さ

せることによってその変動が抑圧可能である. ところが,ハイゲインの PD制御は安定性を失いやすい. よって, (注

意!)頑健性と安定性に関してはトレードオフの関係性がある.

DB-ICと同様に, PB-ICのパラメータ変動に対する頑健性を解析的に導出する. まず,式 (8.15)をラプラス変換

し,下記を得る.

Θ̈re f (s) = C(s)Θimp(s) − (Kd s + Kp)Θ(s) (8.19)

ここで, C(s) = s2 + Kd s + Kp である. また, νp(s) = C(s)Θimp(s)と定義し,式 (8.12)を代入すると,

Θ(s) =
1

C(s)
(νp(s) − η(s)) (8.20)

となる. パラメータ変動を表す式 (8.12)を代入すると, PB-ICの追従誤差が以下のように表現される.

Θimp(s) − Θ(s) =
1

C(s)
η(s). (8.21)

上式は, PB-ICにおけるパラメータ変動の影響を, C(s)によって抑圧可能であることを示している. PB-ICの等価

ブロック図を,図 8.1(b)に示す.

8.2.3 「正確性/頑健性のジレンマ」とその解決策

最後に,正確性と頑健性のジレンマについて述べ,その解決法について紹介する. 前項における記述より, PB-IC

と DB-ICはともにジレンマを有することがわかる. PB-ICでは,正確性と頑健性はハイゲイン PD制御によって同

時に実現可能である. PDガインが高くなればなるほど, 所望のインピーダンスを実現する性能は高くなる. ただ

し, PDゲインが高くなればなるほど,安定性の余裕が小さくなり,制御系は振動的になる. よって,ハイゲイン PD
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図 8.3: 2DoF-DOBおよび DB-IC+DOBのブロック図

制御は実応用に関して現実的な方法ではない. 結果として, PB-ICでは PDゲインには制限が生じるので,インピー

ダンス特性の実現に関して不正確になりがちである. 一方で, DB-ICでは,パラメータ変動が存在しなければ,正確

なインピーダンス特性の再現および位置の追従が可能である. 実際の応用では,パラメータ変動は避けられない問

題である. ゆえに,性能は劣化する. 以上のように,インピーダンス特性の実現性のは, PB-ICおよび DB-IC双方に

おいて制限が存在する.

この問題を解決するために, 他の手法を併用するアプローチが有効である. 例えば, 頑健性を向上するために,

DB-ICに Internal Model Control(IMC)を併用するアプローチが提案されている [111]. IMCはパラメータ変動を推

定し補償することが可能であるので, DB-ICの欠点である頑健性の低さを解決することが可能となる. また, IMC

の効果は,外乱オブザーバ (DOB)と同等である. よって本稿では, DOBをベースに議論を進める. 同様に, PB-ICに

対しても IMC/DOBを適用することが可能であり,インナーループ位置制御の頑健性をさらに向上することが可能

となる. ただし, PB-ICが本質的に持つ問題点であるハイゲイン位置制御による振動と安定性の低下は, IMC/DOB

によっては解決できないことに注意されたい. 本稿では,上記の理由から DB-ICに対するジレンマの解決法として

IMC/DOBを用いる方法と,その問題点を主題として議論を進めるが,比較として PB-ICについても IMC/DOBを

適用した結果について述べる.
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8.2.3.1 DB-ICに対する DOB適用

IMCのブロック図を図 8.2(a)に示す. ここで,前述した通り, IMCが果たす役割は DOBと同等である. DOBを

用いた 2自由度制御構造を図 8.3(a)に示す. 図より分かるように, IMCと DOBの等価性が理解できる. それぞれ

の図内でブロック図の変形を施すことで,等価であることは容易に理解できる. よって, DB-ICの頑健性に関する

問題は DOBによっても解決することが可能である.

以降では IMCではなく DOBを手法として用いる. DB-ICのブロック図 8.1(a)に対して, 2自由度の制御構造を

有する DOBを適用すると, 8.3(b)を得る. 続いて, DOBのパラメータ補償性能に関して解析する. 第 2章におい

て,相補感度関数でパラメトライズした 2自由度制御器が,等価的に 8.3(a)の構造を有することを見てきた. そこ

で,式 (3.5)において,制御対象の伝達関数を以下のように選び,

Pn(s) =
Jd

Zd(s)
(8.22)

出力に関する伝達関数特性を抜き出すと,以下のように求められる.

Θ(s) = Gyr(s)Θd(s) −
Jd

Zd(s)
(1 − Q(s))η(s) + Q(s)ξp(s) (8.23)

ここで, ξp(s)はゼロであると仮定する. Q(s)を 1とすれば,パラメータ変動による影響 ηは完全にキャンセルされ

る. 文献 [111]では, IMCにおいて Q(s) = 1が選定されている. しかし実際は,この構成では IMCは実現不可能で

あるため, IMC/DOBが実現可能となるよう, Q(s)を選ばなければならない. ここで, Zd(s)を二次のインピーダンス

モデルとして選定すると, Q(s)は厳密にプロパーであり,その相対次数は 2以上である必要がある. 例えば,代表的

な DOBの設計法と同様に, Q(s)は極にバタワースパターンを持つ二次のローパスフィルターが選定される. その

カットオフ周波数は,パラメータ変動に起因した誤差 ηが抑圧できるよう,可能な限り高く選定される.

8.2.3.2 PB-ICに対する DOB適用

PB-ICに対して DOBを適用した位置制御系を設計する. DOBは線形制御則であり非線形項は扱うことはでき

ない. そこで, DB-ICに対してフェアとなるように,ダイナミクスにおける非線形項はフィードフォワード補償す

るように制御系を設計する. アクチュエータのダイナミクスは式 (8.1)であった. ここで,アクチュエータに印可す

る制御入力を以下のように決める.

i = ire f +
gn(θ) + τd

Kn

(8.24)

ここで, ire f はDOBを用いた位置制御則によって与える. 具体的には, (1)DOBと, (2)制御対象の線形システム部分

に対応する逆システムを有するフィードフォワード制御器の,二つを有する 2自由度制御器を用いる. 上記制御系

のブロック図を図 8.4に示す. 基本的には位置制御に 2自由度制御構造を有する DOBを適用しただけであるので,

第 3章における制御系設計法及び解析結果と同様である. 出力に関する伝達関数を再掲すると,以下のようになる.

Θ(s) = Gyr(s)Θd(s) −
K

Js2 + Bs
(1 − Q(s))η(s) + Q(s)ξp(s) (8.25)

ここで, ηは厳密には式 (8.12)における定義とは異なるが,モデル化誤差や非線形項の補償誤差である点で同等で

あるので,同じ表現を用いている. フリーパラメータの設計については第 3章で述べた通りである. Q(s)はローパ

スフィルタとして選定し,そのカットオフ周波数は,パラメータ変動に起因した誤差 ηが抑圧できるよう,可能な

限り高く選定される.
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8.3 新たな問題提起とその解決法
本節では,雑音性を考慮することで新たに生じるジレンマについて述べる.

8.3.1 正確性/頑健性/雑音性のジレンマ

まずはじめに,力/トルクセンサによって生じる誤差について考慮する. パラメータ変動に関する誤差を表す摂動

項 η(s)は,力/トルクセンサによって生じる誤差を含む. フィードフォワード動力学補償式 (8.5)は,力/トルクセン

サの雑音を考慮することで下記のように再表現される.

τre f = Jnθ̈
re f + Bnθ̇

re f + gn(θ) + τl + ξ f (8.26)

結果として,フィードフォワード動力学補償におけるパラメータ変動に関して,以下の表現を得る.

Θ̈re f (s) − Θ̈(s) = η(s) + ξ f (s) (8.27)

さらに, DB-ICに DOBを併用した場合の伝達関数特性は,出力の計測における雑音を考慮することで,以下のよう

になる.

Θ(s) = Gyr(s)Θd(s) −
Jd

Zd(s)
(1 − Q(s))(η(s) + ξ f (s)) + Q(s)ξp(s) (8.28)

ここで, パラメータ変動の抑圧特性と出力の計測雑音の抑圧特性は, トレードオフの関係性を持つことが分かる.

一般的に,パラメータ変動の周波数特性は,高周波域に存在すると言える. Qフィルタ設計の規範に基づくと, Q(s)

は適切な次数と係数を持つローパスフィルタとして選定される必要がある. さらに,そのカットオフ周波数は高周

波域に存在するパラメータ変動を抑圧するため,可能な限り高く選定される必要がある. よって, Q(s) = 1が理想

的な選択である. しかしながら,それは同時に力/トルクセンサと位置センサの計測ノイズのシステムへの影響度を

高くしてしまうことに繋がる. 一般的に,位置センサとして光学式のエンコーダが用いられる. 光学式のエンコー

ダが計測する位置情報は量子化誤差を伴う. 特に,分解能の低いエンコーダは量子化誤差が大きく,制御系への影

響が大きくなる. 結果として, Q(s)の選定制約は,通常の DOB設計よりもさらに厳しいものとなる. ここで,低分

解能エンコーダに起因する量子化誤差は,力センサの計測に伴う雑音よりも問題になりがちである. よって,エン

コーダの量子化誤差を低減する方策が必要である. 以上の議論は, PB-ICに DOBを適用した場合にも同様に生じ

る問題である.
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8.3.2 新たなジレンマの解決法: 3自由度制御

続いて,新たなジレンマに対する解決策について述べる. 解決法として, 3自由度制御が PB-ICおよび DB-IC双

方について適用される. 3自由度制御については,第 3章で述べた通りである. 3自由度制御では例えば,エンコー

ダ情報と加速度センサ情報を自然に統合することが可能であった. 結果として,外乱抑圧性能および雑音低減性能

が同時に改善されることを見てきた. 本章においても同様に, 3自由度制御の枠組みを用い, PB-ICおよび DB-IC

双方に適用する.

PB-ICについては,第 3章で用いた 3自由度制御による位置制御を,インナーループの位置制御則としてそのま

ま用いれば良い. 2自由度制御をインナーループの制御則として利用した例を図 8.7(a)に, 3自由度制御をインナー

ループの制御則として利用した例を図 8.7(b)に示す. よって,本章では DB-ICに対する 3自由度制御器の設計につ

いてのみ詳細に述べる. ここで, 3自由度制御のブロック図を図 8.5(a)に再掲する. ”正確性/頑健性/雑音性のジレ

ンマ”は,制御系の自由度の不足によって生じる問題である. DB-ICと IMC/DOBを組み合わせた場合では, η + ξ f

および ξpを同時に抑圧するためのパラメータが不足している. ここで, 3自由度性は制御系の自由度を自然に増や

すことが可能なので,この問題に対する適切な解法として用いることができる. 本章では, DB-ICに対して 3自由

度制御を設計するために,第 3章と同様にエンコーダに加えて加速度センサ/ジャイロセンサを用いる. この時, 3

自由度制御のための制御対象表現は一意に決定され,以下のようになる.

P1(s) =
Jd s2

Zd(s)
, P2(s) =

1

s2
(8.29)

続いて,制御系の伝達関数特性は以下のようになる.

Θ(s) = Gyr(s)Θd(s) −
Jd

Zd(s)
(1 − Q1(s))(η(s) + ξ f (s)) +

1

s2
(Q1(s) − Q2(s))ξa(s) − Q2(s)ξp(s) (8.30)

ここで, Gyr(s),Q1(s),および Q2(s)は閉ループ系の内部安定条件を満たすよう,選定される必要がある. 式 (8.28)と

比較して,提案する制御方法の枠組みは付加的な制御系の自由度を有するため,提案する枠組みは新しいジレンマ

を解決する可能性を持つ. 閉ループ系の伝達関数行列は,以下のように表現される.
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(8.31)

以上より,内部安定性を満たすフリーパラメータの選定制約は以下のように求められる.

• Q1(s), Q2(s), Gyr(s) ∈ RH∞

• Q1(s) − Q2(s)は s2 を零点に持つ

• Q2(s)の相対次数は 2以上である

最後に, Q1(s), Q2(s)および Gyr(s)は以下のように選定できる.

Gyr(s) = (
1

τs + 1
)2 (8.32)

Qi(s) =
a1is + a0i

s4 + a3is3 + a2is2 + a1is + a0i

, i = 1, 2 (8.33)

96



	

	

r y
	

	

d

	

	 ξ1

	

	 ξ2

	

	

C1(s) P1(s) P2(s)

C2(s)

C3(s)

ων

(a) 3自由度制御のブロック図

r y
	

d

	

	

	

ξ1

	

ξ2

	 	Gyr(s)

P1n(s)P2n(s)

P2n(s)− P2(s)

P2(s)
(Q1(s)−Q2(s))

P1n(s)P2n(s)− P1(s)P2(s)

P1(s)P2(s)
(1−Q1(s))

	

1−Q1(s) Q2(s)Q1(s)−Q2(s)

	

P1n(s) P2n(s)

(b) 3自由度制御の等価ブロック図

	

r y
	

	

d

	

		

	

	

	

ξ1

ξ2

	

	

	

P1(s) P2(s)

1

P1n(s)

Q1(s)

Q2(s)
1

P1n(s)

ω

1

P1n(s)P2n(s)

νGyr(s)

P1n(s)P2n(s)
	

	

(c) 3自由度制御の DOB型等価ブロック図

図 8.5: 3自由度制御のブロック図

ここで, τは位置追従性能の応答速度を決定する時定数である. Qi(s)の係数は,その特性多項式の極がバタワース

パターンを持つように決定し,その遮断周波数 ωc1および ωc2を独立に決定する. 本書の後半では, 3自由度制御の

比較対象として 2自由度制御を用いる. この時, Q(s)は Q1(s)と等しくなるよう選定する. また, PB-ICに対しても,

2/3自由度制御それぞれ DB-ICのフリーパラメータと同じものを選定する.

8.4 多入力多出力系における検討
前節までは, SISO系における検討であった. 本節では, MIMO系における検討を行う. ロボットマニピュレータ

は本質的にMIMO系であるので,ロボットマニピュレータを対象としてインピーダンス制御の検討を行う. MIMO

系においても SISO系と同様に PB-ICと DB-ICを適用可能であり,「正確性/頑健性のジレンマ」が存在する. 本

節ではMIMO系での PB-ICと DB-ICの数式表現を導入し,ジレンマについて解析的に表現した後,その解決方法

について述べる.

8.4.1 マニピュレータの運動学と動力学

本項において対象とするロボットマニピュレータを図 8.8に示す. ロボットは 4つの駆動関節を持つため,エン

ドエフェクターは空間 6自由度のうち 4自由度を制御可能となる. 本章では,手先における 3自由度の直進運動に

着目し,その外力に対するインピーダンス特性を制御することを目的とする. よって,ロボットは冗長性を持つ.
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図 8.7: PB-ICと 2/3自由度制御を併用した際のブロック図

マニピュレータのエンドエフェクターの位置 pは以下のようになる.

p = f(q) (8.34)

ここで, qは一般化座標である. 続いて,一般化座標の 1階および 2階微分を計算すると,以下のようになる.

ṗ = J(q)q̇ (8.35)

p̈ = J(q)q̈ + J̇(q)q̇ (8.36)

ここで, J(q)はエンドエフェクターの速度ベクトルと関節空間の速度ベクトルをマッピングするヤコビアンであ

る. これらの関係式は,エンドエフェクターと各関節の運動学的な拘束条件を与える. 次に,ロボットマニピュレー

タのダイナミクスは,下記のようになる.

M(q)q̈ + C(q, q̇) + g(q) = τ − JT (q)Fe (8.37)

ここで, M(q)はロボットマニピュレータの慣性行列であり, C(q, q̇)は遠心力やコリオリ力を含む項, g(q)は重力項

である.
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全体図
マニピュレータの全体を図 に示す。左図が正面からの写真、右図が側面

からの写真である。胴体には肩ピッチ軸のみ接続され、肩ピッチ軸に肩ロール
軸が、肩ロール軸に肩ヨー軸が接続されている。

図 マニピュレータ全体図

周波数特性
図 に制御入力 から出力側角速度 のマニピュレータの周波数特性を

示す。なお、角速度はエンコーダで測定できる回転角度から後退差分すること
によって得た。図 より、マニピュレータの共振周波数が 点確認できる。

の第一共振周波数はマニピュレータの持つねじりバネによる共振点
であるが、第二共振点 はハーモニックドライブのフレクススプラ
インの弾性によるものと考えられる。

図 8.8: マニピュレータの外観

8.4.2 MIMO系における PB-ICとDB-IC

8.4.2.1 DB-IC

本節ではまず, MIMO系における DB-ICについて述べる. MIMO系における所望のインピーダンスモデルは,下

記のようになる.

Md(p̈d − p̈) + Bd(ṗd − ṗ) +Kd(pd − p) = Fe (8.38)

ここで, Md は所望の慣性行列, Bd は所望の粘性行列, Kd は所望の弾性行列である. また, Feはエンドエフェクター

に加えられる力のベクトルである. インピーダンス制御の目的は,マニピュレータを,式 (8.38)のダイナミクスに

追従させることにある. よって,マニピュレータは作業空間における加速度を以下のように生成すれば良い.

p̈re f = p̈d +M−1
d (Bd(ṗd − ṗ) +Kd(pd − p) − Fe) (8.39)

続いて,作業空間における加速度を実現するための関節加速度を求める逆運動学問題を解く. ここで,対象として

いるロボットマニピュレータは冗長であるので,解くべき逆運動学問題は下記の通りとなる.

min.
1

2
(q̈ − q̈0)T (q̈ − q̈0) (8.40)

s.t. J(q)q̈ = p̈re f − J̇(q)q̇ (8.41)

ここで考えている問題は,第一のタスク p̈re f を実現する解 q̈を求める問題である. q̈0 は第二のタスクが存在した

場合に,そのタスクを実現する解であると考える. この問題は,凸 2次計画問題である. よって,標準的なアルゴリ

ズムによって大域的最適解 q̈d を求めることができる. 不等式制約条件が存在しない場合,逆運動学解は以下のよ

うな解として陽に求められる.

q̈re f = J†(q)(p̈re f − J̇(q)q̇) + (I − J†(q)J(q))q̈0 (8.42)

最終的に,得られた q̈d は以下のフィードフォワードトルク補償則に代入される.

τu =Mn(q)q̈d + Cn(q, q̇) + gn(q) + JT (q)F̂e (8.43)

ここで, τu はロボットマニピュレータへのトルク入力ベクトルであり, Mn(q)は慣性行列の公称値, Cn(q, q̇)は遠心

力,コリオリ力,等の公称値, gn(q)は重力項の公称値である. この制御則は逆動力学制御則と呼ばれる. パラメータ
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変動が存在しない場合は, DB-ICはマニピュレータを,外力に対して所望のインピーダンス特性を有する挙動に正

確に制御することが可能である. ここで, DB-ICのパラメータ誤差について解析的に導出する. 逆動力学制御則式

(8.42)を動力学方程式に代入すると,以下を得る.

M(q)q̈ + C(q, q̇) =Mn(q)q̈d + Cn(q, q̇) + JT (q)F̂e − JT (q)Fe (8.44)

上式は,以下のように変形できる.

Mn(q)q̈ + Cn(q, q̇) =Mn(q)q̈d + Cn(q, q̇) + (M(q) −Mn(q))q̈ + C(q, q̇) − Cn(q, q̇) + JT (q)(F̂e − Fe) (8.45)

運動学的な関係式を代入すると,以下の関係式を得る.

Mn(q)(p̈re f − p̈) = (M(q) −Mn(q))J−1(q)(p̈ − J̇(q)q̇) + C(q, q̇) − Cn(q, q̇) + JT (q)(F̂e − Fe) (8.46)

最後に,逆動力学補償則における補償誤差は以下のようにまとめられる.

p̈re f − p̈ = η

η = M−1
n (q)((M(q) −Mn(q))J−1(q)(p̈ − J̇(q)q̇) + C(q, q̇) − Cn(q, q̇) + JT (q)(F̂e − Fe)) (8.47)

続いて,逆動力学補償則の補償誤差をインピーダンス制御則の中に組み込む. 補償誤差をラプラス変換すると,以

下の関係式を得る.

p̈re f (s) − p̈(s) = η(s) (8.48)

p̈re f (s) = η(s) + s2p(s) (8.49)

ここで,所望のインピーダンスモデルから求められた加速度参照値をラプラス変換すると,以下の関係式を得る.

p̈re f (s) =M−1
d Zd(s)pd(s) −M−1

d Fe(s) −M−1
d (Kd + Bd s) (8.50)

ここで, Zd(s) =Md s2 + Bd s +Kd である. さらに, ν(s) =M−1
d

Zd(s)pd(s) −M−1
d

Fe(s)とおき,上式を (8.49)に代入す

ると,以下の関係式を得る.

p(s) = Z−1
d (s)Md(ν(s) − η(s)) (8.51)

最後に,インピーダンス制御則の誤差について,位置の次元で表現する. 所望のインピーダンスモデルから求めら

れた位置の指令値は,ラプラス変換を介して以下のように求められる.

pre f (s) = pd(s) − Z−1
d (s)Fe(s) (8.52)

上式と, νの関係は,下記のようになる.

ν(s) =M−1
d Zd(s)pre f (s) (8.53)

上式を式 (8.51)に代入すると,

pre f (s) − p(s) = Z−1
d (s)Mdη(s) (8.54)
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となる. 最終的に求められた上式は, DB-ICの問題点を直感的に明らかにしており,根本的な問題点は SISO系と

同様である. 所望のインピーダンス特性を実現するための位置追従誤差は,パラメータ誤差によって影響を受ける.

さらに,この制御系には,パラメータ変動による影響を抑圧するフリーパラメータが存在しない. 以上をまとめる

と, DB-ICは望ましくないパラメータ変動が存在しなければ,正確なインピーダンス特性の実現が可能であると言

える. しかし,現実問題としてパラメータ変動の問題は避けられない. この問題は, DB-ICにおける「正確性と頑健

性のジレンマ」と呼ばれる. MIMO系における DB-ICの等価ブロック図を図 8.9に示す.

8.4.2.2 PB-IC

本節では, MIMO系における PB-ICについて述べる. MIMO系の PB-ICでは, SISO系の PB-ICと同様にイン

ナーループに位置制御則を用いる. インナーループの位置指令は, MIMO系における所望のインピーダンスモデル

である,式 (8.38)をラプラス変換することにより,以下のようになる.

pimp(s) = pd(s) − Z−1
d (s)

= Z−1
d (s)Md(M−1

d Zd(s)pd(s) −M−1
d Fe(s))

(8.55)

実際には,上式の両辺を微分することで,速度指令および加速度指令も計算しておく. そして,作業空間における加

速度参照値を下記のように与える.

p̈re f (s) = p̈imp(s) +Kd(ṗimp(s) − ṗ(s)) +Kp(pimp(s) − p(s)) (8.56)

ここで, Kp, Kd ∈ R
n×nは PゲインおよびDゲインの行列である. 上記のように求められた加速度参照値を式 (8.42)

に代入することで,関節空間での加速度参照値を得る. 得られた関節加速度参照値を式 (8.43)に代入すれば,最終

的に各関節でのトルク入力が得られる.

ここで, PB-ICのパラメータ誤差について解析的に導出する. 式 (8.56)は以下のように変形できる.

p̈re f (s) = νp(s) − (sKd +Kp)p(s) (8.57)

νp(s) ≡ C(s)pimp(s),C(s) = s2I + sKd +Kp (8.58)

続いて,式 (8.57)を式 (8.49)に代入すると,以下の関係式を得る.

p(s) = C−1(s)(νp(s) − η(s)) (8.59)

上式に νp(s)を代入すると,

pimp(s) − p(s) = C−1(s)η(s) (8.60)
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を得る. 以上より, PB-ICの場合は,パラメータ変動による誤差 ηを抑圧可能なフリーパラメータとして, PD制御

器が働くことがわかる. PB-ICの場合は, PD制御ゲインを高く設定することで,パラメータ変動の影響を抑圧可能

である. ここで, PD制御ゲインの値に上限が存在する問題点は, SISO系と同様である. よって,ハイゲイン PD制

御の実現は困難となり,結果的にインピーダンス特性の正確な再現が困難となる. この問題は, PB-ICにおける「正

確性と頑健性のジレンマ」と呼ばれる. MIMO系における PB-ICの等価ブロック図を図 8.10に示す.

8.4.3 MIMO系における「正確性と頑健性のジレンマ」に対する解決法

上述のように, PB-ICと DB-IC双方について,インピーダンス特性の実現には限界があることを見てきた. この

問題を解決するためには, SISO系と同様に IMCを適用する方策が有効である [111]. IMCはパラメータ変動によ

る影響を推定し,補償することが可能である. したがって, DB-ICの欠点を補うことが可能である. ここで, MIMO

系における IMCの効能についても, SISO系と同様にDOBと同等であると言える. 以降では IMCの代わりにDOB

を用いて説明する. 以下, PB-ICおよび DB-ICについて DOBを適用する方策について述べる.

8.4.3.1 DB-ICに対する DOB適用

MIMO系の IMCのブロック図を図 8.11(a)に示す. 2自由度を有する DOBの制御構造を図 8.12(a)に示す. 図よ

り, IMCと DOBの等価性が容易に理解できる. ここで, DOBを用いた場合のパラメータ変動による影響の補償性

能を解析する.

MIMO系の 2自由度制御において相補感度関数行列に基づいて制御則をパラメトリゼーションすると,等価的

に外乱オブザーバを有することは,第 3章にて述べた通りである. よって, MIMO2自由度制御における第 3章の結

果を用いて解析を行う. DB-ICにおいて,図 8.9より,制御対象の伝達関数行列を下記のように選ぶ.

Pn(s) = Z−1
d (s)Md (8.61)

この時,出力 y(s) = p(s), u(s) = ν(s), d(s) = η(s)である. 第 3章の閉ループ系の伝達関数行列式 (3.5)より,出力に

関する伝達関数特性を抜き出すと,下記の関係式を得る.

p(s) = Gyr(s)pd(s) − Z−1
d (s)Md(1 −Q(s))η(s) +Q(s)ξ(s) (8.62)

ここで, Q(s)として Iが選定可能であるとすると,パラメータ変動による誤差は完全に抑圧可能である. 文献 [111]

では, IMCにおいてQ(s) = Iが採用されている. SISO系の場合の議論と同様に,実現不可能なこと,外乱 d(s)と雑

音 ξ(s)の抑圧特性がトレードオフの関係にあること,等を考慮する必要がある. パラメータ変動の周波数特性は高

周波領域に存在するので, Q(s)は適切な係数と次数を持つローパスフィルタとして設計されるべきである. また,

カットオフ周波数は高周波域に存在するパラメータ変動を抑圧するため,可能な限り高くすることが望ましい.

MIMO系においても,ロボットマニピュレータの各関節における位置情報を光学式エンコーダで計測すると考

える. この時,特に低分解能のエンコーダを用いた場合に,量子化による影響が顕著となる. ロボットマニピュレー

タの場合は,手先位置が各関節のエンコーダ情報に依存することに注意されたい. 例えばロボットマニピュレータ

の場合は,アクチュエータにモータと減速機が併用される事例が多く,モータ側にエンコーダを搭載する事例が多

い. この時,減速機による軸ねじれを代表とする角度伝達誤差が,位置決め精度を悪化させる. もっとも単純な解決
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策は, 負荷側にエンコーダを搭載する方法である. モータ側の角度情報を負荷側に換算すると減速比倍されるが,

負荷側ではその恩恵を得られないため低分解能化する. 手先位置の精密な位置決めのためには負荷側エンコーダが

有効だが,高分解能化するとコストがかさむので,低分解能エンコーダのままで制御性能が向上できると良い. こ

のような状況下では,雑音とのトレードオフの問題のため, Q(s)のカットオフ周波数はむやみに上昇することがで

きない. この問題をMIMO系の,特にロボットマニピュレータにおける「正確性・頑健性および雑音性のジレン

マ」と呼ぶことにする.

8.4.4 「正確性・頑健性および雑音性のジレンマ」の解決法

「正確性・頑健性および雑音性のジレンマ」の解決法として, MIMO3自由度制御を適用する. MIMO3自由度

制御の枠組みでは, SIMO系の場合と同様に,エンコーダに加えて加速度センサを用いる. ただし, SIMO系の場合

と異なり,エンドエフェクターに３軸加速度センサを一つ用いることを考える.

まず, DB-ICに 3自由度制御を適用した場合のブロック図を図 8.13に示す. ここで, 3自由度制御のための制御

対象を下記のように決定する.

P1(s) = Z−1
d (s)Md s2, P2(s) =

1

s2
I (8.63)

ここで, y(s) = p(s), ω(s) = p̈(s), u(s) = F(s), d(s) = η(s)である. また, P2(s)が対角行列であることが分かる. よっ

て,制御対象がMIMO-3自由度制御が有効な対象であることが分かる. 次に, DB-ICにMIMO-3自由度制御を適用
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した場合の閉ループ系における伝達関数特性は,下記のようになる.

p(s) = Gyr(s)pd(s) − Z−1
d (s)Md s2(1 −Q1(s))η(s) +

1

s2
I(Q1(s) −Q2(s))ξ1(s) +Q2(s)ξ2(s) (8.64)

ここで, Gyr(s),Q1(s),および Q2(s)は閉ループ系の内部安定性が実現されるよう決定する必要がある. 式 (8.62)と

比較すると,提案するMIMO-3自由度制御の枠組みでは,付加的な制御系の自由度が生じている. よって,提案す

る枠組みは上述するジレンマを解決する可能性を有していると言える.

続いて, PB-ICのフリーパラメータについて述べる. 本稿では,各フリーパラメータは対角行列として選定する.

また,対角成分の各要素は, SIMO系と同様に下記のように選定した.

Gyr(s) = diag















(

1

τxs + 1

)2

,

(
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)2

,

(

1

τzs + 1

}2














(8.65)

Q1(s) = diag















(

ωx1

s + ωx1

)2

,

(

ωy1

s + ωy1

)2

,

(

ωz1

s + ωz1

)2














(8.66)

Q2(s) = diag















(

ωx2

s + ωx2

)2

,

(
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
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(8.67)

ここで,カットオフ周波数に関する選定指針に関して説明しておく. ωX1の値はは可能な限り大きく選定する. 続

いて, ωX2は量子化誤差を低減するよう,可能な限り小さく設定する. ここで, ωX2は加速度センサの低周波域にお

ける誤差成分,例えばオフセット, DC成分の欠落等,を低減する役割を担う. よって, ωX2に関しては下限が存在

し,この下限については実験的に決める必要がある. 比較のため, MIMO-2自由度制御のためのQ(s)を下記のよう

に選定する.

Q(s) = diag


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(8.68)

以上の設計により, MIMO-3自由度制御を用いて, 作業空間における良好なインピーダンス特性の実現が可能と

なる.

8.5 シミュレーション/実験
8.5.1 1入力 1出力のケース

本節では,提案する枠組みをシミュレーションおよび実験により検証する. 実験に用いる試験機は第 4章にて用

いたものと同様であり,図 8.14に再掲する. 実験機は,モータとエンコーダ,および加速度センサによって構成され
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る. 制御系設計に使用する実験機パラメータの公称値は, J=6.85×10−5 kgm2, B=0.001 Nms/rad, K=29.7×10−3 Nm/A

である. ここで,粘性係数の公称値は,あえて大きくしている. これは,定常状態における誤差を低減する方策であ

る. 実際は定常誤差がなくなるよう Q(s)を設計することは可能であるが,ここでの粘性項の誤差はパラメータ誤差

を意図的に与える意味を持つ. 本章では平面上における 1自由度回転型アクチュエータを用いるので,重力項や非

線形摩擦については無視する (m=0 kg, c=0 Nms/rad). 所望のインピーダンス特性は, Jd=0.001 kgm2, Bd=0.01 kgm2

Nms/rad,および Kd=1.0 Nm/radとした. また,エンコーダの分解能は 12000 pprとした. 演算装置のサンプリング

時間は, 100µsで統一した. シミュレーションでは,計測する位置情報は,実験機におけるエンコーダの分解能に合

わせて量子化した. また,加速度情報はガウスノイズ N(0, 1.0)を加えたものをフィードバックに用いた. 力/トル

クセンサのノイズについての考慮も必要であるが,本稿ではその影響を無視し,雑音を加えずにシミュレーション

を行った. 実験では,アクチュエータの制御入力に仮想的に外乱を加えることで,外力に対する応答を確認した. 実

際は,雑音特性は周波数依存性を有する場合も考えられる. しかし,本章ではこの問題については厳密に議論しな

い. 提案法の白色ノイズに対する有効性を示すことができれば,あらゆるケースに対して提案法が有効であると言

えるからである.

本章では,各手法の性能を比較する. 比較する手法は, (A) PB-IC (2DoF), (B) PB-IC (3DoF), (C) DB-IC (2DoF),そ

して (D) DB-IC (3DoF)である. PB-ICのブロック図を図 8.7に示す. カットオフ周波数については, 2自由度制御

と 3自由度制御において ωc=ωc1=1000 rad/s, ωc2=500 rad/sとした. 図 8.15–8.16は位置の応答,インピーダンス特

性の実現誤差,制御入力をそれぞれ示す. ここで,位置応答はすなわち計測した角度情報であり,インピーダンス特

性の実現誤差は式 (8.17)と位置応答の誤差である. シミュレーションでは, 3自由度制御は計測雑音に起因する制

御入力の振動を低減しつつ,誤差低減性能を維持できていることがわかる. よって,有効性が確認できたと言える.

続いて実験では, 2自由度制御はカットオフ周波数を最大 700 rad/s以上あげることはできなかった. 一方で, 3自

由度制御ではカットオフ周波数をさらに向上することができ,誤差低減性能もさらに向上させることが可能であっ

た. 結果として,提案法の有効性が実験においても確認された. 次に,それぞれの結果を二乗平均平方根誤差 (RMS)

によって定量的に評価した. 結果を表 8.1に示す. 以上の結果から読み取れることは,以下の通りである.

• PB-ICと DB-IC (2自由度制御)は頑健だが,制御入力の振動が問題になる

• PB-IC and DB-IC (3自由度制御)は正確であり頑健,かつ制御入力の振動が 2自由度制御と比較して低減さ

れている

以上に述べたように,提案法は従来の手法では問題となった雑音による影響を抑圧可能な利点を有していると言え

る. 実験では外乱抑圧帯域の向上を確認できたが,定量的な改善度は軽微であった. これは,実験における外乱 (パ

ラメータ変動)を小さく設定していたことによる. よって,大きな外乱を加えた際の実験評価を行えば,相対的な改

善度は向上する.

8.5.2 多入力多出力のケース

本項では, MIMO系におけるMIMO-3自由度制御の有効性をシミュレーションによって検証する. シミュレー

ションでは, 4自由度マニピュレータを動力学シミュレータ ROCOSを用いて検証した. 逆動力学補償に関して

は, ニュートン・オイラー法を用いた. 逆運動学問題に対しては, 陽的な逆運動学解である式 (8.42)を用い, 零空

間入力 q̈0 はゼロとした. 所望のインピーダンス特性を表すパラメータとして, Md(s) = 0.1I, Bd(s) = 1.0I,および
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図 8.14: 実験装置の外観

表 8.1: シミュレーション結果および実験結果の RMS評価値 (誤差 [rad],制御入力 [A] )

environment method 2dof 3dof

simulation PB-IC 0.01445, 1.369 0.01445, 1.205

DB-IC 0.01444, 1.343 0.01444, 1.204

experiment PB-IC 0.01454, 0.2656 0.01454, 0.3319

DB-IC 0.01449, 0.04192 0.01445, 0.4907

Kd(s) = 100.0Iとした. また,シミュレーションにおける各関節の計測角度は,分解能を 214 として,量子化したも

のをフィードバック情報として用いた. さらに,エンドエフェクターに取り付ける加速度センサについては, N(0,

1.0)のガウス過程に従った白色ノイズを加えた. 3自由度制御のためのフリーパラメータは, τx = τy = τz = 0.1s,

ωX1=500 rad/sおよび ωX2=100 rad/sとし, 2自由度制御のためのフリーパラメータは, τx = τy = τz = 0.1sおよび

ωX=500 rad/sとした.

続いて,それぞれの結果について述べる. 図 8.17 (a)に 2自由度制御の結果を示す. 図中では,各関節における位

置応答,位置追従誤差,トルク制御入力が示されている. 位置追従誤差は, Qフィルタのカットオフ周波数をあげる

ことによって抑圧が可能である. しかしながら,トレードオフの関係により,トルク制御入力が振動する結果とな

る. 一方で, 3自由度制御の結果図 8.17 (b)は異なった結果を示している. 制御器の自由度の増加により, 3自由度

制御では高い外乱抑圧性能を維持しながらも,雑音による影響が抑圧できていることが分かる. 以上より,ロボッ

トマニピュレータのインピーダンス制御問題に対して, MIMO-3自由度制御の有効性が示された.

8.6 おわりに
本章では,インピーダンス制御問題における「正確性と頑健性のジレンマ」に対して,雑音性の問題を新たに考

慮し,「正確性・頑健性・雑音性のジレンマ」の問題を提起した. 従来の手法では,雑音性について考慮されてお

らず,実用上問題が生じていた. この問題に対する解決策として, 3自由度制御の適用を提案した. 3自由度制御で
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は, DOBに基づいた既存の制御系に対して,複数センサのフィードバックを扱うことを可能とする. 本章ではイン

ピーダンス制御問題に対して,付加的に加速度センサ情報が使用可能である状況を想定し,位置と加速度のフィー

ドバックによってパラメータ変動の抑圧性能を向上させる方法を提案した. 提案法は SIMO系およびMIMO系そ

れぞれに対して設計が可能である. SIMO系では 1自由度のアクチュエータ, MIMO系ではロボットマニピュレー

タがそれぞれ相当する. SIMO系における提案法の有効性は,シミュレーションおよび実験によって検証された. シ

ミュレーションでは, 2自由度制御に対して 3自由度制御は制御器におけるパラメータ設定の自由度が増加するた

め,制御入力の雑音を低減するような設計が可能であった. 実験では, 2自由度制御のみ用いた場合では,カットオ

フ周波数の増加に伴い制御入力の振動が劣悪となってしまうことが確認され,カットオフ周波数をシミュレーショ

ンと同程度まで上昇させることができなかった. 対して, 3自由度制御では,外乱抑圧のためのカットオフ周波数

をシミュレーションと同程度まで上昇させることができ,制御入力の振動も同時に低減することが可能であった.

MIMO系においては, 4自由度ロボットマニピュレータに適用し,シミュレーションにより有効性を確認し, SIMO

系の場合と同様な傾向の結果を確認した. 以上より,インピーダンス制御問題に対して 3自由度制御が有効である

ことが確認できた.
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図 8.15: PB-ICおよびDB-ICのシミュレーション結果 (2自由度制御: ωc=1000 rad/s, 3自由度制御: ωc1=1000 rad/s,

ωc2=500 rad/s)
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図 8.16: PB-ICおよびDB-ICの実験結果 (2自由度制御: ωc=700 rad/s (安定限界), 3自由度制御: ωc1=1000 rad/s and

ωc2=500 rad/s
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図 8.17: シミュレーション結果
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第II部

多自由度脚/車輪移動ロボットの高機動化運
動生成法



第9章 第二部の導入

多自由度移動ロボットの特徴として高重心になる傾向があり,その特徴がロボットの転倒危険性を高めることを

第一章にて述べた. 本研究では,そのような多自由度移動ロボットの特徴を包含した脚車輪型移動ロボットを検証

用の実験機として用いる. よって本章ではまず導入として,脚車輪型移動ロボットの関連研究について述べ,本研

究の意義を明確にする. 第一章にて述べた本研究のアプローチは大別して２点であった. １つは,「脚の機構と車

輪の機構を同時に持つ機構に対して,与えられた重心軌道を実現するための関節動作を求める全身運動生成問題」

であり,もう１つは,「直進時や旋回時の重心運動を, ZMPに基づいて生成する重心軌道計画問題」であった. 本

章では,それぞれについて,研究の現状を俯瞰する.

9.1 脚の機構と車輪の機構を併せ持つ適応性の高い機構に対する運動生成法
の検討

脚車輪型移動ロボットは,脚移動ロボットのメリットである障害物乗り越えや人間環境への親和性,その自由度

の多さを利用した多様な運動のほか,車輪移動ロボットの高速性や移動効率の高さなどのメリットも有する機構を

持つ. このような構造的特徴から,周囲環境に合わせて脚型・車輪型それぞれの移動方式を選択することができる

ため,高い適応力を有していると言える.

脚車輪型移動ロボットの適応力の高さに着目した研究に関しては,様々な先行研究が存在する. 足立らは,脚先

の能動車輪を活用した歩行法であるWalk’n Rollを提案した [112]. 広瀬らは,脚先に受動車輪を搭載させ,脚運動

によって推進動作を生み出す Roller Walkを提案した. また,整地と不整地で車輪移動と脚移動を変更し,環境に応

じた適応的な移動を実現している [113]. 新井らは,不整地歩行の際の段差乗り越えに車輪動作を積極的に取り入

れた歩行法を提案した [114]. 小谷内らは,階段昇降時の歩行動作に車輪動作を取り入れ,安定な階段昇降を実現し

た [8]. 日本精工 (NSK)が開発した盲導犬ロボットは,平坦地では車輪移動を,階段昇降時では車輪動作を活用した

歩行動作が可能である. 視覚障がい者を先導することが可能なことを示しており, 2020年までの実用化を目指して

いる [9]. 中嶋らは,より簡素な構造の脚車輪型移動ロボット RT-Moverによって,段差乗り越えが可能なパーソナ

ルモビリティロボットの実現を目指している [16].

一方で,不整地の走破性に特化した脚車輪型移動ロボットの先行研究も多く存在する. Sharfらは,能動車輪を有

する 4脚ロボット PAWを開発し,旋回運動やギャロッピングを可能とした [116]. Halmeらは,屋外環境における

サービスロボットのプラットフォームとして,脚車輪による不整地適応移動を目指したWorkPatnerを開発してい

る [117]. Heverlyら NASAは,月における不整地移動に適応可能な探査ローバの開発を目的とし,６脚６輪型移動

ロボット ATHLETEを開発した [118]. 続いて, 火星探査を目的とした Cuoriocityを開発し, 実際に火星での探査

に利用している [119]. 米 Boston Dynamics社の RHexは,扇状の弾性脚を車輪の代わりに用いる事で不整地での

移動を実現している [120]. National Science Council of Taiwan(NSC)は, RHexの機構に加え,扇状の脚を車輪状に
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変形可能な機構を提案し,車輪走行モードと扇状脚移動モードの切り替えを可能とした [121]. 前節にて紹介した

PackBotや Quince [122]は,フリッパートラック型機構によって不整地対応を目指している. IntRoLabは,フリッ

パートラック型と全方向移動非ホロミック移動型を切替可能な移動ロボットプラットフォーム Azimutを開発し

ている [123].

また,脚車輪型移動ロボットの高い自由度を利用し,脚配置を走行中に変更可能とする研究も存在する. 高橋らは,

脚配置の変更可能な全方向移動ロボットを開発し,移動中の車両安定性に応じて脚配置を変更することで,ロール

オーバーを防ぐ走行法を提案している [124]. 野中らは,走行路面の幅に応じて,車両幅を可変な全方向移動ロボッ

トを開発し,軌道追従制御を実現している [125]. Fuらも脚配置を変更可能な移動ロボット ROAMeRを開発し,軌

道追従制御のための逆運動学計算について理論を整備している [126]. Shenらは,伸縮可能な脚を有する車輪機構

を搭載した移動ロボットのプラットフォーム Justinを開発し,その運動学モデルと制御法を提案している [127]. 以

上の研究例は,二次元モデルに基づいたアプローチである. また,脚先を任意の位置に制御するのではなく,冗長自

由度を利用して,ベース位置・姿勢の軌道追従を達成しつつ関節を制御するアプローチである.

３次元モデルに基づくアプローチを行っている研究例として, Grandらの開発した Hylosが挙げられる [129].

Grandらは,脚先とベース位置を任意の軌道に追従するための運動学モデリングを行い,全身運動生成を実現する

ための制御系設計法を整備している. Thomsonらは, Grandらの提案する運動学モデリングに従い,独自に開発した

脚車輪型移動ロボットMHT robotの全身運動制御系設計を行っている. また,消費エネルギーの観点から,エネル

ギー消費の少ない最適な姿勢を導出している [130]. Anらは, Hylosの機構において操舵角を別途解析的に求める

アプローチに対し,機構設計において工夫を加えることで,操舵角を別途求める必要性を省略した [131]. Mutkaら

は,フリッパートラック型移動ロボットを脚車輪型と同様なモデルとして扱い,逆運動学計算によって任意のベー

ス位置・姿勢に制御可能とした [132].

以上の研究例より,脚車輪機構を活用した歩行動作については既に研究がなされていると言え [8,9,112–114],不

整地適応に関してもローバ型・フリッパートラック型等様々なアプローチにより適応力の高い移動ロボットが実

現されている現状があると言えよう [16, 115–123]. しかし,脚配置変更による周囲環境への適応法に関しては,ま

だ問題が存在する [124–132]. 二次元モデリングに基づくアプローチでは,脚配置の変更のために関節空間での制

御を行っているが,直感的な制御のためには作業空間での脚先軌道追従制御が可能なことが望ましい. 三次元モデ

リングに基づくアプローチでは,脚先軌道追従を達成しているが,更に機構が複雑な脚車輪型移動ロボットの場合

の脚先軌道追従制御については言及していない. 本研究では,より自由度の高い脚車輪型移動ロボットのベース位

置・姿勢と,脚先位置の同時軌道追従制御を考えた場合に発生する問題について言及する. そして,それらの解決

法を提案し,提案法の有効性をシミュレーション及び実機実験によって検証することを第一の目的とする.

9.2 ZMPに基づく高機動化運動生成法の検討
次に,脚車輪型移動ロボット機動力の向上に着目する. 関連研究として, Anらの Zero Moment Point(ZMP)に基

づいた全身運動生成に関する研究がある [133] [134]. 動的入出力線形化を利用した ZMPのフィードフォワードお

よびフィードバック制御によって, ZMPをロボットの支持領域における中心点に制御することを試みている. An

らのアプローチは誤差なく ZMPをMSPに制御することではなく,多少の誤差は許容する,という考え方に基づい

ており, ZMPとMSPに誤差が生じている. 本研究では,ヒューマノイドロボットの ZMP制御の考え方 [135]に基

づき, ZMPとMSPの誤差をより小さく抑圧することを可能とする. ヒューマノイドの ZMP制御には, 予見制御
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を用いた手法が多用される [136]. 本稿では, 予見制御に対して実装コストおよび計算コストがより少ない, 零位

相ローパスフィルタ (ZPLPF)に基づいた手法を提案する. 提案法の実装法として FIRフィルタと IIRフィルタが

あるが,両者の設計法および利点と欠点についてまとめる. 提案法を用いた場合の ZMPの制御性についてシミュ

レーション及び実機実験によって比較し,提案法の有効性を示す. また, Anらのアプローチは二次元モデリングに

基づくシミュレーションのみを実施しており,実験による有効性の検証を行っていないことも追記しておく. よっ

て,実機実験による ZMPの制御性の検証を行うことは,意義があると考えられる.

最後に,更なる脚車輪型移動ロボットの機動力の向上を目指し,遠心力による ZMPへの影響を考慮した制御系

設計法を提案する. 脚車輪型移動ロボットの移動速度が向上するにつれ,旋回時の遠心力の影響が顕著となる. そ

こで,本稿では遠心力の影響を陽に考慮し,フィードフォワードで ZMPへの抑圧を試みる. 脚車輪型にこだわらな

ければ,遠心力の影響を考慮した先行研究は存在する. Kridらは, Lateral Load Transfer(LLT)に基づき, ZMPが支

持領域の中心に制御されるようローバのロール姿勢角を制御している [137]. Hosodaらは,遠心力と重力との釣り

合いから, ZMPが支持領域の中心に制御されるようロール角を姿勢制御している [138]. 以上のアプローチは制御

系設計時にロボットを倒立振子としてモデル化しているが,倒立振子固有の不安定零点により, ZMPに逆応答が発

生することで,制御帯域を高くすることが不可能となる [139]. 廣瀬らは,上記研究の問題点を指摘し,支持領域の

中心点まわりのトルクが零になるよう制御するアプローチや,車両の横加速度を制御入力としたアプローチを提

案し,制御帯域の向上を実現した [5]. 上記研究は路面環境が未知であるという観点から,フィードバック制御のみ

によって遠心力の ZMPへの影響を抑圧している. フィードバック制御のみではシステム固有の不安定零点を完全

に消去することは不可能であり,制御帯域の向上にも限界がある. そこで本稿では,

• 移動環境が平坦地である

• 遠心力外乱値の一定秒未来値が推定可能である

という条件のもと,予見制御および ZPLPFを遠心力を考慮した形に拡張する手法を提案する. 提案法は未来の遠心

力情報を予測し,その影響を考慮した重心軌道を計算する. ロボットの重心位置を生成された重心軌道に追従させ

ることで,遠心力の影響が補償可能となる. また,関連研究として挙げた例が脚車輪型でないことからも,脚車輪型

において遠心力による影響を考慮した研究が存在しないという現状がわかる. よって,脚車輪型における遠心力の

影響の補償制御系設計について議論を行うことは有意義であると考えられる. 本稿では,予見制御に基づく方法と,

ZPLPFに基づく方法 2種類による遠心力補償法をシミュレーション及び実機実験によって検証し,有効性を示す.

9.3 第二部の構成
最後に,第二部の構成を述べる. 第 10章では,脚車輪型移動ロボットの全身運動生成法について述べる. 第 11章

では, ZMPに基づいた脚車輪型移動ロボットの高機動化制御手法について述べ,予見制御及び ZPLPFに基づいた

重心軌道生成法について述べる. 最後に第 12章では,遠心力の影響を考慮した場合の重心軌道生成法の詳細を述

べる.

本章では,本研究で扱う４脚４輪型移動ロボットのモデリングを行う. また,運動学計算時の数式展開のための

準備を行う.
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9.4 パラメータの定義および運動学計算時に使用する定理の説明
本節では,まず 4脚 4輪ハイブリット型移動ロボットのパラメータの定義を行う. 脚車輪機構のロボットモデル

を図. 10.4に示す.
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第10章 4脚4輪型移動ロボットの運動生成法

ここで,各座標系は以下のように定義される.

• Σw : ワールド座標系

• ΣB : ベース座標系

• Σci
: 車輪と床面の接触座標系

また,

• wpB, Bpci
∈ R3 はそれぞれ Σw から見たベース位置ベクトル, ΣBから見た各脚先位置のベクトル.

• wṗB = vB, ωB ∈ R
3 は Σw から見たベースリンク速度と角速度であり, ξB = [vB ωB]T とする. Φ =

[

φ θ ψ
]T は

ベースリンクのロール・ピッチ・ヨー角.

• θlegi = [θ1i θ2i · · · θNi]
T ∈ RN は各脚の関節角度ベクトル.

ここで, Nは脚機構の駆動自由度を示す. 車輪走行時に関する関節パラメータは, θwheeli = [γi φi]
T である. ここで,

γi は車輪ステアリング軸回転角, φiは車輪の回転角である. iは各脚のインデックスを表し,最終的に各脚の各回転

角情報は θi = [θT
legi
θT

wheeli
]T ∈ Rn=N+2 とまとめられる.

次に,運動学計算に利用する公式を列挙する. 角速度ベクトル xωy と姿勢行列 xRy の関係式は,以下のように表

現される.

xṘy = xω∧y ·
xRy (10.1)

xωy = (ln xRy)∨ (10.2)

ここで, ∧は 3 × 1のベクトルを, 3 × 3の歪対称行列に変換するベクトルであり,ベクトル同士の外積計算を行列

とベクトルによる積の計算に変換することができる. ∧の逆の作用, 3 × 3の歪対称行列を 3 × 1のベクトルに変換

するオペレータは, ∨で表される. よって,外積演算は, ∧を用いて演算形式の変換が可能となる. 例えば,以下のよ

うな変形が可能である.

a(∈ R3) × b(∈ R3) = −b × a = −b∧a = a∧b (10.3)

また,式 (10.2)における (ln xRy)∨ は以下のように計算される.

(ln xRy)∨ =
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図 10.1: 関節座標系の定義
図 10.2: リンク機構の定義

ここで,以下のようにおいている.

xRy =


























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





r11 r12 r13

r21 r22 r23

r31 r32 r33
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













(10.5)

θ = cos−1(
r11 + r22 + r33 − 1

2
) (10.6)

式 (10.2)の導出の詳細については,文献 [140]を参照されたい.

10.1 脚車輪型移動ロボットの運動学の基礎
10.1.1 位置と姿勢の計算

まず,各関節座標系の姿勢行列を求める. 本研究では, Denavit-Hartenberg(DH)記法に依存せず, ZXZオイラー角

表現に基づいた座標変換により各関節座標系を関連付ける. 定義した各関節座標系を図 10.1に示す.

各関節は, z軸まわりに回転するよう座標系を定義している. 次に,座標変換行列を以下のように定義する.

Rx(φ) =





































1 0 0

0 cos φ − sin φ

0 sin φ cos φ
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
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


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



(10.7)

Rz(ψ) =





































cosψ − sinψ 0

sinψ cosψ 0

0 0 1
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

























(10.8)

上記座標変換行列を用いて,各関節の∑

wから見た姿勢行列を求める. まず,図 10.2に示されるように,各脚を胴体

を付け根に,脚先を末端に見立ててツリー構造化する. 関節 iから見た関節 i+1の姿勢行列を iRi+1 とすると, iRi+1
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leg 1,2 ψ1i φi ψ2i

BR1 0 0 θ1

1R2
π
2

π
2

θ2

2R3 0 0 θ3

3R4 0 π
2

θ4

4R5 − π
2

π
2

θ5

leg 3,4 ψ1i φi ψ2i

BR1 0 0 θ1

1R2
π
2

π
2

θ2

2R3 −π 0 θ3

3R4 π π
2

θ4

4R5
π
2

π
2

θ5

表 10.1: ZXZオイラー角

i igi
ipi+1

1 [0 0 − 1a1]T [0 0 − 1b2]T

2 [2a2 0 0]T [2b3 0 0]T

3 [0 − 3a3 0]T [0 − 3b4 0]T

4 [0 0 − 4a4]T [0 0 − 4b5]T

(a) leg 1, 2

i igi
ipi+1

1 [0 0 − 1a1]T [0 0 − 1b2]T

2 [2a2 0 0]T [2b3 0 0]T

3 [0 − 3a3 0]T [0 − 3b4 0]T

4 [0 0 − 4a4]T [0 0 − 4b5]T

(b) leg 3, 4

表 10.2: ローカル関節座標系におけるリンク重心位置・次関節座標原点位置

は

iRi+1 = Rz(ψ1i)Rx(φi)Rz(ψ2i) (10.9)

となる. ここで,各脚の ψ1i, ψ2i, φi を表 10.1にまとめた. 表 10.1に従い iRi+1 を求めると,
∑

w から見た各関節の姿

勢行列は以下のように求まる.

wRi =
wRB

BR1 . . .
i−1Ri (10.10)

以上より,各関節座標系の姿勢行列が求められた.

次に,各関節座標系原点の位置・各リンク重心の位置・脚先位置を求める. 図 10.2に示されるパラメータ iai,
ibi+1

を用いて,
∑

i からみた
∑

i リンクの重心位置ベクトル igi,
∑

i+1 座標原点位置ベクトル ipi+1 と定義すると,各脚に

おける igi,
ipi+1は表 10.2にまとめられる.

∑

i+1からみた各リンク重心位置および各関節座標系原点位置を wgi,
wpi

とすると,それぞれ以下のように求められる.

wpi =
wpi−1 +

wRi−1
i−1pi (10.11)

wgi =
wpi +

wRi
igi (10.12)

次に各脚先位置 wpci
を求める. 脚先位置は,

∑

wからみた車輪回転軸中心から,半径 R[m]下の位置であると定義す

る (図 10.3).

wpci
= wp5 −





































0

0

R





































(10.13)
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図 10.3: 接地点の定義

最後に,ロボット全体の重心位置 wpCoG は,各リンク重心位置と,各リンク質量 miから以下のように求められる.

wpCoG =

∑N
i=0 mi

wgi
∑N

i=0 mi

(10.14)

10.1.2 リンク先端速度の計算

次に各関節座標系原点・各リンク重心・脚先の速度・加速度を求める. まず簡単のため,ベース座標系∑

Bから

みた各関節座標系原点速度を求める. 各関節座標系の回転軸ベクトルを ai とおいた. 各関節座標系原点の角速度
wωi は,

Bωi =
Baiθ̇i (10.15)

のように求まる. 次に各関節座標系原点の速度 wṗiを求める.
∑

Bから見た各関節座標系の位置は,注目する関節座

標系 iに至るまでの関節角を含んだベクトル θi = [θ1 θ2 . . . θi]
T により,

Bpi = f(θi) (10.16)

と表現される.よって,各関節座標系原点の速度は,

Bṗi =
∂f(θi)

∂θi

θ̇i (10.17)

となる. ここで,
∂f(θi)

∂θi
はヤコビ行列と呼ばれる. 上式は解析的に求めることができるが,マニピュレータの機構が

複雑な場合計算が煩雑となる. この時,ヤコビ行列は解析的なアプローチの代替として以下のように数値的に求め

ることができる [141].

Bṗi =

i−1
∑

j=1

(Ba j × (Bpi −
Bp j)θ̇ j) (10.18)

すると,脚先速度 Bṗci
は下記のように求められる.

Bṗci
=

n−1
∑

j=1

(Ba j × (Bpn −
Bp j)θ̇ j) (10.19)
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ここで,脚先速度 Bṗci
は, Bṗ5 に等しく, n = 5である. 上式を行列形式で表現すると,

Bṗci
=

[

Ba1 × (Bp5 −
Bp1) Ba2 × (Bp5 −

Bp2) . . . Ban−1 × (Bpn −
Bpn−1)

]






















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
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

θ̇1

θ̇2

...

θ̇n
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
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




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











= Jaco(θ)θ̇ (10.20)

となる. ここで, θ = [θ1 θ2 . . . θn]T = [θ1 θ2 θ3 γ φ]T である.

以上の計算は,
∑

Bを基準としたものである. 産業用マニピュレータのように,ベースリンクが固定されている場

合には, 以上の計算のみを考えれば良い. しかし, 本研究のようにベースが浮遊リンクである場合には, ベースの

運動も考慮する必要があり,ベース運動も考慮する場合は,ワールド座標系∑

wを基準とした速度を求めればよい.

ワールド座標系から見た脚先速度 wṗci
は,式 (10.13)を微分することにより得られる.

wṗci
= wṗB +

wṘB
Bpci
+ wRB

Bṗci
(10.21)

ここで, wṘB
Bpci
は式 (10.1)および式 (10.3)により,以下のように求められる.

wṘB
Bpci
= wω∧B · (

wRB
Bpci

) = −(wRB
Bpci

)∧ · wωB = −(wRB
Bpci

) × wωB (10.22)

式 (10.20)および式 (10.22)を式 (10.21)に代入すると,

wṗci
= wṗB − (wRB

Bpci
) × wωB +

wRBJacoθ̇ =
wṗB − (wRB

Bpci
)∧wωB +

wRBJacoθ̇

=

[

I3×3 −(wRB
Bpci

)∧ wRBJaco

]


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

wṗB

wωB

θ̇
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
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











= Jext
acoq̇ (10.23)

となる. ここで, Jext
aco はベースの運動も考慮したヤコビアンであり, 拡張ヤコビアンと呼ぶことにする. また,

q̇ = [wṗT
B

wωT
B
θ̇T ]T = [ξT

B
θ̇T ]T である.

10.1.3 重心速度・運動量の計算

次に,重心の速度および運動量の計算法を示す. ロボットの重心位置は,式 (10.14)のようにして求められる. 式

(10.14)を∑

Bを基準とした式に変更し,時間微分を行うと,

BṗCoG =

∑N
i=0 mi

Bġi
∑N

i=0 mi

(10.24)

となる. ここで, Bġi は式 (10.18)と同様に以下のように求まる.

Bġi =

i
∑

j=1

(Ba j × (Bgi −
Bp j)θ̇ j) (10.25)
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上式を行列形式で表現すると,

Bġi =

[

Ba1 × (Bgi −
Bp1) Ba2 × (Bgi −

Bp2) . . . Bai−1 × (Bgi −
Bpi) 0

]


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(10.26)

= BJi
Gθ̇ (10.27)

となる. 以上により,

BṗCoG =

∑N
i=1 mi

BJGi
θ̇

∑n
i=1 mi

=

∑n
i=1 mi

BJGi

∑N
i=1 mi

θ̇ = BJGθ̇ (10.28)

となる. ここで, BJG は重心ヤコビアンと呼ばれ,所望の重心運動を実現するために用いられる.

次に,ワールド座標系∑

w から見た重心速度を導出する. 重心位置は,

wṗCoG =
wṗB +

wRB
BṗCoG (10.29)

のように表せ,時間微分および脚先速度の計算式 (10.23)の導出と同様の式展開により,以下のように求められる.

wṗCoG = wṗB − (wRB
BpCoG) × wωB +

wRB
BJGθ̇ =

wṗB − (wRB
BpCoG)∧wωB +

wRB
BJGθ̇ (10.30)

=

[

I3×3 −(wRB
BpCoG)∧ wRB

BJG

]
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θ̇
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



= Jext
G q̇ (10.31)

ここで, Jext
G
を拡張重心ヤコビアンと呼ぶことにする. 本稿で示した重心ヤコビアンの計算法は,必ずしも計算効率

が良いとは言えない. 重心ヤコビアンを解析的に利用するアプローチは従来用いられており [142],杉原ら [143],

Choiら [144]が効率の良い計算法を提案しているので参考にされたい.

次に,ワールド座標系 ∑

w からみたロボット重心の運動量を求める. 各リンク重心の並進運動量 wPi は,以下の

ように求められる.

wPi = mi
wġi (10.32)

ここで,

wgi =
wpi +

wRi
igi (10.33)

wġi =
wṗi +

wṘi
igi =

wṗi − (wRi
igi)
∧wω (10.34)

である. よって, wPi は以下のようになる.

wPi = mi
wṗi − mi(

wRi
igi)
∧wωi =

[

miI3×3 −mi(
wRi

igi)
∧

]


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



= IPi
ξi (10.35)

次に,各リンク重心の∑

w から見た角運動量 wPi は以下のように求められる.

wLi =
wgi ×

wPi +
wIi

wωi (10.36)
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ここで, wIgi
は∑

w から見た各リンクの回転軸まわりの慣性テンソルであり,以下のように求められる [145].

wIgi
= WRi

iIgi

WRT
i (10.37)

iIgi
はリンク重心周りの慣性テンソルを基に,並行軸の定理によって以下のように求まる.

iIgi
= mi

igT
i

igi + Igi
(10.38)

本稿では,各リンクは一様密度,縦横高さが lx, ly, lz の直方体であるという仮定をおく. この時, Igi
は以下のように

求まる.

Igi
=
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12
0 0
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l2x+l2z

12
0

0 0
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(10.39)

式 (10.36)を式 (10.35)に代入し,式変形を施すと,以下のようになる.

wLi = mi
wg∧i

wṗi + (wIi + mi
wg∧i (wRi

igi)
T )wωi =

[

mi
wg∧

i
(wIi + mi

wg∧
i

(wRi
igi)

T )

]
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wṗi

wωi





















= ILi
ξi (10.40)

次に, wṗi,
wωi を求めよう. wṗi は,

wṗi =
wṗB +

wṘB
Bpi +

wRB
Bṗi =

wṗB − (wRB
Bpi)

∧wωB +
wRB

Bṗi (10.41)

である. ここで, Bṗi は式 (10.20)と同様に以下のように求まる.

Bṗi =

[

Ba1 × (Bpi −
Bp1) Ba2 × (Bpi −

Bp2) . . . Bai−1 × (Bpi −
Bpi−1) 0

]























































θ̇1

θ̇2

...

θ̇N























































= BJpi
θ̇i (10.42)

よって,

wṗi =
wṗB − (wRB

Bpi)
∧wωB +

wRB
BJpi
θ̇i (10.43)

となる. 次に wωi は,

wωi =
wωB +

wRB(Bω1 +
Bω2 + . . . +

Bωi)

= wωB +
wRB

[

Ba1
Ba2 . . . Bai 0

]
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= wωB +
wRB

BJωi
θ̇i (10.44)
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となる. 式 (10.43)と (10.44)をまとめると,以下の関係式を得ることができる.
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(10.45)

ξi = Ji q̇ (10.46)

以上より, wPi および wLi は式 (10.35)(10.36)に式 (10.46)を代入することで,

wPi = IPi
Jiq̇ (10.47)

wLi = ILi
Jiq̇ (10.48)

となる. ロボット全体の運動量 wP, wLを考えると,

wP =

N
∑

i=0

IPi
Jiq̇ = JPq̇ (10.49)

wL =

N
∑

i=0

ILi
Jiq̇ = JLq̇ (10.50)

となる. 本稿では JPは並進運動量ヤコビアン, JLは角運動量ヤコビアンと呼ぶ. 文献 [146]では並進運動量ヤコビ

アンが, [147]では角運動量ヤコビアンを用いた運動生成がそれぞれ用いられた. 梶田らが提案する分解運動量制

御の文献 [148]では,本稿で定義した並進・角運動量ヤコビアンを慣性行列と定義し,ツリー構造化したマニピュ

レータの末端からの繰り返し計算により,効率良く計算している. 文献 [149]では,並進・角運動量ヤコビアンを

Centroidal momentum matrixと呼び,導出法を詳細に記述している. いずれの文献も求まるものは同一であるため,

実装時は最も計算効率の良いものを選ぶべきである.

10.1.4 速度次元における微分逆運動学

次に,作業空間における重心やリンク先端の速度および運動量を,各関節の角速度にマッピングする方法につい

て述べる. 位置の次元において得られた幾何学的な拘束条件を微分することにより,速度次元の運動学的拘束条件

が得られる. 速度次元の運動学的拘束条件は,作業空間の速度ベクトルと関節角速度ベクトルに関して,ヤコビア

ンを介してアフィン形として得られることは,前項にて説明してきた. この問題を解くことで所望の関節動作を得

ることを,本稿では速度次元の微分逆運動学と呼ぶことにする. 本稿では,特に速度次元の微分逆運動学計算法に

ついて述べる.

解くべき式として,以下の式を考える.

ṗ = Jacoθ̇ (10.51)

ここで, θ̇ ∈ Rn, ṗci
∈ Rm とする. θ̇について解くと,以下の関係式が得られる [150].

θ̇ =



































J−1
aco

Bṗci
(n = m)

J#
aco

Bṗci
(n < m)

J
†
aco

Bṗci
+ (I − J

†
acoJaco)θ̇null (n > m)

(10.52)
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ここで,

J#
aco = Jaco(JT

acoJaco)−1 (10.53)

J†aco = JT
aco(JacoJT

aco)−1 (10.54)

であり, J#
aco, J

†
aco は擬似逆行列と呼ばれる. n < mの場合の解は,

J =
1

2
||Jacoθ̇ −

Bṗci
||2 (10.55)

なる評価関数を最小化する最小二乗問題を解くことと等価であり,この時のマニピュレータは劣駆動マニピュレー

タと呼ばれる. n > mの解において θ̇null = 0とした場合の解は,

J =
1

2
||θ̇||2 (10.56)

なる関数を Jacoθ̇ =
Bṗci
なる等式制約のもと最小化する問題と等価であり,この時のマニピュレータは冗長マニピュ

レータと呼ばれる. ここで, θ̇null は零空間入力であり,冗長自由度を用いた障害物回避や特異姿勢回避に用いられ

る. また,最小化問題において以下のように重み付けを行うことで,各関節のタスク達成への寄与分 (ここでは,脚

先の速度への寄与分)を調節することができる [143].

min J =
1

2
||θ̇||2W (10.57)

s.t Jacoθ̇ =
Bṗci

(10.58)

ここで, W = diag {ω1, ω2, · · · , ωn}は重み行列である. 上式はラグランジュの未定乗数法によって解析的に解かれ,

解は以下のようになる.

θ̇ =W−1JT
aco(JacoW−1JT

aco)−1ṗci
(10.59)

wpci
, wpCoG を実現する関節速度を求める逆運動学問題を解く場合も,以上の計算と同様な計算を行えば良い. ここ

で, J−1
acoは, Jacoにランク落ちが生じている場合は求めることができないことに注意が必要である. ランク落ちが生

じるマニピュレータの姿勢は特異姿勢と呼ばれる. この特異姿勢問題を避けるため, (1)マニピュレータの運動計

画の段階で特異姿勢を避けるよう計画する,という単純な方法から, (2)冗長性を活用して特異姿勢に陥らないよ

うにする方法 [150], (3)擬似逆行列を意図的に用いる方法 [151], (4)特異姿勢近傍において数値的に不安定となら

ないよう工夫を設ける方法 [152, 153]等が適用される. (3)は特異点近傍においてチャタリングが発生するため好

ましくなく,文献 [152, 153]で提案される方法はその問題を解決するための手法である.

10.1.5 複数の拘束条件を考慮した逆運動学

前節までに述べた逆運動学計算は,脚先または重心の運動を実現する関節角速度を独立に求める方法であった.

本節では,それらを双方考慮する場合の逆運動学計算法を述べる. 本節では式 (10.23)と式 (10.49)をそれぞれ拘束

条件と呼び,二つの拘束条件を同時に実現する場合を考える.
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10.1.5.1 連立による方法

一つ目の方法として,二つの式を連立して解く方法がある.
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(10.60)

ここで, q̇ ∈ Rm1 , ṗci
∈ Rm1 , wP ∈ Rm2 とすると, n ≤ m1 +m2であれば目標とする二つの運動 ṗci

, wPを同時に実現で

きる. n ≥ m1 +m2となる場合は,式 (10.55)に示されるように最小二乗の意味で二つの拘束条件が達成される解が

求まる. この時,二つの拘束条件がどのように達成されるかについては明確な指針を設定することはできない.

10.1.5.2 重み付き最小二乗法による方法

二つの拘束条件を重みづけた形で解く方法が容易に思いつく. つまり,逆運動学問題を以下の評価関数を最小化

する最適化問題として定式化すればよい.

min J = ||ṗci
− Jext

acoq̇||2Q + ||
wṖ − JPq̇||2R (10.61)

このように,それぞれの拘束条件の誤差に関する重み付き最小化問題として定式化することで,それぞれの拘束条

件が重み付けられた形で解くことができる. 上記最適化問題は,以下の二次計画問題に帰着する.

min J =
1

2
q̇T Gq̇ − q̇T f (10.62)

with G = JextT

aco QJext
aco + JT

PRJlP

f = JextT

aco Qwṗ
re f
ci
+ JT

PRṖre f

ここで,制約条件については考慮しない. 評価関数を q̇で偏微分したものを 0とおくことで,評価関数を最小化す

る q̇が以下のように解析的に求まる.

q̇ = G−1f (10.63)

重み行列 Q, Rを適切に設定することで,拘束条件所望の運動を重みに従って実現する各関節角速度が求まる.

10.1.5.3 優先度付き逆運動学による方法

２つの拘束条件を考えた時,それぞれの拘束条件に優先度をつけることを考える. 例えば,重心の拘束条件を脚

の拘束条件よりも優先したい状況を考え, n ≥ m1, n ≥ m2 である場合を考える. 最小化する最適化問題を下記のよ

うに設定する.

min J =
1

2
(q̇ − q̇0)T (q̇ − q̇0)

s.t. JPq̇ = wP (10.64)

ここで, q̇0は, Jext
acoq̇ = wṗci

の解である. 上記の問題を解くと,まず運動量の拘束条件が実現され,余った冗長自由度

を用いて脚先の拘束条件が実現される. つまり,運動量の拘束条件が優先されるのである. 上述の問題は,不等式拘
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図 10.4: WLMRの三次元モデル

図 10.5: 接地面の概要: lci
, tci
および nci

は単位ベクトル

束条件が存在しない場合は,以下のような解が得られる.

q̇ = J
†

P
wP + (I − J

†

P
JP)q̇0 (10.65)

q̇0 = wJext
aco
†wpci

(10.66)

上記の解の形式では, q̇0 は零空間入力と呼ばれる.

10.2 脚車輪型移動ロボットの運動生成
本節では,脚車輪型移動ロボットの運動生成,すなわち作業空間における所望の重心動作や脚動作・車輪動作を

実現する逆運動学計算法について述べる. まず,脚車輪型移動ロボットに特有な運動学的拘束条件について述べる.

続いて,逆運動学計算により,拘束条件下を考慮しながら,作業空間における所望の運動を実現する各関節動作を

計算する方法について述べる.

10.2.1 脚車輪型移動ロボットのための運動学的拘束条件

本章では,脚車輪型移動ロボットの機構による拘束を考慮した運動生成を行うための拘束条件を定義する. 脚車

輪型移動ロボットは,脚機構と車輪機構を有するため,それぞれの機構に応じた拘束条件の定義が必要となる. 本

稿では,適切な拘束条件の定義方法を述べる.

10.2.1.1 車輪に関する拘束条件

一般的に, WLMRの運動学的拘束条件は,車輪の横滑りに関する定式化を基に定義し,横滑りが零となる拘束条

件を求める. [128, 129, 132–134, 154]. 接地点における滑りは,以下のように表現される.

vsi
= wṗci

− wRci
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(10.67)
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ここで, vsi
i脚の接地点における滑りであり, Rは車輪の径である. wRci

= [tci
lci

nci
]の詳細を,図 10.5に示す. nci

は接地点座標系の法線ベクトル, tci
は接地点座標系の (法線の垂直方向)ベクトル,そして lci

= nci
× tci

は横方向ベ

クトルである. 本稿では,設置点面は平坦であると仮定する. よって, nci
= [0 0 1]T となる. 次に, tci

は以下のよう

に求められる.

tci
=

zφi
× nci

|zφi
× nci
|

(10.68)

ここで, zφi
は車輪の回転軸ベクトルである. 次に, wṗci

は順運動学計算により以下のように表現される.

wpci
= wpB +

wRB
Bpci

(10.69)

wṗci
= wṗB +

wṘB
Bpci
+ wRB

Bṗci
. (10.70)

ここで, wṘBは wṘB =
wω∧

B
· wRBのように表現される. よって,以下のように変形できる.

wṘB
Bpci
= wω∧B · (

wRB
Bpci

) = −(wRB
Bpci

)∧ · wωB = −(wRB
Bpci

) × wωB (10.71)

Bṗci
は以下のように表現される.

Bṗci
=
∂Bpci

∂θlegi

θ̇legi +
∂Bpci

∂γi

γ̇i = Jlegiθ̇legi + Jγi
γ̇i (10.72)

ここで, Jlegi ∈ R
3×3, Jγi

∈ R3×1 はマニピュレータ・ヤコビアンであり,以下のようにして求められる.

Jlegi =

[

zθ1i
× aθ1i

zθ2i
× aθ2i

zθ3i
× aθ3i

]

(10.73)

Jγi
=

[

zγi
× aγi

]

(10.74)

ここで, zxは回転軸ベクトルであり, ax(= Bpci
− Bpx)は各脚における各関節軸の中心と接地点をつなぐベクトルで

ある. よって, (10.67)は以下のように変形される.

vsi
= wṗB − (wRB
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wRB(Jlegiθ̇legi + Jγi
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(10.75)

一般的に,横滑りを防ぐため, vsi
は 0に設定される. これにより,車輪接地点における横滑りが発生しない拘束条

件を満たすような全身運動が生成される. 計算の簡単化のため,式 (10.78)に wRT
B
を左から乗じると,以下の式を

得る.

0 = wRT
B

wṗB −
Bpci
× wωB + Jlegiθ̇legi + Jγi

γ̇i −
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(10.76)

そして,式 (10.76)は行列形式で以下のように表現される.
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B
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(10.77)

= JBi
ξB + Jvel

Wi
θ̇i (10.78)

ここで, JBi
∈ R3×6, ξB = [wṗT

B
wωT

B
]T ,そして, Jvel

Wi
∈ R3×n である.

126



10.2.1.2 脚に関する拘束条件

前節にて述べた横滑り零の拘束条件を考慮することで,滑りの発生を妨げるような車輪移動を実現できる. ここ

で,もし脚先位置を明示的に指定しない場合,

[

θ̇legi γ̇i φ̇i

]T

に関する様々な組みわせの解が生じうる. そこで,脚

先に関する拘束条件を別途定義する必要がある. [129]. 我々の研究では,式 (10.72)を接地点に関する運動学的拘束

条件とし,以下のような行列形式で表現する.
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[
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= Jvel
Li
θ̇i. (10.79)

上記拘束条件により,各脚の接地点を任意の位置に制御可能となる.

10.2.2 旋回運動生成時の問題点

10.2.2.1 問題点 1

各脚毎の拘束式式 (10.78)および (10.79)を同時に達成するための逆運動学計算法を考える. 最も単純な方法は,

それぞれの拘束式を以下のように連立して解けばよい.
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ここで,
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の係数行列に着目する. 係数行列のランク rは,
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となる. ここで, r = 6であれば,行フルランクとなり,係数行列の擬似逆行列が存在する. しかし r < 6の場合は,擬

似逆行列は存在せず,逆運動学解を求めることができない. 例えば, BRci
= I3×3の時, r = 4となる. つまり設置点座

標系がベース座標系と平行であるとき, WLMRは特異姿勢であると言える. この問題を,本稿では問題点１と定義

する.
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10.2.2.2 問題点 1の解決法: 選択行列を用いたランク落ちの防止

問題点１を解決する方法として,それぞれの拘束式の成分を選択行列によって選択することで,ランク落ちを防

ぐ方法が容易に思いつく. ランク落ちを防ぐための選択行列の組み合わせとして様々な組み合わせが考えられる.

例えば, x成分意外を削減する選択行列 Sx は Sx = [1 0 0]となる. 以降では, Sx を用いてランク落ちを防いだ場合

の例を示そう. 選択行列を用いた場合の連立方程式は以下のようになる.
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次に,式 (10.82)は以下のようにまとめられる.

ṗi = Jvel
Bi
ξB + Jvel

i θ̇i (10.83)

ここで, Jvel
B
∈ R4×4, Jvel

i
∈ R4×nである. 全ての脚 (脚数を kとする)に関する拘束式を考慮した場合の拘束式は以下

のようになる.























































ṗ1
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(10.84)

Ṗ = Jvel
B ξB + Jvelθ̇ (10.85)

ここで, Jvel
B
∈ R4k×4, Jvel ∈ R4k×nk である. 次に,全ての脚の拘束式を考慮し,かつベース位置の任意の並進および角

速度を実現する逆運動学解は以下のように求まる.

θ̇ = Jvel†(ṗre f − Jvel
B ξ

re f

B
) + (I − Jvel†Jvel)unull (10.86)

ここで, J† は Jの擬似逆行列であり, unull は零空間入力である.

10.2.2.3 問題点 2

本節では, γi についての逆運動学解計算時の問題点について述べる. まず,式 (10.74)における係数行列 Jγi
に着

目しよう. 脛 Yaw軸 γi の回転軸ベクトルが,接地面と垂直となる時,脛 Yaw軸の回転中心位置ベクトルと接地点

位置ベクトルの差ベクトル aγi
= Bpci

− Bpγi
は,回転軸ベクトル zγi

と平行となる. この時, Jγi
は零ベクトルとなる.

これは, γ̇i についての逆運動学解が常に零になることを意味し,三次元的な運動を許容するWLMRにおける特異

姿勢として指摘されている [129] [131]. この問題を問題点２と定義しよう. 本稿では,文献 [129] [131]において提

案されている解決法以外の方法で,問題点 2を解決する. 問題点 2を図示すると,図 10.6(a)のようになる. 厳密に

は, θ̇1i についても,図 10.6(a)のような姿勢において問題が生じる. この問題は,問題 1の解決法のように選択行列

を用いることで回避することができる. また,後に問題点 2の解決法として述べる方法を同様な手順で適用するこ

とが可能であるが,紙面の都合上省略する.
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zγ
zγ // aγ

Jγ = 0

γ̇
ref = 0

(a) Case 1

	

zθ1

aθ1

zθ1 // aθ1

Jleg = [0 zθ2 × aθ2 zθ3 × aθ3 ]

θ̇ref
1

= 0

(b) Case 2

図 10.6: 問題点 2の説明図

10.2.2.4 問題点 2の解決法 1: 解析解に基づくアプローチ

式 (10.76)において, BRγi
は γi を含んでいる. この式に着目し, γi について解析的に解くことを考える [129]. 今,

wRT
B

wṗB = v (10.87)

とおき,式 (10.76)の第 2行成分について展開すると,

0 = {cos θ1 sin γ − sin θ1(cos θ2 cos θ3 cos γ − sin θ2 sin θ3 cos γ)}{−B pc(y)ωz +
B pc(z)ωy + vx +

B ṗc(x)}

+ {sin θ1 sin γ + cos θ1(cos θ2 cos θ3 cos γ − sin θ2 sin θ3 cos γ)}{B pc(x)ωz −
B pc(z)ωx + vy +

B ṗc(y)}

+ {cos θ2 sin θ3 cos γ + sin θ2(cos θ3 cos γ}{−B pc(x)ωy −
B pc(y)ωx + vz +

B ṗc(z)}

= {cos θ1(−B pc(y)ωz +
B pc(z)ωy + vx +

B ṗc(x)) + sin θ1(B pc(x)ωz −
B pc(z)ωx + vy +

B ṗc(y))} sin γ

+ {− sin θ1 cos θ2 + θ3(−B pc(y)ωz +
B pc(z)ωy + vx +

B ṗc(x)) + cos θ1 cos (θ2 + θ3)(B pc(x)ωz

− B pc(z)ωx + vy +
B ṗc(y)) + sin (θ2 + θ3)(−B pc(x)ωy −

B pc(y)ωx + vz +
B ṗc(z))} cos γ (10.88)

となる. ここで, v = [vx vy vz]
T , ω = [ωx ωy ωz]

T , Bpc = [B pc(x) B pc(y) B pc(z)]T である. さらに,記述の簡単化のため,

a = −B pc(y)ωz +
B pc(z)ωy + vx +

B ṗc(x) (10.89)

b = B pc(x)ωz −
B pc(z)ωx + vy +

B ṗc(y) (10.90)

c = −B pc(x)ωy −
B pc(y)ωx + vz +

B ṗc(z) (10.91)

と置く. (10.88)式より,

tan γ =
sin γ

cos γ
(10.92)

=
− sin θ1 cos (θ2 + θ3)a + cos θ1 cos (θ2 + θ3)b + sin (θ2 + θ3)c

cos θ1a + sin θ1b
(10.93)

=
d

e
(10.94)
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となる. よって,所望のステアリング角度 γcmd は以下のように求まる.

γcmd = atan2(d, e) (10.95)

ここで, atan2(d, e)は C言語において実装されている, tan−1( d
e
)を計算する関数である. atan2()は, −πから πの範

囲の値を返す関数であるが, −πと πの間で不連続な切り替えが生じることに注意して実装しなければならない.

10.2.2.5 問題点 2の解決法 2: 数値解に基づくアプローチ

本項では, 問題点 2 を数値的な解に基づいて解決する手法を提案する. 問題点 2 は, Jγi
= 0 となる姿勢（特

異姿勢）において生じる問題である. 同様な問題は,非ホロノミック移動マニピュレータ (Non-holonomic Mobile

Manipulators: NMMs)において生じており [155],加速度次元の運動学に適切な工夫を施すことで問題を解決して

いる. 本節では,本研究にて用いているWLMRにおいても,加速度次元の運動学に適切な工夫を施すことによって

問題１が解決できることを示す. ここで,加速度次元における車輪の拘束式は,式 (10.76)を時間に関して微分する

ことで得られる.
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= 0 (10.96)

ここで,

wṘT
B = (wω∧B

wRB)T (10.97)

BṘci
= ˙(BRγi

γi Rci
) = BṘγi

γi Rci
+ BRγi

γi Ṙci
= Bω∧γi

BRci
+ BRγi

γiω∧ci

γi Rci
. (10.98)

である. また, γiω∧ci
は式 (10.2)から得られ, Bωγi

は以下のように変形される.

Bωγi
= Bωθ1i

+ · · · + BωθNi
+ Bωγi

= (zθ1i
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θ̇2i + · · · + zθNi
θ̇Ni) + zγi

γ̇i

=

[

zθ1i
zθ2i

· · · zθNi

]























































θ̇1i

θ̇2i

...

θ̇Ni























































+ zγi
γ̇i = Jωlegiθ̇legi + Jωγi

γ̇i (10.99)

ここで, Jω
legi
=

[

zθ1i
zθ2i

· · · zθNi

]

∈ R3×N , Jωγi
= zγi

∈ R3 である. よって,以下の式を得る.

Bω∧γi
= (Jωlegiθ̇legi)

∧ + Jωγi

∧
γ̇i (10.100)
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ここで得られた γ̇iの係数ベクトルは,問題点 2における姿勢において零ベクトルとならない. 最終的に,式 (10.96)

は以下のように表現される.
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∧
BJlegiθ̇legi + J̇legiθ̇legi + Jγi

γ̈i − (Jωlegiθ̇legi)
∧BRci





































Rφ̇i

0

0





































+ BRγi

γiω∧ci

γi Rci





































Rφ̇i

0

0





































(10.101)

= JBi
ξ̇B + Jacc

Wi
θ̈i + bWi

(10.102)

ここで, Jacc
Wi
∈ R3×n, bWi ∈ R3 である. 次に,加速度次元における各脚接地点に関する拘束を導出する. 拘束条件は,

式 (10.72)を時間微分することで得られる.

Bp̈ci
= Jlegiθ̈legi + Jγi

γ̈i + J̇legiθ̇legi + J̇γi
γ̇i =

[

Jlegi J̇γi
0
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γ̈i

= Jacc
Li
θ̈ + bLi

(10.103)

ここで, Jacc
Li
∈ R3×n, bLi

∈ R3 である. ここで, θ̈i = [θ̈T
legi

γ̇ φ̈]T は速度/加速度が混合されたベクトルとなっているこ

とに注意されたい. 以上に述べた加速度次元における拘束条件により,式 (10.102)における γ̇i の係数ベクトルは

非零となる. これは,問題点 2における特異姿勢においても係数ベクトル非零となることを意味し,逆運動学計算

によって得られた γ̇i
cmd は非零となる. しかしながら, φ̇i = 0の時には, γ̇i の係数ベクトルは零ベクトルとなる. す

なわち,ロボットの移動速度が低速度域の場合に解が不安定となり,振動的となることを意味する. この問題は,文

献 [156]によって報告されており,文献中では解決策として逆運動学演算に工夫を加える方法が提案されているの

で,参考にされたい.

10.2.2.6 問題点 3

問題点１を解決する方法として,選択行列を用いる方法を述べた. しかし,この方法には, WLMRの有する潜在

的な自由度を削減してしまうという問題点がある. 例えば,式 (10.82)では脚先拘束の成分を x方向のみに限定し

た. これは,本来制御可能である y方向成分を制御不可能としていることになる. 本稿ではこの問題を問題点３と

定義する. 厳密に言うと,脚先滑り拘束における y成分 (y方向への滑り)をあえて発生させることを利用して脚先

方向を制御することは可能である. しかし,このような制御方法は直感に反する. よって, y方向への滑りを発生さ

せないという拘束条件を達成しつつ, y方向への脚先動作を可能とするような運動生成が実現可能となることが望

ましい.

10.2.2.7 問題点 3の解決法: 優先度を考慮した微分逆運動学による解決

問題点 3は,車輪に関する拘束と,脚に関する拘束を同時に実現する解を求める際に発生していた. よって,二つ

の拘束式を別途解くことで問題を回避できる. 例えば, ṗhigh ∈ R
lを優先度の高いタスク, ṗlow ∈ R

mを優先度の低い
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図 10.7: 問題点 3の説明図

タスクとしよう. タスクとは,実現すべき作業空間の目標量であり,本研究ではベース並進速度や角速度・各脚接

地点速度や加速度に相当する. q̇ ∈ Rnはロボットの自由度を表現するベクトルであり,本研究では関節角速度や角

加速度がまとめられる. ここで, ṗhigh, ṗlow および q̇の関係性は以下のように表現される.

ṗhigh = Jhighq̇high (10.104)

ṗlow = Jlowq̇low (10.105)

ここで,冗長システムの場合 (l,m > n)を考えると,式 (10.104)(10.105)の解は,以下のように表現される [157].

q̇high = J
†

high
ṗhigh + (I − J

†

high
Jhigh)q̇low (10.106)

q̇low = J
†

low
ṗlow + (I − J

†

low
Jlow)unull. (10.107)

このようにして逆運動学解を計算すると,タスク ṗhigh が優先して実現され,残った自由度を用いてタスク ṗlow が

実現される. 上記の方策に従うことで,先述した問題 3を解決できる. 一般的には, WLMRの脚先に滑りを発生さ

せるべきではない. よって,本研究では,車輪に関する拘束を優先すべきタスクとして設定している.

10.2.3 WLMRの全身運動生成と制御法

本章で示した問題 1,問題 2,問題 3を解決する全身運動生成例を示す. 方法として,

• 速度次元における方法

• 加速度次元における方法

の 2種類について述べる.

10.2.3.1 速度次元における逆運動学

速度次元における方法では,問題 2が式 (10.88)を用いて解決され,問題 3が優先度付き微分逆運動学によって

解決される. ここで,全ての脚を考慮した運動学的拘束条件は,式 (10.78)(10.72)を用いて以下のようにして求めら
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れる.
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Bṗc2

...

Bṗck
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θ̇

ṖL = Jvel
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θ̇

(10.108)

ここで, 本研究で用いるロボットでは Jvel
W
∈ R12×20, Jvel

L
∈ R12×20 である. 次に, 所望の関節速度は以下のように求

まる.

θ̇cmd = −Jvel
W

†
JBξB + (I − Jvel

W

†
Jvel

W )θ̇re f (10.109)

θ̇re f = Jvel
L

†
ṖL + (I − Jvel

L

†
Jvel

L )unull. (10.110)

このようにして求められた各関節速度に追従するよう各関節を制御することで,所望の運動を実現することがで

きる. 重心運動を取り扱いたい場合は,重心ヤコビアンや運動量ヤコビアンを用いたタスクを式 (10.108)に加えれ

ば良い. 次章以降では速度次元における逆運動学において,運動量ヤコビアンも考慮することで所望の重心運動を

生成している.

10.2.3.2 加速度次元における逆運動学

提案する加速度次元の方法では,問題 2と問題 3を同時に解決することができる. 式 (10.102)および式 (10.103)

を拘束条件として用い,全ての脚について考慮すると,
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⇒























0 = JBξ̇B + Jacc
W
θ̈ + bW

P̈L = Jacc
L
θ̈ + bL

(10.112)
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となる. ここで,本研究におけるロボットでは Jacc
W
∈ R12×20 and Jacc

L
∈ R12×20 である. そして,逆運動学解は以下の

ように求まる.

θ̈cmd = Jacc
W
†(−JBξ̇B − bW ) + (I − Jacc

W
†
Jacc

W )θ̈re f (10.113)

θ̈re f = Jacc
L
†(P̈L − bL) + (I − Jacc

L
†
Jacc

L )unull. (10.114)

このようにしてもとまった加速度参照値通りに各関節を加速度制御することで,ロボットの所望の動作を実現で

きる.

10.2.4 制御器

ロボットのベースリンク位置および各脚先位置を所望の軌道に追従させるため,速度次元における参照値を以下

のように与える.

wṗ
re f

B
= KpBi

(wpcmd
B − wpres

B ) (10.115)

Bṗ
re f
ci

= Kpci
(Bpcmd

ci
− Bpres

ci
) (10.116)

wω
re f

B
= T(Φ)Φ̇re f (10.117)

Φ̇re f = KpΦ(Φcmd −Φres) (10.118)

ここで, KpBi
, KpBi

,および KpBi
は位置フォードバックのためのゲインである. また, T(Φ)は wωBと Φ̇の変換行列

である. 式 (10.115)-(10.118)を実現する θ̇cmd および γcmd
i
は式 (10.109)および (10.88)によって得られる. そして,

操舵軸である γi を除いた関節のトルク参照値は以下のように表現される.

τre f = Kp j(θ̇
cmd − θ̇res) + τ̂dis (10.119)

ここで, Kp j は速度フィードバックゲインである. 操舵軸 γi のためのトルク指令値は以下のように与える.

τ
re f
γi
= Kp jγ(γcmd

i − γres
i ) + Kd jγ(γ̇cmd

i − γ̇res
i ) + τ̂dis

γi
(10.120)

ここで, Kp jγおよび Kd jγは位置・速度フィードバックゲインである. τ̂disは外乱オブザーバによって推定された外

乱トルクである. 加えて,加速度次元における参照値は以下のように決定される.

wp̈
re f

B
= KpBi

(wpcmd
B − wpres

B ) +KdBi
(wṗcmd

B − wṗres
B ) (10.121)

Bp̈
re f
ci

= Kpci
(Bpcmd

ci
− Bpres

ci
) +Kdci

(Bṗcmd
ci
− Bṗres

ci
) (10.122)

wω̇
re f

B
= T(Φ)Φ̈re f (10.123)

Φ̈re f = KpΦ(Φcmd −Φres) +KdΦ(Φ̇cmd − Φ̇res) (10.124)

ここで, KdBi
, KdBi

,および KdBi
は速度フィードバックゲインである. wω̇Bと Φ̈の関係式は,厳密に言うと wω̇

re f

B
=

T(Φ)Φ̈re f + Ṫ(Φ)Φ̇re f である. ここで, Ṫ(Φ) による影響が充分小さいものとして無視している (Ṫ(Φ) ≃ 0). 式

(10.121)-(10.124)を実現する θ̈cmd および γ̇cmd
i
は式 (10.113)を用いて求められる. そして,操舵軸 γi を除いた各関

節のトルク参照値は以下のように求められる.

τre f =Mnθ̈
re f + τ̂dis. (10.125)
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ここで, Mn ∈ R
20×20 は各関節のノミナルイナーシャを対角成分としたノミナル慣性行列である. 本稿では,ロボッ

トの全関節に DOBを適用することで,ロボットの動力学がノミナル化されているという仮定をおく. つまり, τ̂dis

はノミナル化によるイナーシャのモデル化誤差,干渉力,遠心力,コリオリ力,摩擦力,および外部からの接触力に

よる全ての影響を推定しているという仮定をおいている. 操舵軸 γi のためのトルク参照値は以下のように与えら

れる.

τ
re f
γi
= Kp jγ(γ̇i

cmd − γ̇res
i ) + τ̂dis

γi
. (10.126)

式 (10.113)を解くためには,バイアスベクトル bWi
および bLi

を計算しなくてはならない. 本稿では, bWi
および bLi

を,指令値 (10.121)-(10.124)および (10.113)を用いて計算する. 例えば, ωBは以下のように計算された値を用いる.

ωB =

∫

ω̇cmd
B dt. (10.127)

同様に,式 (10.88)は指令値を用いて計算される. 最後に,全体のブロック図を図 10.9および 10.8に示す.

図 10.8: 加速度次元の全身運動生成ブロック図
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図 10.9: 速度次元の全身運動生成ブロック図

136



第11章 Zero Moment Point (ZMP)に基づいた高機
動化運動生成法

11.1 はじめに: ZMPのダイナミクスの導出と脚車輪型移動ロボットへの適用
本章ではまず, ZMPの概念について述べる. また,剛体多リンクモデルに基づく ZMPの近似計算法について述

べる.

11.1.1 Zero Moment Point (ZMP)

ZMPは, Vukobratovicらによって定義された概念であり,多くの二足歩行ロボットの歩行安定化制御に用いられ

ている [158]. 文献 [145]によれば, ZMPの定義は以下になる.

ZMPの定義✓ ✏
図 11.1.1は,足部における力の分布例である. 加重は接触面全体で同符号であり,足部の境界の内側に存在す

る点に作用する等価な力 Rとしてまとめられる. 力ベクトル Rが通過するこの作用点を Zero Moment Point,

または略して ZMPと呼ぼう.

✒ ✑
直感的な ZMPの理解方法として,支持領域における圧力の中心点であると考えれば良い. さらに文献 [145]の説

明を引用すると, ZMPと転倒危険性について,以下のような記述がある.✓ ✏
図 11.1.1では足裏の圧力分布と ZMPの位置の関係を模式的に表した. (a)では床反力が足裏の全面にほぼ均

等に分布しており, ZMPは接触領域のほぼ中央に存在する. (b)のように床反力が前方へ偏って作用すれば

ZMPも前方へ移動する. さらに (c)のように全床反力を 1点で支えている状況では,その点が ZMPである. こ

の場合,足裏と床面との面接触はもはや保証されず,ほんのわずかな外乱によっても端点まわりに足部の回転

が始まるため転倒の危険性が増大する. それゆえ,安定な歩行のためには接触領域の端からあるマージンを確

保した範囲内に ZMPが位置することが望ましい.

✒ ✑
つまり, ZMPが歩行の安定性に直接影響を与えるのである. よって, ZMPを所望の位置に制御可能であれば,安定

に歩行を継続できる.

ここで, WLMRにおける ZMPの重要性について述べる. WLMRが平面上を移動する時,図 11.3に示されるよう

に各脚の接触点によって支持領域が形成される. ここで, WLMRの高機動化を考える. WLMRの各脚における車輪

が急な回転運動を発生させると,慣性の法則に基づきロボットの上体がその場にとどまろうとする. この時, ZMP

は支持領域の端に移動し, WLMRはピッチ軸まわりの回転し,転倒する危険性がある. この時の様子を図 11.1.1に

示す. また,旋回時を考えると,ロール軸まわりに回転し,転倒する危険性がある. よって,二足歩行ロボットの歩行

制御のみならず, WLMRの高機動化においても, ZMPが制御可能となり,支持領域の中心点近傍に維持されること
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図 11.1: ZMPの定義
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ZMP

図 11.2: ZMPと圧力分布

が望ましい. 本研究は,二足歩行ロボットにおける ZMP制御のアプローチをWLMRに適用・拡張し,その効果を

確認することを目的としている.

11.1.2 剛体多リンクモデルに基づく ZMPの近似計算法

ロボットを集中単質点で近似した,線形倒立振子モデルを図 11.5に示す. ここで, p = [px py pz]
T , c = [x y z]T は

座標系原点を基準とした ZMPおよび重心位置であり, τpは ZMPまわりのモーメント, f, fdisは振子の伸長力およ

び重心に加わる外乱である. 座標系の原点から見た,発生トルク τは,

τ = p × f + τp (11.1)

となる.

次に,重心周りの運動量の変化度に着目する. 並進運動量および角運動量の変化度は,以下のように表される.

Ṗ = Mg + f + fdis (11.2)

L̇ = c × Mg + c × fdis + τ (11.3)

式 (11.3)に,式 (11.1)(11.2)を代入すると,

L̇ = c × Mg + p × (ṗ − Mg − fdis) + c × fdis + τp (11.4)

上式を τp について解くと,

τp = L̇ − c × Mg − p × (ṗ − Mg − fdis) − c × fdis (11.5)
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図 11.3: WLMRの支持領域と ZMP
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図 11.4: ZMPに基づいたWLMRの転倒危険性

となる. ZMPとは, τp = 0となる pのことである. 今,床面は平面であると仮定すると, pz = 0となることは自明で

ある. 11.5の x,y成分について書き下し, px, py について解くと,

xp =
Mgx − (x f dis

z − z f dis
x ) − L̇y

Ṗz + Mg − f dis
z

(11.6)

yp =
Mgy − (y f dis

z − z f dis
y ) + L̇x

Ṗz + Mg − f dis
z

(11.7)

となる. さらに,運動量と原点まわりの角運動量は,

P = Mċ (11.8)

L = c × Mċ (11.9)

となる. それぞれの微分値を計算し,要素ごとを示すと,以下のようになる.
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(11.11)

以上を式 (11.6)(11.7)に代入すると,

xp = x −
z(ẍ − ẍdis)

(z̈ − z̈dis) + g
(11.12)

yp = y −
z(ÿ − ÿdis)

(z̈ − z̈dis) + g
(11.13)
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図 11.5: 単質点倒立振子モデル

上式は,ロボットを集中質点倒立振子モデルで近似した時の ZMP方程式である. ここで, z = zcなる仮定をおき,ロ

ボットの重心が一定に制御されているものとすると, ZMP方程式は更に簡略化され,

xp = x −
zc

g − z̈dis
(ẍ − ẍdis) (11.14)

yp = y −
zc

g − z̈dis
(ÿ − ÿdis) (11.15)

となる. 上記の簡略化されたモデルは,図 11.1.2に示すようなテーブル上に台車が置かれたモデルとして説明でき,

テーブル台車モデルと呼ばれる. テーブル上の台車がテーブルの端に寄ると,テーブルの支持面に働くモーメント

が大きくなり,転倒してしまうことがわかる. 後に述べる ZMPの制御法は,上記モデルを制御対象とし,制御系設

計を行う.

次に,式 (11.14)(11.15)を図 11.6に示すような多質点剛体多リンクモデルでの ZMP方程式に拡張する. ここで,

各リンク質量を mi,重心位置を ci = [xi yi zi]
T ,並進運動量および角運動量を Pi = [Pxi

Pyi
Pzi

]T とすると,以下の関
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図 11.7: WLMR の単質点近似モデル (テーブル台車モ

デル)

係式を得る.

c = (

N
∑

i=1

mici)/M (11.16)

P =

N
∑

i=1

Pi = Mċ =

N
∑

i=1

miċi (11.17)

Ṗ = Mc̈ =

N
∑

i=1

mic̈i (11.18)

L =

N
∑

i=1

Li =

N
∑

i=1

(ci × Pi) (11.19)

L̇ =

N
∑

i=1

(ċi × Pi) +

N
∑

i=1

(ci × Ṗi) (11.20)

以上の関係式を (11.6)(11.7)に代入することで,剛体多リンクモデルにおける ZMP方程式が求まる.

xp =
ΣN

i=1
mi

(

((z̈i − z̈dis
i

) + g)xi − zi(ẍ − ẍdis
i

)
)

ΣN
i=1

mi((z̈i − z̈dis
i

) + g)
(11.21)

yp =
ΣN

i=1
mi

(

((z̈i − z̈dis
i

) + g)xi − zi(ÿ − ÿdis
i

)
)

ΣN
i=1

mi((z̈i − z̈dis
i

) + g)
(11.22)

上式を用いて,各リンク重心の位置および加速度からロボットの ZMPを計算することができる. このようなアプ

ローチは,高西らによって提案された [159]. しかし,高西らをはじめとした ZMPの近似計算に基づく研究は,外乱

による影響 fdisが十分小さいものとしている. 本研究では,重心に加わる外乱 fdisとして遠心力をモデル化し, ZMP

の近似計算の中に組み込む. ZMPはもともと,ヒューマノイドの歩行安定性の指標,または歩行制御系設計時に用

いられる. ヒューマノイドの移動速度域が,遠心力による影響が顕著になる速度域に達していないため, fdisによる

影響を無視しても問題にはならない. しかし, WLMRにおいては,その影響が顕著になる速度域に達しうる. この
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影響については,第 5章にて議論することにし,本章ではこの影響を小さいものとして無視することにする.

11.2 従来法: 予見制御による重心軌道生成
本章では,単質点近似によって導出された ZMP方程式を制御対象のプラントモデルとし,制御器といて予見制

御を用いることで所望の ZMPに実 ZMPを追従可能とする重心軌道を生成する方法 [136]について述べる. 数多

くの研究が予見制御に基づいた重心軌道計画を採用しているため,比較手法として述べる. また,後述する遠心力

を補償するための制御系設計にも,本章で述べる予見制御理論を用いる.

11.2.0.1 予見制御系設計

以降では, ZMP方程式の x成分に対する制御系設計についてのみ記述する. x, y成分は単質点倒立振子モデルに

おいて重心高さ一定の仮定のもと非干渉化されており, y成分に対しても同様の制御系設計が可能である. ZMP方

程式に対して予見制御を適用するため,式 (11.14)を状態方程式表現する. 入力を台車重心のジャークとすると,下

式のようなシステム表現に書き直すことができる.
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u + Ed, u =
d

dt
ẍ (11.23)

xp =

[

1 0 −
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g

]
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(11.24)

上式は以下のように状態方程式の一般形にまとめられる.























ẋ = Ax + Bu + Ed

y = cx
(11.25)

上記のモデルを用いて制御系を構築する. はじめに,式 (12.21),式 (12.22)をサンプリング時間 ∆ tで離散化する.

x[k + 1] = Ad x[k] + Bdu[k] + Edd[k] (11.26)

xp[k] = Cd x[k] (11.27)

ここで,
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次に,現在時刻を k,目標 ZMPを xcmd
p [k],誤差を e[k] = xcmd

p [k]− xp[k]とし,後退差分を利用した拡大系を構成する.

X0[k + 1] = AeX0[k] + Be∆u[k] + GR∆xcmd
p [k + 1] + Gd∆d[k] (11.28)

ここで、
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である. これは,誤差と状態の一階差分値を新しい状態変数とし,入力変数の一階差分値を新しい入力変数とする

拡大系である. これを,誤差のダイナミクスを表すという意味でエラーシステムと呼ぶ. この式において,適切な制

御入力 ∆u[k]を加えることで閉ループ系を安定に制御できれば, k → ∞で X0 → ∞,つまり e[k]→ 0とできる. 式

(11.28)のエラーシステムに対して現在時刻から MR ステップ未来までの目標値,及びMd ステップ未来までの外

乱値が既知であるとして,評価関数を次のように定義する.

J =

∞
∑

k=−M+1

(XT
0 [k]QX0[k] + ∆uT [k]H∆u[k]) (11.29)

ここで, M = max(MR,MD)である. そして,この様な条件を満たす最適制御入力は,予見制御理論により,次のよう

になる.

∆u[k] = F0X0[k] +

MR
∑

j=1

FR[ j]xcmd
p [k + j] +

MD
∑

j=1

FD[ j]d[k + j] (11.30)

ここで、F0 は

F0 = −[H + BT PB]−1BT PA (11.31)

であり、Pは次式の定常の Riccati方程式を満たす正定解である.

P = Q + AT PA − AT PB[H + BT PB]−1BT PA (11.32)

予見フィードフォワード係数 FR[ j]および FD[ j]は次式で表される.

FR[ j] = −[H + BT PB]−1BT{(Ae + BeF0)T}j−1PGR (11.33)

FD[ j] = −[H + BT PB]−1BT{(Ae + BeF0)T}jPGD (11.34)

式（11.30)を u[k]について解き、初期値を 0として変形すると、

u[k] = Fe

k
∑

j=1

e[ j] + Fxx[k] +

MR
∑

j=1

FR[ j]xcmd
p [k + j] +

MD
∑

j=1

FD[ j]d[k + j] (11.35)

という制御入力が得られる. ここで,一般的には外乱による影響はモデルに組み込まないため, Ed = 0である. よっ

て, FD = 0である. この系のブロック図を図 11.9に示す. 式 (11.35)の右辺第 3項が目標値の未来値を利用する予

見動作を示している. 以上の計算によって得られた予見ゲイン Fr を図 11.8に示す.
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図 11.8: 予見ゲイン Fr

11.3 提案法: ZMP方程式の逆システム構築による重心軌道生成
本章では,予見制御に対し,より容易かつ高速に目標 ZMPを実現する重心軌道を生成する手法を提案する. 提案

法は,入力を重心パターン,出力を ZMPパターンとした時の ZMP方程式の逆システムを用いる方法である. この

場合の逆システム特性は,零位相差ローパスフィルタ（ZPLPF）の特性を有するため,提案法を ZPLPFによる重

心軌道生成法と呼ぶことにする. 提案法は, ZMP方程式の逆システムに相当する ZPLPFに目標 ZMP軌道を入力

し,その出力が所望の重心軌道となるため,予見制御と比較して容易に重心軌道が生成可能である点に特徴がある.

ZPLPFの設計法は, FIRフィルタと IIRフィルタの 2種類の設計法があり,構成された FIR/IIR-ZPLPFそれぞれに

長所と短所がある. 本章では, WLMRの重心軌道生成に ZPLPFが有効であることを示し, FIR/IIR-ZPLPFそれぞ

れにどのような利点と欠点があるかを述べる.

11.3.1 ZPLPFを用いた近似逆モデル構築によるフィードフォワード制御

本節では, ZPLPFを用いた重心軌道生成法について述べる. 式 (11.14)において,重心位置 xを制御入力, ZMPを

出力とすると,伝達関数は以下のように表される.

Gp(s) = 1 −
zc

g
s2, (11.36)

= (1 −

√

zc

g
s)(1 +

√

zc

g
s) (11.37)

ここで,重心位置 xおよび ZMPの入出力の組み合わせを n階微分した場合の伝達関数も,上記伝達関数と等しく

なることを追記しておく. ここで,伝達関数は不安定零点を有することが容易に確認できる. 不安定零点を持つシ

ステムは,その応答に逆応答が現れる特徴がある. 二足歩行ロボットの ZMP制御では,この逆応答によって制御帯

域が制限されるという問題が指摘されている [139]. また,プラントの逆モデルを構築し,目標値追従性を向上させ

るフィードフォワード制御器を設計することを考える. この時,不安定零点を持つシステムの逆システムは不安定

極を持つこととなり,内部不安定なシステムとなってしまう. つまり,不安定極を持つシステムに対する逆モデル

は実現できない. 式 (11.36)に対して,目標 ZMPを実現するための FF制御器を構築することを考えると,制御対

象の逆システムをフィードフォワード制御器として用いることが思いつくが,前述のとおり内部不安定となって
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図 11.9: 予見制御のブロック図

しまうので実現できない. 白石らは,システムの有する不安定零点を内包する特性を,離散領域におけるディジタ

ル零位相ローパスフィルタを用いることで実現できることを示し,システムの不安定零点を相殺可能とする方法

を示している [160]. 白石らのアイディアに従い,零位相フィルタを用いると,式 (11.36)に示すシステムの逆ステ

ムは構築可能となる. よって,適切に設計した零位相フィルタを用いることで,目標 ZMPを実現する FF制御器が

実現できる. 以上の概要を図 11.10に示す. ここで, FF制御器の入力は ZMP(もしくは ZMPの速度・加速度), FF

制御器の出力の重心位置（もしくは速度・加速度）である. つまり,所望の物理量の ZMP目標軌道を FF制御器

(ZPLPF)の入力とした時の出力が,所望の重心パターンとなる. このようにして得られた重心パターンを実現する

ようロボットを制御することで, ZMPを所望の軌道に追従させることができる. よって,軌道生成のみを目的とし

た場合のブロック図は図 11.11のように単純な構成となる.

本稿では,以上に述べたように白石らの方法を重心軌道生成に適用する方法を提案し,軌道生成のための ZPLPF

の設計法を述べる. 白石らは, ZPLPFを FIRディジタルフィルタとして実装する方法を示した. 本稿では, FIRフィ

ルタに加えて IIRディジタルフィルタによる ZPLPFの設計法を示し,両者の違いを述べる.

11.3.2 不安定極を有するコントローラの実現

白石らは,不安定零点の逆システムを内包する ZPLPFを FF制御器として用いることで不安定零点の特性を相

殺する方法を示した. 本稿では, 不安定零点の逆システムを直接構成する方法を述べ, 設計の簡略化を図る. そし

て,例題として不安定零点を有するシステムに FF制御＋ PID制御による簡単な制御系を構築し,その効果を確認

する. 制御対象G(s)が以下のような伝達関数で表される場合を考える.

G(s) =
(1 − τs)ω2

n

s2 + 2ζωns + ω2
n

(11.38)
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図 11.10: ZPLPFを用いた ZMPの FF制御の概要

上式は不安定零点を有しており,応答に逆応答が発生する. ここで, G(s)の分子多項式 G0(s) = 1 − τsの逆システ

ムG−1
0

(s) = 1
1−τs
を実現するコントローラを設計する. 設計法は以下の手順となる.

1. G−1
0

(s) = 1
1+τs
とする. G−1

0
(−s)は不安定極を有さないので実現可能である.

2. G−1
0

(−s)に対し, FIR・IIRフィルタの設計法を適用する. 得られたフィルタ特性をG−1
0

[z]とする.

3. 2.で得られたG−1
0

[z]におけるフィルタ係数を利用し, G−1
0

[z−1]を構成する.

FIR・IIRフィルタの設計法は次節以降に述べるので, 適宜参照されたい. G−1
0

(−s)に相当する FIRディジタル

フィルタG−1
0

[z]が以下のように得られたとしよう.

G−1
0 [z] =

N
∑

k=0

αkzk (11.39)

上式に基づき, G−1
0

[z−1]は以下のようになる.

G−1
0 [z−1] =

N
∑

k=0

αkz−k (11.40)

このようにして得られた G−1
0

[z−1]が, G−1
0

(s) = 1
1−τs
の離散時間領域における実現に相当するため, FF制御器にお

いて式 (11.40)を用いればよい. ここで, FIRディジタルフィルタは出力のフィードバック情報を用いないため,内
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図 11.11: ZPLPFを用いた重心軌道生成の概要
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(a) PID制御器のみ
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(b) PID制御器+FF制御器

部不安定とならないことが保証されている. また, z−k は未来情報を参照するオペレータとなっている. つまり, FF

制御器の入力情報に関して, Nステップ未来までの値が常に必要となることに注意されたい. 本節では FIRフィル

タによる実装法を示したが, IIRフィルタによる実装も可能であることも追記しておく.

以上の手順にて設計された FF制御器によって,システムの不安定零点が相殺可能であることを示そう. 設定し

た制御対象を可制御正準系として実現し,シミュレーションを行った結果を図 11.3.2に示す. 図 (a)は,以下に示す

PID制御器のみによってステップ状の目標軌道への追従を目指した.

u(s) = Kpe(s) + Kd

s

1 + T s
e(s) + KI

1

s
e(s) (11.41)

ここで, e(s) = r(s) − y(s)であり, r(s)は指令値を示す. また, Tは微分演算を実現可能とするために導入された微少

値である. 図 (b)は,非因果フィルタによるフィードフォワード制御器と, PID制御器を併用した場合の結果である.

結果から明らかなように, PID制御器のみでは応答値に逆応答が発生している. また,非因果フィルタによる逆シ

ステム構築を併用することにより,不安定零点が相殺され,逆応答が抑圧されることが確認できた. 以上により,確

かに不安定零点を有するシステムの逆システムが構築可能であることを確認した.

11.3.3 G−1
p (s)の実現

今,実現したい所望のフィルタ特性は,制御対象の逆システムに相当する以下の伝達関数である.

GZPLPF(s) =
1

Gp(s)
=

1

1 − T 2s2
(11.42)
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ここで, T =
√

zc

g
である. 上記伝達関数は,

GZPLPF(s) =
1

2
(

1

1 + T s
+

1

1 − T s
) (11.43)

=
1

2
(G(s) +G(−s)) (11.44)

という和の形に分解される. また,以下のように積の形に分解することもできる.

GZPLPF(s) =
1

1 − T 2s2
=

1

1 + T s
·

1

1 − T s
(11.45)

このように, 所望の重心軌道を導く ZPLPFは, 2通りの計算方法が存在する. ここで, 6.3.2節にて述べたように,

G(s)をG[z]で実現し, G(−s)をG[z−1]で実現すればよい. つまり, ZPLPFを以下のように構成すればよい.

GZPLPF[z] =
1

2
(G[z] +G[z−1]) (11.46)

GZPLPF[z] = G[z] ·G[z−1] (11.47)

式 (11.46)(11.47)それぞれに対し, FIRフィルタ・IIRフィルタそれぞれの実装法が適用できるので, ZPLPFの構成

法としては,全四通りとなる.

11.3.4 FIR-ZPLPFの設計法

まず, FIR-ZPLPFの設計法を示す. FIRフィルタの一般式GFIR[z]は以下の式で表される.

GFIR[z] =

N
∑

k=0

αkzk (11.48)

また, GFIR[z
1

]は以下の式のように構成される.

GFIR[z−1] =

N
∑

k=0

αkz−k (11.49)

GFIR[z]は過去の入力情報を, GFIR[z−1]は未来の入力情報を扱うため,それぞれ因果性を満たす因果フィルタ,因果

性を満たさない非因果フィルタと呼ばれる. 非因果フィルタGFIR[z−1]は,入力信号の N ステップ未来までの値が

既知であると仮定すれば実現が可能である. ここで, GFIR[z]とGFIR[z−1]のフィルタ係数は等しい. よって,因果性

フィルタGFIR[z]のフィルタ係数のみを設計すればよい. 重心軌道生成時は,積の実現において注意が必要である.

未来情報を必要とする非因果フィルタの計算を行うためには,未来情報があらかじめ定まっている ZMPパターン

を入力としなければならない. つまり,図 11.13に示すように直列に連結する因果性フィルタと非因果フィルタの

順序について,非因果フィルタが先となるように実装しなければならない. 和の実現においては,因果・非因果フィ

ルタ双方について,入力が ZMPパターンとなるので上記のような注意は必要ない.

11.3.4.1 FIRフィルタ係数の算出

GFIR[z]に相当する伝達関数は,

GFIR(s) =
1

1 + T s
(11.50)
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図 11.12: 式 (11.50)のインパルス応答

である. 次に,選定したアナログプロトタイプフィルタGFIR(s)を双一次変換法によってサンプリング時間 ∆tで離

散化を行い, G[z]を得る.

G[z] =
1 + z−1

1 + 2T
∆t
+ (1 − 2T

∆t
)z−1

(11.51)

そして, 上記パルス伝達関数のインパルス応答を求め, 各サンプル毎のインパルス応答の値を以下のようにまと

める.

Λ = [δ0 δ1 δ2 . . . δN] (11.52)

ここで, δn(n = 0, 1, 2, · · · ,N)は t = n∆tにおける値を示す. 重心高さ zcの変化に応じたインパルス応答の結果を図

11.12に示す.

次に,次式を計算する.

ãk =

N
∑

k=0

δnδn−k. (11.53)

最終的に,フィルタ係数 ak は ãk を用いて以下のように求められる.

ak =
ãk

ã1 + ã2 + . . . + ãN

. (11.54)

以上の手順によりフィルタ係数は求められたので, ZPLPFは式 (11.48)(11.49)を用いて実現される. 文献 [160] [161]

においても等価な設計法が示されているので参照されたい. ZPLPFのフィルタ次数 N はインパルス応答図 11.12

に示すインパルス応答値が 0に充分収束したときのサンプル数とする.

11.3.5 IIR-ZPLPFの設計法

次に, IIR-ZPLPFの設計法を示す. IIRフィルタの一般式は以下の式で表される.

GIIR[z] =

∑N
i=0 βiz

i

1 +
∑N

k=0 αkzk
(11.55)
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図 11.13: FIR-ZPLPFによるG−1
p (s)の構築法

また, GIIR[z−1]は以下の式のように構成される.

GIIR[z−1] =

∑N
i=0 βiz

−i

1 +
∑N

k=0 αkz−k
(11.56)

FIRフィルタと IIRフィルタの違いとして, IIRフィルタは出力のフィードバックを必要とする点がある. 因果性を

満たす因果性フィルタGIIR[z]の出力情報,ここでは 1サンプル前の出力情報は,メモリに格納しておくことで利用

できる. 対して非因果フィルタG[z−1]の必要とする出力情報は, 1サンプル未来の値である. 逐次計算において未来

の出力情報は求めることはできないので, IIR非因果フィルタは逐次計算を行うことができない. 代わりに, First In

Last Out (FILO)バッファを用いてオフラインで非因果フィルタの計算を行うことが可能である [162]. IIR-ZPLPF

の和の実現と積の実現法を,図 11.14に示す. 図に示されるように, G[z−1]を, FILO2つと G[z]によって構成する

ことで,実現が可能となる.

11.3.5.1 IIRフィルタ係数の算出

GIIR[z]に相当する伝達関数は,

GIIR(s) =
1

1 + T s
(11.57)

である. FIRフィルタと同様に,選定したアナログプロトタイプフィルタGIIR(s)を双一次変換法によってサンプリ

ング時間 ∆tで離散化し,所望の因果性 IIRフィルタGIIR[z]を得る.

GIIR[z] =
1 + z−1

1 + 2T
∆t
+ (1 − 2T

∆t
)z−1

(11.58)

式 (11.58)を用いて,図 11.14の通りに IIR-ZPLPFを構築する.
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図 11.14: IIR-ZPLPFによるG−1
p (s)の構築法

11.4 軌道生成結果
本章では, 各種法によって生成された重心軌道を示す. 生成された重心軌道を図 11.15(a)に示す. ここでは, サ

ンプリングタイム ∆t = 1msで 5秒間の軌道を生成した. ZMP目標軌道には微分可能な余弦関数を用いた. 図に示

された軌道は,それぞれ予見制御 (Preview.),和の FIR-ZPLPF,(sum FIR-ZPLPF), IIR-ZPLPF(sum IIR-ZPLPF),積の

FIR-ZPLPF(mult FIR-ZPLPF), IIR-ZPLPF(mult IIR-ZPLPF)である. 各手法によって生成された軌道は,全てほぼ同

等な軌道であることが確認できる.

11.5 ３次元シミュレーション及び実験による検証
本章では,３次元動力学シミュレータ ROCOSによるシミュレーション及び実機実験によって提案する運動生成

方式の有効性を検証する. 本稿では,以下の３つの項目を実施した.

1. ZMPステップ応答

2. ZMPに基づく車輪走行

3. ZMPに基づくトロット歩行

上記３事項により,有効性を検証する.
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11.5.1 全身運動生成と制御

ZMP制御の流れは以下のようになる.

1. 近似された単質点倒立振子モデルに対し, 予見制御および ZPLPFにより目標 ZMPを実現する重心軌道を

生成

2. 実ロボットの重心を生成された重心軌道に追従制御

3. ZMPが支持領域の中心に配置されるよう脚先を制御する

所望の運動を実現するためのタスク (拘束条件)は,所望の重心運動を実現できること,脚先を任意の位置に制御で

きること,姿勢が制御できること,車輪に関する非ホロノミックな拘束を満たすこと,となる. 以上のタスクを実現

するための拘束条件は,第 10章にて既に定義してあり,式 (10.49)(10.50)(10.78)(10.79)に相当する. そしてタスク

分解には,第 10章にて述べた,優先度付き微分逆運動学を用いる. タスクの優先度を考慮した微分逆運動学解法に

より,各タスクは以下に示す階層的な計算法によって分解される.

q̇des = (I − A†A)q̇1 (11.59)

q̇1 = J
†

P
Pre f + (I − J

†

P
JP)q̇2 (11.60)

q̇2 = J
†

L
Lre f + (I − J

†

L
JL)q̇3 (11.61)

q̇3 = J†c ṗ
re f
c + (I − J†cJc)q̇4. (11.62)

ここで,脚先拘束および車輪に関する拘束式は, q̇ = [ξT
B
θ̇T ]T に関してまとめられている. このようにして,非ホロ

ノミック拘束式を満たしつつ,所望の運動量が達成され,残った駆動自由度を用いて段階的に,角運動量,そして脚

先速度が実現される. この時,第 3章にて述べたように操舵角 γi については適切な運動が生成されず,逆運動学解

は γ̇i = 0となってしまうが,本章では直進運動による提案法の有効性を確認するのみにとどまるので,問題となら

ない.

また,ロボットの位置・姿勢を所望の軌道に追従させるために,運動量および脚先速度の参照値は以下のように

決定される.

Pre f = Mṗ
re f

CoG
+KpM

(p
re f

CoG
− pres

CoG) (11.63)

Lre f = InT(ϕ)ϕ̇cmd +KpL
(ϕcmd − ϕres) (11.64)

ここで M はロボットの総重量であり, KpM
は位置制御のための P ゲインである. p

re f

CoG
および pres

CoG
は重心の指

令軌道および脚先位置の応答値をそれぞれ示す. ϕcmd および ϕres はベースリンクのロール・ピッチ・ヨー角 ϕ

(φ = [φ θ ψ]T の指令値および応答値を示し, KpL
は姿勢制御のための比例ゲインである. また, T(ϕ)はωBと ϕ̇の変

換行列である. ここで, ZMPを支持領域の中心点に制御するような脚先運動を示す. まず,初期状態として ZMPが

支持領域の中心に存在するよう初期姿勢を決定しておく. 直線運動を考えた時,各脚先速度と目標 ZMPの速度が

同期しながら走行することで, ZMPは支持領域の中心に維持される. よって, ṗ
re f
c を以下のように決定すればよい.

ṗ
re f
c = ṗ

re f

ZMP
(11.65)

歩行運動を実現する時は,脚先位置軌道を余弦関数を用いて,目標 ZMP軌道に応じて決定する.
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表 11.1: シミュレーションおよび実験条件

Contents Simulation Experiment

(ROCOS)

Sampling time Ts [ms] 1.000 1.000

ZPLPF tap length N [sample] 1200 1200

Previewing period MR [sample] 1200 1200

Q 1.0×106I4×4 1.0×106I4×4

H 1.000 1.000

Height of CoG zc [m] 0.464 0.464

これらの制御器により,重心まわりの運動量および脚先速度参照値が求められ,逆運動学計算によって所望の関

節角速度が求まる. さらに関節角速度指令値を積分し, 関節位置指令値を計算したあと, PD制御器および外乱オ

ブザーバによって関節角度が指令軌道に追従するよう制御される. 最後に,全体の制御システムのブロック図を図

11.16に示す.

11.5.2 ZMPステップ応答

11.5.2.1 シミュレーション

本節では, ZMPステップ応答のシミュレーション結果を示す. シミュレーション時の動作図を図 11.17に示す.

シミュレーション条件を表 11.1に,従来法及び提案法によるシミュレーション結果を図 11.18(a), (b)に示す. ここ

で, ZMPの二乗平均平方根誤差 (RMSE)を表 11.2に示す. 結果より,多少のオーバーシュートは確認されたが,実

ZMPは目標 ZMPに追従していることが確認できる. よって,単質点倒立振子によって近似されたモデルを用いて

生成した重心軌道を用いることは,多関節脚車輪型移動ロボットの運動生成シミュレーションにおいて有効である

ことが示された.

11.5.2.2 実験

実験には, 図 B.1に示すロボットを用いた. 実機実験時のパラメータはシミュレーション時と同様である. 図

11.18(c)に ZPLPFによる実験結果を,図 11.18(d)に予見制御による実験結果を示す. 上記結果より,実 ZMPは目

標 ZMPに追従していることが確認できる. これは,実験においても,生成された重心軌道が有用であることを示し

ている. ZMP誤差の RMS値は表 11.2に示してある. 誤差に関しては,予見制御・ZPLPFともに同等の結果である

ことが確認できる. 本節の実験により,提案法は実機実験においても有効であることが示された.

11.5.3 ZMPに基づく車輪走行

本節では,多関節機構を活用した ZMPに基づく車輪走行法を提案し,シミュレーション及び実機実験によって

有効性を示す. 提案する車輪走行法の流れは以下の通りである.

1. 生成された重心軌道に追従するようにロボットの重心を制御
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2. 各脚先を目標 ZMPがロボットの支持多角形の中心になるように制御

走行時の運動の様子を図 11.19, 11.20に示し,シミュレーションおよび実験時の動作図を図 11.19および図 11.20

に示す. 上記手法より, ZMPは常に支持領域の中心に保たれる.

11.5.3.1 シミュレーション

予見制御および ZPLPFを用いた場合の車輪走行時の ZMPの応答の結果を図 11.6(a), (b)に示す. ここで,目標

ZMP軌道は余弦関数を用いて,ロボットが 1.0 mを 1.5 sで遷移する軌道を与えた. 通常の車輪走行法では, ZMP

の逆応答が発生してしまう. しかし本提案法による車輪走行では, ZMPの逆応答は見られず,目標 ZMPに実 ZMP

が追従している結果となっている. 以上の結果より,提案する軌道生成法は,車輪走行制御シミュレーション時に

も有効であることが示された.

11.5.3.2 実験

ZMPに基づく車輪走行実験時の ZMPの応答を,図 11.6(c), (d)に示す. ここで,目標 ZMP軌道は余弦関数を用い

て,ロボットが 1.0 mを 1.5 sで遷移する軌道を与えた. 結果より, ZMPの逆応答は抑圧され,目標 ZMPは実 ZMP

に追従していることが確認できる. よって,提案する車輪走行法,軌道生成法は実験時においても有用であること

が示された.

11.5.4 ZMPに基づくトロット歩行

本稿で提案する手法は,動歩行時にも有効である. 提案法の有効性を確認するため,トロット歩行によるシミュ

レーションを実施した. トロット歩行は,対角線上の脚を組とし,支持脚と遊脚を切り替える歩容法であり,歩行の

様子を図 11.23に示した. 予見制御及び ZPLPFを用いた場合の結果を図 11.24(a),(b)に示す. 図より, ZMPの応答

値は目標 ZMPに追従していることが確認できる. 今回のシミュレーションでは,上位の姿勢安定化制御を適用す

ることなく, 8歩の歩行運動の生成を実現している. 以上により,動歩行時にも提案する軌道生成法は有効であるこ

とが示された.

11.6 おわりに
本章で述べた方法は,ロボットを単質点で近似した倒立振子モデルに対し制御系設計を行い,得られた所望重心

パターンを実現するよう重心ヤコビアン（運動量ヤコビアン）で各関節運動へと分配することで実現している. 通

常,本章で述べた単質点近似によるアプローチは,ベース部に重量が集中するロボットに対し有効とされている. 本

研究で用いるロボットは,脚部の重量が比較的大きい. 更に, 4脚・4輪有することによってさらに脚部の重量比が

大きくなっている. このように,単質点近似によるアプローチの適用条件を満たしていないように思われるが,シ

ミュレーションおよび実験によって,単質点近似によるアプローチが有効であることが示された. よって,「脚部の

重量が比較的大きい能動車輪付多脚移動ロボットにおいても単質点近似が有効である」というのが,本章で示され

た第一の知見である. 次に,従来法と提案法の追従誤差について考察する. 各シミュレーションおよび実験結果の
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表 11.2: ZMP誤差の RMS値 [mm]

Contents Simulation Experiment

(ROCOS)

ZMP step response(zplpf) 2.445 2.014

ZMP step response(preview) 2.217 1.914

Wheeled locomotion(zplpf) 8.35 15.9

Wheeled locomotion(preview) 6.77 19.1

Wheeled locomotion(w/o comp.) 54.3 56.4

Walking(zplpf) 90.60 -

Walking(preview) 76.43 -

ZMPの二乗平均平方根誤差を表 11.2にまとめた. 結果を見ると, ZMPがステップ指令値状になっているステップ

応答試験,歩行試験の場合は提案法を用いた時の誤差が大きい. 対して余弦関数を用いて指令を与えている車輪走

行試験においては従来法を用いた時の誤差が大きいという結果になっている. つまり,指令軌道が不連続な軌道で

ある時,提案法では生成重心軌道の速度・加速度が従来法と比較して大きくなっていることが予想される. そこで,

図 11.15にて示した軌道生成時の従来法・提案法の速度・加速度を求めて比較した. 生成軌道の速度および加速度

を図 11.15(b)(c)に示す. 図 11.15(c)より,提案法を用いた時の加速度が大きくなっていることがわかる. 目標 ZMP

軌道が急峻であればあるほど,加速度が大きくなることが予想される. ZMPのステップ応答では,この影響によっ

て加速度変化による影響が最も顕著になり,誤差が大きくなってしまったものと考えられる. 二足歩行ロボットの

動作計画では ZMPをステップ状で計画する文献が散見されるが, WLMRの動作計画を行う場合は,目標 ZMPを

ステップ状で与えることはまずなく,余弦関数や多次スプライン補完軌道を用いる. 先ほど示したように急峻な目

標 ZMP軌道に対しては,加速度が問題となるが,本章で設計した余弦関数から得られる重心軌道は,比較的加速度

が小さいため,問題とならないものと考えられる. よって, WLMRの適用範囲内では,誤差が少なくなる提案法が

適切であると言える.

以上の考察は誤差の観点から論じたが,いずれの手法を用いるにせよ誤差の大小は非常に小さい. よって,別途

ZMPのフィードバック制御を適用すれば,誤差は吸収されるであろう. その時,従来法と提案法の違いはほぼなく

なり,実装コストにおいて優れている提案法は重宝されるはずである.

次に,各種法の計算時間について検証する. 図 11.15に示した軌道を 100回生成した際に要した計算時間は,予

見制御, FIR-ZPLPF, IIR-ZPLPF,順に 40.80 ms, 44.12 ms, 0.2190 msとなった. 予見制御と FIR-ZPLPFは計算時間

はほぼ同等であり,予見制御に対する ZPLPFの利点は理論・実装の容易さになる. FIR-ZPLPFのフィルタ次数は,

N(図 11.12より N=1200 : 因果性・非因果フィルタ併せて 2400)と大きい. 対して, IIR-ZPLPFは次数が 1(因果性・

非因果フィルタ併せて 2)であるため,計算量は極めて小さいという強みがある. しかし, FILOを構成する必要が

あるため,各サンプリング毎の逐次軌道生成には向かない. ある期間の軌道をまとめて生成する場合に IIR-ZPLPF

を用いる事で利点が発揮される.
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図 11.15: 重心位置・速度・加速度指令軌道
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図 11.16: 全体の制御ブロック図 (予見制御, ZPLPF検証用)

図 11.17: ZMPステップ応答外観
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図 11.18: ZMPのステップ応答結果
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t=0.0 s t=0.25 s t=0.5 s

t=0.75 s t=1.0 s t=1.25 s

t=0.75 s t=1.0 s t=1.25 s

図 11.19: ZMPに基づく車輪走行時のロボットモーション (シミュレーション)

t=0.0 s t=0.25 s t=0.5 s

t=0.75 s t=1.0 s t=1.25 s

図 11.20: ZMPに基づく車輪走行時のロボットモーション (実験)
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図 11.21: 車輪走行のシミュレーション結果
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図 11.22: 車輪走行の実験結果
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図 11.23: ZMPに基づく歩行時のロボットモーション (シミュレーション)
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図 11.24: トロット歩行のシミュレーション結果
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第12章 旋回動作時の遠心力による影響の補償制
御法

12.1 はじめに
本章では,遠心力による ZMPへの影響を考慮した制御系設計法を提案する. 前章では,遠心力・コリオリ力およ

び外力等の外乱が存在しないとし,制御系設計の段階で外乱による影響を考慮していなかった. 本稿は, WLMRの

高機動化を目標としている. WLMRの移動速度が速くなるにつれ,特に遠心力による影響が顕著になり,遠心力を

無視した制御系設計では目標とする ZMP通りに ZMPを制御できない問題の発生が予想される. そこで本章では

まず,高速度域における旋回運動制御を行い,遠心力の影響によって ZMPに誤差が生じることを確かめる. 次に従

来法として,安定な高速旋回を実現する手法について調査し,概要を述べる. 次に,遠心力のモデルを導出し,将来

にわたってロボットに加わるであろう遠心力を見積もる方法を述べる. そして,見積もった遠心力をもとに遠心力

の影響を FFで補償するような FF制御器を設計する. FF制御器には,前章で述べた予見制御系と, ZPLPFを用い

た制御系の 2手法を,遠心力を考慮した形に拡張し,遠心力の影響の補償を試みる.

12.1.1 従来法のサーベイ結果とその問題点

本節では,移動ロボットにおいて,その移動速度向上に伴う遠心力による影響の補償法に関する従来研究の詳細

を紹介する. 従来法は,以下の 2つに大別される.

1. 姿勢制御によるアプローチ [137] [138]

2. ZMPフィードバック補償によるアプローチ [163–169]

上記の研究例は,重心位置の操作が可能な駆動自由度を有する車輪移動ロボット (Articulated Wheeled Mobile Robot:

AWMR),非ホロノミック移動マニピュレータ (Non-holonomic Mobile Manipulator: NMM),二足歩行ロボットにお

いて検討された手法である. WLMRにおいて,遠心力による影響の補償を検討した文献は見受けられず,どのよう

な手法が有効であるか十分な議論がなされていない,という現状である. そこで本章ではまず,どのような方法が

適用可能であるかを議論する.

12.1.1.1 姿勢制御によるアプローチ: 遠心力と重力の静的な釣り合いに基づく姿勢制御

図 12.1に表されるようにロボットを単質点倒立振子モデルとしてモデル化する. ロボットの状態が静的であると仮

定 (θ̈, φ̈ = 0)し,支持領域の中心点まわりのトルクが 0となる姿勢においては,以下の関係式が成り立つ [137] [138].

l sin θ − ycmd
zmp + δ : l cos θ = ÿcent : g (12.1)

θre f = sin−1
ycmd

zmp
√

l2 + ÿcent
+ tan−1 ÿcent.

g
(12.2)
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図 12.1: 倒立振子モデル

ここで, φは簡単化のため零としてある. ロボットの姿勢 θを θre f に追従させることで, ZMPの誤差 δは零となる.

しかしながら, δはロボットの状態が動的な状況 (θ̈ , 0)において大きくなる. また,システム固有の不安定零点に

より逆応答が発生してしまうという問題がある.

廣瀬らは,支持領域の中心点まわりのトルクを零に制御する,姿勢角の検出を必要としない方法や,ロボットの

横加速度に着目することで不安定零点による影響を抑圧する方法を提案している [5]が,図 B.1に示す本稿で扱う

ような複雑な機構を有する脚車輪型移動ロボットに適用することは難しい.

姿勢角制御による ZMP制御法は,容易に実装が可能である. モデル化された倒立振子は振子長が一定であり,そ

の制御すべき姿勢角に対応する重心位置が求まる. よって, 対応する重心位置指令にロボットを制御すればよい.

つまり,この手法は重心位置を指令とする手法と解釈することができるが,本章にて提案する重心軌道生成法と競

合する（同時に適用することができない）. よって,いずれの手法が優位であるかを明確にするため,従来法とし

て提案法との比較を行い,従来法の欠点について論じる.

12.1.1.2 ZMPフィードバック補償によるアプローチ

本節では, ZMPフィードバック制御による方法を紹介する. 足首関節を用いたZMPのフィードバック補償法は,足

と床とのインタラクションを直接扱えるため,即応性が高く,二足歩行ロボットにおいて有用である [166–168,170].

しかし,本研究で用いるWLMRは足首関節を有していない. 仮に足首関節を有しているWLMRを開発したとし

ても,足首関節に十分な自由度を搭載するのは難しい. 厳密に言うと,足首関節を用いずとも,以下の条件下におい

て足首関節を用いた ZMP制御のアプローチと同様なアプローチは可能である.
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1. WLMRの車輪走行に限定する

2. 各脚が設置状態を保っている

3. 各脚において接地点の力が検出可能であり,動的力制御が可能である

以上の条件下においては,各脚の動的床反力制御によって, ZMPまわりのモーメントの直接操作が可能となる. し

かし,各脚全てに高精度な力センサを搭載することは,コストの面で困難である. ロードセルのように比較的安価

な力センサを搭載することも可能だが,アナログノイズによる影響によって,広帯域な制御帯域の確保が困難とな

ることが予想される. Hylosは車輪と脚の間に力センサを搭載し,反力情報に基づいた脚先接地維持制御を実装し

ているが, Hylosの移動速度は 8cm/secと非常に静的であり, 動的な力制御に活かせていない [129]. Anらのアプ

ローチは以上の考えに近い制御法を提案しており,動的な状況下での ZMP制御を行っているが,シミュレーショ

ン結果を示すのみであり,実験における有効性を論じていない [133,134]. 以上より, WLMRにおいては,力センサ

情報の搭載が現実的でない上,直接のフィードバックによる広帯域な力制御が困難である現状がうかがえる.

対して,重心位置の補正によって ZMPを制御し,歩行安定化を図る研究例が存在する [169, 171]. 足首関節によ

る ZMP制御と比較して即応性には劣るが,姿勢変更を可能とする十分な駆動関節を有するロボットであれば適用

可能な手法である. 以上の理由から, WLMRにおいては,重心位置の補正による ZMPフィードバック制御が適切

であると考えられる. よって, ZMPフィードバックによる重心補正法を従来法として検討する必要がある.

ここで,重心補正法は ZMPフィードバックによる補正法である事に注意されたい. 本章にて提案する方法は前

述のように FFによって重心位置を補正する方法である. よって,提案法と従来法 (ZMPフィードバックによる重

心補正法)は同時に適用可能であり,競合することはない. 提案する FF補償法によって誤差を極力低減し,低ゲイ

ン FB補償法によって補償しきれない誤差をオンラインで補償すればよいのである. 本稿では以上の考えに従い,

FB補償法は競合する従来法として扱わず,提案法との効果の優位性については議論しない.

12.2 遠心力の予測
12.2.1 遠心力のモデル化

次に, WLMRに加わる遠心力の影響をモデル化する. 基準軸周りに角速度 ω,速度 vで移動する質量 mの移動物

体に加わる遠心力 fcent. は,

fcent. = mv × ω (12.3)

となる. 遠心力の説明図を図 12.2に示す. fcent. = [ f cent.
x f cent.

y f cent.
z ]T とすると,式 (11.21)(11.21)における各リンク

重心に加わる加速度外乱は,遠心力に起因した加速度成分を考えることによって,以下のように表すことができる.

ẍdis
i = f cent.

xi /mi (12.4)

ÿdis
i = f cent.

yi /mi (12.5)

z̈dis
i = f cent.

zi /mi (12.6)
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続いて, 簡略化された ZMP 方程式 (11.14)(11.14) における, 遠心力による影響を考える. まず, v = [vx vy vz]
T ,

ω = [ωx ωy ωz]
T とすると,遠心力の x, y, z成分は以下のようになる.

f cent.
x = m(vyωz − vzωy) (12.7)

f cent.
y = −m(vxωz − vzωx) (12.8)

f cent.
z = m(vxωy − vyωx) (12.9)

回転運動において支配的となるのは, vx, vy, ωzであると言える. そこで, vz, ωx, ωy ≃ 0なる近似を導入すると,遠心

力は以下のように簡単化される.

f cent.
x ≃ mvyωz (12.10)

f cent.
y ≃ −mvxωz (12.11)

f cent.
z ≃ 0 (12.12)

ここで,遠心力のモデルを x, yで表現することを考える. まず, vz, ωx, ωy ≃ 0なる状況において, ωz は瞬時回転中

心 (Instantaneous Center of Rotation: ICR)まわりの回転角速度である. 図 12.3に示すように,時間 ∆tにおける ICR

まわりの回転角度を ∆ψとする. ∆tをゼロに漸近すると, ωz は以下のように書ける.

ωz = lim
∆t→0

∆ψ

∆t
=

dψ

dt
(12.13)

続いて, ∆sを微小時間 ∆tにおける移動軌道の微小変化量とすると,

lim
∆t→0

∆s

∆t
=

ds

dt
=

√

ẋ2 + ẏ2 (12.14)

である. 以上より,遠心力 f cent
x は以下のように求められる.

f cent.
x = mẋ

dψ

dt
= mẋ

dψ

ds

ds

dt
(12.15)

ここで,
dψ

ds
= κは曲率と呼ばれ,曲率は以下のように表現される.

κ =
ẋÿ − ẏẍ

(ẋ2 + ẏ2)
3
2

(12.16)

以上より,遠心力は以下のように表現される.

f cent.
x = mẋ

ẋÿ − ẏẍ

ẋ2 + ẏ2
(12.17)

ẍcent. =
f cent.

m
(12.18)

式 (12.17)(12.18)を用いることで,現ステップにおける遠心力に起因した加速度外乱 xcent.[k]を,重心の状態から推

定することができる.

12.2.2 遠心力の未来値の予測

次に, 遠心力の未来値 f cent
x [k + j]( j = 0, 1, 2, . . . ,N)を推定する. WLMRの将来の重心位置は未知である. 運動

生成の段階で既知であるのは,目標 ZMP軌道である. 目標 ZMP軌道を重心軌道に見立て,遠心力を予想する方法
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図 12.2: ロボットに加わる遠心力
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図 12.3: 曲率に基づいた遠心力のモデル図

が考えられるが, 予測誤差によって遠心力の影響を適切に補償できない可能性がある. この問題を解決するため,

ZMP軌道を実現する重心軌道をあらかじめ計算しておく. この前処理は高速に軌道生成可能な IIR-ZPLPFを利用

し,ここでは遠心力による影響は考慮しない. この前処理によって計算された重心軌道に基づいて遠心力の未来値

を予測することで,十分な精度で遠心力による影響を補償することが可能となる.

12.3 提案法 1: 外乱予見制御に基づく遠心力補償 (遠心力予見制御)

ZMP外乱予見制御は,見積り可能な外乱を考慮した予見制御であり,文献 [136]に示されている. JSKの神崎等

は,ヒューマノイドロボットへの予測可能な外乱 (文献中では,天井に吊るした重りをロボットに衝突させている)

を考慮した予見制御による重心軌道生成法を提案している [172]. また, Ibanez等は,ヒューマノイドのハンドマニ

ピュレーションにおける外乱によって生じる重心への外乱を見積もり,予見制御を逐次最適型のモデル予測制御に

発展させた形で制御系設計を行っている [173]. 本研究では,遠心力を外乱とみなし,予見制御を適用することで遠

心力による ZMPへの外乱,遠心力 ZMP外乱を補償することを試みる.

12.3.1 制御系設計

第 6章 2節においては,式 Ed = 0としていた. 遠心力によって生じる影響を適切に表現するためには, Ed を適

切に決定しなければならない. ここで,以下の仮定をおく.

• 外乱は測定されてからある時間が経過するまで,観測出力に影響を与えない

• ẍに d(= ẍcent)の外乱が瞬時に加わっている
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図 12.4: プレビューゲイン Fr, Fd (zc = 0.429)

このような仮定のもと状態方程式を構成すると,以下のようになる.

u =
d

dt
ẍ (12.19)

d = ẋ
ẋÿ − ẏẍ

ẋ2 + ẏ2
(12.20)
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よって, Ed = [0 1 0]T のように決定される. 第 5章に示した設計手順と同様に,外乱を考慮した状態方程式を離散

化し,エラーシステムを構築,外乱予見制御器を設計する. 設計されたフィードバックゲインは式 (11.31)のように

求まり,目標値および外乱フィードフォワードゲインは式 (11.33)(11.34)のように求まる. 求められたフィードフォ

ワード制御器に基づいた制御器の構成は式 (11.30)のようになる. この系のブロック図を図 12.5に示す. 以上のよ

うにして設計された場合の外乱フィードフォワードゲインベクトル Fd を図 12.4に示し,同時に目標フィードフォ

ワードゲインベクトル Fr も載せる. 目標フィードフォワードゲインと比較して,外乱フィードフォワードゲイン

は速く 0に収束していることが分かる. よって,外乱抑圧に必要な未来情報は,目標値追従に必要な未来情報と比

較してより少ない情報量で済むことがわかる.

12.4 提案法 2: ZPLPFに基づく遠心力補償
本章では, ZPLPFを用いた重心軌道生成法において,遠心力による影響を補償する方法を提案する. ZPLPFを用

いた場合の補償法は,予見制御を用いた場合と比較して単純・明快であり,設計時の拡張コストも非常に少ないと
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図 12.5: 遠心力予見制御のブロック図 (CFPC)

いうメリットがある. 以下に,その設計法を述べる.

12.4.1 制御系設計

遠心力による外乱を考慮した ZMP方程式 (11.7)をラプラス変換すると,以下のようになる.

XZMP(s) = (1 −
zc

g
s2)X(s) +

zc

g
D(s) (12.23)

ここで, XZMP(s) = L[xZMP(t)], X(s) = L[x(t)] and D(s) = L[ẍcent(t)]である. また, (12.23)は以下の形式に変形さ

れる.

Xdes(s) =
Xcmd

ZMP
(s) − zc

g
D(s)

1 − zc

g
s2

(12.24)

式 (12.24)を用いることにより,所望の重心軌道を求めることができる. ここで, (12.24)は連続時間領域において

実現不可能であることは,第 6.3.1節において説明した. 1
1−

zc
g

s2 の特性は,離散領域において ZPLPFと等価な逆シス

テムで近似的に実現する. ZPLPFの設計法は, 6.3節にて述べた. ZPLPFフィルタを用いた場合の遠心力補償制御

系設計の説明は以上である. 零位相ローパスフィルタによる方法のブロック図を図 12.6に示す.

12.5 旋回時の全身運動生成法
本章にて提案した手法の有効性を確認するためには,ロボットの重心位置を所望の軌道に追従させる必要があ

る. また, ZMPを支持領域の中心に制御するため,脚先を適切な位置に制御する必要がある. さらに,旋回時の姿勢

を適切に制御する必要があり,以上の運動に応じた操舵軸を適切に駆動することが必要となる. 以上の目的を達成
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図 12.6: 遠心力補償付き ZPLPFのブロック図 (CFZPLPF)

する全身運動生成法は,基本的には前章にて述べたものとほぼ同じであり,式 (10.49)(10.50)(10.76)(10.79)による

逆運動学計算を行う. 前章と異なる点として,駆動軸を適切に制御する方法に第 5章で述べた従来法式 (10.88)を

用いた点がある. 式 (10.88)により,適切な各脚操舵角度を求めることができるが,指令角度計算のために wṗB, ωB,

wṗB, wpci
および wṗci

が必要な点について注意が必要である. wpci
および wṗci

は運動計画の段階で生成した指令

値を代入すればよいが, wṗBおよび ωBは指令値を計画しないため,指令値を用いた計算ができない. 応答値 wṗres
B

,

ωres
B
を用いることも考えられるが,速度応答値は擬似微分によるノイズが多く含まれるため,式 (10.88)の計算結

果が振動的になってしまう. そこで,シミュレーションでは式 (10.49)(10.50)(10.76)(10.79)による逆運動学解のな

かに含まれる wṗ
re f

B
および ωre f

B
を代入している. 実験においては, wṗ

re f

B
および ωre f

B
を用いる方法でも解が振動的

となった. そこで, wṗCoG ≃
wṗB という仮定を置き, wṗB に wṗcmd

CoG
を代入している. 全体の制御システムのブロック

図を図に示す.
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12.6 シミュレーション/実験
本章では,提案法の有効性を３次元シミュレーションおよび実験によって検証する. 本稿では,以下の 2種類の

項目を検証した.

1. 従来法および提案法による ZMPのトラッキング制御

2. CFPCおよび CFZPLPFの有効性検証のための ZMPスラローム軌道追従制御

シミュレーションおよび実験時の主要パラメータを表 12.1に示す.

12.6.1 従来法および提案法による ZMPのトラッキング制御

本節では,提案法によるアプローチの性能と従来法の欠点を示す. シミュレーション環境は図 12.8(a)に示すと

おりであり,シミュレーション結果を図 12.9(a)に,実験結果を同図 (b)に示す.

従来法では,ロボットの重心位置を倒立振子の質点に見立て,振子のロール角 θを θre f に制御することで, ZMP

が間接的に制御されている. この時,過渡応答期における ZMPの誤差が大きくなっていることがわかる. これは,

システムに内在する不安定零点に起因した ZMPの逆応答によるものが大きな原因であると考えられる. このよう

に,従来法には ZMPの逆応答によって制御帯域が制限されてしまうという問題が存在し,遠心力の影響を補償す
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表 12.1: シミュレーションおよび実験条件

Contents Simulation Experiment

(ROCOS)

Sampling time Ts [ms] 1.000 1.500

ZPLPF tap length N [sample] 1200 1200

Previewing step MR [sample] 1200 800

Previewing step MD [sample] 400 300

Q 1.0×106I4×4 1.0×106I4×4

H 1.000 1.000

Height of CoG zc [m] 0.43 0.43

る際にもその影響は残る. よって,遠心力による影響を議論するまでもなく,姿勢制御によるアプローチは問題を

有していることがわかる.

対して,提案法によるアプローチでは, ZMPの追従誤差が良好に抑圧されていることがわかる. 提案法は,ロボッ

トの重心が予見制御および ZPLPFの出力に追従するよう制御されている. 本節におけるシミュレーション及び実

験によって,提案法によるアプローチは ZMPの追従性において優れていることが示された. 遠心力による影響が

ない状況において,従来法では誤差が残るが,本提案法によるアプローチは ZMPの誤差を低減する. よって,残る

遠心力による影響の誤差のみに集中し,補償を行えばよい.

12.6.2 ZMPスラローム軌道追従制御によるCFPCおよびCFZPLPFの有効性の検証

本節では, CFPCおよび CFZPLPFの有効性を検証する. シミュレーション環境を図 12.8(b)に示し,シミュレー

ション時の走行動作例を 12.10に,実験時の走行動作例を図 12.11に示す. また,シミュレーション結果を図 12.12

に, 実験結果を図 12.13に示す. 図 12.12, 12.13では, (a)に各種法適用時の ZMPの誤差を載せた. 同図 (b)-(e)に

は, 各手法適用時の ZMPの応答値を載せた. ここで, ZMPの目標軌道は余弦関数を用いて生成した. シミュレー

ションおよび実験では,ロボットの重心位置は CFPCおよび CFZPLPFによって生成された重心軌道に追従するよ

う制御されている. また,重心に加わる遠心力は,前もって生成された重心軌道をもとに予測されており,重心軌道

自体はオンラインで生成している. シミュレーション結果により,提案法による遠心力の影響の補償が行われない

場合は, ZMPの誤差が大きくなっていることがわかる. 対して,提案法を用いた場合は,提案法を用いない場合と

比較して ZMP誤差が小さくなっていることがわかる. よって, CFPCおよび CFZPLPFは,遠心力による影響を十

分に補償可能であることが示された. また,目標 ZMP軌道を用いて遠心力を予測した場合の結果は, CFPCおよび

CFZPLPFを用いた場合においても,付加的な ZMP誤差が生じることを確認した. 対して,前処理に基づいて遠心

力を予測した結果では,遠心力の影響を補償し, ZMPの誤差が低減された. 実験結果においてもシミュレーション

と同様な傾向が見られ,提案法を用いた場合は ZMPの誤差が低減されることが確認できた. 以上により, CFPCお

よび CFZPLPF,そして前処理による遠心力の予測の効果を確認することができた.

171



	

ZMP

(a) ZMPトラッキング制御の試験環境: 姿勢制御に基づ

くアプローチの性能を検証
(b)遠心力補償付 ZMPトラッキング制御の試験環境: 遠

心力補償の有効性を検証

図 12.8: 試験環境
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(b)実験結果

図 12.9: ZMPのトラッキング制御: 姿勢制御に基づくアプローチの有効性検証結果

12.7 おわりに
まず,提案法を用いる場合と用いない場合の ZMP誤差を検討する. シミュレーションおよび実験時の ZMPの二

乗平均平方根誤差 (RMSE)を表 2に示す. シミュレーションでは,提案法を用いる場合,提案法を用いない場合と

比較して ZMPの RMSEを約 1/2に低減可能とした. さらに実験においても,シミュレーションほどではないが,提

案法によって ZMPの RMSEを低減しており, WLMRにおいて十分な補償性能を示すことができたと言える. 実

験における遠心力による影響の補償が顕著でないのは,シミュレーションと比較して移動速度が小さいことに起因

する. 現状の実験環境では移動速度が限界であるためこれ以上速度の高い領域で実験することはできないが,移動

速度を向上させ,遠心力による影響が更に大きくなる領域に制御した場合は,提案法による効果は更に顕著となる

であろう.

遠心力補償の効果において CFPCと CFZPLPFに大きな差は見受けられないが, CFPCと比較して, CFZPLPFは
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図 12.10: ZMPスラローム軌道追従時のロボットモーション (シミュレーション)

非常に容易に遠心力の影響を補償する形に拡張可能であることに特徴があると言える. 一方で,遠心力の影響の抑

圧に必要な遠心力の未来値の情報量は, CFPCと比較して CFZPLPFの方がより多く必要である. CFPCに必要な遠

心力未来値は図 11.12を見るとわかるように 400ステップほどでよいが, CFZPLPFでは理論上目標 ZMP軌道の

フィルタリングと同様の 1200ステップほど未来の値が必要となるのである. よって,外乱値のフィードフォワー

ド補償に関する計算量としては, CFPCの方がより少なくてよい. このように, CFPCでは外乱予見に関して目標値

予見と独立に設計可能であり,また外乱予見のステップ幅が短く設定できる点に特徴があると言えよう.

また,重心軌道をあらかじめ計算しておく前処理を施しておき,計算された重心軌道を用いて遠心力を予測する

方法が必要であることが,シミュレーションと実験により明らかとなった. 目標 ZMP軌道を用いて遠心力を予測

した場合には, ZMP誤差が増加した. これは,目標 ZMP軌道が重心軌道と比較して急峻になることに起因し,遠心

力を過剰に見積もってしまったことによると考えられる. よって, ZMP誤差をより低減したい場合は,目標重心軌

道の未来値を適宜予測する必要があることになる.
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t=0.0 s t=1.0 s t=2.0 s

t=3.0 s t=4.0 s t=5.0 s

t=6.0 s t=7.0 s t=8.0 s

図 12.11: ZMPスラローム軌道追従時のロボットモーション (実験)
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表 12.2: 実験における ZMP誤差の RMS値 [mm]

w/o comp. 44.24

w/ CFPC 18.84

w/ CFZPLPF 20.70

w/o preprocess 39.60
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(c) CFPCによる遠心力補償
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(d) CFZPLPFによる遠心力補償

0 1 2 3 4 5 6

time [s]

-0.05

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

y
 [

m
]

ZMP ref

CoG ref

ZMP res

CoG res

(e) ZMPに基づいて遠心力を予測した場合 (CFZPLPF)

図 12.12: 遠心力の影響の補償結果 (シミュレーション)
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表 12.3: 実験における ZMP誤差の RMS値 [mm]

w/o comp. 13.40

w/ CFPC 11.00

w/ CFZPLPF 9.574

w/o preprocess 10.31
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図 12.13: 遠心力の影響の補償結果 (実験)
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第13章 結言

本稿では,第 I部にて「ロボットシステムに親和性の高いモーションコントロール手法の提案と外乱抑圧特性の

向上」を述べ,第 II部にて「多自由度移動ロボットの転倒危険性低減を目指した安定性指標と高機動化を実現す

る運動生成法の提案」について述べた.

具体的には,第一部にて N自由度制御を提案した. N自由度制御は制御対象の線形性を仮定して,伝達関数/伝達

関数行列を分割することによって複数センサのフィードバックを可能とする方法であり, SIMO系やMIMO系に

適用可能であることを理論的に示した. 第 I部全体を通して,エンコーダに加えて加速度センサが使用可能である

状況を想定した応用事例を述べた.

まず, N自由度制御を 1慣性系としてモデル化が可能なモータドライブシステムへと応用した. 比較手法として

2自由度制御とカルマンフィルタを用い, 2自由度制御に対してはノイズ感度と外乱感度がともに低減できる点で

優れており,カルマンフィルタに対しては安定性と計算量の観点から優れていることを確認した.

続いて N自由度制御を, 2慣性系としてモデル化する必要がある SEAに応用した. SEAに対して,位置制御では

負荷側エンコーダと加速度センサの組み合わせが有効であること,軸トルク制御ではモータ側と負荷側双方でエ

ンコーダと加速度センサを用いる組み合わせが可能であることをシミュレーションおよび実験により確認した.

さらに, 位置ベースのバイラテラル制御手法への N自由度制御応用を検討した. まず, 位置情報のみを用いた

バイラテラル制御手法を 2自由度制御の枠組みで再設計し,さらに N自由度制御のアプローチを導入して加速度

フィードバックを行うことで,ノイズの低減と外乱抑圧の同時設計が可能であることを,シミュレーションおよび

実験により確認した.

続いて第一部の最後に,インピーダンス制御手法への N自由度制御応用を検討した. インピーダンス制御問題

は, PB-ICと DB-ICに大別可能であることを述べ,「正確性と頑健性のジレンマ」が存在することを紹介した. さ

らにエンコーダの性能によって雑音性を考慮すべき問題点を述べ,その問題を加速度センサを併用した N自由度

制御によって解決する手法を提案した. インピーダンス制御問題に対する 3自由度制御の有効性は,１自由度のア

クチュエータおよび多自由度マニピュレータを対象として,シミュレーションおよび実験によって確認した.

以上,第 I部では N自由度制御の様々な応用事例について述べた. モータの位置決めや SEA,バイラテラル制御,

インピーダンス制御は,生活支援ロボットに有効なモーションコントロール技術である. もちろん,その他の産業機

械など多くのアプリケーションがある. それぞれの応用事例に対して外乱抑圧性能を向上可能な本提案法は,モー

ションコントロールにおいて広く用いることが可能な一般性のある手法である,と言えよう.

続いて,第二部にてWLMRの高機動化運動生成法を提案した. WLMRは脚と車輪の機構を併せ持つので,マニ

ピュレータやヒューマノイドなどのロボットとは異なる運動計画が必要となる. そこで本稿ではまず,車輪の拘束

条件と脚の拘束条件を同時に考慮することで,所望の重心運動を実現しつつ,車輪の横滑りが生じないよう適切な

脚の動作を生成する運動生成法を提案した.

２つ目の取り組みとして, ZMPに基づいた多脚多車輪型移動ロボットの運動生成が有用であることを示した. 軌
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道生成法として ZMP方程式の逆システムを構築するアプローチを新たに提案した. 提案する逆システム構築法に

よって生成された逆システムは, ZPLPFと同様の特徴を持つ. この ZPLPFの特徴を有する逆システムに目標 ZMP

を通すのみで目標重心軌道を容易に生成可能であるため,提案法は設計・実装コストにおいて従来法である予見制

御と比較して有利である. さらに,従来用いられていた FIRフィルタよる設計に加えて IIRフィルタによる設計の

適用を提案し,特に計算量の観点から IIRフィルタの有用性が高いことを示した. 提案する軌道生成法の有効性は,

脚車輪型移動ロボットの全身運動生成シミュレーションおよび実験により確認した.

３つ目に, WLMRの更なる高機動化を目指し,遠心力による影響を抑圧する制御手法を提案した. 提案法する手

法は,外乱予見制御および ZPLPFを拡張した手法の 2手法である. 提案する 2手法の有効性を三次元シミュレー

ションおよび実験により確認し, ZMP誤差の RMS値においては外乱予見制御の性能がまさることを確認した. 対

して ZPLPFを拡張した手法は,遠心力を考慮した形に容易に拡張可能である点に特徴がある. また,提案した二つ

の手法はともに遠心力の未来値を必要とするが,遠心力の予測のために,あらかじめ重心軌道を生成しておく必要

があることを示した. 今後,オンラインで遠心力の影響を補償することを考えた時,未来の重心軌道を逐次予測し

なければいけないことがあきらかとなった.

以上,第二部にて述べた手法は,脚車輪型移動ロボットのみならず,二足歩行ロボットや,従来の対向二輪型移動

ロボットなどと比較して高い駆動自由度を持った移動ロボットなど,脚車輪型移動ロボットとは異なる機構の移動

ロボットにも適用可能である. よって,本稿にて提案した手法は,移動ロボット全般において,機動性の向上に貢献

できるものと考えられる.
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付録A 第一部の補足

A.1 N自由度制御の実験に用いる加速度センサについて
本章では,本項を通して共通して使用する加速度センサについて詳細を述べる. 加速度センサとして,クロスボー

社製加速度センサ CXL10GP3およびアナログデバイセズ社の ADXL203を用いた. 加速度センサの概形をそれ

ぞれ図 A.1(a)(b)に示す. CXL10GP3は, 激しい運動や衝撃にも対応できる ±10 G [m/s2]の測定範囲を持ち, 寸法

44.5(W)×27(D)×20(H) mm,重量 23 gと小型計量である. また, ADXL203は非常に安価な加速度センサであり,計

測範囲は ±1.7 G [m/s2]である. 寸法 20(W)×20(D)×1(H) mm,重量 5 gと小型計量である.

(a) CXL10GP3外観 (b) ADXL203外観

図 A.1: 加速度センサの外観

A.2 演算装置について
制御器の演算は, Intel Core i3 3.7 GHzのプロセッサを持ち, RT-preemptカーネルを適用した Linux OS上で実

験を行っている. 制御系の制御周期 ∆tは全て 100 µsとして実験を行っている. また,制御演算時の行列演算には

C++行列演算ライブラリ Eigen [184]を使用している. モータドライバ用電圧指令値の D/A変換,センサ類のアナ

ログ出力信号の A/D変換, エンコーダ信号のカウントにはそれぞれ, Interface社の 12ビット 4chDA変換ボード

DA12-16(PCI), CONTEC社の 12ビット 16chアナログ入力ボード AD12-16(PCI), CONTEC社の 32ビットカウン

タボード CNT32-8M(PCI)を用いた.
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図 A.2: 実験機の概要

A.3 1慣性モータドライブシステムの諸元
本節では, 1慣性系の実験に用いたモータドライブシステムについて諸元を述べる. 特に外観,関節駆動系,セン

サ,パラメータ同定結果等について述べる.

A.3.1 実験装置の外観

実験検証に用いた実験機を図 A.2に示す. 実験装置は,駆動側モータにタイミングベルトを介して負荷側モータ

を接続した構成になっている. センサとしてはエンコーダが両モータに取り付けられており,また駆動側モータに

加速度センサが取り付けられるようリンクが取り付けられている.

A.3.2 モータ駆動系

駆動側のモータとして MAXON Motor 社の RE40(150W) を用いている. また, 負荷側のモータとして同社

RE35(90W)を用いている. モータの仕様を表 A.1に示す. DCモータ駆動用モータドライバには, MAXON Motor

社製 DCモータドライバ 4-Q-DCを使用している. 4-Q-DCは, 1軸駆動が可能な電流制御型のモータドライバであ

り, DCモータに流れる電流をアナログ電圧指令値に応じた値に制御することができる. 主電源電圧は 24Vである.

A.3.3 センサ類

モータの角度検出のためのロータリーエンコーダには NIDEC社製 30-2MDを用いた. エンコーダ自体の分解能

は 3000 pprであり,ラインドライバ方式,信号のレベルは TTLである. A相 B相信号の立ち上がり及び立ち下が

りを利用し,カウント数を 4逓倍することで,分解能を 12000 pprとしている. また, N自由度制御における加速度

情報フィードバックのため,加速度センサを用いる. 1慣性系試験機は回転型であるので,必要な情報は角加速度で

ある. 本研究では,並進加速度が検知可能な 1軸加速度センサを用い,回転/直動変換によって角加速度を得る. 加
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表 A.1: モータ仕様

形式 RE-40 (148867) RE-35 (273755)

公称電圧 [V] 24 48

定格出力 [W] 150 90

停動トルク [Nm] 2.28 0.98

最大連続トルク [Nm] 0.17 0.0994

無負荷回転数 [rpm] 7580 7300

トルク定数 [Nm/A] 30.2 62.2

質量 [kg] 0.480 0.340

速度センサとして,クロスボー社製加速度センサ CXL10GP3およびアナログデバイセズ社の ADXL203を用いた.

使用する加速度センサの詳細については A.1を参照されたい.

A.3.4 パラメータ同定

パラメータ同定のため,最小二乗法に基づいたパラメータ同定を行った. モータのトルク定数はカタログ値を用

い,モータのダイナミクス式 (6.8)に基づいて,以下の式の二乗誤差を最小にするパラメータを求めた.
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ここで, Nはデータ点数であり,印可電流としてスイープ関数を用いた.

A.4 多慣性モータドライブシステム (Series Elastic Actuator (SEA)評価用実
験機)の諸元

本章では,本研究で用いる SEAベンチマーク実験機の詳細を述べる. 特に外観,関節駆動系,センサ,パラメータ

同定結果等について述べる.

A.4.1 SEAベンチマーク実験機の外観

まず,実際に製作した SEA評価用実験機の外観を図 A.3に示す.

A.4.2 駆動系

使用しているモータ,減速機の総合的な仕様を表 A.2に示す. 駆動源としてモータ,減速機としてハーモニック

ギアを用いている. 駆動用モータとして, Maxon社製 DCモータ RE40(150W)を採用している. モータの仕様を表
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Motor with gear 

(gear ratio: 100)

Spring element

Encoder 2 Load disk for 
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link inertia

Load torque 

generator

Encoder 1
Accelerometer

図 A.3: SEA評価用試験機の外観 図 A.4: エラストマーバネの外観

表 A.2: 各関節仕様

モータ出力 [W] モータ定格トルク [N・m] 減速比 最大連続トルク [N・m]

90 1.2 100 10.1

A.3に示す. 減速機として, HarmonicDrive社製ハーモニックドライブギア (CSF-17-100-2A)を用いている. ハーモ

ニックギアの仕様を表 A.4に示す. また,直列弾性アクチュエータに用いる弾性要素として,エラストマーを用い

る. エラストマーを採用する理由として,一般的に用いられる金属バネと比較して,エネルギー蓄積率が高い点が

挙げられる. エラストマーバネを図 A.4に示す. エラストマーバネは線形バネの特性を持ち, SEAに用いる弾性要

素として適切であることが過去の研究により示されている [185]. DCモータ駆動用モータドライバには, MAXON

モータ社製 DCモータドライバ ESCON70/10を使用している. ESCON70/10は, 1軸駆動が可能な電流制御型モー

タドライバであり, DCモータに流れる電流をアナログ電圧指令値に応じた値に制御することができる. 最大許容

電流が 30 Aと高く,高出力型のアクチュエータを対象として用いることができる. 主電源電圧は 24 Vとして使用

した.

表 A.3: モータ仕様

形式 RE-40 (148867)

公称電圧 [V] 24

定格出力 [W] 150

停動トルク [Nm] 2.28

最大連続トルク [Nm] 0.17

無負荷回転数 [rpm] 7580

トルク定数 [Nm/A] 30.2

質量 [kg] 0.480

表 A.4: ハーモニックドライブのデータ

CSF-17-100-2A

許容瞬間最大トルク [Nm] 108

許容連続最大トルク [Nm] 54

重量 0.15
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A.4.3 センサ類

アクチュエータに取り付けられたロータリーエンコーダの詳細を示す. モータ用のエンコーダには NIDEC社

製 30-2MD を用いた. エンコーダ自体の分解能は 3000 ppr であり, ラインドライバ方式, 信号のレベルは TTL

である. A相 B相信号の立ち上がり及び立ち下がりを利用し, カウント数を 4逓倍することで, 分解能を 12000

pprとしている. また, 弾性要素の出力側のエンコーダとして, MTL社製MEH-30-10000PST20EF1(10)を用いた.

MEH-30-10000PST20EF1(10)は分解能が 800, 000 pprと非常に高いエンコーダであり,ラインドライバ方式,出力

信号のレベルは TTLである.

また,本実験機では,ねじれトルクを計測することを考え,トルクセンサを備えている. トルクセンサとして第一

精工の ESTORQを選定した. ESTORQの定格トルクは 20 Nmであり, USB/RS422通信を介して 5kHzのサンプリ

ングでデータ取得可能である. トルク計測計測の分解能は, 10 bitである.

加速度フィードバックを行うため,加速度センサを用いる. 前節にて述べた 1慣性系と同様に並進加速度が検出

可能な加速度センサを用いて,並進/直動変換を行うことで角加速度を得る. ここで,回転方向が水平でなく垂直方

向であることから,取り付けた加速度センサが重力加速度成分を拾ってしまう. そこで,回転軸のまわりに同じ加

速度センサを２つ取り付ける. フィードバックする加速度を２つの加速度センサ出力の平均値とすることで,重力

加速度成分をキャンセルした加速度が検出できる. 加速度センサとして,アナログデバイセズ社の ADXL203を用

いた.

A.5 N自由度制御器の実現方法
本章では, N自由度制御器の実現について詳細を述べる. 本稿における N自由度制御の実装は,本章にて述べる

方法に基づいていることに注意されたい.

A.5.1 可制御/可観測正準系に基づいた制御器の実現法

まずはじめに,可制御/可観測正準系に基づいて多入出力系の制御器を実現する方法について述べる.

A.5.1.1 多入力単出力系制御器の可観測正準実現

いま, n入力単出力系を以下のように定義する.

C = [C1 −C2 . . . −Cn] =
1

dc(s)
[n1(s) − n2(s) . . . − nn(s)] (A.2)

ここで,

ni(s) = sn + bin−1sn−1 + · · · + bi1s + b0 (A.3)

dc(s) = sn + an−1sn−1 + · · · + a1s + a0 (A.4)
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である. 可観測正準系で実現することを考えると,伝達関数表現は厳密にプロパーな形で表現することが望ましい.

よって,下記のように直達項を分離しておく.

Ci(s) =
sn + bin−1sn−1 + · · · + bi1s + b0

sn + an−1sn−1 + · · · + a1s + a0

(A.5)

=
βin−1sn−1 + · · · + βi1s + βi0

snαn−1sn−1 + · · · + α1s + α0

+ D0 (A.6)

βi j =
1

an

(bi j −
bn

an

a j) ( j = 1, 2, . . . n − 1) (A.7)

α j =
a j

an

( j = 1, 2, . . . n − 1) (A.8)

Di =
bin

an

(A.9)

この時, C(s)は n入力 1出力系として,下記のような可観測正準形式で実現できる.

ẋ = Ax + Bu (A.10)
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, D =
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D1 D2 · · · Dn

]

(A.11)

A.5.1.2 単入力多出力系の可制御正準実現

いま,単入力 m出力系を以下のように定義する.
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(A.12)

ここで,

ni(s) = sn + cin−1sn−1 + · · · + ci1s + b0 (A.13)

dc(s) = sn + an−1sn−1 + · · · + a1s + a0 (A.14)

である. 可制御正準系で実現することを考えると,伝達関数表現は厳密にプロパーな形で表現することが望ましい.

よって,下記のように直達項を陽に分離しておく.

Ci(s) =
sn + cin−1sn−1 + · · · + ci1s + b0

sn + an−1sn−1 + · · · + a1s + a0

(A.15)

=
γin−1sn−1 + · · · + γi1s + γi0

snαn−1sn−1 + · · · + α1s + α0

+ D0 (A.16)

γi j =
1

an

(ci j −
cn

an

a j) ( j = 1, 2, . . . n − 1) (A.17)

α j =
a j

an

( j = 1, 2, . . . n − 1) (A.18)

Di =
cin

an

(A.19)
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この時, Cは 1入力 m出力系として,下記のような可制御正準形式で実現できる.

ẋ = Ax + Bu (A.20)
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(A.21)

A.5.1.3 多入力多出力系の可制御/可観測正準実現

n入力 m出力の以下の制御器の実現を考える.
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(A.22)

上式のMIMO制御器の実現方法は, (1) n入力 1出力系の実現をm通り実現する方法 (可観測正準系ベース)と, (2)

1入力 m出力系の実現を n通り実現する方法 (可制御正準系ベース)の２通り存在する. まず, (1) n入力 1出力系

の実現を m通り実現する方法 (可観測正準系ベース)では,実現したい式 (A.22)を以下のように分解する.
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(A.23)

それぞれの制御器は n入力単出力系なので,可観測正準形によって実現すれば良い.

続いて, (2)単入力m出力系の実現を n通り実現する方法 (可制御正準系ベース)では,実現したい式 (A.22)を以

下のように分解する.
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ucn (A.24)

それぞれの制御器は 1入力 m出力なので,可制御正準形によって実現すれば良い.
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A.5.2 実現例: 2自由度制御および 3自由度制御の実現

実現に先立って,複数入出力の伝達関数行列を実現する場合に,伝達関数行列の要素をそれぞれ共通分母多項式

で括り出す必要がある. まず, 2自由度制御について述べる. 2自由度制御器は,以下の伝達関数で表現される.

C1(s) =
Gyr(s)

Pn(s)(1 − Q(s))
(A.25)

C2(s) =
Q(s)

Pn(s)(1 − Q(s))
(A.26)

ここで,フリーパラメータをそれぞれ以下のように表現する.

Gyr(s) =
n(Gyr)

d(Gyr)
(A.27)

Q(s) =
n(Q)

d(Q)
(A.28)

すると,それぞれの制御器は以下のように表現できる.

C1(s) =
n(Gyr)d(Q)d(Pn(1 − Q))

dc

(A.29)

C2(s) =
d(Gyr)n(Q)d(Pn(1 − Q))

dc

(A.30)

dc = d(Gyr)d(Q)n(Pn(1 − Q)) (A.31)

ここで, dc は C1 と C2 の分母における最小公倍多項式である. よって,実現したい制御器は,

C(s) =
1

dc(s)
[n(Gyr)d(Q)d(Pn(1 − Q)) − d(Gyr)n(Q)d(Pn(1 − Q))] (A.32)

となり,式 (A.2)に当てはめて可観測正準実現すれば良い.

続いて, 3自由度制御器の伝達関数表現について述べる.

C1(s) =
Gyr(s)

P1n(s)P2n(s)(1 − Q(s))
(A.33)

C2(s) =
Q1(s) − Q2(s)

P1n(s)(1 − Q(s))
(A.34)

C3(s) =
Q2(s)

P1n(s)P2n(s)(1 − Q1(s))
(A.35)

ここで,フリーパラメータをそれぞれ以下のように表現する.

Gyr(s) =
n(Gyr)

d(Gyr)
(A.36)

Q1(s) =
n(Q1)

d(Q1)
(A.37)

Q2(s) =
n(Q2)

d(Q2)
(A.38)

すると,それぞれの制御器は以下のように表現できる.

C1(s) =
n(Gyr)d(Q2)d(P2n(Q1 − Q2))n(P1nP2n(1 − Q1))

dc

(A.39)

C2(s) =
d(Gyr)d(Q2)n(P2n(Q1 − Q2))d(P1nP2n(1 − Q1))

dc

(A.40)

C3(s) =
d(Gyr)n(Q2)d(P2n(Q1 − Q2))d(P1nP2n(1 − Q1))

dc

(A.41)

dc = d(Gyr)d(Q2)d(P2n(Q1 − Q2))n(P1nP2n(1 − Q1)) (A.42)
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ここで, dc は C1 と C2 の分母における最小公倍多項式である. よって,実現したい制御器は,

C(s) =
1

dc(s)
[ n(Gyr)d(Q2)d(P2n(Q1 − Q2))n(P1nP2n(1 − Q1))

−d(Gyr)d(Q2)n(P2n(Q1 − Q2))d(P1nP2n(1 − Q1))

−d(Gyr)n(Q2)d(P2n(Q1 − Q2))d(P1nP2n(1 − Q1))] (A.43)

となり,式 (A.2)に当てはめて可観測正準実現すれば良い. さらに高自由度の場合も同様な手順で変形可能である.

ただし,一般的に,可制御/可観測正準系は悪条件となり,数値的に好ましくない. よって,最小実現や対角実現,平

衡実現によって条件数をあげてから実装することが望ましく,本研究では平衡実現を適用している.

ところで, MISO系の N自由度制御は,制御系の不安定部分をまとめてインナーループに入れることで,内部安

定性を確保しながら実現することができる. まず, dc を,不安定多項式 d+c と安定多項式 d−c に分けて表現する.

dc = d+c d−c (A.44)

ここで,虚軸上に極を持つ多項式も d+c に入れておく. 3自由度制御を例として上記の表現を導入すると,制御器は

以下のように表現できる.

u = C1r −C2ω −C3y =
1

d+c
(

n1

d−c
r −

n2

d−c
ω −

n3

d−c
y) (A.45)

ここで, d−c を分母に持つ伝達関数は制御器としてそれぞれ独立に実装すればよく, それぞれの出力を足しあわせ

て,最終的に一つの制御器として実装した 1/d+c に通せば良い. d+c と d−c はそれぞれプロパーになるよう分離する

必要がある. よって, d+c は不安定極だけでなく安定極を持つように選定しても良い. また,伝達関数の実装には後

退差分や双一次変換などの手法を用いてパルス伝達関数に変換し,その後差分方程式を用いて実装すれば良い.
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付録B 第二部の補足 (4脚4輪型移動ロボットの
詳細)

本章では,図 B.1に示される脚車輪型移動ロボットの詳細を述べる. 特に,ロボットの各関節駆動系仕様と駆動

制御法,センサ類の仕様と計算機類の仕様について述べる. まず,脚車輪型移動ロボットの CADモデルを図 B.2に

示す. 各脚に５自由度を有した構造となっており,全ての脚に能動車輪を有している. 各関節の駆動範囲を表 B.1

に示す. また,関節配置図を図 B.3に示す. ロボット全体のシステム構成を図 B.4及び B.5に示す.

B.1 駆動系
B.1.1 駆動系の機構

関節駆動用アクチュエータとし, Maxon社製 DCモータ REプログラムを採用している. 脛 Yaw軸駆動用とし

て RE-30(60 W),股 Yaw軸 ·股 Roll軸 ·車輪駆動用として RE-35(90 W),膝 Roll軸駆動用として RE-40(150 W)を

用いている. モータの写真を図 B.6に,仕様を表 B.2に示す. HarmonicDrive社製ハーモニックドライブギアを用

いている. ハーモニックドライブギアは低バックラッシ・高効率・小型でありながら高ギア比を実現できるとい

う特徴がある. 車輪駆動用に CSF-14-30-2A-Rを,脛 Yaw軸駆動用に CSF-14-100-2A-R-SPを,股 Yaw軸駆動用に

CSF-17-100-2A-R-SPを,股 Roll軸 ·膝 Roll軸駆動用に CSF-17-120-2A-Rを用いている. ハーモニックギアの写真

を図 B.7に,仕様を表 B.3に示す. 使用しているモータ,減速機の仕様を表 B.4に示す. すべての関節においてハー

モニックギアを用いており,股ロール軸,膝ロール軸,車輪軸は減速比２のプーリとタイミングベルトを介して駆動

している. 関節駆動系の構成図を図 B.8に示す. DCモータ駆動用モータドライバには,サーボテクノ社製モータド

ライバ PMA20W-48Vを使用している. PMA20W-48Vは, 2軸同時駆動が可能なモータドライバであり, DCモー

タに流れる電流を,アナログ電圧指令値に応じた値に制御することができる. 主電源電圧は 48 Vである. 本研究で

は,三相 200 V電圧を山菱電気製ボルトスライダーを用いて変圧した後,全波整流回路にて整流後の出力ををモー

タドライバの入力として用いている.

B.1.2 駆動系の制御法

本節では, アクチュエータの制御法を示す. ロボットの任意の運動を実現するためには, 各関節は所望の位置・

速度・加速度に制御される必要がある. 本稿では,関節駆動系のモデル化と制御器の設計法を示す. 制御系設計に

際して厳密にモデル化を行う場合は,図 B.8に示されたモデルに対し,モータと HDGによる 2慣性共振系もしく

はタイミングベルトも考慮した 3慣性共振系でモデル化を行う事になる. 多慣性共振系においては,弾性定数およ

びイナーシャの値によって共振周波数が決まり, 制御帯域が制限される [179]. 本研究にて用いる HDGは高剛性

であるため弾性定数は非常に高く,共振周波数も高くなる. よって,本稿では共振による制御帯域の制限は問題に
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(a)姿勢 1 (b)姿勢 2

図 B.1: WLMR外観

表 B.2: モータ仕様

形式 RE-30 (268216) RE-35 (273755) RE-40 (148877)

公称電圧 [V] 48 48 48

定格出力 [W] 60 90 150

停動トルク [Nm] 1.02 0.967 2.5

最大連続トルク [Nm] 0.0882 0.0965 0.184

無負荷回転数 [rpm] 8490 7270 7580

トルク定数 [Nm/A] 0.0538 0.0622 0.0603

質量 [kg] 0.238 0.340 0.480

ならないという仮定をおく. また, HDGにおける角度伝達誤差が精密な位置決めの際に問題となることが報告さ

れている [180]が,本稿では角度伝達誤差が問題となる微小領域を取り扱わないこととして,この影響を無視する.

さらに,タイミングベルトの共振が問題となる研究例 [181]も報告されており,今後高速・精密な位置決めを行う

際にはこの影響が問題となる可能性はあるが,本稿では取り扱わない.

上記の仮定をおくと,関節駆動系の減速機構は理想的な伝達がなされることになる. よって,モータ側回転角度

θm [rad]と負荷側回転角度 θl [rad],モータ側発生トルク τm [Nm]と負荷側発生トルク τl [Nm]において以下の関係

式が成り立つ.

θl = nθm (B.1)

τl = nτm (B.2)

ここで, nは各関節におけるHDGおよびタイミングベルトによる減速比である. 関節駆動系には負荷側ロータリー
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図 B.2: CADモデル外観

エンコーダが搭載されておらず,モータ側ロータリーエンコーダのみ搭載されているため,負荷側回転角を計測で

きない. 本稿では,上記関係式を用いることで負荷側回転角度を計算している. 上記の仮定のもとでは,関節回転軸

の運動方程式を負荷側に換算して,以下のように簡単化できる.

J
dωl

dt
+ Bωl = nkti − τ

reac
l (B.3)

ここで, J = Jl + n2Jmは負荷側換算したイナーシャ [kgm2]であり,ロボットの姿勢に応じて変動する時変パラメー

タである. B = Bl + n2Bm は負荷側換算した粘性係数 [Nms/rad]であり, kt はトルク定数 [Nm/A]である. モータド

ライバによって流れる電流を任意の値に制御可能と仮定すれば,上記モデルに対し,制御入力を電流 iとして制御

器を設計することになる.

制御則としては, PDフィードバック制御と外乱オブザーバの併用によって電流指令値を決定することで位置と
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表 B.1: 関節の可動範囲
股 Yaw軸 -90∼+90 deg

股 Roll軸 -90∼+50 deg

膝 Roll軸 -90∼+50 deg

脛 Yaw軸 -180∼+180 deg

図 B.3: WLMRの関節配置

表 B.3: ハーモニックドライブのデータ

ギア CSF14-30 CSF14-100 CSF17-100 CSF17-120

許容瞬間最大トルク [Nm] 17 54 86 108

許容連続最大トルク [Nm] 6.8 11 39 39

重量 90 90 150 150

速度を制御可能である.

ire f = Kp(θ̇cmd
l − θ̇res

l ) +
τ̂dis

nktn

(B.4)

ire f = Kp(θcmd
l − θres

l ) + Kd(θ̇cmd
l − θ̇res

l ) +
τ̂dis

nktn

(B.5)

制御系に用いるパラメータを表 B.5に示す.

B.2 センサ類
モータに取り付けられたロータリーエンコーダの詳細を示す. 全てのエンコーダに, Maxon Motor社製エンコー

ダ MR type Lを用いている. エンコーダ自体の分解能は 1024 prrであり, ラインドライバ方式, 信号のレベルは

TTLである. A相 B相信号の立ち上がり及び立ち下がりを利用し,カウント数を 4逓倍することで,分解能を 4096

pprとしている.

続いて, ロボットの姿勢を検出するためのセンサについて述べる. 本研究では, 姿勢角センサとしてジャイロ

スコープ・加速度センサを用いている. ジャイロスコープとして, シリコンセンシングシステムズジャパン社製

CRS03-04を使用している. ジャイロスコープの概形を図 B.9に示す. CRS03-04は, ±200 deg/secの広い測定範囲

を持ち,寸法も 29(W)×29(D)×18.2(H)mmと非常にコンパクトである. 加速度センサとして,クロスボー社製加速

度センサ CXL10GP3を選定した. 加速度センサの概形を図 B.10に示す. CXL10GP3は,激しい運動や衝撃にも対

応できる ±10G [m/s2]の測定範囲を持ち,寸法 44.5(W)×27(D)×20(H) mm,重量 23 gと小型計量である.
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表 B.4: 各関節仕様

モータ/ギア型式 モータ出力 [W] モータ定格トルク [Nm] 減速比 最大出力トルク [Nm]

股ヨー軸 RE35/CSF17-100 90 0.967 100 9.65

股ロール軸 RE35/CSF17-120 90 0.967 240 23.16

膝ロール軸 RE40/CSF17-120 150 2.5 240 44.16

脛ヨー軸 RE30/SF14-100 60 1.02 100 8.82

車輪軸 RE35/CSF14-30 90 0.967 60 5.79

表 B.5: WLMRの駆動に用いるパラメータ

回転軸まわりのノミナルイナーシャ ノミナル質量 [kg] リンク長 [m]

(負荷側換算値) [kgm2]

ベースリンク - 12.0 0.70(W) × 0.35(D) × 0.40(H)

股ヨー 1.50 0.70 0.150

股ロール 1.50 3.03 0.350

膝ロール 0.50 1.52 0.140

脛ヨー 0.01 1.61 0.280

車輪軸 0.10 1.88 0.104

Pゲイン (位置/速度) Dゲイン DOBカットオフ 位置擬似微分カットオフ
周波数 [rad/sec] 周波数 [rad/sec]

股ヨー 5.00/3.00 3.00 30.0 150.0

股ロール 25.0/15.00 5.00 30.0 150.0

膝ロール 20.0/15.00 5.00 30.0 150.0

脛ヨー 25.0/2.00 5.00 30.0 150.0

車輪軸 15.0/3.00 5.00 30.0 150.0

B.3 演算装置
制御演算を行う計算機の詳細を述べる. マザーボードは, Mini-ITX規格の EPIA-PN18000Gを用いている. CPU

は PentiumM 1.7GHzを,メモリは DDR2 533メモリ 1Gを搭載している. PCIスロットに PCI拡張ボードを用いて

おり,各種 PCIボードを使用可能としている. D/A, A/D,カウンタにはそれぞれ Contecの非絶縁型多チャネルアナ

ログ出力ボード (DA12-16(PCI)),非絶縁型高速高精度高機能アナログ入力ボード (AD16-16U(PCI)EV), 32ビット

高速アップダウンカウンタボード (CNT32-8M(PCI))を用いている. OSには Linux(debian)を採用しており,カー

ネルバージョンは 2.6.30.5, Debianのバージョンは 4.3.2-1.1である. また, リアルタイム演算のために Real Time

Application Interface(RTAI) [183]を使用しており,高精度な周期実行を可能としている. 制御演算時の行列演算に

は C++行列演算ライブラリ Eigen [184]より, LU分解や特異値分解の APIを利用している.
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・Rectifier 3φ 48V → DC48V

・Motor drivers

・PC unit

・circuit for sensors

Motor + Gear 

( + belt) + encoder

Accelerometer /

Gyroscope 1φ 100V 

3φ 48V 

3φ 200V

Transformer

図 B.4: 駆動システム外観
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図 B.5: 全体のシステム構成
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図 B.6: DCモータ外観
図 B.7: ハーモニックドライブギア外観

Driven
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DC motor

Harmonic Drive Gear

Reduction ratio 1:n2
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Reduction ratio 1:n1

Encoder

DC motor
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Leg

Joint

type 1

Joint

type 2

図 B.8: 関節タイプ

図 B.9: ジャイロセンサ外観 図 B.10: 加速度センサ外観
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付録C N自由度制御による脚車輪型移動ロボット
の重心/関節制御系の性能改善

C.1 はじめに
本章では,第一部にて提案した N自由度制御を, WLMRへと適用することを考える. 第二部において, ZMPを規

範とした重心動作を計画する方法や,所望の重心動作等を実現するための関節動作を生成する全身運動生成問題

について問題点を述べ,解決法を提案してきた. これらの提案手法は,所望の ZMPを実現するための重心軌道や,

所望の重心を実現する関節軌道を出力する手法であり,出力された重心軌道や関節軌道に,実際の重心や関節が良

好に追従可能であることを前提としている. つまり,提案法は重心制御の追従特性や,関節制御の追従特性に大き

く依存していることになる.

以上の関係を数式上で示そう. 第 11章及び第 12章の検証において,重心制御系では並進運動量 P ∈ R3 を参照

値とし,以下に示す P制御を用いていた.

Pre f = Mnṗ
re f

CoG
(C.1)

ṗ
re f

CoG
= Kmom.

p (pcmd
CoG − pCoG) + ṗcmd

CoG (C.2)

ここで, Mnはロボット全体の質量であり, pCoG ∈ R
3はロボットの重心位置, Kp = diag

{

Kpx,Kpy,Kpz

}

である. 運動

生成は主に速度の次元で行っているので,重心運動は P制御のみで安定な軌道追従が可能である. ヒューマノイド

などの運動制御においても,この P制御方式は一般的な方策である [148]. ここで, Pre f は第 10章にて述べたよう

に,並進運動量と q̇を関係付ける以下の並進運動量ヤコビアンに与えられる.

JPq̇ = P (C.3)

上式を解くことで, Pre f を実現する q̇re f を得ることができる. 得られた q̇re f を積分することで qre f が求められ, qre f

に追従するよう関節のトルク指令を以下のように与える.

τ = K
joint
p (qre f − q) +K

joint

d
(q̇re f − q̇) + τ̂dis (C.4)

ここで, K
joint
p = diag

{

Kp1,Kp2, · · · ,Kpn

}

, K
joint

d
= diag {Kd1,Kd2, · · · ,Kdn}は PDゲインであり, τ ∈ Rn は n関節分の

トルク指令, τ̂disは外乱オブザーバによって推定された外乱トルクである. 簡単のため,トルク制御 (電流制御)ルー

プは良好な追従制御系が構築されているものとして, τ ≃ τre f とする. 以上の条件下で,重心制御系の応答について

解析する. JPはロボットの各リンクの長さや質量のパラメータに依存するので,真の値との誤差を含む可能性があ

る. そこで,真の並進運動量ヤコビアンを JP,ノミナル並進運動量ヤコビアンをを JPnとして区別すると, Pと q̇の

関係は以下のように変形できる.

P = JPq̇ = JPnq̇ + (JP − JPn)q̇ (C.5)
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上式において, JPn に掛かる q̇について解き, q̇re f とすると,以下のようになる.

q̇re f = J
†

Pn
Pre f − J

†

Pn
(JP − JPn)q̇ (C.6)

上式は, Pre f と q̇re f のマッピングの際に誤差が生じることを示している. 続いて, Pと q̇の関係において,関節制御

系における誤差を考慮すると,以下のように表せる.

P = JPq̇ = JP(q̇re f − q̇err) (C.7)

上式に式 (C.6)を代入して整理すると,以下のようになる.

P = Pre f − (I − JPJ
†

Pn
)Pre f − JPJ

†

Pn
(JP − JPn)q̇ − JPq̇err (C.8)

続いて, P = MṗCoG, Pre f = Mnṗ
re f

CoG
を代入すると, ṗCoG に関する以下の関係式を得る.

ṗCoG = ṗ
re f

CoG
− (1 −

Mn

M
)ṗ

re f

CoG
−

1

M
{(I − JPJ

†

Pn
)Mnṗ

re f

CoG
− JPJ

†

Pn
(JP − JPn)q̇ − JPq̇err} (C.9)

ṗCoG = ṗ
re f

CoG
− ṗdis

CoG (C.10)

ここで, ṗdis
CoG
は質量のパラメータ誤差や関節制御系の追従誤差によって生じる重心追従誤差であり,本稿では重心

外乱と定義する. この重心外乱を抑圧することができれば,所望の重心運動が実現され,結果的に所望の ZMPが実

現される.

重心外乱を抑圧するためには, (1)関節運動に対する制御性能を向上することで追従誤差を低減, (2)重心運動に

対する制御性能を向上させることで外乱の影響を抑圧,の２つの方法がある. (1)は, ṗdis
CoG
における q̇err を抑圧す

るアプローチであり, (2)は ṗdis
CoG
そのものを抑圧するアプローチである. 前章までの検証では, (1)として PD制御

と外乱オブザーバ, (2)として P制御を採用している形となる. 例えば,重心制御に P制御を用いた場合,重心外乱

による影響は以下のように抑圧される.

pCoG(s) = pcmd
CoG(s) − (s +Kmom.

p )−1pdis
CoG(s) (C.11)

ここで,ラプラス変換を施して s領域上での特性を示している. Kmom.
p の値を高く設定することで,重心外乱による

影響が抑圧可能であることがわかる. 図 C.1は,第 11章における車輪走行動作において,関節制御に PD制御と外

乱オブザーバを,重心制御に P制御を適用した結果を再掲している. 第 11章では特に言及していなかったが,重心

の応答において急峻な重心動作の変動が確認できる. これは大きな加速度を発生させる事に繋がり,結果的に ZMP

の応答に振動を生じさせている. 原因として,重心外乱抑圧特性を向上するために高い P制御ゲインを設定した事

による,好ましくないオーバーシュートや振動などが考えられる. このような ZMPの誤差はロボット自体の安定

性に深刻な影響を与えるものではないが,さらなる高機動化の実現を考える上で好ましいものではない. ZMPを

直接フィードバックすることでこの ZMP誤差を抑圧するアプローチも存在する. 例えば関連研究として,単質点

近似したモデルに基づく ZMPと実 ZMPの誤差を ZMP外乱と定義し,その誤差を推定する ZMP外乱オブザーバ

が提案されている [174]. これらの研究では, ZMP外乱に基づいて重心位置及び重心加速度を補正する制御系の適

切なゲイン設計法を提案している. 本研究で提案する N自由度制御において,フリーパラメータの設計に上記研究

の知見を活かすことで, ZMP誤差の抑圧を実現することは可能であると思われる. しかし本稿では,あくまで ZMP

制御系のインナーループに相当する重心制御系の性能向上を目標とする. 重心外乱の影響を十分に排除しつつ目

標値追従性能を改善すれば,重心制御性能及び ZMP制御性能を向上させる事ができる. その上で ZMP誤差が問題

となる場合は,アウターループに ZMP制御系を構築すれば良い. 具体的な手法としては N自由度制御,特に 2/3自

由度制御を重心制御及び関節制御のそれぞれに適用することを考え,性能改善を目指す.
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図 C.1: 重心動作の追従誤差による ZMP誤差

C.2 関節制御へのN自由度制御の応用
本節では, WLMRの関節制御に 2/3自由度制御を適用する. WLMRの関節駆動系の詳細については付録 Bを参

照されたい. 各関節に対して独立に 2/3自由度制御を適用する事を考えると,基本的な設計方法は第 4章に示した

ものと同一であるため,詳細については第 4章を参照されたい.

まず, 2自由度制御のための伝達関数を以下のように選ぶ.

P(s) =
Θ(s)

T (s)
=

1

Js2 + Bs
(C.12)

ここで, パラメータ J, Bは各関節の負荷側換算後のイナーシャ [kgm2], 各関節の負荷側換算後の粘性摩擦定数

[Nms/rad]である. また, Θ(s) = L[θ(t)], T (s) = L[τ(t)]であり, Lはラプラス演算子である.

続いて,関節角度と角加速度が検出可能な状況を想定し, 3自由度制御のための伝達関数を以下のように選ぶ.

P1(s) =
Θ̈(s)

T (s)
=

s

Js + B
, P2(s) =

Θ(s)

Θ̈(s)
=

1

s2
(C.13)

2自由度制御のための Q(s)は以下のように設計した.

1 − Q(s) =
s2(s + 2ωc)

(s2 + ωcs + ω2
c)(s + ωc)

(C.14)

3自由度制御のための 1 − Q1(s)および 1 − Q2(s)の構造は上式と同様になるよう設計し,その遮断周波数として異

なるパラメータを用いた. Gyr(s)の設計に関しては, 1 − Q(s)がバイプロパーであり, Pn(s) = P1n(s)P2n(s)の相対次

数が 2であるので,下記のように設計した.

Gyr(s) =

(

1

τs + 1

)2

(C.15)

2自由度制御器と 3自由度制御器は,それぞれ 2入力/3入力-1出力の可観測正準形として実現し,双一次変換に

よって離散化して実装した. 実現方法の詳細については,付録 Aを参照されたい. また,制御設計における脚車輪型

移動ロボットのノミナルイナーシャ選定について言及しておく. ロボットの実イナーシャは姿勢に応じて変動す
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るので,イナーシャの変動に伴うモデル化誤差が問題となる. 各リンクの可動範囲に応じてイナーシャの最大値と

最小値を求めておき,中央値をノミナルイナーシャとして選定する方法が適切ではあるが,本稿では外乱オブザー

バの設計において使用していた表 B.5のノミナルイナーシャを継承して用いる.

2/3自由度制御は,関節制御系に適用していた PD制御と外乱オブザーバの構成と比較して,フィードフォワード

制御器を有しているので,目標値応答と外乱応答を分離設計できる点で性能向上が期待できる. さらに, 3自由度制

御によって量子化ノイズの影響を低減でき,外乱抑圧特性を向上可能である事が期待される.

C.3 重心制御へのN自由度制御の応用
本節では, WLMRの重心制御に 2/3自由度制御を適用する. 重心制御の問題は,式 (C.10)をもとに考える事がで

きる. まず,重心位置の制御を目標として,式 (C.10)をラプラス変換し s領域で以下のように表す.

pCoG(s) =
1

s
(ṗ

re f

CoG
(s) − ṗdis

CoG(s)) (C.16)

上式において, ṗ
re f

CoG
(s)を入力とし, pCoG(s)を出力としたシステムと捉えると, ṗdis

CoG
(s)は入力端外乱である. また,

制御対象の伝達関数行列は 1
s
Iとなるが,対角成分のみに要素を持つ伝達関数行列であるため,各要素を独立に単

入力単出力系として取り扱う事ができる.

pCoG(s) = [px
CoG

(s) p
y

CoG
(s) pz

CoG
(s)]T とすると,重心制御問題に対する 2自由度制御のための伝達関数は以下の

ように選ぶ事ができる.

P(s) =
pi

CoG
(s)

ṗi
CoG

(s)
=

1

s
, (i = x, y, z) (C.17)

以上のように制御対象の伝達関数を選ぶと, 2自由度制御の閉ループ伝達関数行列は,式 (3.5)を参考にして,下記

のようになる.





















u(s)

y(s)


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















=





















Gyr(s)s Q(s) −Q(s)s

Gyr(s) − 1
s
(1 − Q(s)) −Q(s)






















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























r(s)

d′(s)

ξ(s)





































(C.18)

上記の式において, d′ → yの伝達関数が,極に sを持つ. よって,同伝達関数内のフリーパラメータである 1−Qが,

sを一つ零点として有する必要がある.

また,サーボに関する特性は,式 (3.7)より,下記のように求められる.

lim
t→∞

e = lim
s→0

s

(

(1 −Gyr(s))r(s) +
1

s
(1 − Q(s))d(s) + Q(s)ξ(s)

)

(C.19)

例えば,目標値をステップ状,加わる外乱もステップ状であるとすると,定常状態をゼロとするためには, Gyr(s)は

零点に sを一つ, 1 − Q(s)は零点に sを二つ持たせる必要がある.

続いて, 3自由度制御のための伝達関数は以下のように選ぶ事ができる.

P1(s) =
p̈i

CoG
(s)

ṗ
ire f

CoG
(s)
= s, P2(s) =

pi
CoG

(s)

p̈
ire f

CoG
(s)
=

1

s2
(i = x, y, z) (C.20)
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以上のように制御対象の伝達関数を選ぶと, 3自由度制御の閉ループ伝達関数行列は式 (3.15)を参考にして,下記

のようになる.
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(C.21)

上記の式において, ξ′
1
→ νの項は sを一つ極に持ち, d′ → yの項は sを一つ極に持ち, ξ′

1
→ yの項は s2を極に二つ

持つ. また,サーボに関する特性は,式 (5.16)より,下記のように求められる.

lim
t→∞

e = lim
s→0

s

(

(1 −Gyr(s))r(s) +
Kt

(Js2 + Bs)
(1 − Q1(s))d(s) +

Q1(s) − Q2(s)

s2
ξ1(s) + Q2(s)ξ2(s)

)

(C.22)

例えば,目標値をステップ状,加わる外乱もステップ状であるとすると,定常状態をゼロとするためには, Gyr(s)は

零点に sを一つ, 1−Q1(s)は零点に sを二つ持たせる必要がある. 以上をまとめると, Q1 −Q2 = (1−Q1)− (1−Q2)

より, 1 − Q1 と 1 − Q2 がともに零点に sを二つ持てば,すべての条件が満たされる.

以上の条件を考慮して, 2自由度制御のための Q(s)は以下のように設計した.

1 − Q(s) =
s2(s + 2ωc)

(s2 + ωcs + ω2
c)(s + ωc)

(C.23)

3自由度制御のための 1 − Q1(s)および 1 − Q2(s)の構造は上式と同様になるよう設計し,その遮断周波数として異

なるパラメータを用いた. Gyr(s)の設計に関しては, 1 − Q(s)がバイプロパーであり, Pn(s) = P1n(s)P2n(s)の相対次

数が 1であるので,下記のように設計した.

Gyr(s) =
1

τs + 1
(C.24)

2自由度制御及び 3自由度制御が等価的に外乱オブザーバを内包することは,第 3にて述べた通りである. よっ

て,式 (C.10)に対する 2/3自由度制御の適用は,速度次元における作業空間外乱オブザーバを重心運動に対して設

計していると言える. 本稿ではこの問題における外乱オブザーバを速度次元における重心外乱オブザーバと呼ぶ

ことにする.

C.4 シミュレーションによる検証
本章では,重心制御及び関節制御に対する提案法の有効性をシミュレーションによって検証する. 検証対象とし

て,第 11章の ZMPに基づいた車輪走行における追従性能の改善を試みる. 重心軌道の生成法としては予見制御を

用いることとし,その条件下で重心制御法と関節制御法を変更する. 結論として, 2自由度制御による追従性能の改

善は確認されたが, 3自由度制御による性能改善は確認できなかった. これは, 2自由度制御における遮断周波数を

十分高く設定できなかったためである. よって本節では,従来の制御系と 2自由度制御による結果の比較について

のみ述べる.

まず,従来の制御系と 2自由度制御の比較のために,以下の 4つのケースの検証を行う.

1. case 1: 関節制御 PD+DOB,重心制御 P

2. case 2: 関節制御 PD+DOB,重心制御 2DoF
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3. case 3: 関節制御 2DoF,重心制御 P

4. case 4: 関節制御 2DoF,重心制御 2DoF

本稿では重心の x方向成分のみについて議論することとする. P制御における Kmom.
p の x方向成分は 500とし,関

節制御における PDおよび DOBのゲインについては第 B章に述べたとおりである. 関節制御における 2自由度制

御のパラメータは, τ = 0.001sで統一し,遮断周波数 ωc は,股ヨー軸,股ロール軸,膝ロール軸,脛ヨー軸,車輪軸そ

れぞれについて 30, 200, 400, 100, 300 [rad/s]とした. 重心制御における 2自由度制御のパラメータは, τ = 0.001s

とし,遮断周波数 ωc = 20 [rad/s]とした. シミュレーション結果を図 C.2に示す. 図 (a)-(d)はそれぞれ case 1-4を

示している. 図 (b)より,重心制御則のみを変更した場合は,重心誤差は低減可能であるが振動的となっていること

がわかる. 続いて図 (c)より,関節制御則を変更することで重心制御性能は向上できていないことが確認できる. 最

後に図 (d)より,重心制御性能が大きく改善できていることがわかる. これは重心外乱における関節制御系の誤差

が関節における 2自由度制御で低減され,さらに重心制御系の 2自由度制御によって重心外乱自体が抑圧された結

果であると考えられる. 以上より,シミュレーションにおいて重心外乱の抑圧に 2自由度制御が有効であることが

確認できた. ただし,ここで重心制御における 2自由度制御の遮断周波数が 20[rad/s]と著しく低いことがわかる.

作業空間において外乱オブザーバを設計した際には遮断周波数は高く設定できないことが一般的に問題となるの

で,重心外乱の抑圧においてもその値が制限されているものと考えられる. 上記の問題により, 3自由度制御を適用

することはできなかった. 今後は,この問題について検討する必要がある.
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図 C.2: 従来の制御系と 2自由度制御の比較 (シミュレーション)
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付録D WLMRの車輪走行時における角運動量の影
響について

本稿では, ZMPに基づいたWLMRの高機動化を実現してきたが,運動生成の段階で運動量の拘束条件を用いる

ことによる明確なメリットが提示されていなかった. よって本章では,拘束条件として運動量及び角運動量を扱う

ことによるメリットについて説明しておく. 本稿にて用いた ZMP方程式 (11.12)(11.13)では,外乱による影響は考

慮しているものの,重心まわりの回転に伴う慣性変動を考慮していない. 慣性変動を考慮すると,その影響が ZMP

方程式において下記のように角運動量の時間微分値として現れる.

xp =
mx(z̈ − z̈dis + g) − mz(ẍ − ẍdis)

m(z̈ − z̈dis + g)
−

L̇y

m(z̈ − z̈dis + g)
(D.1)

yp =
my(z̈ − z̈dis + g) − mz(ÿ − ÿdis)

m(z̈ − z̈dis + g)
−

L̇x

m(z̈ − z̈dis + g)
(D.2)

ここで, z = zc として一定値とし, Ly, Lz = 0とすると,式 (11.14)(11.15)と一致する. つまり,角運動量の変化度が

ZMPに直接影響を与えるが,本稿ではその影響は小さいものとして無視している. 本章では,その角運動量による

影響を,運動量の拘束条件を用いて抑圧するアプローチについて述べる.

D.1 運動量の拘束条件を用いた運動生成
まず,ロボットの全身運動生成を実現するための運動学的拘束を定義する. 車輪気候に関する拘束条件は下記の

形式で与えられる.

Aq̇ = 0 (D.3)

続いて,脚先速度 wṗci
に関する拘束は,以下の形式で表現される.

wṗc = Jlegq̇ (D.4)

続いて,運動量に関する拘束条件は以下のよう表現する.

P = JPq̇ (D.5)

L = JLq̇ (D.6)

(D.7)
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詳細については,第 10章を参照されたい. ４つの拘束条件を満たすような逆運動学解の求め方としては,最小二乗

法を用いると,以下の連立方程式を解けば良い.
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q̇ (D.8)

左辺と右辺の二乗偏差を最少にする逆運動学解は,疑似逆行列を用いて以下のように与えられる.
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)k (D.9)

ここで, kは零空間入力である. 式 (D.9)により,車輪機構の拘束を満たしつつ目標とする運動量及び脚先速度を実

現する各関節角速度が求まる.

続いて,所望の重心パターンを実現するため,運動量及び脚先速度の参照値を,以下のように与える.

Pre f = mtotal
wṗcmd

CoG + kP(wpcmd
CoG −

wpres
CoG) (D.10)

Lre f = 0 (D.11)

wṗ
re f
c = wṗcmd

c + kpc
(wpcmd

c − wpres
c ) (D.12)

wpcmd
CoG

, wṗcmd
CoG
は,第 11, 12章にて述べた目標 ZMPを実現する重心軌道生成器によって生成する. 式 (D.11)は,角

運動量が零になることを期待する拘束式である. 角運動量の値を抑圧できれば,角運動量の時間微分値による影響

も抑圧されることが期待できる. wpcmd
c は, ZMPの観点からもっとも安定である支持多角領域の中心 (Most stable

point: MSP)になるように設定する. 脚先位置指令値は,ロボットの初期姿勢における ZMPがMSPに存在するよ

うな位置に設定し,車輪走行中は目標 ZMPと各脚先位置の相対位置が一定となるように決める. 上記制御則およ

び式 (D.9)を用いて,ロボットを制御する.

上記の運動生成法では,角運動量が常にゼロになるとは限らない. 制御の主目的は ZMPを制御することである

ので,重心軌道生成器によって生成された重心軌道への追従を考えて重心制御系のゲインを高くすると,重心制御

への重みが大きくなる. また, ZMPをMSPに制御することを考えて脚先制御系のゲインを高くすると,脚先制御

への重みが大きくなる. この時,角運動量がゼロになることは保障されない. 重心軌道生成問題と, ZMPのMSPへ

の制御による脚動作の生成問題は本稿では同時に独立に検討されているので,脚の動作による ZMPへの影響につ

いては考慮されていない. 例えば,第 11章にて示したように,加減速時におけるWLMRの脚動作は大きな加減速

を伴う動作であるので,角運動量の変動が支配的とって ZMP誤差がむしろ問題となることも考えられる. よって,

L = 0を達成するためには, ṗ
re f
c を適切に計画する必要がある.
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D.2 脚配置最適化による角運動量の抑圧に基づくZMP誤差の低減
角運動量を抑圧するための一つのアプローチとして,脚先速度参照値 wṗcを適切に決定することを考える. 全身

運動生成問題を,以下の評価関数を最小化する最適化問題として定式化する.

min J = ||Lre f − L||2Q + ||
wṗ

re f

ZMP
− wṗc||

2
R

= ||Lre f − JLq̇||2Q + ||
wṗ

re f

ZMP
− Jlegiq̇||

2
R

s.t P = Mq̇

0 = Aq̇

このように,角運動量の目標値と応答値の誤差と,目標 ZMPの速度と各脚先速度の誤差に関する重み付き最小化

問題として定式化することで,角運動量を最小化しつつ,目標 ZMPが支持多角形の中心に拘束されるような運動

が生成されることが期待される.

次に,定義した最適化問題を解く. 上記最適化問題は,二次計画問題に帰着できる.

min J =
1

2
q̇T Gq̇ − q̇T f

s.t P = JPq̇

0 = Aq̇

with G = JT
L QJL + JT

legRJleg

f = JT
legRwṗ

re f

ZMP

制約が等式制約のみの場合,ラグランジュの未定乗数法により以下の方程式を解くことで解が求まる.
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(D.13)

上式を解くことで,所望の運動を実現する各関節角速度が求まる. このように定式化した場合の利点としては,各脚

の速度が角運動量を考慮した形で決定される点にある. つまり,重心軌道生成器が式 (11.14)(11.15)を用いて ZMP

の軌道追従を目指し誤差低減を行うのに対して,上記の運動生成法では角運動量を最小化するように脚動作を生

成して誤差低減を行うのである. 問題の定式化に関しては重心動作の軌道追従に関して重みをどのように設定す

るかなど議論の余地があり,また評価関数自体の定式化に関しても議論の余地がある. さらに,不等式拘束条件を

導入するなどの検討の余地も残されている.

D.3 角運動量の時間微分を拘束条件とした運動生成による角運動量フィード
バック制御

以下のように,角運動量の時間微分を拘束条件として運動生成を行う方法が容易に思いつく.

L̇ = JPq̈ + J̇Pq̇ (D.14)

q̈ = J
†

P
(L̇re f − J̇Pq̇) (D.15)

L̇re f = kL(Lcmd − Lres) = kL(0 − Lres) (D.16)
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上式はフィードバック制御により直接角運動量を抑圧する制御則である [187]. 角運動量の時間微分の次元におけ

る逆運動学によって,上記の制御則は可能になる. ただし,運動量の拘束条件を微分すると,拘束条件が煩雑となる

という問題がある.

D.4 その他のアプローチ
文献 [188]のように, 重心軌道生成の段階で角運動量の変動を考慮するアプローチも存在する. 本稿では ZMP

方程式を線形化することで制御設計及び演算の簡略化を考えているが,線形化を行うことなく非線形制御等によっ

て角運動量の影響を直接考慮する方法アプローチも考えられる.
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付録E MPCの導入によるZMP制約の考慮

本稿で提案した予見制御に基づく方法は,モデル予測制御へと拡張が可能である [186]. 本章では,予測可能な外

乱を考慮したモデル予測制御について述べる. 計算アルゴリズムは,予見制御と比較して大幅に煩雑となる. また,

計算量に関しても二次計画問題をオンラインで解く必要があるため大幅に増加する. ただし,モデル予測制御の利

点の一つである,陽な制約の考慮が達成できるため,欠点を補って余りある利点を有すると言える.

MPCのコンセプトを図 E.1に示す. あるサンプル kの時点において, Hp サンプル未来までのシステムの挙動を

予測し,ある評価関数を最小化するような Huサンプル未来までの制御入力を求める. そして実際のシステムには,

最適化によって求まった制御入力列の先頭の値 (現サンプルのための制御入力)を取り出し,印可する. この処理を

各サンプルごとに繰り返すことで,所望の制御目標が達成される. この方策に従った制御則の総称をMPCと言う.

また, MPCの特徴として最適化問題をリアルタイムで解くという点があり,この際に制約付き最適化問題として

定式化すれば,陽に制約を考慮した制御が実現される. まとめると, MPCは (1)Hpステップ未来までの状態の予測,

(2)制御入力の最適化,の 2ステップをリアルタイムで実行することで制御目標が達成される.

E.1 予測のための定式化
まず,制御対象を離散時間状態方程式で表現された以下のモデルとする.

x[k + 1] = Adx[k] + Bdu[k] + Edd[k] (E.1)

y[k] = Cdx[k] (E.2)

k
k+1 k+2 k+Hp

Prediction Horizon

Reference

Predicted Output

Measured Output

Predictive Control Input

Past Control Input

FuturePast

図 E.1: MPCの基本制御方策
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続いて,上式を用いて状態の予測を行う. 簡単な計算により,以下の状態予測式が導出できる.

X[k] = Apx[k] + Bp1u[k − 1] + Bp2∆U[k] + EpD[k] (E.3)
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続いて,出力予測式が以下のように導出できる.

Y[k] = CpX[k]

= CpApx[k] + CpBp1u[k − 1] + CpBp2∆U[k] + CpEpD[k]

= Ψx[k] + Υu[k − 1] +Θ∆U[k] + ΞD[k] (E.4)
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ŷ[k + 1|k]
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以上の予測式は, Hp サンプル未来までの状態および出力が,現在の状態, 1サンプル前の制御入力,また Hu サンプ

ル未来までの制御入力によって決まることを示している. 単純な予測の式として捉えると, 予測したい状態や出

力が未来の入力の値に依存するため, 予測不可能であることがわかる. 一方で, Hu サンプル未来までの制御入力

∆U[k]を制御入力と捉えると, Hpサンプル未来までの状態・出力は, ∆U[k]によって操作可能であることもわかる.

よって, MPCは ∆U[k]を最適化することで未来の状態・出力を制御することを考える.

E.2 MPCのための評価関数定式化
MPCでは,以下の評価関数の最適化を考える.

J[k] =

Hp
∑

i=Hw

||ŷ[k + i|k] − yre f [k + i|k]||2Q +

Hu−1
∑

i=0

||∆û[k + i|k] − ∆ure f [k + i|k]||2R +

Hp
∑

i=Hw

||x̂[k + i|k] − xre f [k + i|k]||2S

= ||Y[k] − Yre f [k]||2Q + ||∆U[k] − ∆Ure f [k]||2R + ||X[k] − Xre f [k]||2S (E.5)

重み行列Q,R,Sは正定な対称行列であれば,任意の行列として設計して良い. ⃝re f に関しては,制御したい物理量

のみを非ゼロとする. いま,上式の評価関数を, ∆U[k]に関する 2次形式に変形したい. そこで,式 (E.3)(E.4)を代入
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し式変形を施すと,以下の関係式を得る.

J[k] =
1

2
∆U[k]T Hess∆U[k] + JT

aco∆U[k] (E.6)

Hess = ΘT QΘ + BT SB + R

Jaco = −ϵT QΘ − eT SB − ∆UT R

(e = Xre f − Apx[k] − Bp1u[k − 1] − EpD[k],B = Bp2,

ϵ = Yre f −Φx[k] − Υu[k − 1] − ΞD[k])

E.3 入力・状態・出力の制約条件
本章では,制約条件を定式化する. 制御系設計の際に,状態や出力,入力の値をある値以上 (もしくは以下)に抑え

たいという制御要求が考えられる. 例えば以下のような制約を満たした制御が実現できることが好ましい.

umin[k + i|k] ≤ u[k + i|k] ≤ umax[k + i|k] (i = 1, 2, · · · ,Hu − 1)

xmin[k + i|k] ≤ x[k + i|k] ≤ xmax[k + i|k] (i = 1, 2, · · · ,Hp)

ymin[k + i|k] ≤ y[k + i|k] ≤ ymax[k + i|k] (i = 1, 2, · · · ,Hp)

ここでは,簡単化のため SISO系の例を示している. 上記の制約をMPCの中で取り扱いたいが,評価関数式 (E.6)

は ∆U[k]に関する関数なので, ∆U[k]で表現された制約しか扱うことができない. ここで,上記の制約は ∆U[k]に

関する制約に変形が可能であるので,その変形結果について述べておく.

まず制御入力の制約は, ∆U[k]に関する制約として以下のように変形できる.

F∆U[k] ≤ −F1u[k − 1] − f (E.7)
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続いて状態の制約を, ∆U[k]に関する制約として表現する. まず,ステップ kにおけるステップ i未来の状態の制

208



約は以下のように変形できる.

Hpx[k + i|k] + ηi ≤ 0 (E.8)
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上記の制約を kステップから k + Hp ステップまで考慮すると,

HPX[k] + η ≤ 0 (E.9)
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式 (E.3)を代入すれば, ∆U[k]に関する以下の式が得られる.

HpBp2∆U[k] ≤ −η −HpApx[k] −HpBp1u[k − 1] −HpEpD[k] (E.10)

最後に出力の制約を, ∆U[k]に関する制約として表現する. まず,出力に関する制約は以下のように変形できる.

ΓY[k] + g ≤ 0 (E.11)
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式 (E.4)を代入すれば, ∆U[k]に関する以下の式が得られる.

ΓΘ∆U[k] ≤ −g − ΓΨx[k] − ΓΥu[k − 1] − ΓΞD[k] (E.12)

209



E.4 解くべき最適化問題
最終的に, MPCで各サンプリングごとに解くべき最適化問題は下記の通りとなる.

min J[k] =
1

2
∆U[k]T Hess∆U[k] + JT

aco∆U[k]

s.t. F∆U[k] ≤ −F1u[k − 1] − f

HpBp2∆U[k] ≤ −η −HpApx[k] −HpBp1u[k − 1] −HpEpD[k]

ΓΘ∆U[k] ≤ −g − ΓΨx[k] − ΓΥu[k − 1] − ΓΞD[k]

上記の最適化問題は標準的な凸二次計画問題なので,局所最小解が大域的最適解となる. また,有効制約法や内点

法などの標準的なアルゴリズムを適用することで求解が可能である.
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[31] A. Albu-Schäffer, “Unified Passivity Based Control Framework for Position, Torque and Impedance Control of

Flexible Joint Robot,” The International Journal of Robotics Research, Vol. 26, No. 1, pp. 23-39, Jan. 2007

[32] K. Szabat and T. Orlowska-Kowalska, “Vibration Suppression in a Two-Mass Drive System Using PI Speed Con-

troller and Additional Feedbacks - Comparative Study,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 54, No. 2, pp. 1193-1206,

Apr. 2007

[33] R. Dhaouadi, K. Kubo and M. Tobise “Two-Degree-of-Freedom Robust Speed Controller for High-Performance

Rolling Mill Drives,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 29, No.5, pp. 400-407, Sep./Oct. 1993

[34] L. Yi and M. Tomizuka, “Two-Degree-of-Freedom Control with Robust Feedback Control for Hard Disk Servo

Systems,” IEEE/AMSE Trans. Mechatronics, Vol. 4, No.1, pp.17-24, Mar. 1999

[35] 藤本康孝, “外乱オブザーバを併用したスライディングモード制御と２自由度制御の比較”,横浜国立大学卒

業論文, 1993.

[36] Y. Fujimoto and A. Kawamura, “Robust Servo-System Based on Two-Degree-of-Freedom Control with Sliding

Mode,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 42, No. 3, 272-280, Jun. 1995

[37] T. Murakami, F. Yu, and K. Ohinishi, “Torque Sensorless Control in Multidegree-of-Freedom Manipulator,” IEEE

Trans. Ind. Electron., Vol. 40, No. 2, pp. 259-265, Apr. 1993

[38] S. Katsura, Y. Matsumoto and K. Ohnishi, ”Analysis and experimental validation of force bandwidth for force

control,” in IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 53, No. 3, pp. 922-928, June 2006

[39] E. Sariyildiz and K. Ohnishi, “Stability and Robustness of Disturbance-Observer-Based Motion Control Systems,”

IEEE Trans. Ind. Electron., Vol.62, No. 1, pp.414-422, Jan. 2015

[40] E. Sariyildiz and K. Ohnishi, “On the Explicit Robust Force Control,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol.62, No. 3,

pp.1581-1589, Mar. 2015

[41] E. Sariyildiz and K. Ohnishi, “An Adaptive Reaction Force Observer Design,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol.62,

No. 3, pp.1581-1589, Apr. 2015

[42] D. Grignion, X. Chen, N. Kar, and H. Qian, “Estimation of Load Disturbance Torque for DC Motor Drive Systems

Under Robustness and Sensitivity Consideration,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 61, No. 2, pp. 930-942, Feb.

2014

[43] K. Cho, J. Kim, S. B. Choi, and S. Oh, “A High-Precision Motion Control Based on a Periodic Adaptive Distur-

bance Observer in a PMLSM,” IEEE Trans. Mechatronics, Vol. 20, No. 5, pp. 2158-2171, Oct. 2015

213



[44] Y. Hori, H. Sawada, and Y. Chun, “Slow Resonance Ratio Control for Vibration Suppression and Disturbance

Rejection in Torsional System,” IEEE Trans. Control Syst. Technol., Vol. 46, No. 1, pp. 162-168, Feb. 1999

[45] J. N. Yun, J. Su, Y. I. Kim, and Y. C. Kim, “Robust Disturbance Observer for Two-Inertia System,” IEEE Trans.

Ind. Electron., Vol. 60, No. 7, pp. 2700-2710, July 2013

[46] J. Nam and J. Su, “Design of a Disturbance Observer for a Two-Link Manipulator With Flexible Joints,” IEEE

Trans. Control Syst. Technol. Vol. 22, No. 2, pp. 809-815, Mar. 2014

[47] R. Horng, H. Chou, and A. Lee, “Rejection of Limit Cycles Induced From Disturbance Observers in Motion

Control,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 53, No. 6, pp. 1770-1780, Dec. 2006

[48] M. Hirata and T. Kidokoro, “Servo Performance Enhancement of Motion System via a Quantization Error Es-

timation Method―Introduction to Nanoscale Servo Control,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 56, No.10, pp.

3817-3824, Oct. 2009

[49] T. T. Phuong, R. Furusawa, M. Nandayapa, C. Mitsantisuk, and K. Ohishi, “FPGA-based Wideband Force Control

System with Friction-Free and Noise-Free Force Observation,” IEEJ Journal of Industry Applications, Vol. 1, No.

3 pp. 178-190, Nov. 2012

[50] M. Takeya and S. Katsura, “Modeling of Stochastic Disturbance Based on Quantum Physics for High-Performance

Force Estimation,” IEEJ Journal of Industry Applications, Vol. 4, No. 5, pp. 535-542, Sep. 2015

[51] N. Kobayashi and T. Murakami, “Comparison of Force Control Performance Based on Only Acceleration Sensor

with KF/EKF,” IEEJ Journal of Industry Applications, Vol. 4, No. 5, pp. 559-567, Sep. 2015

[52] F. Nishi and S. Katsura, “Nanoscale Motion Control Using Composite Filter for Disturbance Observer,” IEEJ

Journal of Industry Applications, Vol. 4, No. 2, pp. 98-104, Mar. 2014

[53] H. Zhu and H. Fujimoto, “Suppression of Current Quantization Effects for Precise Current Control of SPMSM

Using Dithering Techniques and Kalman Filter,” IEEE Trans. Ind. Informat., Vol. 10, No. 2, pp. 1361-1371, May

2013

[54] M. Nandayapa, C. Mitsantisuk, and K. Ohishi, “High Performance Velocity Estimation for Controllers with Short

Processing Time by FPGA,” IEEJ Journal of Industry Applications, Vol. 1, No. 1, pp. 55-61, July 2011

[55] S. Yamada and H. Fujimoto, “Vibration Suppression Control for a Two-Inertia System using Load-Side High-

Order State Variables Obtained by a High-Resolution Encoder,” in Proc. 40th IEEE IECON, pp. 2897-2903, Oct.

2014

[56] J.D. Han, Y.Q. He, and W.L. Xu, “Angular acceleration estimation and feedback control: An experimental inves-

tigation”, Mechatronics, Vol. 17, Issue 9, pp. 524-532, Nov. 2007

[57] Y. Yokokura K. Ohishi, and S. Katsura, “Fine Force Reproduction Based on Motion-Copying System Using Ac-

celeration Observer,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 61, No. 11, pp. 6213-6221, 2014

214



[58] A. Levant, “Higher-order sliding modes, differentiation and output-feedback control,” Int. Journal of Control,

Vol.76, Issue 9-10, pp. 924-941, June 2003

[59] F. Janabi-Sharifi, V. Hayward, and C. J. Chen, “Discrete-Time Adaptive Windowing for Velocity Estimation,”

IEEE Trans. Control Syst. Technol., Vol. 8, No. 6, pp. 1003-1009, Nov. 2000

[60] S. Jin, R. Kikuuwe, and M. Yamamoto, “Improving Velocity Feedback for Position Control by Using a Discrete-

Time Sliding Mode Filtering with Adaptive Windowing,” Advanced Robotics, Vol.28, No.14, pp.943-953, July

2014

[61] H. Zhu and T. Sugie, “Velocity Estimation of Motion Systems Based on Low-Resolution Encoders,” Journal of

Dynamic Systems, Measurement, and Control, Vol. 135, Paper No: DS-11-1085, Jan. 2013

[62] T. Shi, Z. Wang, and C. Xia, “Speed Measurement Error Suppression for PMSM Control System Using Self-

Adaption Kalman Observer,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 62, No. 5, pp. 2753-2763, May 2015

[63] W. Zhu and T. Lamarche, “Velocity Estimation by Using Position and Acceleration Sensors,” IEEE Trans. Ind.

Electron., Vol. 54, No. 5, pp. 2706-2715, Oct. 2007

[64] S. Jeon and M. Tomizuka, “Benefits of acceleration measurement in velocity estimation and motion control,”

Control Engineering Practice, Vol. 15, Issue 3, pp. 325-332, Mar. 2007

[65] J. Zheng and M. Fu, “A Reset State Estimator Using an Accelerometer for Enhanced Motion Control With Sensor

Quantization,” IEEE Trans. Control Syst. Technol., Vol. 18, No. 1, pp. 79-90, Jan. 2010

[66] R. Antonello, K. Ito, and R. Oboe, “Acceleration Measurement Drift Rejection in Motion Control Systems by

Augmented-State Kinematic Kalman Filter,” in IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 63, No. 3, pp. 1953-1961, Mar.

2016

[67] R. Oboe and D. Pilastro, “Use of Load-side MEMS Accelerometers in Servo Positioing of Two-Mass-Spring

Systems,” in Proc. 41th IEEE IECON, pp.4603-4608, Nov. 2015

[68] P. B. Schmidt and R. D. Lorenz, “Design Principles and Implementation of Acceleration Feedback to Improve

Performance of dc Drives,” IEEE Trans. Ind. Appl., Vol. 28, No.3, pp. 594-599, May/June 1992

[69] W. L. Xu, J. D. Han, S. K. Tso, and Y. C. Wang, “Contact Transition Control via Joint Acceleration Feedback,”

IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 47, No.1, pp. 150-158, Feb. 2000

[70] Y. Marushita, H. Ikeda, and H. Sugie, “Vibration Suppression Control using the Load-side Acceleration Feed-

back,” in Proc. 33th IEEE IECON, pp. 810-815, Nov. 2007

[71] J. Kang and S. Sul, “Vertical-Vibration Control of Elevator Using Estimated Car Acceleration Feedback Compen-

sation,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 47, No. 1, pp. 91-99, Feb. 2000

[72] A. Jinzenji, T. Sasamoto, K. Aikawa, S. Yoshida, and K. Aruga, “Acceleration feedforward control against rota-

tional disturbance in hard disk drives,” IEEE Trans. Magn., Vol. 37, Issue. 2, pp. 888-893, Mar. 2001

215



[73] W. Shang and S. Cong, “Motion Control of Parallel Manipulators Using Acceleration Feedback,” IEEE Trans.

Control Syst. Technol. Vol. 22, No. 1, pp. 314-321, Jan. 2014

[74] S. Katsura, K. Irie, and K. Ohishi, “Wideband Force Control by Position-Acceleration Integrated Disturbance

Observer,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 55, No. 4, pp. 1699-1706, Apr. 2008

[75] C. Mitsantisuk, K. Ohishi, and S. Katsura, “Estimation of Action/Reaction Forces for the Bilateral Control Using

Kalman Filter,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 59, No. 11, pp. 4383-4393, Nov. 2012

[76] C. Mitsantisuk, M. Nandayapa, K. Ohishi, and S. Katsura, “Design for Sensorless Force Control of Flexible Robot

by Using Resonance Ratio Control Based on Coefficient Diagram Method,” Journal of AUTOMATIKA, Vol. 54,

No. 1, pp.62-73, Feb. 2013

[77] T. Yoshioka, T. T. Phuong, A. Yabuki, K. Ohishi and T. Miyazaki and Y. Yokokura, “High-performance Load

Torque Compensation of Industrial Robot using Kalman-filter-based Instantaneous State Observer,” IEEJ Journal

of Industry Applications, Vol. 4, No. 5, pp. 589-590, 2015

[78] G. A. Pratt and M. Williamson, “Series Elastic Actuators,” in IEEE/RSJ Intelligent Robots and Systems (IROS),

Vol.1, pp.399-406, 1995

[79] K. Kong, J. Bae, and M. Tomizuka, “A Compact Rotary Series Elastic Actuator for Human Assistive Systems,”

IEEE/AMSE Trans. on Mechatronics, Vol.17, No.2, 2012

[80] H. Vallery, R. Ekkelenkamp, H. Kooji and M. Buss, “Passive and Accurate Torque Control of Series Elastic

Actuators,” in IEEE/RSJ Intelligent Robots and Systems (IROS), Vol.1, pp.399-406, 2007

[81] G. Wyeth, “Control Issues for Velocity Sourced Series Elastic Actuators,” in IEEE/RSJ Intelligent Robots and

System (IROS), Vol.1, pp.399-406, 2007

[82] N. Paine, J. S. Mehling, J. Holley, N. A. Radford, G. Johnson, and C. Fok, “Actuator Control for the NASA-

JSC Valkyrie Humanoid Robot: A Decoupled Dynamics Approach for Torque Control of Series Elastic Robots,”

Journal of Field Robotics, vol. 32, issue. 3, pp.378-396, 2015

[83] M. Hopkins, S. Ressler, D. Lahr, A. Leonessa, and D. Hong, “Embeded Joint-Space Control of a Series Elastic

Humanoid,” in Proc. IEEE/RSJ Int. Conf. on Intelligent Robots and Systems (IROS), 2015

[84] N. Paine, S. Oh and L. Sentis, “Design and Control Considerations for High-Performance Series Elastic Actua-

tors,” in IEEE/ASME Trans. on Mechatronics, vol. 19, no. 3, pp. 1080-1091, 2014.

[85] A. Calanca, L. Capisani, and P. Fiorini, “Robust Force Control of Series Elastic Actuators,” Actuators, vol. 3, pp.

182204, 2014.

[86] M. Wang, L. Sun, W. Yin, S. Dong and J. Liu, “A novel sliding mode control for series elastic actuator torque

tracking with an extended disturbance observer,” IEEE Int. Conf. on Robotics and Biomimetics (ROBIO), pp.

2407-2412, 2015

216



[87] E. Guizzo and E. Ackerman, “The rise of the robot worker,” in IEEE Spectrum, Vol. 49, No. 10, pp. 34-41, 2012

[88] B. Vanderborght, et. al, “Variable impedance actuators: A review,” Robotics and Autonomous Systems, Vol.61,

Issue 12, pp. 1601-1614, 2013

[89] K. Kong, J. Bae, and M. Tomizuka, “Torque Mode Control of a Cable-Driven Actuating System by Sensor Fusion,”

Journal of Dynamic Systems, Measurment, and Control, Vol.135, 2013

[90] D. Rollinson, et. al, “Design and Architecture of a Series Elastic Snake Robot,” in IEEE/RSJ Int. Conf. on Intelli-

gent Robots and Systems(IROS), 2014

[91] K. Ohnishi, S. Katsura, and T. Shimono, “Motion Control for Real-World Haptics,” IEEE Ind. Electron. Mag.,

Vol. 4, No. 2, pp. 16-19, June 2010

[92] S. Katsura, W. Iida, and K. Ohnishi, “Medical Mechatronics – An Application to Haptic Forceps,” Annuual Re-

views in Control, Issue. 29, pp. 237-245, Nov. 2005

[93] S. Katsura, W. Yamanouchi, and Y. Yokokura, “Real-World Haptics: Reproduction of Human Motion,” IEEE Ind.

Electron. Mag., Vol. 6, No. 1, pp. 25-31, Mar. 2012.

[94] B. Hannaford, “A Design Framework for Teleoperators with Kinesthetic Feedback,” IEEE Trans. Robot. Autom.,

Vol. 5, No. 4, pp. 426-434, Aug. 1989

[95] Y. Yokokohji, and T. Yoshikawa “Bilateral Control of Master-Slave Manipulators for Ideal Kinesthetic Coupling

– Formulation and Experiment,” IEEE Trans. Robot. Autom., Vol. 10, No. 5, pp. 605-620, Oct. 1994

[96] K. Hashtrudi-Zaad, and S. E. Salcudean, “Bilateral Parallel Force/Position Teleoperation Control,” Journal of

Field Robotics, Vol. 19, No. 4, pp.155-167, Jan. 2002

[97] S. Katsura and K. Ohnishi, “A Realization of Haptic Training System by Multilateral Control,” IEEE Trans. Ind.

Electron., Vol. 53, No. 6, pp. 1935-1942, Dec. 2006

[98] T. Shimono, S. Katsura, and K. Ohnishi, “Abstraction and Reproduction of Force Sensation From Real Environ-

ment by Bilateral Control,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 54, No. 2, pp. 907-918, Apr. 2007

[99] E. A. Baran, A. Kuzu, S. Bogosyan, M. Gokasan and A. Sabanovic, “Comparative Analysis of a Selected DCT-

Based Compression Scheme for Haptic Data Transmission,” IEEE Trans. Ind. Informat., Vol. 12, No. 3, pp. 1146-

1155, June 2016.

[100] M. Tajiri and Y. Fujimoto, “Design of Bilateral Control Based on Complementary Sensitivity Function using

Velocity Information,” in Proc. 41st Annu. Conf. of the IEEE Ind. Electron. Soc., pp. 4412-4417, Nov. 2015

[101] S. Katsura, Y. Matsumoto, K. Ohnishi, “Modeling of Force Sensing and Validation of Disturbance Observer for

Force Control,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 54, No. 1, pp. 530-538, Feb. 2007

[102] Y. Fujimoto and M. Tajiri, “Transfer Function-based Approach for Designing Two-channel Bilateral Control Sys-

tems,” in Proc. IEEJ Int. Workshop on Sensing, Actuation, Motion Control, and Optimization, IS1-5, Mar. 2016

217



[103] S. Haddadin, A. Albu-Schaffer, A. De Luca and G. Hirzinger, “Collision detection and reaction: A contribution to

safe physical Human-Robot Interaction,” IEEE/RSJ Int. Conf. on Intelligent Robots and Systems (IROS), 2008

[104] B. Siciliano and O. Khatib, “Springer Handbook of Robotics,” Springer, 2008

[105] S. Oh, K. Kong, and Y. Hori, “Design and Analysis of Force-Sensor-Less Power-Assist Control,” IEEE Trans. Ind.

Electron., Vol. 61, No. 2, 2014

[106] S. P. Chan, and H. C. Liaw, “Generalized Impedance Control of Robot for Assembly Tasks Requiring Compliant

Manipulation,” IEEE Trans. Ind. Electron., Vol. 43, No. 4, 1996

[107] H. K. Kim, J. M. Carmena, J. Biggs, T. L. Hanson, M. A. L. Nicolelis, and M. A. Srinivasan, “The Muscle

Activation Method: An Approach to Impedance Control of Brain-Machine Interfaces Through a Musculoskeletal

Model of the Arm,” IEEE Trans. Biomedical Engineering., Vol. 54, No. 8, 2007

[108] A. Gupta and M. K. O’Maley, “Design of a Haptic Arm Exoskeleton fo Training and Rehabilitation,” IEEE/ASME

Trans. on Mechatron., Vol. 11, No. 3 pp. 280-289, 2006

[109] A. Calanca, R. Muradore, and P. Fiorini, “A Review of Algorithms for Compliant Control of Stiff and Fixed-

Compliance Robots,” IEEE/AMSE Trans. Mechatron., Vol. 14, No. 3, 2015

[110] T. Valency and M. Zacksenhouse, “Accuracy/Robustness Dilemma in Impedance Control,” IEEE/AMSE Trans.

Mechatron., Vol. 14, No. 3, 2009

[111] S. H. Kang, M. Jin, and P. H. Chang, “A Solution to the Accuracy/Robustness Dilemma in Impedance Control,”

IEEE/AMSE Trans. Mechatron., Vol. 14, No. 3, 2009

[112] H. Adachi, N. Koyachi, T. Arai, A. Shimuzu and Y. Nogami. “Mechanism and control of a leg-wheel hybrid

mobile robot,” in Proc. IEEE Int. Conf. on Robotics andAutomation, pp. 1792-1797, 1999

[113] G. Endo and S. Hirose,“Study on Roller-Walker (multi-mode steering control and self-contained locomotion),” in

Proc. IEEE Int. Conf. on Robotics and Automation, pp. 2808-2821, 2003

[114] T. Yoshioka, T. Takubo, T. Arai, and K. Inoue,“ Hybrid Locomotion of Leg-Wheel ASTERISK H,” Journal of

Robotics and Mechatronics, Vol. 20, No. 3, pp. 403-412, 2008

[115] Y. J. Dai, E. Nakano, T. Takahashi and H. Ookubo, “Motion Control of Leg-wheel Robot for an Unexplored

Outdoor Environment,” in Proc. IEEE/RSJ Int. Conf. on Intelligent Robots and Systems, pp. 402-409, 1998

[116] J. Smith, I. Sharf and M. Trentini,“PAW: a Hybrid Wheeled-Leg Robot,” in Proc. IEEE Int. Conf. on Robotics and

Automation, pp. 4043-4048, 2006

[117] A. Halme, I. Leppanen, S. Salmi, and S. Ylonen, “Hybrid Locomotion of a Wheel-legged Machine,” in Proc. Int.

Conf. on Climbing and Walking Robots, Madrid, Spain, 2000.

[118] B. H. Wilcox, “ATHLETE: A Cargo and Habitat Transporter for the Moon,”in Procc. IEEE Aerospace conference,

pp. 1-7, 2009

218



[119] NASA Curiosity Rover, http://www.nasa.gov/mission_pages/msl/index.html (最終検索日: 2017年 3

月 10日)

[120] Uluc Saranli, Martin Buehler and Daniel E. Koditschek, “RHex: A Simple and Highly Mobile Hexapod Robot,”

Int. Journal of Robotics Research, Vol. 20, No. 7, pp.616-631

[121] S. Shen, C. Li, C. Cheng, J. Lu, S. Wang, and P. Lin, “Design of a Leg-Wheel Hybrid Mobile Platform,” in Proc.

IEEE Int. Conf. on Robots and Interigent Systems (IROS), pp.4682-4687, 2009

[122] Kiribayashi. S, Okada. Y, Tadokoro. S, ishimura. T, Yoshida. T, Koyanagi. E, Hada. Y, “Redesign of rescue mobile

robot Quince,” in Proc. IEEE Int. Symposium on Safety, Security, and Rescue Robotics (SSRR), pp. 13-18, 2011

[123] F. Michaud, D. Ltourneau, M. Arsenault, Y. Bergeron, et al., “Multi-Modal Locomotion Robotic Platform Using

Leg-Track-Wheel Articulations,” Autonomous Robots, Vol. 18, No. 2, pp. 137-156, 2005

[124] 高橋, 横田, 王, 森, 中野 : “車両幅可変型全方向移動ロボットの機構と制御”, 日本ロボット学会誌, Vol. 19,

No. 5, pp. 638-645, 2001

[125] 豊田,野中 : “冗長な多関節機構を有する車両型ロボットの目標軌道追従制御”,日本機会学会第 9回「運動

と振動の制御」シンポジウム講演論文集, pp. 553-556, 2005

[126] Q. Fu and V. Krovi, “Articulated Wheeled Robots: Exploiting Reconfigurability and Redundancy,” in Proc. ASME

Dynamic Systems and Control Conference, DSCC2008-130, Ann Arbor, 2008.

[127] P. R. Giordano, M.Fuchs, A. Albu-Schaffer and G. Hirzinger, “On the Kinematic Modeling and Control of a

Mobile Platform Equipped with Steering Wheels and Movable Legs,” in Proc. IEEE Int. Conf. on Robotics and

Automation (ICRA), 2009.

[128] S. Moosavian and A. Mozdbaran, “Dynamics and Motion Planning of a Wheel-Legged Mobile Robot,” in Proc.

IEEE Int. Conf. on Control Applications Part of IEEE Multi-conference on Systems and Control, pp. 581-586,

2007

[129] C. Grand, F. Benamar and F. Plumet, “Motion Kinematics Analysis of Wheeled-Legged Rover Over 3D Surface

With Posture Adaptation,” Int. J. Mechanism and Machine Theory, pp. 477-495, 2010

[130] T. Thomson, I. Sharf, B. Beckman, “Kinematic Control and Posture Optimization of a Redundantly Actuated

Quadruped Robot,” in Proc. Int. Conf. on Robotics and Automation, pp. 1895-1900, 2012

[131] Sang-ik An, Dong-Soo Kwon : “Design and Kinematic Analysis of a 6DOFs Omnidirectional Mobile Robot for

the Gesture Expression”, ICROS-SICE Int. Joint Conf. , pp. 129-133, 2009.

[132] A. Mutka and Z. Kovacic, “A Leg-wheel Robot-based Approach to the Solution of Flipper-track Robot Kinemat-

ics,” in Proc. IEEE Int. Conf. on Control Applications, pp. 1443-1450, 2011

[133] Sang-ik An and Dong-Soo Kwon, “Zero-Moment Point Feedforward Balance Control of Leg-Wheel Hybrid Struc-

tures by using Input/Output Linearization,” in Proc. IEEE Int. Conf. on Intelligent Robots and Systems (IROS), pp.

2759-2764, 2011.

219



[134] Sang-ik An and Dong-Soo Kwon, “Zero-Moment Point Feedback Balance Control of Leg-Wheel Hybrid Struc-

tures by using Dynamic Decoupling and Control Allocation,” in Proc. IEEE Int. Conf. on Intelligent Robots and

Systems (IROS), pp. 2759-2764, 2011.

[135] 藤本,梶田, “位置制御に基づく２足歩行技術”,日本ロボット学会誌, vol. 30, no. 4, pp. 344-349, 2012

[136] S. Kajita, F. Kanehiro, N. Kenji, K. fujiwara, K. harada, and K. yokoi: “Biped Walking Pattern Generation by

using Preview Control of Zero-Moment Point”, in Proc. IEEE Int. Conf. on Robotics and Automation (ICRA),

pp.1620-1626, 2003

[137] M. Krid and F. Benamar, “Design and Control of an Active Anti-Roll System for a Fast Rover,” in Proc. IEEE Int.

Conf. on Intelligent Robot and Systems (IROS), pp. 274-279, 2011

[138] Y. Hosoda, S. Egawa, J. Tamamoto, R. Nakamura and T. Horiuchi, “MOBILE ROBOT,” United States Patent,

2010

[139] N. Nazir,中浦,三平, “人間型ロボットの ZMPフィードバック制御における制御性能の限界,”日本ロボット

学会誌, Vol. 22, No. 5, pp. 656-665, 2004

[140] R. M. Murray, Z. Li and S. S. Sastry, “Mathmatical Introduction to Robotic Manipulators,” CRC Press, 1994

[141] S. R. Buss “Introduction to Inverse Kinematics with Jacobian Transpose, Pseudo inverse and Damped Least

Squares methods,” Typeset manuscript, available from http://math.ucsd.edu/˜sbuss/ResearchWeb, 2004

(最終検索日: 2017年 3月 10日)

[142] Y. Fujimoto, A. Kawamura, “Three Dimensional Digital Simulation and Autonomous Walking Control for Eight-

Axis Biped Robot,” in Proc. Int. Conf. on Robotics and Automation, pp. 2877-2884, 1995

[143] T. Sugihara, Y. Nakamura, “Whole-body cooperative balancing of humanoid robot using COG Jacobian,” in Proc.

IEEE Int. Conf. on Intelligent Robots and Systems (IROS), vol.3, pp. 2575-2580, 2002

[144] Y. Choi, D. Kim, Y. Oh, and B. You, “Posture/Walking Control for Humanoid Robot Based on Kinematic Res-

olution of CoM Jacobian With Embedded Motion,” IEEE Trans. on Robotics, Vol. 23, No. 6, pp. 1285-1293,

2007

[145] 梶田, “ヒューマノイドロボット,”オーム社

[146] A. C. Fang and N. Pollard, “Efficient synthesis of physically valid human motion,” in ACM Transactions on

Graphics, in Proc. ACM SIGGRAPH, vol.22, no. 3, pp.417-426, 2003

[147] Y. Morita and K. Ohnishi, “Attitude control of hopping robot using angular momentum,” in Proc. IEEE Int. Conf.

on Industrial Technology, vol. 1, pp. 173-178, 2003

[148] S.Kajita, F.Kanehiro, K.Kaneko, K.Fujiwara, K.Harada, K.Yokoi, and H.Hirukawa: “Resolved Momentum Con-

trol: humanoid motion planning based on the linear and angular momentum,” in Proc. IEEE Int. Conf. on Intelli-

gent Robots and Systems (IROS), Vol. 2, pp. 1644-1650, 2003

220



[149] D. E. orin and A. Goswami, “Centroidal Momentum Matrix of a Humanoid Robot:Structure and Properties,” in

Proc. IEEE Int. Conf. on Intelligent Robots and Systems (IROS), pp.653-659, 2008

[150] 吉川, “ロボット制御基礎論,” pp.コロナ社

[151] D.E. Whitney, “The Mathematics of Coordinated Control of Prosthetic Arms and Manipulators,” ASME Trans. on

Journal of Dynamic Systems, Measurement, and Control, Vol. 94, No. 4, pp/303-309, 1972

[152] 中村, 花房, “関節型ロボットアームの特異点低感度運動分解,”計測自動制御学会論文集, Vol. 20, No. 5, pp.

453-459, 1984

[153] 杉原, “Levenberg-Marquardt法による可解性を問わない逆運動学,” 日本ロボット学会誌, Vol. 29, No. 3, pp.

269-277, 2011

[154] G. Campion, G. Bastin, and B. D. Novel, “Structural properties and classification of kinematic and dynamic

models of wheeled mobile robots,” IEEE Trans. on Robotics and Automation, vol. 12, no. 1, pp 47-62, 1996.

[155] A. Luca, G. Oriolo and P. Giordano, “Kinematic Control of Nonholonomic Mobile Manipulators in the Presence

of Steering Wheels,” in Proc. IEEE. Int. Conf. on Robotics and Automation, pp. 1792-1798, 2010

[156] K. Nagano and Y. Fujimoto, “Comparison of Methods for Solving the Singular Configuration of a Wheel-Legged

Mobile Robot,” IEEJ Journal of Industry Applications, Vol. 5, No. 5, pp. 378391, 2016.

[157] Y. Nakamura, H. Hanafusa and T. Yoshikawa, “Task Priority Based Redundancy Control of Robot Manipulators,”

Int. Journal of Robotics Research, Vol.6, No.2, pp.3-15, 1987.

[158] M. Vukobratovich, “Zero-moment point-thirty five years of its life,” Int. Journal of Humanoid Robot, Vol. 1, pp.

157173, 2004

[159] A. Takanishi, M. Ishida, Y. Yamazaki, and I. Kato, “The Realization of Dynamic Walking by the Biped Walking

Robot,” in Proc. IEEE Int. Conf. on Robotics and Automation (ICRA), pp. 459-466, 1985

[160] T. shiraishi and H. Fujimoto, ”Trajectory Tracking Control Method Based on Zero-Phase Minimum-Phase Fac-

torization for Nonminimum-Phase Continuous-Time System,” in Proc. the 12th IEEE Int. Workshop on Advanced

Motion Control (AMC), 2012

[161] C. J. Kempf and S. Kobayashi: “Disturbance Observer and Feedforward Design for a High-Speed Direct-Drive

Posisioning Table,” IEEE Trans. on Control Systems Technology, vol.7, no.5, pp.513-526, 1999

[162] L.R.Rabiner and B. Gold, “Theory and application of Digital Signal Processing,“ Prentice-Hall, Inc. Englewood

Cliffs, N.J.

[163] Q. Huang, K. Tanie, and S. Sugano, “Stability compensation of a mobile manipulator by manipulator motion :

feasibility and planning,” Advanced Robotics, Vol. 13, No. 1, pp 25-40, 1999

[164] D. Choi and J. Oh, “ZMP stabilization of Rapid Mobile Manipulator,” in Proc. IEEE Int. Conf. on Robotics and

Automation (ICRA), pp. 883-888, 2012

221



[165] S. Lee, M. Leibold, M. Buss, and F. Park, “Online Stability Compensation of Mobile Manipulators Using Recur-

sive Calculation of ZMP Gradients,” in Proc. IEEE Int. Conf. on Robotics and Automation, pp. 850-855, 2012

[166] J.Yamaguchi, A.Takanishi, and I.Kato, “Experimental Development of a Foot Mechanism with Shock Absorbing

Material for Acquisition of Landing Surface Position Information and Stabilization of Dynamic Biped Walking,”

in Proc. IEEE Int. Conf. on Robotics and Automation, pp.2892-2899, 1995.

[167] S. Kajita, M. Morisawa, K. Miura, S. Nakaoka, K. Harada, K. Kaneko, F. Kanehiro, and K. Yokoi, “Biped Walking

Stabilization Based on Linear Inverted Pendulum Tracking,” in Proc. IEEE Int. Conf. on Intelligent Robots and

Systems (IROS), pp. 4489-4496, 2010

[168] S. Kajita, K. Yokoi, M. Saigo, and K. Tanie, “Balancing a Humanoid Robot Using Backdrive Concerned Torque

Control and Direct Angular Momentum Feedback,” in Proc. IEEE. Int. Conf. on Robotics and Automation (ICRA),

Vol. 4, pp. 3376-3382, 2001

[169] 佐藤,境野,大西, ”二足歩行ロボットの歩行安定化のための ZMP外乱オブザーバの一設計法,”電気学会論文

誌 D, Vol. 130, No. 3, 2010

[170] Y. Fujimoto and A. Kawamura, “Simulation of an Autonomous Biped Walking Robot Including Environmental

Force Interaction,” IEEE Robotics and Automation Magazine, Vol. 5, No. 2, pp.33-42, 1998

[171] “体幹位置コンプライアンス制御を用いた人間型ロボットの歩行安定化,”第 17回日本ロボット学会学術講

演会予稿集, pp. 1193-1194, 1999

[172] S. Kanzaki, K. Okada, and M. Inaba,“ Bracing behavior in humanoid through preview control of impact distur-

bance,”inProc. 5th IEEE-RAS International Conference on Humanoid Robots, 2005, pp. 301305.

[173] A. Ibanez, P. Bidaud and V. Padois, “Unified Preview Control for Humanoid Postural Stability and Upper-limb

Interaction Adaptation,” in Proc. IEEE/RSJ Int. Conf. on Intelligent Robots and Systems (IROS), 2012

[174] 佐藤,境野,大西, “2足歩行ロボットの歩行安定化のための ZMP外乱オブザーバの一設計法,”電気学会論文

誌Ｄ（産業応用部門誌, Vol. 130, No. 3, pp. 283-292, 2010

[175] 堀洋一,外乱推定型ロバストメカニカル制御,システム制御情報学会チュートリアル, pp.47-99, 1994

[176] H. Fujimoto and B. Yao, “Multirate Adaptive Robust Control for Discrete-Time Non-minimum Phase Systems

and Application to Linear Motors,” IEEE/ASME Transactions on Mechatronics, Vol. 10, No. 4, 2005

[177] G. Marani, J. Kim, J. Yuh, and W. K. Chung, “A Real-time Approach for Singularity Avoidance in Resolved

Motion Rate Control of Robotic Manipulators,” in Proc. Int. Conf. on Robotics and Automation, pp. 1973 - 1978,

2002

[178] A. Hourtash, “The Kinematic Hessian and Higher Derivatives,” in Proc. IEEE Int. Symposium on Computational

Intelligence in Robotics and Automation, pp. 169-174, 2005

222



[179] 結城, 村上, 大西, “共振比制御による２慣性共振系の振動抑制制御,” 電気学会論文誌 D, Vol. 113, No. 10,

pp.1162-1169, 1993

[180] M. Iwasaki, M. Yamamoto, H. Hirai, Y. Okitsu, K. Sasaki, and T. Yajima, “Modelling and Compensation for

Angular Transmission Error of Harmonic Drive Gearings in High Precision Positioning,” in Proc. IEEE/ASME

Int. Conf. on Advanced Intelligeint Mechatronics (AIM), pp. 662-667, 2009

[181] 青木,藤本,堀,高橋, “自己共振相殺外乱オブザーバを用いた 2慣性系のロバスト制御とそのヒューマノイド

ロボットへの適用,”産業計測制御研究会 IIC, IIC-12-179, 2012

[182] A. Baerveldt, R. Klang, “A low-cost and low-weight attitude estimation system for an autonomous helicopter,” in

Proc. IEEE Int. Conf. on Intelligent Engineering Systems, pp.391-395, 1997

[183] RTAI - the RealTime Application Interface for Linxux, https://www.rtai.org/ (最終検索日: 2017年 3月

10日)
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